
 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年度 高山市第八次総合計画 
 

施策評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

 

  



 

 

 

令和２年度施策評価について 

 

１ 目的 

高山市では、行政の説明責任の明確化、効率的で質の高い行政の推進、成果重視の行政への転換等

を図るため、毎年、事業評価を実施し、各種事業の改善、見直し等を行っています。 

これに加え、第八次総合計画（平成 27年度～令和 6年度）の中間年を経過したことから、前半（平

成 31年度まで）の成果を検証し、各事業を組み合わせた施策が有効に機能しているか等について評価

する施策評価を実施しました。 

 

２ 評価対象 

第八次総合計画（平成 27年策定）の個別分野（34分野） 

 

３ 評価の方法 

第八次総合計画における取り組みについて、各種指標の推移やまちづくりアンケート、事業実績等

をもとに成果と課題を整理し、今後の方向性を示しています。 

 

  



 

 

４ 基本施策の体系 

基本分野 基本目標 個別分野 施策 

1 産業・労働 魅力と活力

にあふれる

まち 

1-1 観光 （１）地域の魅力が伝わる観光地づくり 

（２）滞在型・通年型の観光地づくり 

（３）特色ある観光地づくり 

1-2 商業 （１）商店経営の充実 

（２）にぎわいのある商業空間の形成と中心市街地の活性化 

（３）新たな商業の創出 

1-3 工業 （１）経営体質の強化 

（２）個性・魅力あるものづくり 

（３）地域資源を活かした工業の創出 

1-4 労働 （１）労働環境の整備 

（２）地元企業への就労促進 

（３）勤労者支援の充実 

1-5 農業 （１）活気ある農業生産地づくり 

（２）ブランド力のある安全・安心な産地産品づくり 

（３）販路の拡大と流通の効率化 

（４）農山村集落機能の維持・強化 

（５）担い手の育成・確保 

1-6 林業 （１）森林の適切な管理 

（２）森林資源の有効活用 

（３）担い手の育成・確保 

1-7 畜産業 （１）活気ある畜産生産地づくり 

（２）ブランド力のある安全・安心な産地産品づくり 

（３）販路の拡大と供給の安定化 

（４）担い手の育成・確保 

1-8 海外戦略 （１）海外からの誘客促進 

（２）海外への販売促進 

（３）海外との交流推進 

2 環境・景観 環境と調和

した地球に

やさしいま

ち 

2-9 地球環境 （１）自然環境の保全と活用 

（２）自然とふれあう空間の創出 

（３）生物多様性の保全 

（４）低炭素社会の形成 

（５）自然エネルギーを活かしたまちづくり 

（６）環境にやさしい人づくり 

2-10 生活環境 （１）葬送環境の向上 

（２）公衆衛生環境の確保 

（３）公害対策の強化 

（４）循環型社会の構築 

（５）ごみの適正処理 

2-11 景観 （１）個性ある景観の保全・活用 

（２）新たな景観の創出 

3 教育・文化 生きがいと

誇りを持ち

豊かな心を

育むまち 

3-12 学校教育 （１）自ら学び考える力の育つ教育の推進 

（２）豊かな心と健やかな体を育む教育の推進 

（３）地域全体の協働による郷土教育の推進 

（４）学びのセーフティネットの構築 

3-13 生涯学習 （１）学習機会の充実 

（２）家庭や地域を大切にする意識の高揚 

（３）学習成果の活用 

3-14 スポーツ （１）スポーツ活動の充実 

（２）スポーツ施設の整備 

（３）高地トレーニングエリアの整備 

3-15 文化芸術 （１）文化芸術に親しむ機会の充実 

（２）文化芸術活動の促進 

（３）文化芸術が薫るまちづくり 

3-16 歴史文化 （１）文化財などの保存・継承 

（２）歴史・文化を活用した地域づくり 

（３）歴史・文化に親しみ理解する機会の充実 

      

      

      

      



 

 

基本分野 基本目標 個別分野 施策 

4 福祉・保健 やさしさに

つつまれ健

やかに暮ら

せるまち 

4-17 地域福祉 （１）地域における支えあいの仕組みの強化 

（２）生活上の不安の解消 

（３）誰にもやさしいまちづくりの推進 

4-18 児童福祉 （１）子どもが家庭で安全に生活できる環境の整備 

（２）子どもが地域で健やかに育つ環境の整備 

（３）安心して子育てができる環境の整備 

（４）子育てと仕事の調和がとれる環境の整備 

4-19 高齢者福

祉 

（１）住み慣れた地域での生活の支援 

（２）地域包括ケアシステムの構築 

（３）介護予防の推進 

（４）認知症高齢者の支援 

（５）介護保険制度の円滑な運営 

（６）生涯現役世代としての活躍の場の創出 

4-20 障がい者 

福祉 

（１）相談支援体制の充実 

（２）障がい福祉サービスの充実 

（３）生活の自立に向けた支援 

（４）住まいの確保の促進 

（５）権利擁護の充実 

（６）社会参加の支援 

4-21 保健 （１）健康づくりへの支援 

（２）予防対策の推進 

4-22 医療 （１）地域医療体制の充実 

（２）救急医療体制の充実 

（３）医療保険制度の円滑な運営 

5 基盤・安全 安全で安心

して快適に

住めるまち 

5-23 土地利用 （１）総合的な土地利用 

（２）利便性を高める土地利用 

（３）地域特性を活かす土地利用 

（４）安全・安心を確保する土地利用 

5-24 道路 （１）幹線道路ネットワークの構築 

（２）災害に強い道路整備の推進 

（３）将来の負担を軽減する老朽化対策の推進 

（４）生活に身近な道路の環境の向上 

（５）道路利用の快適性の向上 

（６）官民協働による除雪の推進 

5-25 公共交通 （１）地域公共交通の利便性の向上 

（２）広域的な公共交通の利便性の向上 

5-26 住宅公園 （１）良質な住宅環境の整備 

（２）市営住宅の効果的・効率的な供給と管理 

（３）利用しやすく特色ある公園づくり 

5-27 上下水道 （１）水源の保全と水質の確保 

（２）上水道施設の整備 

（３）上水道事業の経営安定 

（４）水洗化の普及 

（５）下水道施設の整備 

（６）下水道事業の経営安定 

5-28 情報 （１）地域情報格差の解消 

（２）情報通信技術の活用 

（３）電子市役所の推進 

5-29 防災 （１）地域の防災力の向上と市民初動体制の確立 

（２）防災体制の充実 

（３）自然災害防止施設の充実 

（４）広域防災対策の強化 

（５）観光客の防災対策の強化 

5-30 安全 （１）交通事故の防止 

（２）防犯体制の強化 

（３）消費トラブルの防止 

（４）暴力団の排除 

（５）国民保護体制の強化 

5-31 消防 （１）予防体制の充実 

（２）消防体制の充実 

（３）消防団の充実 

（４）救急体制の充実 



 

 

基本分野 基本目標 個別分野 施策 

6 協働・行政 みんなでつ

くる持続可

能なまち 

6-32 協働 （１）協働のまちづくりによる地域力の向上 

（２）多様な主体が協働できる仕組みづくり 

（３）市民との情報共有の推進 

（４）市民意向の把握と反映 

（５）男女共同参画社会の実現 

6-33 交流 （１）交流の促進 

（２）移住の促進 

（３）平和への貢献 

6-34 行財政運

営 

（１）効率的・効果的な行政運営の推進 

（２）組織・人事管理の充実 

（３）公有財産の適正な管理 

（４）財政の健全性の確保 

 

 

 

 



※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ●

3 ●

4 ● ●

5 ●

6 ●

7 ●

8 ●

9 ●

10 ●
山岳観光地入込者数（乗鞍岳、五色ヶ原、
新穂高ロープウェイ）（年間）

万人

バリアフリー観光に関する相談・問い合わ
せ件数（年間）

件

国内観光客入込者数（宿泊）（年間） 万人

コンベンション誘致件数（年間） 件 47 69 56 72 81 80 81

176 172 171 173 170

観光消費額（年間） 億円

観光客入込者数（宿泊）（年間） 万人

「観光客で市内がにぎわい、観光産業が活
性化している」と感じている市民の割合

％

再来訪の意向 ％

686 714 820 1,000 940 934 1,013 790 890

観光客入込者数（日帰り）（年間） 万人

観光客入込者数（年間） 万人

198 200 207 219 221 221 227 238 270

473 452 500

223 246 214

高山市第八次総合計画　施策評価シート

１．飛騨高山にひとを呼び込む （１）魅力ある観光地づくりの推進 ④中心市街地活性化の推進

１．飛騨高山にひとを呼び込む （2）スポーツ環境、保養環境等の整備 ①コンベンション誘致の推進

基本目標 具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む （１）魅力ある観光地づくりの推進 ①国内誘客の推進

１．飛騨高山にひとを呼び込む （１）魅力ある観光地づくりの推進

主要課題

取り組みの方向
性

・誘客宣伝の推進や観光情報発信の強化などにより地域の魅力が伝わる観光地づくりを推進します。
・多様な旅行形態の創出やおもてなしの心の醸成などにより訪れる人々の心に響くような滞在型・通年型の観光地づくりを推進します。
・バリアフリー観光やハブ観光地化の推進などにより特色ある観光地づくりを推進します。

H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

197 203 227 232 241

395 403 434 451 462 444

230

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 1　産業・労働 基本目標 魅力と活力にあふれるまち

・観光客のニーズや価値観の多様化に対応したソフト・ハード両面による受入体制の整備・充実をすすめ、観光地「飛騨高山」のブランド力を向
上させる必要があります。
・人口減少社会の本格的な到来や全国的な観光地間競争の激化に対応するため、ターゲットを明確にした誘客宣伝を強化する必要がありま
す。
・北陸新幹線の開業、道路交通網の整備などによる交通アクセスの向上に伴い、滞在型・通年型の観光地として魅力の向上を図る必要があり
ます。

目指す姿
・「飛騨高山」の魅力が伝わり、多くの観光客でにぎわっています。
・観光客による多くの消費がなされ、観光産業をはじめとした地域産業の活性化が図られています。

個別分野 観光

１．飛騨高山にひとを呼び込む （2）スポーツ環境、保養環境等の整備 ③温泉・山岳等資源の活用

③観光客受入体制の強化

対
応
す
る
総
合
戦
略
事
業
※

H28

２　市民アンケートの結果

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25 H26 H27

98.7 98.6 98.9 98.8 98.4 97.2 98.7 98 98

- 74.0 - 85.1 88.9 87.2 81.7 ↗ ↗

166 166 198

- - - 30 34 51 44 120

90

55 46 44 46 42 43 47 50

1



※

1

2

3

88.9%

87.2%

8.7%

8.2%

6.8%

観光関連団体等との協働などによるターゲットを
明確にした誘客宣伝の推進

2位

回答比率
順位

（34項目中）

順位
（34項目中）

順位
（34項目中）

4位

順位の変化に見る現状の評価では、平成26年度と令和2年度の順位を比較しています。
Ｒ2の調査結果に見る施策の方向性は、市の取り組みに対する満足度では18位以上、今後の重要課題では10位以上を上位と区分しています。

H26 回答比率

H28

観光案内所の機能強化や案内標識の整備、散策
マップの作成などによる市内観光案内の充実

（
１

）
地
域
の
魅
力
が
伝
わ
る
観
光
地
づ
く
り

16位

今後の重要課題

回答比率

回答比率

順位
（20項目中）

9位

12位

★総合戦略の対応箇所

回答比率

回答比率

・観光PR用のパンフレット（観光ガイドブック）やポ
スターなど宣伝ツールを作成し、観光キャンペーン
等での情報発信を行った。
・ホームページやSNSを活用し、飛騨高山の魅力
を広く発信した。

商
工
観
光

部

順位
（20項目中）

9位

順位
（20項目中）

・駅前観光案内所の改築にあわせ、タブレットやデ
ジタルサイネージの導入により、情報発信機能を
強化した。
・歴史街道を紹介する多言語観光案内看板を市内
の道の駅など主要な立ち寄りポイントに整備した。
・飛騨高山ぶらり散策マップを定期的に作成（情報
更新）した。

H29 回答比率

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位は下位 →　＜維持＞重要度は高い水準にはないため、事業を継続しながら、内容の工夫等に
より対応すべき

これまでの取り組み

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

・フランス、台湾等で行われる国際旅行博に出展
し、現地の有力旅行会社、メディア、一般消費者に
対し、観光の魅力等について情報発信した。

農
政
部

・都市部における観光物産展や日本最大の旅行
博（ツーリズムEXPOジャパン）などに積極的に出
展し、観光PRを実施した。

商
工
観

光
部

海
外
戦

略
部

商
工
観
光
部

・飛騨農業協同組合と連携し、農業者や生産団体
による飛騨高山展への出展や都市部でのPRを促
進した。

・高山市観光連絡協議会、高山市旅館ホテル連絡
協議会、民間事業者などと連携し誘客宣伝を実施
した。
　メディアやWeb、広告媒体等を活用した誘客宣伝
　旅行博への出展や商談会への参加
　首都圏や主要都市でのキャンペーン活動
・観光客の入込者数、宿泊者数、交通量、消費額
などのほか満足度や認知度などを調査し、観光動
向の把握と分析を行った。

H30

２　市民アンケートの結果

観光の振興（魅力ある観光地づくり、誘客促進）

市の取り組みに対する満足度

「観光客で市内がにぎわしい、観光産業が活性化している」と感じて
いる市民の割合

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容
担当
部局

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇、重要度の順位が下降 →　改善が進み、成果が認識されている

74.0%

85.1%

順位
（34項目中）

6位

回答比率

H31 回答比率 81.7%
順位

（36項目中）
3位 回答比率 4.7%

順位
（20項目中）

2位

★高山市公式ファンクラブ飛騨高山「めでたの会」
を創設し、ＳＮＳ等による情報発信や会員募集を
行った。また、会員向けに市内視察や交流会を開
催し、継続して応援いただける関係の構築を図っ
た。
★高い技能と知名度を持つ3名を飛騨高山アンバ
サダーに委嘱し、イベントでの地場産品の活用や
店舗内のアンテナショップにおける商品販売など
を行った。

企
画
部

7.1%
順位

（20項目中）
10位

★飛騨地域や関係自治体などと連携し、観光キャ
ンペーンの実施や旅行博への出展、旅行エージェ
ントの訪問、メディアを活用した誘客宣伝を行っ
た。
　飛騨地域観光協議会
　飛騨観光宣伝協議会
　飛越能経済観光都市懇談会
　ぶり街道推進協議会
　北陸・飛騨・信州3つ星街道観光協議会
★ユネスコ無形文化遺産登録を機に関係自治体
（高山市、飛騨市、南砺市、高岡市、七尾市）が連
携した「飛越能ユネスコ5大祭常設展示館等周遊
得トクチケット」を企画・販売した。

商
工
観
光
部

商
工
観
光
部

観光ガイドブック・パンフレットの作成やホーム
ページ等の多様な情報媒体の活用などによる観
光情報発信の強化

R2

4
飛騨高山展の開催や海外旅行博への出展、観
光・商工業と農林畜産業の連携などによる国内外
への誘客活動の推進

飛騨地域観光協議会や飛越能経済観光都市懇談
会等との連携などによる広域的な誘客活動の推
進

5

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
①国内誘客の推進
・さらなる国内誘客の拡大を図るため、飛騨地域創生連携
協議会（構成団体：高山市、飛騨市、下呂市、白川村及び
岐阜県）と民間団体の連携による飛騨地域の地酒・食など
をテーマとした東京圏におけるプロモーション活動、北陸
新幹線開業を好機と捉えた広域的な二次交通網の充実な
どを進める。
・また、本市を応援する方で構成される市公認の組織（名
称：飛騨高山「めでたの会」）を創設し、新たな飛騨高山
ファンの獲得に向けた取り組みなどを進める。

回答比率 77.3%
順位

（36項目中）
5位 回答比率 6.2%

順位
（20項目中）

14位

2



4

5

1

5

まちづくり会社等と協働したまちなか活性化事業
などによる魅力ある観光地づくりの推進

（
３

）
特
色
あ
る
観
光
地
づ
く
り

自然・歴史等を活用した観光関連施設の整備や車
両進入制限などによる市街地観光の周遊性向上
の推進

商
工
観
光
部

（
２

）
滞
在
型
・
通
年
型
の
観
光
地
づ
く
り

★松本市と連携し、飛騨山脈（北アルプス）を軸と
した山岳観光資源を活用した新たな旅行商品の造
成やプロモーション活動を実施した。
★地域と連携し、温泉や食など地域資源を活用し
た「ONSEN・ガストロノミーウォーキングin奥飛騨・
平湯温泉」を開催した。
★地域のPRや新たな観光客の獲得を図るため、
飛騨高山ウルトラマラソンを開催した。

・高山市産業連関表を作成し、産業間の連携強化
に向けて地域経済構造分析を行った。
・地域経済懇談会を開催し、市内経済の課題につ
いて議論を行った。

★飛騨高山ウルトラマラソンなどのスポーツ観光
にかかる旅行商品造成について、有力旅行会社
に働きかけを行った。

ロケツーリズムの促進などによる新たな観光資源
の発掘や観光客層の開拓

・アニメ「氷菓」の舞台となっている場所を紹介する
「舞台探訪マップ」を作成した。
・アニメ「氷菓」の実写版映画の上映会を開催し
た。
・飛騨地域の各自治体が連携して、（一社）アニメ
ツーリズム協議会に加盟し、飛騨地域の情報発信
を行った。

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
③観光客受入体制の強化
・障がい者や高齢者、外国人など誰もが安心して観光でき
る環境の充実を図るため、バリアフリー観光（既存施設の
バリアフリー実態調査の実施、バリアフリーに関する観光
案内機能の充実等）を進める。

★高齢者や障がい者などを対象としたバリアフ
リー観光をコーディネートする団体が行う事業に対
し、助成を行った。

★市内で開催される大会や会議、研修会、スポー
ツ大会などに対し、助成を行った。

誰もが安心して観光できる支援団体の育成などに
よるバリアフリー観光の推進

・新たに観光に特化したバスを導入した（令和2年
度より運行開始）。

★飛騨山脈ジオパーク推進協議会を設立し、ジオ
パークを活用したツアー構築やガイド育成等に取
り組んだ。
★国による中部山岳国立公園南部地域利用推進
プログラムの策定や国立公園内の二次交通の充
実に向けた展開事業に参画し、中部山岳国立公
園及び周辺地域の活性化への取り組みを推進し
た。
★県の中部山岳国立公園活性化基本計画の策定
への参画や県中部山岳国立公園活性化協議会に
よる乗鞍岳及び周辺地域の活性化への取り組み
を推進した。

環
境
政
策
部

・まちづくり会社等と連携し、空き店舗活用による
新規出店を促進した。
・まちなかの活性化のための改元イベント、まちな
みコンサート、菓子まつりなどに対し、まちづくり会
社と連携した支援を行った。

商
工
観
光
部

商
工
観

光
部

商
工
観
光

部

★新たに観光に特化したバスを導入した（令和2年
度より運行開始）。
★中心市街地内への自動車流入抑制のため、外
縁部駐車場として駅西駐車場の整備を行った。
★中心市街地内における交通対策を行うための
交通状況調査を実施した。

都
市
政
策
部

・各地域の観光協会の運営に係る費用の一部に
対し、助成を行った。

商
工
観
光
部

海
外
戦
略

部

商
工
観
光

部

★昇龍道をはじめ北陸・飛騨・信州3つ星街道、杉
原千畝ルートなど、自治体や観光関係団体、観光
事業者と広域的に連携し、テーマ性のある周遊
ルートを宣伝した。

海
外
戦

略
部

・ユネスコ無形文化遺産に登録された高山祭の屋
台行事を核とし、祭の練習風景や屋台の修理行程
などを見学する、滞在型の旅行商品を造成した。

商
工
観
光
部

商
工
観
光
部

都
市
政

策
部

・飛騨農業協同組合、地産地消推進協議会と連携
し、農業者と食品事業者等をつなぐ食の見本市を
開催した。

農
政
部

観光業を中心とした産業間の連携強化による市内
産業の活性化

6

★総合学習やキャリア教育の一環として、地域に
ついて学んだことについて、修学旅行先での情報
発信や観光客への説明などに取り組んだ。

教
育
委
員

会

・飛騨民俗村再整備計画を策定した。
・奥飛騨温泉郷活性化基本構想の策定に向け、観
光客のニーズや動態など基本調査を実施した。

商
工
観

光
部

★市内の観光関係団体や関連事業者、全国の自
治体などを対象に、バリアフリーやおもてなし、食
などをテーマとした学習会（観光大学、観光ゼミ）を
開催した。

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
④中心市街地活性化の推進
・また、中心市街地における観光客の周遊性の向上を図
るため、自主運行バス路線の見直しや中心市街地への自
動車流入を抑制するための車両進入制限の実施、外縁部
の駐車場の有効活用などを進める。

観光関連団体への支援などによる運営基盤強化
の推進

商
工
観

光
部

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
③温泉・山岳等資源の活用
・新たな交流人口の呼び込みを図るため、飛騨高山ウルト
ラマラソンの開催、歴史街道を中心としたロングトレイル
コースの整備、国民の祝日「山の日」施行を契機と捉えた
山岳資源を活用した広域的な取り組みを進める。

広大な市域における地域資源の活用や四季を通
じた観光イベントの開催などによるニューツーリズ
ム・山岳観光・教育旅行等の多様な旅行形態の創
出

1

ＪＲ高山本線・高速バス路線・地域公共交通路線
等の２次交通の強化や着地型ツアーの造成支援
などによるハブ観光地化の推進

2

昇龍道や北陸飛騨３つ星街道等の広域的な連携
などによる魅力のある観光エリア・周遊ルートの形
成

3

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
①コンベンション誘致の推進
・多様なコンベンション誘致を図るため、国内外のＭＩＣＥ
（マイス：多くの集客交流が見込まれるビジネスイベント等
の総称）、全国や中部・東海ブロック規模のスポーツ大会
の開催に係る支援などを実施する。

コンベンションやスポーツ大会の開催への支援な
どによる国内外のＭＩＣＥの推進

4

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
①国内誘客の推進
・北陸・飛騨３つ星街道に加え、信州も含めた新たな広域
観光ルートの造成やプロモーション活動などを進める。

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
③観光客受入体制の強化
・また、道路等のハード整備に加え、ソフト面の充実など、
国際観光都市にふさわしいバリアフリーに関する取り組み
を進めるとともに、郷土教育などによるおもてなしの心の
醸成を図る。

観光大学や観光ゼミの開催、郷土教育などによる
おもてなしのこころの醸成

2

3

商
工
観

光
部

★北陸・飛騨・信州3つ星街道観光協議会の構成
自治体が連携し、旅行博（ツーリズムEXPOジャパ
ン）への出展やプロモーションビデオの製作、旅行
事業者やメディアを対象としたセミナーの開催など
PR活動を実施した。

3



４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 企画部／海外戦略部／商工観光部／農政部／環境政策部／都市政策部／教育委員会

（１）地域の魅力が伝わ
る観光地づくり

【企画部】
・飛騨高山「めでたの会」のフェイスブックで市の魅力やイベント情報を発信。「高山を
訪れた」、「一度訪れたい」などのコメントをいただき、誘客活動につながっている。
・交流会の開催により会員相互の交流を図り、応援の機運が高められた。
・飛騨高山アンバサダーの活躍する分野における連携を深めることにより、飛騨高山
ブランドの魅力・価値の認知度向上につながった。
【海外戦略部】
・トップセールスや戦略派遣による海外への誘客プロモーションが奏功し、着実に増
加を続けた結果、平成31年・令和元年に61.2万人が訪れ、過去最高を記録した。
・海外で行われる国際旅行博に出展し、現地の有力旅行会社、メディア、一般消費者
に対し、観光の魅力等について情報発信することができた。
【商工観光部】
・高山祭の屋台行事がユネスコ無形文化遺産に登録されたことを契機とした情報発
信や特別イベント「高山祭屋台の総曳き揃え」の開催により、観光客の増加につな
がった。
・首都圏をはじめとした都市部での官民一体となったPR活動の展開により、観光客の
入込み者数は年々増加している。
・積極的なキャンペーン活動や大手旅行エージェントへの誘客宣伝により、平成31年
の観光客入込者数は473万3千人となり、過去最高を記録した。
・人口減少社会の本格的な到来を迎え、ニーズの多様化などに対応した魅力的な情
報発信やターゲットを明確にした効果的なＰＲなど、戦略的な誘客活動が必要であ
る。
【農政部】
・飛騨農業協同組合や飛騨地域農業再生協議会などと連携し、都市部での農産物の
ＰＲイベントなどで農産物の魅力を紹介し、観光と農産物の一体的なＰＲを行うことが
できた。

【企画部】
・継続的でこまめな情報発信などにより、さらなる観光誘客の推
進を図る。
・飛騨高山アンバサダーとの情報共有や連携の強化を図る。
【海外戦略部】
・外国人旅行者ヒアリング調査の分析結果に基づき、効果的な
市場に対する誘客プロモーションの強化を図る。
・国・県等と連携しながら、受入環境の向上を図る。
・多言語ホームページ、SNSを活用し、魅力的な最新の観光情
報の発信をすすめる。
【商工観光部】
・ビックデータを活用した観光客の動向や多様化するニーズを
把握し、ターゲットを絞ったより効果的な誘客宣伝を実施する。
・総合パンフレット概要版の作成やSNSなど多様な媒体の効果
的な活用を図る。
・関係団体や事業者、近隣自治体と連携したキャンペーン活動
や大手旅行エージェントへの訪問、旅行商談会への参加など積
極的な誘客宣伝すすめる。
・新たな客層の掘り起しなど戦略的な誘客活動をすすめる。
・教育旅行に関する調査を行い、教育旅行の誘致をすすめる。
【農政部】
・都市部でのＰＲイベントなどによる情報発信の強化を図る。
・農産物の魅力を更に広め、生産者と市内外の飲食店などとの
連携強化により、観光誘客や販売の促進を図る。

（２）滞在型・通年型の観
光地づくり

【環境政策部】
・飛騨山脈ジオパーク推進協議会を設立し、ジオパークを活用した新たなツアーの構
築やガイド育成等への取り組みを開始することができた。
・地域の自然環境や景観だけではなく、歴史や文化などの多様な魅力を融合させた
ツアー造成やガイド育成が必要である。
【都市政策部】
・中心市街地における車両流入の抑制や観光客の周遊性向上のため、観光特化型
バスを導入した。
・市街地の車両進入制限については、地元との協議に時間を要し、市が主体となった
社会実験等具体的な取り組みまでは実施出来ていない。
【商工観光部】
・飛騨高山ウルトラマラソンの参加者が年々増加しており、スポーツを通じた滞在型
の観光づくりについて一定の成果が出ている。
・山岳観光やガストロノミーツーリズムなど地域資源を活用した多様な旅行形態の創
出により、観光客の増加につながった。
・観光協会やイベント実行委員会への支援を通じ、地域資源を活用した四季折々の
イベントが市内各地で実施されている。
・外国人観光客（宿泊者）数は大幅に増加しているが、国内の観光客（宿泊者）数は
横ばいとなっている。
・北陸新幹線の開業や道路網の整備など交通アクセスの向上に伴い、さらなる滞在
型・通年型の観光地づくりが必要である。
【農政部】
・地域産の農産物を使った料理の見本市や飛騨米の食べ比べ会などにより、地域産
農産物の販売促進や生産者と飲食店などとのマッチングが図られた。
【教育委員会】
・総合的な学習や行事等を通じ、地域資源の活用や地域人材を講師に招き、郷土の
特色を学ぶことで郷土の知識を深めることができた。
・市内に訪れる観光客に向け、子どもたちが作成したパンフレットの紹介等により地
域の良さを発信することを通じて、おもてなしの心の醸成を図った。

【環境政策部】
・飛騨山脈ジオパーク推進協議会との連携や運営支援により日
本ジオパークの認定を目指すととともに、来訪者の周遊性の向
上やリピーターの増加を図る。
・国や県と連携した国立公園満喫プロジェクト等の事業展開を
図る。
【都市政策部】
・市街地内の交通状況の調査、分析を行い、どのような交通体
系がふさわしいかを検討し、地域との合意形成を図る。
【商工観光部】
・飛騨高山ウルトラマラソンの充実を図り、リピーターや連泊者
が増加する取り組みの強化を図る。
・高地を活用したヘルスツーリズムやサイクルツーリズムなど、
時代を先取りした新たな旅行形態を創出し、滞在型の観光地づ
くりをすすめる。
・観光関連団体の主体的な取り組みに対する支援により、年間
を通じて楽しめる通年型の観光地づくりをすすめる。
・観光大学や観光ゼミなどの学習機会を通じ、観光客の受入体
制の充実を図る。
・奥飛騨温泉郷の活性化に向けた構想を策定し、構想に基づく
事業展開をすすめる。
・国や県、近隣自治体と連携した取り組みにより、中部山岳国立
公園南部地域を中心とした山岳観光を推進する。
・交通事業者と連携し、市内の主要な観光地を結ぶ二次交通の
充実を図る。
・市営スキー場の方向性について地域住民等と協議し、協議結
果を踏まえた対応をすすめる。
・持続可能な観光地づくりを推進するため、入湯税の使途見直
しや新たな財源確保について検討をすすめる。
【農政部】
・農産物の魅力を更に広め、生産者と市内外の飲食店などとの
連携強化により、観光誘客や販売の促進を図る。
【教育委員会】
・各学校で郷土愛を育む特色ある教育を推進する。

【海外戦略部】
・トップセールスや戦略派遣による海外への誘客プロモーションが奏功し、着実に増
加を続けた結果、平成31年・令和元年に61.2万人が訪れ、過去最高を記録した。
・今後も自治体や観光関係団体、観光事業者と広域的に連携した効率的かつ効果的
な海外誘客をすすめる必要がある。
【商工観光部】
・日本遺産認定やユネスコ無形文化遺産登録を契機とした積極的な情報発信やイベ
ントを開催し、観光客の増加につながった。
・コンベンションやスポーツ大会の積極的な誘致活動により、誘致件数は年々増加し
ている。
・バリアフリー観光をコーディネートする団体の取り組みを支援することで、バリアフ
リー観光を案内する総合窓口の開設やユニバーサル観光ガイドブックの作成を行っ
た。
・高山祭の練習風景や屋台の修理工程などを見学する滞在型の旅行商品を造成し、
参加者から好評を得た。
・全国的な観光地間競争の激化に対応するため、飛騨高山ならではの特色や魅力を
より磨き、情報発信していく必要がある。
【都市政策部】
・中心市街地における車両流入の抑制や観光客の周遊性向上のため、観光特化型
バスを導入した。

【海外戦略部】
・国や日本政府観光局をはじめ、広域観光ルートなど関係自治
体等との連携をすすめ、観光情報を広く発信する。
【商工観光部】
・全国規模のコンベンションやスポーツ大会、国際会議の誘致
活動を積極的にすすめる。
・高齢者や障がい者だけでなく、乳幼児やペット連れ、外国人な
ど様々な旅行者のニーズに対応した受入体制の充実を図る。
・自然資源や伝統文化など地域の隠れた魅力の発掘などによ
る官民一体となった特色ある観光地づくりを推進する。
【都市政策部】
・観光特化型バスの利用促進により、市街地の周遊性向上と交
通混雑の解消を図る。

（３）特色ある観光地づく
り

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ● ●

4 ● ●

5 ●

6 ●

7 ●

8 ●

9 ●

10 ●

12 ●

- 6,000第 2 次産業及び第 3 次産業の事業所数 事業所

新規海外販売契約件数（年間） 件

6,467
（H 23）

6,506

38 82

174 - - 165 165 - 145

70 34 43 43 43

道の駅利用者数（年間） 万人 85 80 83 81

↗- 22.5 - 37.5 29.9 23.0 ↗

74 77 8577

29.2

中心商店街の営業店舗 店舗

第３次産業の市内総生産額（年間） 億円

365 366 374362 366 371 357 371

第３次産業の従業者 人

第３次産業の事業所数 件

33,780
（H23）

5,080
（H23）

5,164 - 5,009

「個性・魅力ある商店経営が行われ、商業
が活性化している」と感じている市民の割
合

％

- - - 4,700

208 7 2 15

特産品の製造品出荷額等（年間） 億円

まちなか居住支援・空家改修支援による定
住者数（年間）

人

140
（H 23）

-

（3）地域産業の競争力の強化 ①地元企業の育成

④道の駅等拠点施設の活用

（1）地域資源や地場産品の魅力の向上

２．飛騨高山のモノを売り込む

-

13

高山市第八次総合計画　施策評価シート

１．飛騨高山にひとを呼び込む (4)移住・定住の促進 ④居住環境整備の促進

商業

主要課題
・個人消費の低迷や消費者ニーズの多様化などにも対応できる柔軟な経営体質づくりをすすめる必要があります。
・中心市街地においては、地域資源の活用などにより、商品・サービスの個性や魅力、利便性の向上を図る必要があります。
・起業しやすい環境を整えるとともに、商業を支える人材を確保・育成する必要があります。

目指す姿
・時代の変化に柔軟に対応した商店経営が行われています。
・中心市街地が多くの市民や観光客でにぎわい、商店街が活性化しています。
・多くの人々が起業し、商品・サービスが生み出され、新たな商店経営が行われています。

取り組みの方向
性

・経営指導や経営相談体制の充実、地場産品の国内外への販路拡大、個性や魅力ある店舗づくりの促進などにより商店経営の充実を図りま
す。
・商店街の機能や魅力の向上、まちなかのにぎわいの創出、空き家・空き店舗活用の促進などによりにぎわいのある商業空間の形成と中心市
街地の活性化を図ります。
・起業家の包括的な支援体制の強化や飛騨高山ブランドの強化、新たな商品・サービスの開発などにより新たな商業の創出を図ります。

１．飛騨高山にひとを呼び込む

個別分野

基本目標

（１）魅力ある観光地づくりの推進 ④中心市街地活性化の推進

-

6

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 1　産業・労働 基本目標 魅力と活力にあふれるまち

6,294 - -

２．飛騨高山のモノを売り込む （3）地域産業の競争力の強化 ②創業の促進

単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

②国内外への販売戦略の推進

-

34,122 -

２．飛騨高山のモノを売り込む

（2）スポーツ環境、保養環境等の整備

H27

32,000 30,000

2,540
（H23）

2,457 2,486 2,498 2,561 - 2,540 2,540

H25 H28

357

H26 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

２．飛騨高山のモノを売り込む （1）地域資源や地場産品の魅力の向上 ①個性・魅力あるものづくりの推進

２　市民アンケートの結果

特定創業支援による創業者（件）数（年間） 件

対
応
す
る
総
合
戦
略
事
業
※

指標名

4,400

33,601 - - -

具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む

56 20- 27 32 77 55

3 9

5



1

3

5

6

順位
（34項目中）

H30 回答比率
順位

（20項目中）
6位

H29 回答比率

H26

商
工
観

光
部

★総合戦略の対応箇所

・市の制度資金融資及び借入に伴う利子や保証
料の助成により、事業者の経営を支援した。

商
工
観

光
部

・飛騨農業協同組合、地産地消推進協議会と連携
し、食の見本市を開催した。

順位
（20項目中）

7位32位

★経営指導や経営相談体制の充実を図るため、
商工会議所・商工会への支援を行った。

商
工
観
光
部

31位

6位

順位の変化に見る
現状の評価

２　市民アンケートの結果

今後の重要課題

地域経済の活性化

景気の動向を踏まえた迅速な景気対策の実施

資金融資や保証料補給などによる商店経営への
支援

商
工
観

光
部

情報通信技術や多様な情報媒体の活用などによ
る消費者ニーズを捉えた個性や魅力ある店舗づく
りの促進

満足度の順位が下降、重要度の順位は下降 →　状況は低下しているが、改善への期待は高くない

回答比率

回答比率

回答比率

回答比率

20.5%

18.8%

18.6%

16.4%

22.5%
順位

（20項目中）
6位回答比率

順位
（20項目中）

順位
（34項目中）

順位
（34項目中）

33位

4
産学金官の連携強化や地産地消の促進などによ
る地域内資金循環の活性化と事業者の育成

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
①地元企業の育成
・地域内資金循環の活性化を図るため、産学金官の連携
強化、商工業と農林畜産業の連携による地産地消の促進
などを進める。

農
政
部

商
工
観

光
部

商
工
観

光
部

順位
（36項目中）

35位 回答比率

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げるべ
き

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容
担当
部局

順位
（20項目中）

7位

15.0%
順位

（20項目中）
7位

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
１

）
商
店
経
営
の
充
実

これまでの取り組み

2

37.5%

29.9%

順位
（34項目中）

海
外
戦
略
部

飛騨高山展の開催や海外見本市出展等への支
援、観光・商工業と農林畜産業の連携などによる
地場産品の国内外への宣伝・販売促進活動の推
進

２．飛騨高山のモノを売り込む
（1）地域資源や地場産品の魅力の向上
②国内外への販売戦略の推進
・飛騨高山展の開催や海外見本市出展への支援、関連す
るショールームなどと連携した東京圏での飛騨高山アンテ
ナショップの設置、東京圏に支店等を持つ地元企業と連携
した東京圏における飛騨高山ブランドの情報発信などを
進める。

・市が行う公共事業のほかに、平成27年度にプレ
ミアム付き商品券事業を発行総額20億円規模で
実施するなど景気対策事業を実施した。

★イタリア、モロッコをはじめ、ベトナム、中国等へ
のトップセールスを実施し、観光・特産品等の魅力
についてPRを行った。
★欧州等をはじめとする海外の見本市やイベント
で特産品を宣伝した。

★飛騨高山展の開催や各種催事への出店支援な
どにより、地場産品の宣伝・販売を推進した。

★産学金官の連携強化や農商工・異業種連携の
支援などによる商品の開発や高付加価値化を促
進した。

・海外や都市部からの旅行者並びに市民がキャッ
シュレスで買い物ができる環境を整備するため、
電子決済端末の導入に対する支援を行った。

商工会議所・商工会への支援や連携強化などに
よる経営指導や経営相談体制の充実

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
①地元企業の育成
・経営指導や経営相談体制の充実を図るため、商工会議
所・商工会への支援や連携強化などを進める。

19.7%

H31

29.2%

28位

市の取り組みに対する満足度

「個性・魅力ある商店経営が行われ、商業が活性化している」と感じ
ている市民の割合

H28 回答比率

回答比率 23.0%

R2 回答比率 28.1%
順位

（36項目中）
34位 回答比率

6



1

3

4

5

1

2

3

4

（
２

）
に
ぎ
わ
い
の
あ
る
商
業
空
間
の
形
成
と
中
心
市
街
地
の
活
性
化

中心市街地への移住支援などによるまちなか居
住の促進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
(4)移住・定住の促進
④居住環境整備の促進
・移住・定住に向けた居住環境の整備を図るため、民間と
連携した空家情報の提供、家 賃や空家改修費に対する
支援、中心市街地への移住支援などを実施する。

★まちづくり会社との連携により、各種支援制度を
推進し、まちなか居住の促進に取り組んだ。
　　まちなか定住促進事業補助金

・土産品振興奨励制度の実施により新作土産品の
開発を促進した。

相談窓口の整備やセミナーの開催などによる起業
家の包括的な支援体制の強化

空き店舗を活用したチャレンジショップなどの整備
による起業家等の育成

（
３

）
新
た
な
商
業
の
創
出

6

7
流通経路の短縮化などに対応した地方卸売市場
や流通拠点施設の再編整備

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
②創業の促進
・創業初期における経営リスクを軽減し、意欲や経験のあ
る人材が創業しやすい環境整備を図るため、創業に関す
る相談窓口の整備、セミナーの開催、クラウドファンディン
グ等多様な資金調達手段の活用などを進める。

★創業初期における経営リスクの軽減を図り、起
業・創業の促進を図るため、特定創業支援事業補
助金を創設した。
・創業支援資金融資について保証料の全額及び
最大3年間の利子補給へと助成内容を拡充した。

商
工
観
光
部

商
工
観
光
部

商
工
観
光
部

商
工
観
光
部

商
工
観

光
部

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
②創業の促進
・既存の企業が保有する技術・人材・信用等の経営資源を
活用し、新規創業しやすい環境整備などを進める。

★産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画
の認定を受け、相談窓口の開設、創業相談会の
実施、特定創業支援事業として起業セミナーを実
施し、起業のための基本的な知識の習得や支援
制度の紹介等による包括的な支援を行った。

商
工
観
光
部

★メイド・バイ飛騨高山認証制度の推進に向けて、
飛騨高山ブランドの魅力・価値を発信するととも
に、飛騨高山ブランドの磨き上げに向けた取り組
みに対する支援を行った。

市場動向調査や新商品開発への支援などによる
飛騨高山ブランドの強化

企
画
部

２．飛騨高山のモノを売り込む
（1）地域資源や地場産品の魅力の向上
①個性・魅力あるものづくりの推進
・飛騨高山ブランドの強化を図るため、市場動向調査、新
商品開発、地域団体商標制度の活用への支援、メイド・バ
イ飛騨高山の促進などを進める。

・空き店舗を改修した「飛騨高山インキュベーショ
ンセンター」を開設し、公募により決定した入居者
の支援を行った。

資金調達手段の充実や利子・保証料補給などに
よる起業・創業の促進

商
工
観
光

部

まちづくり会社等と協働した空き家・空き店舗活用
やイベント開催などによるまちなかのにぎわいの
創出

★宮川界隈の朝市や商店街を回遊できる歩行環
境の整備として人道橋の整備をすすめた。

アンテナショップの活用などによる地域の特産品
等の販路拡大や誘客の促進

２．飛騨高山のモノを売り込む
（1）地域資源や地場産品の魅力の向上
①個性・魅力あるものづくりの推進
・また、商品の高品質・高付加価値化を促進するため、産
学金官・農林畜商工・異業種連携への支援などを実施す
る。
②国内外への販売戦略の推進
・飛騨高山展の開催や海外見本市出展への支援、関連す
るショールームなどと連携した東京圏での飛騨高山アンテ
ナショップの設置、東京圏に支店等を持つ地元企業と連携
した東京圏における飛騨高山ブランドの情報発信などを
進める。

企
画
部

★飛騨高山ブランド振興事業補助金による市内事
業者の国内外への見本市出展等の販路開拓や新
規市場の開拓につながる支援を行った。
★アンテナショップの設置については、市単独での
設置は難しいため、県に対し設置に向けた検討を
進めていただくように働きかけを行った。

宮川を中心として朝市や商店街を回遊できる歩行
環境の整備による良好な景観保持と回遊性の向
上

★まちづくり会社との連携により、各種支援制度を
推進し、まちなかのにぎわいの創出に取り組ん
だ。
　　中心市街地活性化事業補助金（空き店舗等
　　対策事業（家賃補助・改修補助））
　　まちなか活性化イベント補助金

商
工
観
光
部

建
設
部
・
商

工
観
光
部

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
④中心市街地活性化の推進
・中心市街地の魅力の向上とまちなかのにぎわいを創出
するため、宮川界隈の朝市や商店街を回遊できる歩行環
境の整備を進めるとともに、アーケード・シースルーシャッ
ターの設置への支援、空家・空店舗活用やイベント開催な
どをまちづくり会社等が中心となり進める。

★国から景観まちづくり刷新モデル地区の指定を
受け、平成29年度から3年間かけて、宮川周辺の
景観整備を実施した。
　宮川朝市通りの修景整備
　宮川沿い建築物の修景整備
　人道橋の整備

都
市
政
策
部

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
④中心市街地活性化の推進
・中心市街地の魅力の向上とまちなかのにぎわいを創出
するため、宮川界隈の朝市や商店街を回遊できる歩行環
境の整備を進めるとともに、アーケード・シースルーシャッ
ターの設置への支援、空家・空店舗活用やイベント開催な
どをまちづくり会社等が中心となり進める。

2

地域の特色・特性を活かした特産品の開発や道の
駅の販売機能の強化と活用などによる地域のに
ぎわいの創出

★道の駅等の指定管理者とともに、地域産品等の
販売や情報発信の強化、EVステーションの設置な
どを行った。

商
工
観
光

部

商
工
観

光
部

・地域の関係者より提案のあった問屋町における
民間による道の駅の整備は、制度上困難であった
ため、他の活用方法等について引き続き検討す
る。

・市場関係者や庁内において地方卸売市場のあり
方を検討した。

農
政
部

★産学金官の連携強化や農商工・異業種連携の
支援などによる商品の開発や高付加価値化を促
進した。

環境に配慮した街路灯への切り替えやアーケー
ド・シースルーシャッターの設置への支援などによ
る商店街の機能や魅力の向上

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
④道の駅等拠点施設の活用
・地域外からの活力を呼び込み、地域内のにぎわいの創
出を図るため、道の駅の持つ地域特産品・農産物等直売
所の販売機能や休憩機能の充実、道路情報・観光情報・
移住情報等の総合情報窓口としての情報発信機能の強
化、防災拠点機能の強化などを進める。

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
④中心市街地活性化の推進
・中心市街地の魅力の向上とまちなかのにぎわいを創出
するため、宮川界隈の朝市や商店街を回遊できる歩行環
境の整備を進めるとともに、アーケード・シースルーシャッ
ターの設置への支援、空家・空店舗活用やイベント開催な
どをまちづくり会社等が中心となり進める。

★まちづくり会社との連携により、各種支援制度を
推進し、商店街の機能強化や魅力向上に取り組ん
だ。
　　商店街街路灯改修補助金
　　中心市街地活性化事業補助金（シースルー
    シャッ ター等設置事業）

5
外部プロデューサー誘致への支援などによる人材
の育成や新たな商品・サービスの開発

・経済観光アドバイザーとものづくり等を行う若手
事業者との交流を深め、商品開発やマーケティン
グなどに関する指導を受けた。

企
画
部
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担当部局 海外戦略部／商工観光部／農政部／建設部／都市政策部／企画部

【商工観光部】
・産業競争力強化法に基づく特定創業支援事業として、実施した起業セミナーは平成
26～31年度までに延べ457名が受講した。その中から247名が特定創業支援事業補
助金を受給して開業するなど、市内において起業の機運が高まっている。
・平成30年度に飛騨高山インキュベーションセンターを開設し、起業家育成支援の強
化を図った。
・若年者の創業気運を醸成し、積極的なチャレンジを促すための方策の検討が必要
である。
・飛騨高山インキュベーションセンター入居者の育成に向けたプログラムづくり、特定
創業支援事業補助金受給者のアフターフォローのためのしくみづくりが必要である。
【企画部】
・経済観光アドバイザーからの飛騨高山の売れるものづくりについての指導、助言を
受け、ものづくり等を行う若手事業者のレベルアップが図られた。

（１）商店経営の充実

【海外戦略部】
・海外の有力市場においてトップセールスを実施し、地域の特産品について宣伝する
ことで、海外の販路拡大を図ることができた。
・JETRO岐阜事務所と連携し、海外販売のノウハウについて事業者に対し情報提供
することで、消費税免税店が94件まで拡大するなど、事業者の意識を高めることがで
きた。
・多様な市場への販路開拓や事業者による海外展開に対する支援を行っていく必要
がある。
【商工観光部】
・商工会議所、商工会だけではなく、市内金融機関、よろず支援拠点などの支援機関
と連携を強化し、中小企業者の課題解決に努めた。
・飛騨高山展の開催や東京事務所との連携により、首都圏のホテル・レストランに地
域食材を紹介するなど地場産品の宣伝・販路拡大を促進した。
・地域外の資金を取り込み、地域内資金循環の活性化を図るため、高山市産業連関
表を作成し地域経済の構造分析を行い、地域の経済構造の見える化に取り組んだ。
・生産年齢人口の減少など労働力が不足するなかで、労働生産性の向上が課題であ
る。
・事業所の人材確保や事業承継が新たな課題となっている。
【農政部】
・地産地消推進会議が中心となった農産物を活用したイベントの実施により、地産地
消の推進が図られた。
・出荷組合と市内飲食店等の共同によるキャンペーンなどにより、農産物のＰＲや飲
食店等での地域産農産物の活用促進が図られた。

（２）にぎわいのある商業
空間の形成と中心市街

地の活性化

【建設部】
・宮川界隈の朝市や商店街を回遊できる歩行環境の整備を進める。
【都市政策部】
・国から景観まちづくり刷新モデル地区の指定を受け、宮川周辺の景観整備により、
良好な景観保持と回遊性の向上が図られた。
【商工観光部】
・まちづくり会社との連携により、各種制度を活用した事業展開を支援し、中心市街地
の活性化を促進した。
・中心市街地を活性化させるため、タウンマネージャーを新たに採用し、各種団体、商
店街、行政等のマネージメントを行うための体制強化に努めた。
・（仮称）宮川人道橋デザイン会議を設置し、官民一体となった橋りょうデザイン等を
検討するとともに、下町エリアのにぎわい創出に向けた取り組みの協議をすすめた。
・人道橋による回遊性の向上を活かし、さらなる地域活性化に向けた取り組みを推進
する必要がある。
【企画部】
・飛騨高山ブランド振興事業補助金の活用により、事業者の積極的なブランド化や販
路拡大の取り組みが促進された。
【農政部】
・施設の老朽化などにより、公設地方卸売市場の整備が必要となっている。

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題）

【建設部】
・人道橋整備による回遊性の向上を図る（令和2年7月完成）。
【都市政策部】
・引き続き、良好な景観保持のため、歩行環境の整備や民間の
取り組みに対する支援を実施する。
【商工観光部】
･まちなかの空き店舗活用や下町グランドデザインに基づく環境
整備、まちづくり会社との連携強化、まちなか居住の促進などに
より、中心市街地の活性化を図る。
・賑わい創出施設の整備などにより、宮川周辺の商店街や朝市
などの活性化を図る。
・関係機関が一体となったワークショップの開催などにより、下
町エリアの魅力や価値、利便性、回遊性の向上など商店街の
魅力アップを図る。
【企画部】
・飛騨高山ブランド振興事業補助金の周知などにより、メイド・バ
イ飛騨高山認証産品をはじめとする地場産品のブランド化や販
路拡大を促進する。
【農政部】
・安全・安心な地域産品の流通の望ましい姿や運営方法につい
ての検討を行い、新たな市場整備をすすめる。

【海外戦略部】
・JETRO岐阜事務所等と緊密に連携し、輸出手続や決済手段な
ど海外販売のノウハウ情報の提供などにより、事業者の海外販
売への機運を高める。
【商工観光部】
・生産年齢人口の減少による消費の低迷、労働力や後継者の
不足に対応するため、効率的な経営、事業承継などの取り組み
の促進を図る。
・個別かつ複雑な課題への対応が必要になると考えられるた
め、商工会議所、商工会等の支援機関と一体となった中小企業
者への伴走型支援をすすめる。
・地域経済構造分析結果や地域経済懇談会、事業者との意見
交換に基づいた施策の検討・立案をすすめる。
・誘客・移住・地場産品の販路拡大のため、都市部における情
報発信拠点の設置をすすめる。
【農政部】
・市内飲食店などと生産者との交流や新たな商品の開発などに
より、農産物の販路拡大を図る。
・農産物の知名度向上や有用性の発信により、地産地消の推
進を図る。

今後の取り組み・方向性

（３）新たな商業の創出

４　担当部局による総合計画の評価

【商工観光部】
・市内における創業気運を一層高められるよう、引き続き創業に
対する支援をすすめる。
・特定創業支援事業補助金を受け創業した者に対するアフター
フォローを実施し、廃業率の低下を図る。
・関係機関との連携により、インキュベーションセンター入居者
の人材育成を強化し、入居期間終了後も事業が継続できるしく
みづくりをすすめる。
・地場産品の販路拡大に向けたe-コマース（電子商取引）の利
用促進をすすめる。
【企画部】
・市内のものづくり産業の強化のため、市内事業者のネットワー
クの強化と異業種連携を促進する。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ● ●

4 ● ●

5 ●

6 ●

7 ●

8 ●

工業

H28

第２次産業の事業所 件

H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 1　産業・労働 基本目標 魅力と活力にあふれるまち 個別分野

主要課題

・成長が期待される新分野への進出や国内外への販路拡大、国際情勢や為替レートの変動などの外的要因に影響されにくい経営体質づくりを
すすめる必要があります。
・森林など豊かな地域資源を活用したものづくりをすすめる必要があります。
・飛騨の匠の高度な技術を受け継ぐ伝統的工芸品産業や建築業などにおいては、従事者の高齢化や後継者不足が深刻化しており、人材誘致
や地域内の人材育成をすすめる必要があります。
・本市の強みや特色を活かし、他地域と差別化できる工業を創出していく必要があります。

H25 H26 H27

1,387
（H 23）

1,342

２．飛騨高山のモノを売り込む （1）地域資源や地場産品の魅力の向上 ③伝統技術の保存・継承

対
応
す
る
総
合
戦
略
事
業
※

第２次産業の従業者 人
9,556

（H 23）

基本目標 具体的な施策 主な事業

２．飛騨高山のモノを売り込む （1）地域資源や地場産品の魅力の向上 ①個性・魅力あるものづくりの推進

２．飛騨高山のモノを売り込む （3）地域産業の競争力の強化 ①地元企業の育成

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

高山市第八次総合計画　施策評価シート

- - 617 617第２次産業の市内総生産額（年間） 億円

- 1,285 -

目指す姿
・時代の変化に柔軟に対応した企業経営が行われています。
・伝統的工芸品産業などにおいて後継者が活躍し、高品質で付加価値の高い飛騨高山ブランドのものづくりが行われています。
・多くの人々が起業し、新たな企業経営が行われています。

取り組みの方向
性

・経営指導や経営相談体制の充実、企業経営の効率化、経営の多角化の促進などにより経営体質の強化を図ります。
・伝統技術の継承や特産品の品質向上、地場産品の国内外への販路拡大、飛騨高山ブランドの強化などにより個性・魅力あるものづくりを促
進します。
・企業の立地促進や森林資源の多面的活用等への支援策の充実などにより地域資源を活かした工業の創出を図ります。

617
（H 23）

867 917 961 953

２．飛騨高山のモノを売り込む （3）地域産業の競争力の強化 ②創業の促進

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

10,239 - 10,333 - 9,000 8,500

- - 1,300 1,250

- -

特産品の製造品出荷額等（年間） 億円
140

（H 23）
174 - -

33.9 37.4 32.0 34.4 ↗ ↗

165 165 - 145 150

0 2

「個性・魅力あるものづくりが行われ、工業
が活性化している」と感じている市民の割
合

％ - 28.7 -

伝統産業後継者（新規就業者）数（年間） 人 - 0 0 1 1 0

第 2 次産業及び第 3 次産業の事業所数 事業所
6,467

（H 23）
- 6,506

特定創業支援による創業者（件）数（年間） 件 - - 27 32 77 55

6,294 - - - 6,000

56

２　市民アンケートの結果

20
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1

4

6

7

H28 回答比率 33.9%
順位

（34項目中）
28位 回答比率

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が下降、重要度の順位は下降 →　状況は低下しているが、改善への期待は高くない

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げるべ
き

18.6%
順位

（20項目中）
6位

18.8%
順位

（20項目中）
7位

順位
（34項目中）

29位 回答比率H29 回答比率 37.4%

H30 回答比率

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策

7位

H31 回答比率 34.4%
順位

（36項目中）
29位 回答比率 15.0%

順位
（20項目中）

7位

R2 回答比率 32.2%
順位

（36項目中）
31位 回答比率 19.7%

順位
（20項目中）

企
画
部

飛騨高山展の開催や海外見本市出展等への支
援、観光・商工業と農林畜産業の連携などによる
地場産品の国内外への宣伝・販売促進活動の推
進

２．飛騨高山のモノを売り込む
（1）地域資源や地場産品の魅力の向上
②国内外への販売戦略の推進
・飛騨高山展の開催や海外見本市出展への支援、関連す
るショールームなどと連携した東京圏での飛騨高山アンテ
ナショップの設置、東京圏に支店等を持つ地元企業と連携
した東京圏における飛騨高山ブランドの情報発信などを
進める

商
工
観
光
部

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

商
工
観
光
部

★飛騨高山展の開催や各種催事への出店協力な
どにより、地場産品の宣伝・販売促進活動を推進
した。

商
工
観

光
部

・企業立地支援制度の対象業種を拡充し、新エネ
ルギー供給業の立地に対する支援を行った。

商
工
観

光
部

施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局

★市の制度資金融資及び借入に伴う利子や保証
料に対する助成により、事業者の経営を支援し
た。

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
①地元企業の育成
・経営指導や経営相談体制の充実を図るため、商工会議
所・商工会への支援や連携強化などを進める。

★経営指導や経営相談体制の充実を図るため、
商工会議所・商工会への運営支援を行うとともに
連携を強化した取り組みをすすめた。

2

商工会議所・商工会への支援や連携強化などに
よる経営指導や経営相談体制の充実

資金融資や保証料補給などによる企業経営への
支援

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
①地元企業の育成
・ また、市内事業者の経営体質の強化を図るため、資金
融資や保証料補給などを実施する。

★飛騨高山ブランド振興事業補助金により、市内
事業者の国内外への見本市出展等の販路開拓や
新規市場の開拓に向けた支援をすすめた。

農
政
部

・匠の家づくり支援事業等により、市内建築業者に
よる市産材利用住宅の建築等に対する支援を
行った。

林
政
部

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
①地元企業の育成
・ また、市内事業者の経営体質の強化を図るため、資金
融資や保証料補給などを実施する。

★産学金官の連携強化や農商工・異業種連携の
支援などによる商品の開発や高付加価値化を促
進した。

商
工
観

光
部

環境・介護・医療・福祉関連分野等のものづくりに
おける新分野進出への支援などによる経営の多
角化の促進

環
境
政

策
部

事業継続計画策定の促進などによる災害発生時
も事業が継続できる事業者の育成

・平成29年度に、事業継続計画の策定状況につい
てアンケート調査を行った。

商
工
観

光
部

・木質バイオマスストーブ・ボイラーの導入に対す
る支援を行った。

・企業立地支援制度により、新分野進出に対する
支援を行った。

商
工
観

光
部

・飛騨農業協同組合、地産地消推進協議会と連携
し、農業者と食品事業者等をつなぐ食の見本市を
開催した。

木質バイオマス・太陽光・水力等の自然エネル
ギー活用への支援などによる企業経営の効率化

3

（
１

）
経
営
体
質
の
強
化

産学金官の連携強化や地産地消の促進などによ
る地域内資金循環の活性化と事業者の育成

8
木造住宅建築やエコ改修の促進などによる建設
業の活性化

★イタリア、モロッコをはじめ、ベトナム、中国等へ
のトップセールスを実施し、観光・特産品等の魅力
についてPRを行った。

海
外
戦

略
部

★飛騨農業協同組合と連携し、農業者や生産団
体による飛騨高山展への出展や都市部でのPRを
促進した。

農
政
部

・市営の温泉施設2箇所（しぶきの湯遊湯館、桜香
の湯）において木質バイオマス燃料を活用した熱
供給事業の実証実験を実施した。
・木質バイオマス熱供給ビジネスセミナーを開催
し、木質バイオマスに関する技術や知識の普及を
図った。

環
境
政
策
部

5

32.0%
順位

（34項目中）
30位 回答比率 16.4%

順位
（20項目中）

6位

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「個性・魅力あるものづくりが行われ、工業が活性化している」と感じ
ている市民の割合

地域経済の活性化

H26 回答比率 28.7%
順位

（34項目中）
30位 回答比率 20.5%

順位
（20項目中）

6位
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1

2

3

4

5

6

1

2

3

4

★伝統的工芸品産業並びに伝統建築産業の後継
者育成を図るため、助成制度の見直しを行った。

商
工
観
光
部

飛騨の匠の心と技を今に受け継ぐ飛騨高山の名
匠認定制度などによる伝統産業の振興

教
育
委
員

会

土産品振興奨励制度などによる地元産土産品や
特産品の品質向上

・土産品振興奨励制度の実施により新作土産品の
開発を促進した。
・飛騨地域地場産業振興センターが行う地場産品
の新商品開発の支援等に対する助成を行った。

商
工
観
光

部

商
工
観

光
部

地域団体商標制度の活用や地域資源を活かした
新商品開発への支援、メイド・イン飛騨高山の促
進などによる飛騨高山ブランドの強化

２．飛騨高山のモノを売り込む
（1）地域資源や地場産品の魅力の向上
①個性・魅力あるものづくりの推進
・飛騨高山ブランドの強化を図るため、市場動向調査、新
商品開発、地域団体商標制度の活用への支援、メイド・バ
イ飛騨高山の促進などを進める。

★メイド・バイ飛騨高山認証制度の推進に向けて、
飛騨高山ブランドの魅力・価値を発信するととも
に、飛騨高山ブランドの磨き上げに向けた取り組
みに対する支援を行った。
★飛騨高山ブランド振興事業補助金による市内事
業者の国内外への見本市出展等の販路開拓や新
規市場の開拓につながる支援を行った。

企
画
部

２．飛騨高山のモノを売り込む
（1）地域資源や地場産品の魅力の向上
③伝統技術の保存・継承
・伝統技術の保存・継承を図るため、伝統産業における後
継者の育成、原材料の確保 への支援、飛騨の匠の心と
技を今に受け継ぐ飛騨高山の名匠認定制度の活用などを
進める。

★飛騨の匠の心と技を継承するため、飛騨高山の
名匠を認定した。

（
２

）
個
性
・
魅
力
あ
る
も
の
づ
く
り

伝統産業における後継者の育成や原材料の確保
への支援などによる伝統技術の継承

２．飛騨高山のモノを売り込む
（1）地域資源や地場産品の魅力の向上
③伝統技術の保存・継承
・伝統技術の保存・継承を図るため、伝統産業における後
継者の育成、原材料の確保 への支援、飛騨の匠の心と
技を今に受け継ぐ飛騨高山の名匠認定制度の活用などを
進める。

★産学金官の連携強化や農商工・異業種連携の
支援などによる商品の開発や高付加価値化を促
進した。

（
３

）
地
域
資
源
を
活
か
し
た
工
業
の
創
出

事業所等の新設・増移設や新たな常雇用への支
援などによる企業の立地促進

・市内における企業立地に対する支援を行った。

相談窓口の整備やセミナーの開催などによる起業
家の包括的な支援体制の強化

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
②創業の促進
・創業初期における経営リスクを軽減し、意欲や経験のあ
る人材が創業しやすい環境整備を図るため、創業に関す
る相談窓口の整備、セミナーの開催、クラウドファンディン
グ等多様な資金調達手段の活用などを進める。

★産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画
の認定を受け、相談窓口の開設、創業相談会の
開催、特定創業支援事業として起業セミナーを実
施し、起業のための基本的な知識の習得や支援
制度の紹介等による包括的な支援を行った。

・社会科副読本「飛騨の高山」を用いた伝統産業
に関する学習を行った。
・新たな副読本の作成に向けて社会科副読本研
究会を立ち上げ、内容の検討を行った。

・企業立地支援制度の対象業種を拡充し、新エネ
ルギー供給業の立地に対する支援を行った。

商
工
観

光
部

商
工
観
光
部

伝統産業に関する郷土学習などによる次代を担う
子どもたちの意識の醸成

産学官・農商工・異業種連携への支援などによる
商品の高品質・高付加価値化の促進

商
工
観

光
部

森林資源の多面的活用等への支援などによる新
たな企業の立地促進

資金調達手段の充実や利子・保証料補給などに
よる起業・創業の促進

２．飛騨高山のモノを売り込む
（3）地域産業の競争力の強化
②創業の促進
・創業初期における経営リスクを軽減し、意欲や経験のあ
る人材が創業しやすい環境整備を図るため、創業に関す
る相談窓口の整備、セミナーの開催、クラウドファンディン
グ等多様な資金調達手段の活用などを進める。

★創業初期における経営リスクの軽減を図り、起
業・創業の促進を図るため、特定創業支援事業補
助金を創設した。
・創業支援資金融資について保証料の全額及び
最大3年間の利子補給へと助成内容を拡充した。

商
工
観
光
部

商
工
観
光
部
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（１）経営体質の強化

【商工観光部】
・商工会議所、商工会だけではなく、市内金融機関、よろず支援拠点などの支援機関
と連携を強化し、中小企業者の課題解決に努めた。
・飛騨高山展の開催や東京事務所との連携により、首都圏のホテル・レストランに地
域食材を紹介するなど地場産品の宣伝・販路拡大を促進した。
・地域外の資金を取り込み、地域内資金循環の活性化を図るため、高山市産業連関
表を作成し地域経済の構造分析を行い、地域の経済構造の見える化に取り組んだ。
・生産年齢人口の減少など労働力が不足するなかで、労働生産性の向上が課題であ
る。
・事業所の人材確保や事業承継が新たな課題となっている。
【環境政策部】
・木質バイオマスストーブ及びボイラーの導入を促進し、化石燃料から木質バイオマ
ス利用へと転換することにより、温室効果ガスの発生を抑制した。
・自然エネルギーの活用がコスト削減だけではなく企業のイメージアップにもつながる
ことを情報発信する必要がある。
【海外戦略部】
・海外の有力市場においてトップセールスを実施し、地域の特産品について宣伝する
ことで、海外の販路拡大を図ることができた。
・ＪＥＴＲＯ岐阜事務所と連携し、海外販売のノウハウについて事業者に対し情報提供
することで、免税店を94件まで拡大するなど、事業者の意識を高めることができた。
【農政部】
・飛騨農業協同組合、地産地消推進協議会と連携した食の見本市の開催などによ
り、農業者と飲食店などとの連携強化を図った。
【林政部】
・市産材を利用した住宅建築への支援などにより、市産材の利用促進や市内建築業
者の技術者育成をすすめた。
【企画部】
・飛騨高山ブランド振興事業補助金の活用により、事業者の積極的なブランド化や販
路拡大の取り組みが促進された。

【商工観光部】
・生産年齢人口の減少による消費の低迷、労働力や後継者の
不足に対応するため、効率的な経営、事業承継などの取り組み
の促進を図る。
・個別かつ複雑な課題への対応が必要になると考えられるた
め、商工会議所、商工会等の支援機関と一体となった中小企業
者への伴走型支援をすすめる。
・地域経済構造分析結果や地域経済懇談会、事業者との意見
交換に基づいた施策の検討・立案をすすめる。
・誘客・移住・地場産品の販路拡大のため、都市部における情
報発信拠点の設置をすすめる。
【環境政策部】
・地球温暖化防止のため、木質バイオマスをはじめとした自然エ
ネルギー活用を促進する。
【海外戦略部】
・JETRO岐阜事務所等と緊密に連携し、輸出手続や決済手段な
ど海外販売のノウハウ情報提供などにより、事業者の海外販売
への機運を高める。
【農政部】
・引き続き農業者と飲食店などとのマッチングをすすめ、異業種
間の連携促進を図る。
【林政部】
・市産材を利用した住宅建築等に対する支援を引き続き実施
し、事業を広く周知することにより、さらなる市産材の利用促進
を図る。
【企画部】
・飛騨高山ブランド振興事業補助金の周知などにより、メイド・バ
イ飛騨高山認証産品をはじめとする地場産品のブランド化や販
路拡大を促進する。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 商工観光部／環境政策部／海外戦略部／農政部／林政部／企画部／教育委員会

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（２）個性・魅力あるもの
づくり

【商工観光部】
・伝統的工芸品産業並びに伝統建築産業の後継者育成に対する支援の拡充により、
伝統的工芸品産業2名、伝統建築産業20名の技術継承の取り組みを促進した。
・飛騨高山の名匠として、123名の認定を行い、ものづくりの職人とその技術を広く周
知するとともに、技術の継承並び後継者の育成を促進した。
・土産品振興奨励制度により、80件の土産品の推奨し、新商品の開発や地場産品の
販路拡大を促進した。
・外国人観光客の増加、消費者ニーズや流通形態が多様化しているなか、ものづくり
技術を活かした時代にあった商品開発が必要である。
【企画部】
・飛騨高山ブランド戦略を策定し、ブランドコンセプト及びインナーブランディング・アウ
ターブランディングの推進に向けた取り組み等を明確にした。
・前期の検証を踏まえ飛騨高山ブランド戦略を見直し、目的の明確化や重視する取り
組みを新たに設定した。
・飛騨高山ブランド戦略を推進するための庁内体制、民間団体等との連携体制、外
部有識者の活用の仕組みを整備した。
・飛騨高山の魅力・価値を再認識する機会の充実や、飛騨高山の魅力・価値を磨き
上げる取り組みを促進することで、インナーブランディングの充実を図った。
・日本遺産のストーリーにある匠の技によって作られたメイド・バイ飛騨高山認証制度
の地場産品を認証し、飛騨高山の魅力・価値を発信することができた。
・飛騨高山の魅力・価値を高めるためには、インナーブランディングのさらなる充実を
図る必要がある。
・地場産品の消費拡大や地域文化の継承・発展を図るためには、ものづくりのまちと
しての国際的評価を高める必要がある。
【教育委員会】
・郷土の産業や施設、歴史を掲載した社会科副読本「飛騨の高山」の発刊と授業での
活用などより、郷土に対する知識が深まった。
・郷土の産業等に対し、より一層理解を深め、魅力を伝えるために、副読本の見直し
（地域別の別冊の作成）が必要である

【商工観光部】
・伝統的工芸品産業や伝統建築産業に対する後継者育成支援
などにより、伝統的な技術・技法の継承を図る。
・多様なニーズに対応した商品開発を促進する。
【企画部】
・飛騨高山ブランドコンセプトの効果的な啓発に努め、飛騨高山
の魅力・価値の再認識と磨き上げを促進する。
・メイド・バイ飛騨高山認証制度等を活用した地場産品の磨き上
げやものづくりの担い手の確保・育成のための取り組みを強化
し、ものづくりのまちとしての基盤強化を図る。
・飛騨高山に誇りと愛着を持って「つくり」「売り」「使う（買う）」と
いう市民運動を推進するとともに、関係する取り組みを支援する
ことにより地域内経済循環の活性化を図る。
・メイド・バイ飛騨高山認証制度の拡充などによる産品やサービ
スの品質・価値の向上と飛騨高山の強みを活かした商品開発を
促進する。
・日本遺産(飛騨匠)とメイド・バイ飛騨高山認証制度等を連動さ
せて効果的に発信することで、ものづくりのまちとしての認知度
の向上を図る。
【教育委員会】
・子どもたちが地域に出向いて調べた内容をまとめた地域別の
副読本（別冊）を作成し、郷土の魅力を知る機会の提供と理解
の深化を図る。

（３）地域資源を活かした
工業の創出

【商工観光部】
・企業立地支援制度の対象業種に新エネルギー供給業を追加し、地域資源を活かし
た工業の創出を促進した。
・生産性向上特別措置法に基づく先端設備の導入促進計画及び地域未来投資促進
法に基づく基本計画を策定するなど、積極的な設備投資を促進した。
・産業競争力強化法に基づく特定創業支援事業として、実施した起業セミナーは平成
26～31年度までに延べ457名が受講した。その中から247名が特定創業支援事業補
助金を受給して開業するなど、市内において起業の機運が高まっている。
・若年者の創業気運を醸成し、積極的なチャレンジを促すための方策の検討が必要
である。

【商工観光部】
・設備投資をさらに促進するための支援策のあり方について検
討をすすめる。
・中小企業による新たな技術や新たな生産方式の導入を促進す
る。
・市内における創業気運を一層高められるよう、引き続き創業に
対する支援をすすめる。
・特定創業支援事業補助金を受け創業した者に対するアフター
フォローを実施し、廃業率の低下を図る。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ●

3 ●

4 ● ●

5 ●

6 ●

7 ●

8 ●

9 ●

-

保育園待機児童数 人 - 0 0 0 0 0 0 0

第 2 次産業及び第 3 次産業の事業所数 事業所
6,467

（H 23）
6,506 -

大学教授や学生の受け入れ 人 - - - - 1,161 1,472

6,294 - - - 6,000

1,997

労働力人口 人
51,362
（H22)

- 49,707

「若者、女性をはじめ、働く意欲のある人の
就労の場が確保されている」と感じている
市民の割合

％ - 16.1 - 21.5 23.3 20.8

- - - - 47,000

30.1 ↗

新規高等学校卒業者の就職者の管内就
職率

％

75 74 75

59.4 66.6 57.0

↗

84 121 138 400 400

64.4 63.0

3,786 3,824 3,881

72 77

企業立地助成制度による新規常雇用者数
（年間）

人 414 424 448 512

③地元就労の促進

（3）地域産業の競争力の強化 ①地元企業の育成

R6

-

62.9 49.7 67 70

76

(4)移住・定住の促進

対
応
す
る
総
合
戦
略
事
業
※

雇用者１人あたりの雇用者報酬（年間） 千円

若者定住促進事業補助対象者の市内定
住率（過去5年間）

％

- 4,000 4,200

H30 H31

目標値

H31
（中間）

73.0
（H 24）

71

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H28 H29

3,778 3,886

高山市第八次総合計画　施策評価シート

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備 ③子ども・子育て支援の充実

１．飛騨高山にひとを呼び込む （5）大学連携の推進 ①大学連携の強化

２．飛騨高山のモノを売り込む

主要課題
・行政と事業者が連携して仕事と育児の両立に向けた取り組みをすすめ、女性の就労促進を図る必要があります。
・高齢者の知識や技術の有効活用、障がい者が能力を発揮できる環境づくりをすすめる必要があります。
・若者が地元企業に就職できる環境を整える必要があります。

目指す姿
・若者や女性、高齢者、障がい者など、誰もが能力を活かしながら生きがいをもって働いています。
・地元で多くの若者が仕事に就き、市内の労働力が維持されています。

取り組みの方向
性

・均等な雇用機会と平等な待遇の保障、高齢者の技術や経験の活用促進、子育てと就労が両立できる環境整備の推進などにより労働環境を
整備します。
・雇用機会の創出や若者の地元定着の促進などにより地元企業への就労を促進します。
・勤労者や育児介護休業者への支援、求職者への職業紹介や求人情報の提供などにより勤労者支援の充実を図ります。

基本目標 具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む （3）企業 等誘致 の促進
①企業等誘致活動の推進 、企業等立地環境の
整備

１．飛騨高山にひとを呼び込む

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 1　産業・労働 基本目標 魅力と活力にあふれるまち 個別分野 労働

H25指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

H26 H27

70

２　市民アンケートの結果
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1

3

6

7

8

4
事業所内保育施設への支援や病児保育の実施な
どによる子育てと就労が両立できる環境整備の推
進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
③子ども・子育て支援の充実
・また、子育てと仕事の調和がとれた環境づくりのため、多
様な保育サービスの提供や事業所内保育等の充実を図
る。

5
勤労者の処遇改善に取り組む事業者への支援に
よる労働環境の整備促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（3）安定した就労機会の確保
①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の充実
・また、高齢者の生きがいづくりとして、地域に老若男女が
集い交流できる場づくりを進めるとともに、技術や経験が
活かされるよう、職業紹介、定年延長・再雇用の促進、シ
ルバー人材センターへの支援などを実施する。

★高齢者の働きやすい環境の整備、就労機会の
確保を図るため、シルバー人材センターの運営を
支援した。

商
工
観
光
部

★保育園における各種保育サービスを実施した。
（低年齢児、延長、一時、障がい児、アレルギー対
応）
★病児保育・夜間保育を実施し、病気や就労等に
より家庭における保育が困難な際の受入れ体制を
整備した。
★休日保育を実施した。（公立１園）

福
祉
部

多様な情報媒体の活用などによる労働に関する
情報提供の充実

・労政情報の発信のためのメールマガジン「労政
555」を配信した。

商
工
観

光
部

★事業所内で託児施設を運営している中小企業
に対して助成した。
★夜間保育に対する新たな支援制度を設け、多様
な働き方に対し柔軟に対応できる体制を整えた。

商
工
観
光

部

（
１

）
労
働
環
境
の
整
備

事業者への啓発などによる均等な雇用機会と平
等な待遇の保障

・市内企業向けに公正な採用選考のための講演
会を開催した。

商
工
観

光
部

★働き方改革のための企業向けセミナーを実施し
た。
・メールマガジンにより、働き方改革に関する制度
内容、講演会の開催などの情報を発信した。

商
工
観
光

部

・働き方改革推進に関する事業者向けセミナーを
開催した。

商
工
観

光
部

・第５次男女共同参画基本計画を策定した。
・男女共同参画懇話会を開催し、意見を事業に反
映した。
・市民向けの講演会や講座を開催し、男女共同参
画の啓発をすすめた。
★企業の実施するワーク・ライフ・バランス研修へ
専門の講師を派遣した。

市
民
活
動
部

2
ワーク・ライフ・バランスの啓発などによる仕事と生
活が両立できる環境整備の促進

障がい者の就労支援サービス等の自立支援給付
の自己負担への支援、就業相談の実施、職親制
度の活用などによる障がい者の自立の促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（3）安定した就労機会の確保
①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の充実
・障がい者の就労機会の充実を図るため、障がい者の就
労に関するスキルアップへの支援、職親制度の活用、指
定管理者等における雇用促進などを実施する。

★障がい者の就労支援サービスの利用に係る自
己負担を全額助成した。
★相談支援事業所において就業相談を実施した。
★職親制度の実施等により、雇用主の経済的負
担の軽減を図り、雇用を促進した。

福
祉
部

・私立保育園の保育士への処遇改善を実施した。
・研修を受講した放課後児童支援員への処遇改善
を実施した。

福
祉
部

景気の動向を踏まえた迅速な雇用対策の実施な
どによる雇用機会の確保

・雇用機会を確保するため、就職ガイダンス、パー
ト就職面接会、就職面接会を実施した。また、商工
課窓口に無料職業紹介所を常設した。

商
工
観

光
部

定年延長・再雇用の促進やシルバー人材センター
への支援などによる高齢者の技術や経験の活用
促進

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇、重要度の順位が下降 →　改善が進み、成果が認識されている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げるべ
き

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

5位

H30 回答比率 20.8%
順位

（34項目中）
34位 回答比率 25.6%

順位
（20項目中）

4位

23.3%
順位

（34項目中）
34位 回答比率 25.3%

順位
（20項目中）

H29 回答比率

H28 回答比率 21.5%
順位

（34項目中）
34位 回答比率 26.4% 4位

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題
「若者、女性をはじめ、働く意欲のある人の就労の場が確保されて
いる」と感じている市民の割合

雇用の場の創出

順位
（20項目中）

5位

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（3）安定した就労機会の確保
①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の充実
・仕事と生活が両立できる環境整備を促進するため、ワー
ク・ライフ・バランスの啓発などを実施する。

24.1%
順位

（20項目中）
4位

H31 回答比率 30.1%
順位

（36項目中）
31位 回答比率 22.0%

回答比率 30.8%
順位

（36項目中）
33位 回答比率

２　市民アンケートの結果

R2

H26 回答比率 16.1%
順位

（34項目中）
34位 回答比率 29.4%

順位
（20項目中）

3位

順位
（20項目中）
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1

2

3

1

2

3

市
民
活
動
部

（
３

）
勤
労
者
支
援
の
充
実

勤労者や育児介護休業者への資金融資、保証料
補給などによる生活の支援

・勤労者向け融資にかかる保証料の全額補給を
行った。
・育児休業者向け融資にかかる利子の補給を行っ
た。

商
工
観
光

部

無料職業紹介所や支所地域への巡回相談などに
よる求職者への職業紹介や求人情報の提供

・商工課窓口の無料職業紹介所及び市役所2階の
ワークサロン（ハローワーク出張所）を常設した。
・各支所月1回の巡回相談を実施した。

商
工
観
光

部

勤労青少年ホームの運営などによる勤労者のス
ポーツ・レクリエーション活動や社会福祉活動の充
実

・勤労青少年ホーム利用者連絡会に対する支援を
行った。
・市内の新規就職者が一堂に集めるイベントなど
の機会を捉え、勤労青少年ホームの活動内容の
周知を行った。

（
２

）
地
元
企
業
へ
の
就
労
促
進

就職ガイダンス・就職面談会・企業見学会の開催
や職業相談の実施などによる職業安定所と連携し
た雇用機会の拡大

１．飛騨高山にひとを呼び込む
(4)移住・定住の促進
③地元就労の促進
・また、地元企業の強み・良さを再認識してもらうため、就
職ガイダンス・就職面談会・企 業見学会の開催や職業体
験・職業相談等の充実を図る。

★職業安定所と連携し、就職ガイダンス年4回、
パート就職面接会年2回、就職面接会年1回を実
施した。
★高校生向けの企業見学会の開催を支援した。
・商工課窓口の無料職業紹介所及び市役所2階の
ワークサロン（ハローワーク出張所）を常設した。

商
工
観
光
部

新分野進出等への支援や起業家の包括的な支
援、企業誘致の推進などによる雇用機会の創出

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（3）企業 等誘致 の促進
①企業等誘致活動の推進 、企業等立地環境の整備
・雇用と税源の確保につながる企業等の誘致を図るため、
これまでの企業等の移転・立地に係る支援に加え、企業
等の移転・立地用地等の確保、さらには岐阜県、飛騨地
域及び郡上地域と連携した地域再生計画に基づく企業等
本社の地方移転に伴う税制優遇措置制度の活用などを進
める。

★起業家を支援するための施設として、飛騨高山
インキュベーションセンターを開設した。
★新たな雇用機会の創出による定住促進と産業
振興を図ることを目的とした企業立地支援制度に
より、企業の新設や増移設に対する支援を行っ
た。
★創業初期における経営リスクの軽減を図り、起
業・創業の促進を図るために、特定創業支援事業
補助金を創設した。

商
工
観
光
部

ＵＩＪターン就職する若者への支援や雇用に積極的
な事業者への支援、高等教育機関との連携強化
などによる若者の地元定着の促進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
(4)移住・定住の促進
③地元就労の促進
・若者の地元就労・定住を促進するため、市外へ転出した
後、地元就労した若者への奨 励金の給付、ＵＩＪターンに
より地元就労した若者への総合的な支援や就業体験・研
修へ の支援などを実施する。
（5）大学連携の推進
①大学連携の強化
・さらなる大学連携の強化を図り、若者のＵＩＪターンや地
元定着を促進するため、本市と連携協定を締結する大学
との連絡会議の開催、連携大学等が共同で活用できるサ
テライト機能を持つ場（スペース）の設置、連携大学・企業
等との連携によるインターンシップ活動の促進などを進め
る。
３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（3）安定した就労機会の確保
①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の充実
・若者の雇用機会の拡大を図るため、新規学卒者を対象
とした就職ガイダンスの開催や市外進学者に対する情報
提供の充実などを進める。

★Ｕターン就職した若者に対し、報奨金を支給し
た。
★ＵＩＪターン就職した若者の家賃や奨学金返済に
対する支援を行った。

商
工
観
光
部
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（３）勤労者支援の充実

【商工観光部】
・勤労者向けの制度融資により、勤労者の生活安定を図っている。
・保証料の全額補給により、勤労者が資金を借りやすい環境を整えた。
【市民活動部】
・勤労青少年ホームにおいて教養の向上や活発な交流機会を設けることにより、自
発的な活動が盛んに行われた。

【商工観光部】
・勤労者に対する生活安定資金融資制度などにより、勤労者の
生活の安定を図る。
【市民活動部】
・勤労青少年ホームのより一層の利用促進を図る。

（１）労働環境の整備

【商工観光部】
・働き方改革のための企業向けセミナーの実施のほか、メールマガジン「労政555」に
よる働き方改革に関する制度内容、講演会などの情報発信を行い、労働環境改善に
向けた取り組みに努めた。
・ハローワークと連携した就職ガイダンス、セミナー等を定期的に開催し、雇用機会の
確保に努めた。
【市民活動部】
・企業のワーク・ライフ・バランス研修への講師派遣や、講演会の開催などの啓発に
より、仕事と生活が両立できる環境整備や市民の意識向上がすすみつつある。
【福祉部】
・保育園や民間事業者などにおける多様な保育サービス（延長・休日・夜間・病児・一
時保育など）の実施により、市内事業所における労働力の確保と労働者が安心して
働くことのできる環境の整備を図った。
・放課後児童支援員の処遇改善に対する助成を実施するとともに、支援員に対する
研修などにより、資質の向上が図られた。
・保育のニーズを把握するとともに受入体制の確保と質の向上に取り組む必要があ
る。
・障がい者の一般就労の増加につながり、自立の促進が図られた。
・一般就労した障がい者の安定した就労のための支援が必要である。

【商工観光部】
・企業にとって有益なセミナーや講演会等の情報を発信し、啓発
に努める。
・引き続き、就職ガイダンス、セミナー等を実施し、雇用機会の
確保を図る。
・働き方改革を実践する企業の育成などにより、仕事と生活の
調和を図ることのできる環境の整備をすすめる。
・地域経済懇談会での議論を踏まえた取り組みなどにより、労
働者の所得の向上と生活の安定を図る。
【市民活動部】
・女性の活躍の推進及び男女共同参画社会の実現に対する社
会全体の機運を高めるため、女性の職業生活における活躍の
促進やワーク・ライフ・バランスの推進を図る。
【福祉部】
・多様化する保育ニーズに対応するため、保育サービスの充実
を図るとともに、仕事をしながら安心して子育てができる環境整
備をすすめる。
・3歳未満児の入園など高まる保育ニーズに対応するための人
材確保を図る。
・子どもの保育環境、保育士の就労環境の向上を図る。
・就労定着支援サービスの実施などにより、一般就労した障が
い者の安定就労に向けて支援する。

（２）地元企業への就労
促進

【商工観光部】
・平成28年に開始した奨学金返済支援事業補助金の申請者数は年々増加しており、
地元企業への就職者の増加につながっている。
・若者定住促進事業補助金、Ｕターン就職支援金など、様々な施策を複合的に行い
ながら、若者の定住促進に向けた環境整備にすすめている。

【商工観光部】
・各種制度の周知を図り、若者の地元就職やUIJターンの促進
を図る。
・高等学校卒業後、市内事業所へ就職する若者へのキャリア
アップ支援制度の創設などにより、市内企業への就業を促進す
るしくみづくりをすすめる。

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

担当部局 商工観光部／市民活動部／福祉部

４　担当部局による総合計画の評価
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ● ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ●

順位
（20項目中）

13位

H28 回答比率

H26

回答比率
順位

（20項目中）

H30

回答比率

今後の重要課題

農林畜産業の振興

市の取り組みに対する満足度

「地元の農産物が広く消費され、農業が活性化している」と感じている市民の割合

回答比率

道の駅利用者数（年間） 万人 85 80

農業粗生産額（畜産を含む）（年間） 億円

認定農業者数 経営体

新規就農者数（年間） 人 30

610

201.7 228.3 225.5

554 546 545 538 532

231.5

27 17 28

50

33 25

73.4 39.5 27.1 25.4

41.1 40.1 40.9 39.9 40.7

35

26 30

41.8 50 6041.6

R2の調査結果に
見る施策の方向性

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上位で、重要度の順位は下位 →　＜維持＞重要度は高い水準にはないため、事業を継続しながら、内容の工夫等に
より対応すべき

満足度の順位が上昇しており、取り組みがすすんでいると感じる市民が増えている

順位
（20項目中）

順位
（34項目中）

63.3%
順位

（36項目中）
13位 回答比率

60.9%

62.5%回答比率

順位
（20項目中）

13位

11位

6.6%
順位

（20項目中）
12位

6.8%

72.0

205 210

85

順位
（34項目中）

15位

15位

7.1%

8.0%

83 81 77 77

↗

38

543 585

高山市第八次総合計画　施策評価シート

２．飛騨高山のモノを売り込む （2）農林畜産業の成長 ②販路の拡大

２．飛騨高山のモノを売り込む （2）農林畜産業の成長 ③担い手の確保

２．飛騨高山のモノを売り込む （2）農林畜産業の成長 ①生産基盤の強化、経営の合理化

・農業者が安心して経営できる農業生産地づくりをすすめる必要があります。
・飛騨高山のブランドにふさわしい付加価値の高い産地産品づくりをすすめる必要があります。
・国内外への販路拡大に向けた販売戦略を講じる必要があります。
・自然環境と共生し美しい農山村景観を守りながら、活力に満ちた農村づくりをすすめる必要があります。
・農業を支える人材を確保する必要があります。

目指す姿
・飛騨高山ブランドの農産物が国内外で多く消費されています。
・農業を支える多くの担い手が育成・確保されています。
・農山村が持つ水源のかん養、景観の形成などの集落機能が発揮されています。

取り組みの方向
性

・農業生産基盤の強化や担い手への農地の集積と集約の推進、水田の有効活用の促進などにより活気ある農業生産地づくりを推進します。
・高品質米の安定生産の促進や高冷地野菜・果実・花き等の安定生産・生産拡大・高品質化の推進、新商品開発の促進などによりブランド力
のある安全・安心な産地産品づくりを推進します。
・地産地消の推進や国内外への宣伝・販売活動の推進、農産物の流通に精通するコーディネーターや仲介機関の育成などにより販路の拡大
と流通の効率化を推進します。
・鳥獣被害対策の推進や自然エネルギーを活用した特色ある農山村地域づくりの推進などにより農山村集落機能の維持・強化を図ります。
・新規就農者・農業後継者・認定農業者の育成や女性の農業経営参画の推進、農業関係組織の育成・強化などにより農業の担い手を育成・確
保します。

１．飛騨高山にひとを呼び込む

↗63.3

29.4 33.3

個別分野 農業

主要課題

具体的な施策 主な事業

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

199.1 214.8 239.7

563

対
応
す
る
総
合
戦
略
事
業
※

H29 H31

目標値

H31
（中間）

R6

総
合
戦
略
K
P
I

H25 H26 H27 H28

（2）スポーツ環境、保養環境等の整備 ④道の駅等拠点施設の活用

基本目標

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 1　産業・労働 基本目標 魅力と活力にあふれるまち

H30指標名 単位

担い手への農地集積率 ％

鳥獣による農作物被害面積（年間） ha

「地元の農産物が広く消費され、農業が活
性化している」と感じている市民の割合

％ - 58.9 - 61.6 60.9 62.5

58.9%

61.6%

順位
（34項目中）

回答比率

２　市民アンケートの結果

74

R2

H31 回答比率

H29 回答比率 13位

回答比率

6.7%
順位

（34項目中）

順位
（20項目中）

11位6.7%

回答比率 61.4%
順位

（36項目中）
14位 回答比率

15位

13位
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1

2

3

4

5

6

7

8

9

1

2

3

4

5

6

1

2

・地域の農産物を活用した料理教室を開催するな
ど、飛騨産農産物や食文化の情報発信を行った。

・需要に応じた土地利用型作物の生産により、水
田の有効活用を促進した。

農
政
部

荒廃農地の再生利用への支援や農地の改良支援
などによる優良農地の確保

農
政
部

・個々の農業経営改善に必要な機械・施設の導入
や共同集出荷施設の整備、圃場整備、土地改良
施設の改修などに対する支援を行った。

農
政
部

農業者と食品事業者の連携強化や学校給食等へ
の地域産品の活用などによる地産地消の推進

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
②販路の拡大
・地産地消の拡大や市内外への宣伝・販売を促進するた
め、農業者と食品事業者の連携強化、農林畜産業と観
光・商工業の連携強化、学校給食への地域産品の活用な
どを進める。

・ＧＡＰに取り組む農業者への支援事業を新設する
とともに指導員の確保育成を図った。

・耕種農家における畜産飼料の生産や家畜堆肥
の有効利用を促進した。

・荒廃農地の再生に向けた整地作業に対する支援
を行った。

★農業者と食品事業者等の連携強化を図るため
の見本市への出店の促進、学校給食等への地域
産品（飛騨こしひかり）の活用支援、「まるごと飛騨
の日」の実施などにより、地産地消を推進した。

飛騨ねぎ・あぶらえ等の地域に根付いた伝統的な
農産物の生産振興や食文化の情報発信による高
付加価値化の推進

耕種農家における飼料用米・飼料作物・ＷＣＳ（稲
発酵粗飼料）の生産や市内で発生する家畜堆肥
の有効利用などによる耕畜連携の促進

★６次産業化を目指す農業者に対してアドバイ
ザー（相談員）を派遣するとともに、新商品開発に
必要な機械施設導入に対する支援を行った。

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
①生産基盤の強化、経営の合理化
・ブランド力のある安全・安心な産地産品づくりを推進する
ため、新商品開発に向けた６次産業化や農林畜商工・異
業種連携への支援などを実施する。

・化学肥料・化学合成農薬の使用を低減した営農
や農業用廃資材の適正処理などに対する支援を
行った。

直売所や道の駅等での販売などによる多様な手
段を活用した販路の拡大

水稲の適地適品種の作付けや飼料用米・飼料作
物・米粉用米等の生産などによる立地条件に合っ
た水田の有効活用の促進

・局所災害等への復旧支援を強化するとともに各
種会議にて農業共済制度の加入を促進した。

（
２

）
ブ
ラ
ン
ド
力
の
あ
る
安
全
・
安
心
な
産
地
産
品
づ
く

り

農
政
部

「飛騨高山おいしいお米プロジェクト」等の米生産
者の取り組み支援などによる高品質米の安定生
産の促進

・米生産団体の特色ある取り組みに対する支援や
米コンひだの開催により、高品質米の安定生産や
飛騨米のＰＲを行った。

農
政
部

ホウレンソウやトマトを中心とした高冷地野菜・果
実・花き等の安定生産・生産拡大・高品質化の推
進

農
政
部

６次産業化や農畜商工・異業種連携への支援など
による新商品開発の促進

農
政
部

地域の特色を活かした新たな農産物の発掘・育成
・特色ある産地産品づくりを推進するため、地域特
産物の発掘や育成、振興に対する支援を行った。

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
④道の駅等拠点施設の活用
・地域外からの活力を呼び込み、地域内のにぎわいの創
出を図るため、道の駅の持つ地域特産品・農産物等直売
所の販売機能や休憩機能の充実、道路情報・観光情報・
移住情報等の総合情報窓口としての情報発信機能の強
化、防災拠点機能の強化などを進める。

★市HPを活用して直売所等に関する情報を発信
した。
★首都圏への販路拡大を図るため、地域の直売
所が行う貨客混載事業に必要な資機材の導入に
対する支援を行った。

農
政
部

ＧＡＰ（農業生産工程管理）の普及促進などによる
食品の安全性確保や環境保全の推進

農
政
部

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

農
政
部

★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

農
政
部

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策

化学肥料・化学合成農薬の低減や有機肥料の活
用、廃棄物の適正処理などによる環境保全効果
の高い営農活動の推進

施策の内容
担当
部局

農
政
部

（
３

）
販
路
の
拡
大
と
流
通
の
効
率
化

農
政
部

市民ふれあいファミリー農園などによる農業に親し
む機会の提供

農
政
部

（
１

）
活
気
あ
る
農
業
生
産
地
づ
く
り

関係機関等との連携などによる地域農業の持続
的発展と産地競争力の強化

・農業経営基盤強化会議の開催及び各生産団体
の会議に参加し、関係機関等との連携を図った。

農
政
部

生産・加工・集出荷施設等の整備への支援や農
地・農生産・加工・集出荷施設等の整備への支援
や農地・農道・農業用排水路等の改修・修繕への
支援などによる農業生産基盤の強化

・個々の農業経営改善に必要な機械・施設の導入
や共同集出荷施設の整備、圃場整備、土地改良
施設の改修などに対する支援を行った。

・農地中間管理機構の活用などにより、地域の担
い手への農地集積や経営の規模拡大、安定化を
すすめた。

農
政
部

農
政
部

・ファミリー農園の運営等により、農業に親しむ機
会を提供し、健康でゆとりのある生活に寄与した。

異常気象等に対する防災・減災への支援や互助
制度の加入促進などによる災害対策の強化

農地中間管理機構の活用などによる担い手への
農地の集積と集約の推進
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4

5

6

1

2

4

1

2

3

4

5

6

7

3

(

5

)

担
い
手
の
育
成
・
確
保

農業後継者組織や女性農業者組織等の活動への
支援などによる農業関係組織の育成・強化

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
③担い手の確保
・担い手の育成・確保を図るため、農業・畜産業後継者、
就農希望者、新規就農者等への支援の充実、認定農業
者等担い手の生産基盤の強化に向けた支援などを実施
する。

・農業後継者組織や女性農業者組織等の活動に
対する支援を行った。

農
政
部

農
政
部

農業経営改善のための機械施設の導入支援や経
営相談などによる認定農業者の育成

★個々の農業経営改善に必要な機械施設導入へ
の支援や経営能力向上講座等を開催し、認定農
業者の確保育成を図った。

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
③担い手の確保
・担い手の育成・確保を図るため、農業・畜産業後継者、
就農希望者、新規就農者等への支援の充実、認定農業
者等担い手の生産基盤の強化に向けた支援などを実施
する。

被害防止施設の整備や狩猟者・捕獲技術者の育
成・確保などによる鳥獣被害対策の推進

・鳥獣による農作物等被害を防止するため、侵入
防止柵の設置に対する支援や新規捕獲技術者の
育成を行った。
・有害鳥獣捕獲実施隊に民間隊員を加え、捕獲従
事者の待遇改善等を図った（非常勤公務員化）。
・有害鳥獣の捕獲技術の向上及び捕獲技術者の
確保を図るため、（一社）飛騨猟友会が実施する
射撃場整備に対する支援を行った。

農
政
部

農
政
部

・農業体験施設を適正に管理し、交流促進や次代
につながる人材育成に努めた。

農
政
部

家族経営協定の締結促進などによる女性の農業
経営参画の推進

・家族経営が中心である農業を魅力ある職業とし、
男女を問わず意欲を持って働くことができるように
家族経営協定を促進した。

農
政
部

食農教育等の子どもたちの農業交流の促進など
による次代につながる人材の育成

農業生産法人の優良事例の情報発信や農業参入
のための相談活動などによる法人の農業参入の
推進

・農業参入に関する個別相談を行い、新たな農業
者の確保に努めた。

農
政
部

就農希望者や新規就農者への支援の充実

・中山間地域等直接制度等の活用により、農地の
機能維持に対する支援を行った。

農
政
部

★農業者や生産団体に対して飛騨高山展への出
展や農産物の都市部でのPRを促進した。
★飛騨農業協同組合と連携して農業者と食品事
業者等の連携強化を図るための食の見本市への
出店を促した。学校給食等への地域産品（飛騨こ
しひかり）の活用支援などにより、地産地消を推進
した。
★市HPを活用して直売所等に関する情報を発信
した。
★首都圏への販路拡大を図るため、地域の直売
所が行う貨客混載事業に必要な資機材の導入に
対する支援を行った。

農
政
部

農業用水路への小水力発電設備の設置などによ
る自然エネルギーを活用した特色ある農山村地域
づくりの推進

★高山市就農支援協議会と連携し、就農前の研
修から就農に至るまでの総合的な支援を実施し、
新規就農者を育成した。
★人・農地プランを作成したことにより、地域の担
い手と農地を明確化し、地域の農地は地域の担い
手で守れるような取り組みを推進した。

後継者の育成や雇用の受け皿となる担い手の育
成・強化

・防災ダムの機能が維持されるよう管理し、地域農
業の安全性確保を図った。

農
政
部

農
政
部

農林畜産業と観光・商工業の連携などによる国内
外への宣伝・販売促進活動の推進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
④道の駅等拠点施設の活用
・地域外からの活力を呼び込み、地域内のにぎわいの創
出を図るため、道の駅の持つ地域特産品・農産物等直売
所の販売機能や休憩機能の充実、道路情報・観光情報・
移住情報等の総合情報窓口としての情報発信機能の強
化、防災拠点機能の強化などを進める。
２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
②販路の拡大
・地産地消の拡大や市内外への宣伝・販売を促進するた
め、農業者と食品事業者の連 携強化、農林畜産業と観
光・商工業の連携強化、学校給食への地域産品の活用な
どを 進める。

・海外の旅行見本市等で、観光情報に加え、農産
物の情報を発信した。
・海外から招へいした有力メディアに対し、農産物
の宣伝を行った。
・トップセールスや戦略派遣職員により、農産物の
宣伝を行った。

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
③担い手の確保
・担い手の育成・確保を図るため、農業・畜産業後継者、
就農希望者、新規就農者等への支援の充実、認定農業
者等担い手の生産基盤の強化に向けた支援などを実施
する。

★新規就農者等への支援の充実を図るため、国
県事業を積極的に活用するとともに、親元就農に
対する支援制度を創設した。

3

農
政
部

地方卸売市場の整備などによる生鮮食料品の安
定供給の促進

・市場関係者や庁内において地方卸売市場のあり
方を検討した。

農
政
部

中山間地域等直接支払制度や多面的機能支払制
度の活用などによる農山村地域の多面的機能の
維持・向上

飛騨エアパークの活用などによる多様な流通手段
の確保

・飛騨農業協同組合と連携し、農産物空輸事業を
実施した。

農
政
部

農
政
部

・地域資源を活かした地域主導型の自然エネル
ギーの導入を支援する自然エネルギー活用支援
事業補助金等を創設した。

環
境
政

策
部

・県営土地改良事業により、農業用水路を利用し
た小水力発電設備を整備した。

防災ダムの維持管理などによる地域農業の安全
性の確保

（
４

）
農
山
村
集
落
機
能
の
維
持
・
強
化

農産物の流通に精通するコーディネーターや仲介
機関の育成

海
外
戦
略
部

・飛騨農業協同組合や市東京事務所と連携し、首
都圏における飛騨産農産物等の魅力について情
報発信を行った。

（
３

）
販
路
の
拡
大
と
流
通
の
効
率
化
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【農政部】
・高山市就農支援協議会が主体となり、就農前の研修から就農に至るまでの総合的
な支援を実施することにより、新規就農者の育成を図った。
・農業後継者就農支援給付金の創設により、後継者の農業経営への参画や経営継
承を促進した。
・人・農地プランを作成したことより、地域の担い手と農地を明確化し、地域の農地は
地域の担い手で守れるような取り組みを推進した。

【農政部】
・新規就農に対する経済支援や人材育成などにより、農業の担
い手の確保育成を図る。

（３）販路の拡大と流通
の効率化

（５）担い手の育成・確保

【農政部】
・被害防止施設の整備に対する支援や狩猟者・捕獲技術者の
育成確保などにより、鳥獣害防止対策を推進する。
・引き続き経年によって老朽化する土地改良施設に対して、長
寿命化等への取り組みに対する支援を行い、農業生産基盤の
機能維持、向上を推進するとともに、集落機能の維持・強化に
取り組む。
・脆弱化しつつある共同活動に対する支援により、営農の継続
を図る。
【環境政策部】
・アドバイザリー派遣や設備導入に対する支援などにより、地域
資源である自然エネルギーの利用の促進を図る。

【農政部】
・被害防止施設や射撃場整備に対する支援や狩猟者・捕獲技術者の育成・処遇改善
などをすすめ、鳥獣害被害の軽減を図った。
・県営土地改良事業、土地改良施設適正化事業、市単独事業及び材料支給により、
農業生産基盤の機能維持を図り、継続した農業生産が確保された。
・中山間地域等直接支払事業及び農村環境多面的機能向上事業で、農村集落の活
動を支援し、地域連携の継続が図られた。
【環境政策部】
・地域資源を活かした地域主導型の自然エネルギーの導入を支援する自然エネル
ギー活用支援事業補助金制度や資金融資、利子補給制度を創設した。
・小水力発電の普及に向けては、水車や発電機が高額であることや送電する系統連
系の課題がある。

（４）農山村集落機能の
維持・強化

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

担当部局 農政部／海外戦略部／環境政策部

（１）活気ある農業生産
地づくり

【農政部】
・個々の農業経営改善に必要な支援等を実施し、農業者の生産意欲の向上を促進し
たことにより、農業粗生産額の目標値を達成することができた。
・農業の担い手への農地集積を促進し、経営の規模拡大や安定化を図るとともに、遊
休農地発生の抑制に資することができた。
・農業者の高齢化による規模縮小や離農により、農地の貸付を希望する所有者が増
加する中、農地の受け手となる担い手が不足していることから、新たな担い手の育成
や集落営農組織の育成を推進していく必要がある。

【農政部】
・引き続き農業経営基盤強化への支援や担い手の育成、農地
利用の最適化を図る。
・農作業の省力化・効率化に向けた集落営農への切り替えやス
マート農業など先端技術を活用した先進的な取り組みを促進す
る。
・荒廃農地や担い手不足の解消のため、非農家等による農地
利用に対する規制緩和をすすめる。
・安定的な農業経営を図るため、土地改良負担金等の農家負
担の軽減について検討をすすめる。

（２）ブランド力のある安
全・安心な産地産品づく

り

【農政部】
・新たな域特産物の発掘や育成、振興に対する支援などにより、夏秋トマト・ホウレン
ソウなど主要品目に追随する産地産品づくりをすすめた。
・飛騨地域一丸となって飛騨米の安定生産に取り組むとともに、飛騨の美味しいお
米・食味コンクール（米コン）ひだの開催を支援し、飛騨米のブランド強化を図った。

【農政部】
・安全で安心な農産物の生産や品質の向上、特色ある産品づく
りなどにより、地域産農産物のさらなるブランド化をすすめる。

【農政部】
・飛騨産農産物の均一化、高品質化、大量ロット出荷による価値向上につながる取り
組みを促進した。
・公設卸売市場内の卸売業者の経営指導を実施するとともに、今後の市場のあり方
について検討した。
・飛騨農業協同組合や市東京事務所と連携し、首都圏における飛騨産農産物等の魅
力の情報発信により、地域産農産物の販路拡大を図った。
【海外戦略部】
・海外の旅行見本市等で観光情報とともに農産物の情報を発信することで、海外にお
ける知名度が向上した。
・トップセールスや戦略派遣職員による働きかけにより、農産物の販路が拡大した。

【農政部】
・販路拡大や価値向上に向けた支援、情報発信をすすめる。
・卸売業者の経営指導を実施するとともに、地方卸売市場の整
備による生鮮食品などの品質管理の高度化と物流拠点機能の
効率化を図る。
【海外戦略部】
・引き続き、県、全農、農協等と連携した情報提供や情報発信を
すすめ、海外における販路拡大を図る。

４　担当部局による総合計画の評価
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ● ●

3 ●

4 ● ●

5 ●

6 ●

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は下位 →　＜改善＞満足度、重要度とも高い水準にないため、事業を継続しながら、内容の
工夫等により対応すべき

6.7%
順位

（20項目中）
11位

H29 回答比率 31.2%
順位

（34項目中）
31位 回答比率 6.7%

H30 回答比率 32.7%
順位

（34項目中）
29位 回答比率

順位
（20項目中）

13位

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「地元の木材が広く利用され、林業・木材産業が活性化している」と
感じている市民の割合

農林畜産業の振興

7.1%
順位

（20項目中）
13位

順位
（20項目中）

11位

２　市民アンケートの結果

8.0%

H26 回答比率 27.3%
順位

（34項目中）
31位 回答比率

H28 回答比率 30.0%
順位

（34項目中）
30位 回答比率

匠の家づくりによる新築棟数（年間） 棟 - 108 105 111 113 104 140

-

- 45 50

127,000 149,000

森林技術者数 人 193 159 160 165

35.1 ↗ ↗
「地元の木材が広く利用され、林業・木材
産業が活性化している」と感じている市民
の割合

％ - 27.3 - 30.0 31.2 32.7

①生産基盤の強化、経営の合理化

高山市第八次総合計画　施策評価シート

２．飛騨高山のモノを売り込む （2）農林畜産業の成長 ③担い手の確保

取り組みの方向
性

・美しい里山の保全や無秩序な開発の抑制、人工林の除伐・間伐の実施、森林被害対策の推進などにより森林の適切な管理をすすめます。
・施業集約化の促進や市産材の安定供給の促進、木材需要の拡大などにより森林資源の有効活用をすすめます。
・雇用の場の確保や森林・林業への意識の醸成などにより担い手を育成・確保します。

木材生産量（年間） ㎥

間伐実施率 ％

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （6）住みやすい環境の整備

178

38.8 38.4 38.9

伐採された木材の利用率 ％

対
応
す
る
総
合
戦
略
事
業
※

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 1　産業・労働 基本目標 魅力と活力にあふれるまち 個別分野

主要課題
・森林の持つ様々な機能を高めていく必要があります。
・豊富な森林資源を有効活用していく必要があります。
・林業を支える人材を確保する必要があります。

目指す姿
・森林が持つ水源のかん養、災害の防止、二酸化炭素の吸収などの多面的機能が発揮されています。
・豊かな森林資源が住宅や公共建築物の建築材やチップ、ペレットなどに広く利用されています。
・林業を支える多くの担い手が育成・確保されています。

２．飛騨高山のモノを売り込む （2）農林畜産業の成長 ②販路の拡大

③自然環境の維持・保全、自然エネルギーの活
用

林業

基本目標 具体的な施策 主な事業

２．飛騨高山のモノを売り込む （2）農林畜産業の成長

R2 回答比率 31.9%
順位

（36項目中）
32位 回答比率 6.8%

H31 回答比率 35.1%
順位

（36項目中）
28位 回答比率

順位
（20項目中）

13位

H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

-

6.6%
順位

（20項目中）
12位

178 - 260 280

60 80

105

H25 H26 H27

39.1 39.3 37.3

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

37.2 48.4 36.6 44.4 57.0 57.0

89,016 91,965 90,148 130,133 130,670 135,333
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1

2

3

4

5

1

2

3

6

8

9

4
木質バイオマス発電等の研究などによる新たな産
業の創出

地籍調査や森林境界明確化などによる施業集約
化の促進

・地籍調査事業は、平成28年度から高山地域で初
めて事業着手するなど、計画的に実施した。
・森林整備関連事業として森林境界明確化を支援
した。

林
政
部

林
政
部

林道・作業道等の基盤整備や高性能林業機械の
導入、民国連携などによる木材生産の低コスト化
の促進

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
①生産基盤の強化、経営の合理化
・木材生産の低コスト化に向けた林道・作業道等の基盤整
備や高性能林業機械の導入の促進などを進める。

・作業道開設に対する支援を行った。
林
政
部

5 間伐材や未利用材の搬出利用の促進

7
市産材を利用した住宅・事務所等の建設への支援
や公共施設の木造化・内装木質化などによる木材
需要の拡大

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
②販路の拡大
・ また、市産材を利用した住宅・事務所等の建設への支
援、中津川市・高山市林業・木 材産業連携協議会（構成
団体：中津川市及び高山市）による県内東濃地域との林
業連 携等により、市産材、さらには県産材の販路拡大を
図る。

林
政
部

（
２

）
森
林
資
源
の
有
効
活
用

素材生産業者・製材業者・木材流通業者間の連携
強化や支援などによる市産材の安定供給の促進

・木質バイオマス燃料の原料となる木材搬出に対
する支援を行った。

林
政
部

・間伐材利用促進事業、未利用資源利用促進事
業を利用し、木材搬出に対する支援を行った。

林
政
部

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
①生産基盤の強化、経営の合理化
・市産材の安定供給と需要拡大に向けた素材生産業者・
製材業者・木材流通業者間の連携強化や支援などを実施
する。

・木材利用推進協議会により地元木材製材協同組
合等との意見交換を実施し、木材の需要拡大を
図った。

★高山市環境配慮型公共施設整備指針に基づ
き、公共施設の新築・改築時には、地元産の木材
利用を推進した。

環
境
政

策
部

・パイロット事業として、しぶきの湯遊湯館において
木質バイオマスによる熱電併給事業（小型高効率
ペレットガス化発電システム）を支援した。

地元事業者が開発した木材製品の販売支援

環
境
政

策
部

・木の駅プロジェクトによる未利用材の搬出促進と
木質バイオマス燃料を市内で供給するしくみを構
築した。

環
境
政

策
部

★匠の家づくり支援事業、東濃桧と飛騨の杉支援
事業（中津川市との連携）により、市産材の利用促
進を図った。

キノコ・木質燃料・木材抽出液などの特用林産物
の振興

・飛騨春慶組合がウルシを利用するための林地を
提供した。

林
政
部

広葉樹材生産の促進や自然とのふれあいの場と
しての活用などによる里山の多様な利用の推進

・林業事業体等を対象とした、広葉樹製材工場の
視察研修を実施し、広葉樹生産や利用手法を学
習した。

・緑化推進委員会による圧縮スギのものさし配布
など飛騨スギの圧縮材利用をすすめた。

林
政
部

林
政
部

ちよだの森やプレゼントツリーなど都市住民や企
業等との上下流連携による森林づくりの推進

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

林
政
部

・都市部の自治体（東京都千代田区）とカーボンオ
フセットに関する協定を締結し、間伐等、森林環境
の保全を重視した森づくりを行った。

林
政
部

適切な伐採指導や森林所有者情報の把握などに
よる無秩序な開発の抑制

・皆伐から5年後に現地調査し、植生が更新されて
いるか等について確認し、開発行為による山地崩
壊を抑制した。

林
政
部

・ナラ枯れ対策の継続実施により、平成28年度は
被害木がないことを確認したが、再び被害が出始
めている。
・森林整備事業による樹皮はぎ予防に対する支援
を行った。

林
政
部

（
１

）
森
林
の
適
切
な
管
理

植林から除伐・間伐・主伐に至る人工林の適切な
管理の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（6）住みやすい環境の整備
③自然環境の維持・保全、自然エネルギーの活用
・倒木処理や計画的な間伐など、森林の適切な管理を行
い、その土地本来の森林の再生を進める。

★平成26年豪雪被害による倒木処理に対する支
援を行った。
★木材生産量が増加するよう間伐など森林整備
に対する支援を行った。

林
政
部

人里周辺の森林整備や木材の利用などによる美
しい里山の保全

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

ナラ枯れ防除やクマ・ニホンジカの樹皮はぎの予
防などによる森林被害対策の推進

・平成29年度から31年度にかけ、飛騨美濃せせら
ぎ街道沿線の森林の景観整備を実施した。
・県里山林整備事業を利用し、里山林整備、危険
木除去を実施した。
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1

2

3

4

5

6
担い手育成や森林環境教育の場としての市有林
の活用の推進

・市有林を活用した広葉樹施業や近自然型施業な
どの現地研修を行い、森林技術者の技術や知識
の習得を図った。

（
３

）
担
い
手
の
育
成
・
確
保

魅力ある林業の情報発信や新規就業者の研修制
度・給付金制度の活用などによる森林技術者の育
成・確保

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
③担い手の確保
・ 魅力ある林業の情報発信、新規就業者の研修制度・給
付金制度の活用、地域の森林 づくりを行う林業グループ・
ＮＰＯの活動への支援等により、担い手の育成・強化を図
る。

★平成28年度に森の仕事人養成塾として研修事
業に取り組んだが応募がなかったため、安定的な
仕事量を確保するしくみづくりの検討を行った。
★森林の仕事ガイダンスへ参加し、市の林業就業
に対する情報を提供した。

林
政
部

森林組合や林業事業体の育成・強化などによる雇
用の場の確保

林業と建設業等の異業種連携による林業振興体
制の構築

・市有林の一部を、林業事業体等の森林整備技術
やコスト面の優位性を生かして整備した。

林
政
部

林
政
部

美しい森林づくりイベントの実施や木育、生活環境
保全林の活用による森林・林業への意識の醸成

（
２

）
森
林
資
源
の
有
効
活
用

・市内の森林の6割を占める天然林を活用するた
め、広葉樹施業の研修会、広葉樹の製材工場見
学を行い広葉樹の製品化までの流れ、活用方法
等について学習した。

林
政
部

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
③担い手の確保
・ 魅力ある林業の情報発信、新規就業者の研修制度・給
付金制度の活用、地域の森林 づくりを行う林業グループ・
ＮＰＯの活動への支援等により、担い手の育成・強化を図
る。

★森林の仕事ガイダンスへ参加し、市の林業就業
に対する情報を提供した。

林
政
部

地域の森林づくりを行う林業グループ・ＮＰＯ等の
活動の支援

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
③担い手の確保
・ 魅力ある林業の情報発信、新規就業者の研修制度・給
付金制度の活用、地域の森林 づくりを行う林業グループ・
ＮＰＯの活動への支援等により、担い手の育成・強化を図
る。

★市内林業グループが行う技術改善や研究に対
する支援を行った。

林
政
部

・海外に向けて、山岳観光の魅力を宣伝した。

海
外
戦
略

部

・飛騨高山展の開催や飛騨地域地場産業振興セ
ンター、商工会議所・商工会などと連携した宣伝・
販売促進を行った。
・グリーンツーリズムに取り組む団体と連携し、間
伐や下刈りなどの造林作業、炭焼き、きのこの菌
打ちなどの農山村体験プログラムについて観光パ
ンフレットやホームページ、エージェント訪問などに
より宣伝した。

商
工
観
光
部

・飛騨木工連合会が主催する飛騨の家具イベント
への参加や、木のおもちゃによる木育商品の紹介
等を行った。

林
政
部

10
農林畜産業と観光・商工業の連携などによる国内
外への宣伝・販売促進活動の推進
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（２）森林資源の有効活
用

【林政部】
・森林整備や木材利用を目的とする間伐作業道の整備、木材運搬経費に対する助成
などにより、安定した木材搬出量を確保している。
・匠の家づくり支援事業や中津川市と連携した東濃桧と飛騨の杉支援事業などによ
り、市産材の利用量は増加している。
・木質バイオマス利用を促進するため、未利用資源活用促進事業を積極的にすすめ
ており、木材搬出量が増加している。
【商工観光部】
・飛騨高山展の開催や飛騨地域地場産業振興センターとの連携による飛騨の工芸
品PR事業などにより木材製品の販売促進をすすめた。
・企業立地支援制度の対象業種に新たに新エネルギー供給業を加えたことで、新設
した木質バイオマス事業者への支援につながり、地域経済の活性化に寄与すること
ができた。
・関係団体と連携した宣伝活動により、農山村体験プログラムを提供した。
【海外戦略部】
・海外の旅行博覧会等において、山岳観光の魅力を宣伝することにより、知名度の向
上を図った。
【環境政策部】
・木の駅プロジェクトによる未利用材の搬出や「積まマイカー」の運行による未利用材
の運搬、木質バイオマスによる熱電併給事業の実施によって、林地残材の有効活用
と里山保全及び地域内での資金循環を実現することができた。
・市内のエネルギー循環・資金循環を改善するため、さらなる木質バイオマスの需要
拡大に取り組む必要がある。

【林政部】
・市産材を利用した建築に対する支援や木質バイオマス利用の
促進などにより、市産材のさらなる利用促進をすすめる。
【商工観光部】
・引き続き、関係団体と連携しながら、木材製品の宣伝・販売促
進をすすめる。
・企業立地支援制度の周知に努め、木質バイオマス等の新エネ
ルギー供給事業者の新設、増移設を促進する。
・多様な媒体を活用しながら農山村体験プログラム参加者の拡
大を図る。
【海外戦略部】
・国・県等と連携しながら、山岳観光の魅力発信をすすめる。
【環境政策部】
・地域の木材の有効活用により、地域に密着した分散型エネル
ギーとして事業をすすめる。
・農林業施策と連携を図りつつ、発電だけでなく、熱利用も含め
たエコシステム構築に向けた取り組みをすすめる。

（３）担い手の育成・確保

【林政部】
・森林の仕事ガイダンスに参加し、市内の林業事業体への就業について積極的に情
報を発信した。
・林業グループが行う技術改善や研究に対する支援により、林業技術の習得がすす
み、各地域の課題を改善する倒木処理や大径木施業、苗木育成などの活動の推進
につながった。
・美しい森林づくりイベントによる自伐林家講演会、広葉樹施業研修など毎年林業の
課題に関する研修などを毎年開催し、森林経営・林業への意識の醸成を図った。
・担い手の増加につながる安定した林業事業量を確保するためのしくみづくりが必要
である。

【林政部】
・森林環境譲与税を活用した各種事業の実施により、人材育成
や担い手確保を図る。
・林業就業希望者への情報提供の充実や県森林文化アカデ
ミーとの連携強化などにより、森林技術者を確保するとともに、
施業地集約化に対応する林業事業体の職員の増員を図る。

担当部局 林政部／商工観光部／海外戦略部／環境政策部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）森林の適切な管理

【林政部】
・平成29年度に主伐再造林を支援するための新たな再造林施業に対する支援制度
を創設した。
・平成26年12月発生の豪雪被害に対して、平成27～29年度に倒木処理支援事業を
実施し、二次的な自然災害の抑制を図った。
・県森林環境税事業（里山林整備事業）を活用し、里山林の整備や獣害から山村の
生活区域を守るバッファーゾーン(緩衝帯）の整備をすすめた。
・ナラ枯れ被害は沈静化していたが、平成29年度に被害が確認され、平成30年度に
市内の自然公園等重点地区の駆除等を実施した。
・県森林整備事業によるクマによる樹皮はぎ予防に対する支援を行い、間伐後の立
木の被害を削減している。
・森林経営管理法が創設され、森林環境譲与税を活用した適正な森林管理をすすめ
る必要がある。
・都市部の自治体（東京都千代田区）と森林整備に関する協定を締結し、森林整備事
業を推進した。高山市内の森林整備により増加した二酸化炭素吸収量を千代田区内
の二酸化炭素排出量と相殺するカーボンオフセットを行った（平成28年度CO2吸収量
475.94ｔ-CO2、施業面積54.01ha）。
・千代田区だけではなく、他の自治体とも連携した取り組みをすすめる必要がある。

【林政部】
・森林を木材生産を主に行う区域（森林生産区域）と環境保全の
ための区域（環境保全区域）にゾーニングし、区域に応じた整備
等をすすめることにより、森林の多面的機能の発揮を図る。
・森林経営管理法に基づき、所有者自らが森林の経営管理を行
うための働きかけを強化する。
・森林環境譲与税の活用により、長期的な視点に立った持続可
能な森林経営を推進する。
・森林のＣＯ2吸収量の拡大を図るため、千代田区とのさらなる
連携を推進するとともに、他自治体との連携の可能性に向けた
取り組みをすすめる。

４　担当部局による総合計画の評価
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

13位

H30 回答比率
順位

（20項目中）
11位

H26 回答比率

回答比率

71.6%

70.7%

２　市民アンケートの結果

H28 回答比率
順位

（34項目中）

6.7%

6.7%

71.6 - 70.7 72.3-

29.2 29.1 29.0 29.0 29.0 - - 31 31

74.1 71.4 ↗ ↗

生乳生産量（年間） t

畜産粗生産額（年間） 億円

10,164 10,160

104 79 80

10,0009,970 9,988 10,029 9,360 8,678 10,000

肉用肥育牛飼養頭数 頭

肉用繁殖雌牛飼養頭数 頭

6,105

回答比率 71.4%
順位

（36項目中）

8.0%

H29 回答比率
順位

（20項目中）
72.3%

順位
（34項目中）

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

①生産基盤の強化、経営の合理化

今後の重要課題

農林畜産業の振興

（2）農林畜産業の成長

地域内飼料自給率 ％

3,428 3,515

「地元の畜産物が広く消費され、畜産業が
活性化している」と感じている市民の割合

具体的な施策 主な事業

高山市第八次総合計画　施策評価シート

市の取り組みに対する満足度

「地元の畜産物が広く消費され、畜産業が活性化している」と感じている市民の割合

２．飛騨高山のモノを売り込む

3,564 3,400 3,500

5,414 5,266 5,417 5,466 6,2005,966 5,735

3,304 3,303 3,272 3,340

２．飛騨高山のモノを売り込む

（2）農林畜産業の成長 ③担い手の確保

基本目標

順位
（34項目中）

7.1%

H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

78 85 97

指標名 単位

畜産業

主要課題

・畜産業者が安心して経営できる生産地づくりをすすめる必要があります。
・飛騨高山ブランドにふさわしい高品質な産地産品づくりをすすめる必要があります。
・国内外の販路拡大に向け、販売戦略を講じる必要があります。
・畜産業を支える人材を確保する必要があります。

目指す姿
・畜産基盤が整い活気ある生産地となっています。
・飛騨高山ブランドの畜産物が国内外で広く消費されています。
・畜産業を支える多くの担い手が育成・確保されています。

取り組みの方向
性

・繁殖雌牛の増頭や資源循環型畜産業の推進などにより活気ある畜産生産地づくりを推進します。
・優良雌牛の保留の推進、飼料自給率の向上、畜産物の品質や生産技術の向上などによりブランド力のある安全・安心な産地産品づくりを推
進します。
・国内外への宣伝・販売促進活動や家畜伝染病対策の推進などにより畜産物の販路の拡大と供給の安定化を推進します。
・新規就農者の発掘や認定農業者等の経営支援などにより担い手を育成・確保します。

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 1　産業・労働 基本目標 魅力と活力にあふれるまち 個別分野

10位

9位

9位

回答比率

13位

7位

順位
（20項目中）

11位

順位
（20項目中）

13位

回答比率 6.8%

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

69.0%
順位

（36項目中）
9位

順位
（20項目中）

満足度の順位が上位で、重要度の順位は下位 →　＜維持＞重要度は高い水準にはないため、事業を継続しながら、内容の工夫等に
より対応すべき

R6

6,300

104 104 102

％

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25 H26 H27

回答比率

回答比率

R2

8位 回答比率 6.6%
順位

（20項目中）
12位

回答比率

74.1%

順位の変化に見る
現状の評価

R2の調査結果に
見る施策の方向性

順位
（34項目中）

H31
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1

2

3

4

5

6

7

8

1

2

3

4

5

6

7

2

3

4

農林畜産業と観光・商工業の連携などによる国内
外への宣伝・販売促進活動の推進

・鶏ニューカッスル病予防ワクチン接種、牛白血病
検査、高病原性鳥インフルエンザ立入検査などを
実施した。
・平成30年9月に県内で発生した豚熱に対し、市内
養豚農場及び周辺の感染防止対策を実施した。

1

（
３

）
販
路
の
拡
大
と
供
給
の
安
定
化

・海外の旅行見本市等で、観光情報に加え、飛騨
牛の情報を発信した。
・海外から招へいした有力メディアに対し、飛騨牛
の宣伝を行った。
・トップセールスや戦略派遣職員により、飛騨牛の
宣伝を行った。

海
外
戦
略
部

和牛・乳牛検診などによる家畜防疫衛生の推進

（
２

）
ブ
ラ
ン
ド
力
の
あ
る
安
全
・
安
心
な
産
地
産
品
づ
く
り

飛騨食肉センターへの運営支援などによる安定的
な食肉供給の促進

・BSE発生対策・肉豚輸送・その他施設運営補助、
建設補助などにより、飛騨食肉センターの運営に
対する支援を行った。

農
政
部

農
政
部

・定期的な家畜検診の実施により、家畜防疫衛生
を推進した。

農
政
部

ＢＳＥ（牛海綿状脳症）対策や豚・鳥インフルエンザ
対策、ワクチン投与などによる家畜伝染病対策の
推進

６次産業化や農畜商工・異業種連携への支援など
による新商品開発の促進

農
政
部

牛の個体情報の管理などによる安全・安心な生産
管理の推進

農
政
部

・市内の高校生の発案による市内産の生乳と農産
物を活かしたアイスクリームの開発など、６次産業
化を支援した。

・牛の個体識別情報により、適正な管理を実施し
た。

荒廃農地の放牧利用や耕畜連携の推進などによ
る飼料自給率の向上

・耕畜連携により、飼料用米やＷＣＳ（稲発酵粗飼
料）の活用をすすめた。

農
政
部

飼育管理技術の指導や共進会の開催などによる
畜産物の品質や生産技術の向上

・関係機関と連携し、全国和牛能力共進会をはじ
め、県や市の共進会や地域の共励会を通じて、畜
産物の品質と生産技術の向上を図った。

農
政
部

乳質改善や受精卵移植、乳肉複合経営などによ
る酪農経営の支援

農
政
部

・受精卵移植による乳肉複合経営や、東濃牧場へ
の育成預託制度の活用により、酪農経営を支援し
た。

飛騨牛をはじめ豚肉や鶏卵など各種畜産物の一
層のブランド化の促進

・全国和牛能力共進会への出品を通じて飛騨牛を
全国へPRし、ブランド力の向上を図った。

農
政
部

飛騨牛の家畜改良への支援などによる優良雌牛
の保留の推進

畜舎施設・機械設備の整備促進や適正管理指導
などによる悪臭・水質汚濁対策の推進

農
政
部

耕種農家等への堆肥利用の促進や家畜排泄物の
発電・熱利用の研究などによる資源循環型畜産業
の推進

農
政
部

資金融資や利子補給などによる畜産経営の支援

・優良雌牛確保対策事業などにより、優良雌牛の
保留を推進した。

農
政
部

ヘルパー制度や飼料生産受託組織の支援体制の
充実などによる労働負担の軽減

農
政
部

農
政
部

・関係機関との連携により、悪臭や水質汚濁対策
の推進など、畜産環境の適正化に向けた指導を
実施した。

・飼料用米等の作付において耕畜連携による堆肥
利用を促進した。
・畜産堆肥の農地還元推進を目指し、関係機関と
の連携により耕畜連携プロジェクトを立ち上げた。

・平成30年度から雌牛無償貸付制度に替えて、優
良雌牛保留対策事業と併用できる融資制度（市が
利子・保証料補給）を開始し、農家の負担軽減と繁
殖雌牛の改良促進を図った。

・耕畜連携による自給飼料の生産など、飼料生産
受託組織の支援体制の充実による労働負担の軽
減を図った。

共同で利用する集約的な堆肥処理施設の整備な
どによる良質な堆肥生産の促進

・繁殖牛舎整備助成事業により、堆肥舎建設に対
する支援を行った。

（
１

）
活
気
あ
る
畜
産
生
産
地
づ
く
り

関係機関等との連携による地域畜産業の持続的
発展と産地競争力の強化

放牧場の整備などによる広域的利用の推進

★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

繁殖牛舎建設への支援や大規模繁殖牛舎の整備
などによる繁殖雌牛の増頭の推進

・関係機関との連携により、国内外の見本市や海
外旅行博への出展、国内の各国政府機関や企業
等へのPR、トップセールスなどを展開した。

農
政
部

★繁殖雌牛の増頭に向け、繁殖牛舎等の建設に
対する支援を行った。

農
政
部

・５つの市営牧場を運営し、市内農家の広域的利
用を図った。

農
政
部

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容
担当
部局

農
政
部

・関係機関と連携し、全国和牛能力共進会をはじ
め、県や市、地域の共進会や共励会を通じて、産
地競争力の強化を図った。

農
政
部

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
①生産基盤の強化、経営の合理化
・また、繁殖雌牛の増頭に向けた繁殖牛舎建設への支援
や大規模繁殖牛舎の整備などを進める。
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1

2

3

（１）活気ある畜産生産
地づくり

【農政部】
・畜産粗生産額は、令和6年の目標値80億円に対し、平成31年に104億円と目標値を
大きく上回った。
・全国的な和牛子牛価格の高騰により、肉用繁殖雌牛の飼養頭数増加につながった
反面、素牛価格が直接影響する肉用肥育牛飼養頭数は減少している。
・子牛価格と肉牛価格とも高価格を維持してきたことで、畜産粗生産額の増加につな
がっている。
・畜産堆肥の処理が停滞し、新たな方策を検討する必要がある。
・ヘルパー制度や飼料生産受託組織の支援体制の充実など、農家の負担の軽減を
図る必要がある。

【農政部】
・増頭のための牛舎等建設や肉用繁殖雌牛の保留導入に対す
る支援などにより、飛騨牛の供給の安定化を図る。
・スマート農業など先端技術を活用した先進的な取り組みを促
進する。
・畜産堆肥の農地還元など、耕種農家と畜産農家との連携によ
る地域循環型農業のしくみづくりを検討する。

（２）ブランド力のある安
全・安心な産地産品づく

り

【農政部】
・畜産粗生産額の伸びが飼養頭数の伸びを上回っている。
・肉用牛については「飛騨牛」のブランド力により価格が上昇し、畜産粗生産額の増
加を牽引している。
・酪農は「飛騨牛乳」で、養豚は各事業者がブランドで販路開拓を行っているが、養鶏
は飼養規模も小さくブランド化が進展していないため、肉用牛を除く畜種のブランド力
を強化する必要がある。

【農政部】
・畜産関係の新規就農者（H25～H31）は50人で、うち後継者が17人、農業生産法人
等への就職が33人であった。
・畜産農家数は平成25年度の241戸から平成31年度には201戸と16％減少しているも
のの、畜舎等建設などのハード事業や保留導入などのソフト事業により担い手の経
営規模を拡大し、肉用繁殖牛は増加している。
・後継者や新規参入者などへの助言や経営指導により、担い手農家の育成確保が
重要である。

【農政部】
・関係機関と連携した動物とのふれあい体験や畜産農家等との
交流会の開催、新規就農希望者への情報提供などにより、畜
産業の担い手の確保を図る。
・賃貸型繁殖牛舎建設に対する支援や担い手への助言・経営
指導などにより、畜産業の担い手の育成をすすめる。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 農政部／海外戦略部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

【農政部】
・メイド・バイ飛騨高山ブランド認証制度の活用などにより、さら
なるブランド力の強化を図る。
・2022年の次期全国和牛能力共進会に向けて、関係機関との
連携強化を図る。
・優良雌牛の保留を積極的にすすめる。
・受精卵移植による乳肉複合経営や、東濃牧場への育成預託
制度の活用などにより、酪農経営の安定化を図る。

【農政部】
・飛騨食肉センターの海外輸出認定は、平成30年度にオーストラリアとアルゼンチン
が加わり、14の国と地域に拡大した。
・農林畜産業と観光・商工業の連携により、国内外への宣伝・販売促進活動を展開し
た。
・定期的な家畜検診やワクチン接種、立入り検査などにより、家畜防疫衛生を推進し
た。
・飛騨食肉センターの運営や整備に対する支援などにより、安定的な食肉供給を促
進した。
・肉用牛の需要に対応した増頭が必要である。
・安定した生乳量の確保と新たな販路開拓が必要である。
【海外戦略部】
・海外の旅行見本市等で観光情報とともに畜産物の情報を発信することで、海外にお
ける知名度が向上した。
・トップセールスや戦略派遣職員の働きかけにより、畜産物の販路が拡大した。

【農政部】
・家畜診療所の設置による定期的な家畜検診やワクチン接種、
立入り検査の実施などにより、家畜防疫衛生を推進する。
・飛騨食肉センターの運営や整備に対する支援などにより、安
定的な食肉供給を促進する。
・増頭のための牛舎等建設や肉用繁殖雌牛の保留導入に対す
る支援などにより、飛騨牛の供給の安定化を図る。
・酪農経営支援による生乳量確保と新たな販路開拓を促進す
る。
【海外戦略部】
・県、全農、飛騨ミート等と連携した情報提供などにより、海外に
おける畜産物の販路拡大を図る。

（３）販路の拡大と供給
の安定化

（４）担い手の育成・確保

（
４

）
担
い
手
の
育
成
・
確
保

就農希望者と畜産農家の交流や研修会などによ
る新規就農者の発掘

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
③担い手の確保
・担い手の育成・確保を図るため、農業・畜産業後継者、
就農希望者、新規就農者等への支援の充実、認定農業
者等担い手の生産基盤の強化に向けた支援などを実施
する。

★飛騨牛就農応援隊（県肉用牛協会）が実施する
農業高校生を対象とした飛騨牛生産農家との交流
会に協力した。
★市内の小学生を対象に、飛騨牛に関する体験
学習会を開催した。

農
政
部

後継者等への肉用繁殖雌牛の貸付や新たな担い
手に対する研修などによる就農支援の充実

２．飛騨高山のモノを売り込む
（2）農林畜産業の成長
③担い手の確保
・担い手の育成・確保を図るため、農業・畜産業後継者、
就農希望者、新規就農者等への支援の充実、認定農業
者等担い手の生産基盤の強化に向けた支援などを実施
する。

★後継者等へ肉用繁殖雌牛の貸付を行った。
・平成30年度から雌牛無償貸付制度に替えて、優
良雌牛保留対策事業と併用できる融資制度（市が
利子・保証料補給）を開始し、農家の負担軽減と繁
殖雌牛の改良促進を図った。

農
政
部

機械施設導入への支援や経営指導などによる認
定農業者等の経営支援

・畜産施設整備や機械導入を通じて、認定農業者
の経営支援を実施した。

農
政
部
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ● ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ●

8 ●

19位

H30 回答比率
順位

（20項目中）
19位

H29 回答比率

5位79.3%
順位

（34項目中）
2.5%

海外戦略（外国人観光客の誘致、地元産品の販路拡大、国際交
流）

78.6%

順位
（20項目中）

5位80.3%

回答比率 19位

順位
（34項目中）

3.0%

順位
（20項目中）

2.4%

1.9% 19位5位

回答比率

回答比率

通訳ガイド利用観光客数（年間） 1.6 1.4 17

ホストファミリー登録世帯数 世帯

ボランティア通訳登録者数

千人 - - - 0.2 0.9

「外国人で市内がにぎわい、海外との人や
物の交流が進んでいる」と感じている市民
の割合

％

人 125 121 123 121

↗

新規海外販売契約件数（年間） 件

外国人観光客入込者数（宿泊）（年間） 万人

368 400 439 484 544 503市民外国語講座受講者数（年間） 人

市民の国際交流事業（異文化を体験できる
機会）への参加者数（年間）

人

397

高山市第八次総合計画　施策評価シート

２．飛騨高山のモノを売り込む （1）地域資源や地場産品の魅力の向上 ②国内外への販売戦略の推進

市の取り組みに対する満足度

回答比率

回答比率

9位69.7%

第
八
次
総
合
計
画

基本分野

H28 回答比率

今後の重要課題

順位
（20項目中）

順位
（34項目中）

順位
（34項目中）

H26

基本目標

２　市民アンケートの結果

対
応
す
る
総
合
戦
略

事
業
※

「外国人で市内がにぎわい、海外との人や物の交流が進んでいる」と感じている市民の割合

具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む （1）魅力ある観光地づくりの推進

51

海外戦略

主要課題

・海外の社会経済情勢の変化などに対応するため、様々な国や地域からの観光客の誘致を促進する必要があります。
・多様化する外国人観光客のニーズに応えられるよう、受入体制を強化する必要があります。
・地場産品の海外への販売を促進するため、海外での宣伝活動を推進する必要があります。
・異文化への理解を深め、広い視野を持った人材を育成するため、海外との交流を推進する必要があります。

目指す姿
・「飛騨高山」の魅力が伝わり、多くの外国人観光客でにぎわっています。
・海外において飛騨高山ブランドの地場産品が活発に販売されています。
・様々な分野において海外との交流が活発に行われています。

取り組みの方向
性

・情報発信の充実や受入体制の強化、魅力ある観光エリア・周遊ルートの形成などにより海外からの誘客を促進します。
・事業者の販売活動への支援や外国人観光客への販売環境の充実などにより海外への販売を促進します。
・都市間交流の推進や異文化に接する機会の提供などにより海外との交流を推進します。

②海外誘客の推進

1　産業・労働 基本目標 魅力と活力にあふれるまち 個別分野

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

１．飛騨高山にひとを呼び込む （１）魅力ある観光地づくりの推進 ③観光客受入体制の強化

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位は下位 →　＜維持＞重要度は高い水準にはないため、事業を継続しながら、内容の工夫等に
より対応すべき

H31 回答比率 77.5%
順位

（36項目中）
6位 回答比率

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇、重要度の順位が上昇 →　改善傾向にあるものの、さらなる改善が求められている

R2 回答比率 72.1%
順位

（36項目中）
8位 回答比率 2.4%

順位
（20項目中）

18位

H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

1.4%
順位

（20項目中）
19位

55 61 40 50

8087 85 85

R6

80.3 79.3 77.5

15

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25 H26 H27

- 69.7 - 78.6

90 8792

6

4623 28 36

20

8,453 4,177 784 3,392 776 1,364 3,551 10,000

13 8 7 3 9 2

↗

10,000

110 150

500 500

103 108 91 150 200
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1

2

3

4

1

2

3

4

1

2

3

4

5

海
外
戦

略
部

・イタリア、モロッコをはじめ、ベトナム、中国等へ
のトップセールスを実施し、観光・特産品等の魅力
についてPRを行った。

海
外
戦

略
部

★飛騨地域創生連携協議会及び民間団体と連携
し、欧州のジャパンエキスポやコルマール国際旅
行博等に出展し、飛騨地域の特産品や観光情報
を宣伝した。
★外国人旅行者ヒアリング調査を実施し、海外市
場の動向を把握した。

・JETRO岐阜事務所と連携し、海外展開を考える
事業者向けの研修会を開催し、海外進出を側面支
援した。

海
外
戦
略
部

（
３

）
海
外
と
の
交
流
推
進

海外の姉妹・友好都市等との教育・文化・芸術・産
業等の様々な分野における交流や新たな都市間
交流の推進

・海外の姉妹・友好都市との交流事業の実施のほ
か、協力協定都市等と様々な分野における交流を
行った。

海
外
戦

略
部

市民海外派遣や英語スピーチコンテスト、外国語
講座の開催などによる国際的視野を持つ人材の
育成・強化

海
外
戦
略

部

・国際交流員が講師となって中国語講座を開催
し、地域の国際化を推進した。
・日本語講座を開催し、在住外国人の日本語の理
解を促進した。

国内の各国政府機関との関係強化などによる世
界各国の都市・地域との交流推進

・国内の各国政府機関との関係強化を図ることに
より、世界各国の都市との交流を推進した。

海
外
戦

略
部

紛争・飢餓・環境等の国際問題に対する意識の高
揚や恒久平和実現に向けた国内外への情報発信
などによる国際社会への貢献

・市の平和に対する取り組みや平和都市宣言につ
いて、外国語のホームページに掲載した。
・高山市平和都市宣言の多言語版ポスターを作製
し、観光施設等に掲示した。
・高山市平和都市宣言の碑を多言語版で作成し
た。

市
民
活
動
部

・市民海外派遣や英語スピーチコンテスト、外国語
講座を開催し、国際的視野を持つ人材の育成をす
すめた。

海
外
戦

略
部

市民と在住・来訪外国人との交流促進や国際交流
員の招致、民間交流団体への支援などによる異
文化に接する機会の提供

分かりやすい商品・購入方法の説明やメニュー等
の多言語化、クレジットカード決済システムの導入
などによる外国人観光客への販売環境の充実

・おもてなし国際化促進事業補助金を活用により、
メニューの多言語化等を促進した。

海
外
戦

略
部

（
２

）
海
外
へ
の
販
売
促
進

トップセールスや海外見本市への出展、海外メディ
アや輸入関連事業者等への情報発信、国内の各
国政府機関・企業等へのＰＲ、日本貿易振興機構
や県との連携などによる宣伝・販売促進活動の推

海外市場の調査・分析や海外への販売の可能性
のある物産発掘などによる事業者の販売活動へ
の支援

２．飛騨高山のモノを売り込む
（1）地域資源や地場産品の魅力の向上
②国内外への販売戦略の推進
・さらなる地場産品の宣伝・販売を促進するため、飛騨地
域創生連携協議会と民間団体の連携による飛騨地域の
地酒や食などをテーマとした欧州諸国における商談会の
開催、バイヤーの招へい、海外市場の調査・分析や海外
販売の可能性のある物産の発掘などを進める。

海外展開に関する研修会の開催や海外の輸入関
連事業者等との商談機会の提供などによる海外
進出に意欲のある事業者の育成

・香港城市大学のゼミ旅行等の教育機関の旅行
の誘致を行った。
・国・交通事業者等と連携し、「飛騨地域における
観光資源のアクセス改善のための実証事業」を実
施し、着地型ツアーの造成に向けた取り組みを
行った。

海
外
戦
略
部

（
１

）
海
外
か
ら
の
誘
客
促
進

多言語観光パンフレット・ホームページ等の充実
やフェイスブックをはじめとするＳＮＳ（ソーシャル・
ネットワーキング・サービス）の活用などによる情
報発信の充実

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

商
工
観
光
部

★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

★昇龍道をはじめ、北陸・飛騨・信州３つ星街道、
杉原千畝ルートなど、自治体や観光関係団体、観
光事業者と広域的に連携し、テーマ性のある周遊
ルートを宣伝した。

・北陸・飛騨・信州３つ星街道観光協議会の構成
自治体が連携し、旅行博（ツーリズムＥＸＰＯジャパ
ン）への出展やプロモーションビデオの製作、旅行
事業者やメディアを対象としたセミナーなどＰＲ活
動を実施した。

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

★地域通訳案内士を養成する研修を実施した。
★公衆無線LANサービスの提供を行った。
★多言語ホームページ11言語のリニューアルを
行った。

海
外
戦
略
部

昇龍道や北陸飛騨３つ星街道等の広域的な連携
などによる魅力ある観光エリア・周遊ルートの形成

5

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
②海外誘客の推進
・また、近年入込が増加している国や客層に着目したス
トーリー性のあるＳＩＴの造成や昇龍道プロジェクト（中部北
陸９県の自治体、観光関係団体、観光事業者等の連携に
よる国土交通大臣認定の広域観光周遊ルートを活用した
海外誘客の促進）などを進める。

国際イベント・国際会議・教育旅行の誘致や自然・
食文化・伝統文化等の地域の魅力に触れることが
できる着地型ツアーの造成・活用などによる誘客
活動の推進

海
外
戦
略

部

外国人観光客向け公衆無線ＬＡＮサービスの提供
や案内表示の多言語化、通訳ガイドの育成・確
保、文化的・宗教的背景を持つ観光客に配慮した
サービスの充実などによる受入体制の強化

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
③観光客受入体制の強化
・国内外の観光客受入体制の強化を図るため、通訳ガイド
の養成・活用、観光ルート・スポットにおける公衆無線ＬＡ
Ｎの整備、多言語パンフレット・ホームページ等の作成、消
費税免税制度の活用促進による外国人観光客が買い物
しやすい環境整備などを進める。

海
外
戦
略
部

施策 施策の内容
担当
部局

トップセールスや海外旅行博への出展、海外メディ
ア・旅行関連事業者等への情報発信、国内の各
国政府機関・企業等へのＰＲ、日本政府観光局や
県との連携などによる宣伝・誘客活動の推進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
②海外誘客の推進
・さらなる海外誘客の拡大を図るため、飛騨地域創生連携
協議会と民間団体の連携による飛騨地域の地酒や食など
をテーマとした欧州諸国におけるトップセールス、国際旅
行博への出展、ＳＩＴ（スペシャル・インタレスト・ツアー：特
別な目的を持った趣向性の高い旅行）の造成、メディア・
旅行会社の招へいなどを進める。

★イタリア、モロッコをはじめ、ベトナム、中国等へ
のトップセールスを実施し、観光・特産品等の魅力
についてPRを行った。
★フランス、台湾等で行われる国際旅行博に出展
し、現地の有力旅行会社、メディア、一般消費者に
対し、観光の魅力等について情報発信した。

・多言語観光パンフレット10言語、散策マップ11言
語、多言語ホームページ11言語をはじめ、SNS（英
語及び中国語）で情報発信した。

海
外
戦
略

部
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（１）海外からの誘客促
進

【海外戦略部】
・トップセールスや戦略派遣による海外への誘客プロモーションが奏功し、着実に増
加を続けた結果、平成31年・令和元年に61.2万人が訪れ、過去最高を記録した。
・今後も様々な市場へのアプローチをすすめる必要がある。
・海外戦略を推進するための行政と関連団体の機能や役割の明確化が必要となって
いる。
【商工観光部】
・広域的な連携による外国語パンフレットの作成やホームページの運営等を行い、海
外へのプロモーションの強化が図られた。

【海外戦略部】
・外国人旅行者ヒアリング調査の分析結果に基づき、効果的な
市場に対し、誘客プロモーションを行う。
・国・県等と連携しながら、受入環境の向上を図る。
・多言語ホームページやSNS等を活用し、魅力的かつ最新の観
光情報を発信する。
・関連団体と協議し、組織体制の見直しなどを含むより効果的な
海外戦略の推進体制の検討をすすめる。
【商工観光部】
・広域的な連携による発信力の強化を図る。

（２）海外への販売促進

【海外戦略部】
・香港への飛騨牛、農産物、日本酒の輸出に続き、レストラン等でのフェアを行うこと
により、販売促進につなげることができた。今後は消費者へのさらなる需要喚起を行
うとともに、小売店や輸入業者に対するフォローアップをすすめる必要がある。
・トップセールスや戦略派遣職員による宣伝を行うことで、海外への伝統工芸品、農
産物、加工食品の輸出につなげることができた。今後消費者へのさらなる需要喚起を
行うとともに、小売店や輸入業者に対するフォローアップをすすめる必要がある。
・地域産品の販売需要など海外市場調査の実施などにより、情報収集・分析を行い、
効果的かつ効率的な対策が必要である。
・商取引における行政の限界があるため、さらなる専門性、実効性、即応性のある組
織体制の見直しなどを含む対応が必要である。

【海外戦略部】
・JETRO岐阜事務所等と緊密に連携し、輸出手続や決済手段な
ど海外販売のノウハウ情報提供などにより、事業者の海外販売
への機運を高める。
・香港、フランスをはじめとした世界の国々への高山市の特産品
の周知をすすめ、販路拡大を図る。
・市内事業者等と連携した海外マーケティング調査などにより、
消費者ニーズに応じた販売戦略を推進する。
・関連団体と協議し、組織体制の見直しなども含むより効果的な
海外戦略の推進体制の検討をすすめる。

【海外戦略部】
・姉妹友好都市5都市（デンバー市、麗江市、シビウ市、ウルバンバ郡、昆明市）との
交流の深化に加え、協力協定都市（コルマール市、ルアンパバーン市、フエ市）と
様々な分野において交流を深めることができた。
・市民の多様な文化や異なる価値観への認識や理解を深め、外国人が訪れやすく住
みやすいまちづくりの推進が必要である。
・交流分野における多岐にわたる専門性や市民・事業者等との連携協力した対応が
必要である。
【市民活動部】
・外国語による平和都市宣言の配信や高山市平和の日（9月21日国際平和デー）に
おける平和の鐘の一斉鐘打の呼びかけなどにより、高山市から国内外への恒久平
和の実現に向けた情報発信の取り組みが進みつつある。

【海外戦略部】
・姉妹友好都市をはじめ協力協定都市、様々な海外都市との国
際交流を推進する。
・若年層をはじめとする市民に対し、多文化共生に向けた意識
醸成を図るための啓発活動をすすめる。
・外国人相談窓口の設置などにより、外国人が生活しやすい環
境の整備をすすめる。
・関連団体と協議し、組織体制の見直しなども含むより効果的な
海外戦略の推進体制の検討をすすめる。
【市民活動部】
・平和首長会議など関係団体との連携や高山市平和都市宣言
推進会議の運営、高山市平和都市宣言の周知など、恒久平和
の実現に向けた情報発信などの取り組みにより、平和に対する
意識の高揚や国際平和への貢献を図る。

（３）海外との交流推進

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 海外戦略部／商工観光部／市民活動部
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ●

9,000

5.6 8.7 -

662 - 911 689 626 691

H25 H26 H27

10位

H31 回答比率 28.7%
順位

（36項目中）
32位 回答比率

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

90,000

H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

11.7

5.1%
順位

（20項目中）
15位 回答比率

27位 回答比率 3.2%
順位

（20項目中）
17位 回答比率 7.2%

順位
（20項目中）

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は下位 →　＜改善＞満足度、重要度とも高い水準にないため、事業を継続しながら、内容の
工夫等により対応すべき

17位 回答比率

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇しており、取り組みがすすんでいると感じる市民が増えている

14位

H30 回答比率 29.2%
順位

（34項目中）
32位 回答比率 3.9%

順位
（36項目中）

7.0%
順位

（20項目中）
11位

R2 回答比率 45.1%

回答比率 6.0%
順位

（20項目中）
17位

順位
（20項目中）

15位

12位

H28 回答比率 29.7%
順位

（34項目中）
31位 回答比率 4.2%

順位
（20項目中）

13位

H29 回答比率 29.5%
順位

（34項目中）
32位 回答比率

順位
（20項目中）

17位

6.2%
順位

（20項目中）
3.5%

順位
（20項目中）

回答比率

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「自然環境の保全や自然エネルギーの活用をはじめ、地球環
境を守る取り組みが進んでいる」と感じている市民の割合 自然エネルギーへの転換

H26 回答比率 32.0%
順位

（34項目中）
29位 回答比率 7.4%

順位
（20項目中）

11位 回答比率 7.3%
順位

（20項目中）

自然環境の保全

7.5%

「自然環境の保全や自然エネルギーの活
用をはじめ、地球環境を守る取り組みが進
んでいる」と感じている市民の割合

％ - 32.0 - 29.7 29.5 29.2 28.7 ↗

特定外来生物防除活動参加者数（延べ人
数）（年間）

人

特定外来生物防除活動団体数 団体 27 - 50

862 - 697 598 512 438 304 1,200 1,600

↗

二酸化炭素（CO ２）削減量（年間）（対平成
18（2006）年度）

 万トン

緑と親しむ日などに実施したイベント参加
者数（年間）

人

22 24 15 13 17 35

12.4

829 1,000 1,000

10.1
（H 24）

- 5.5 5.0

自然エネルギーによる電力の創出量（年
間）

MWh

化石燃料から自然エネルギーへの転換量
（年間）

kℓ
2,200

（H 24）
- 3,322 3,642

3,000
（H 24）

- 16,446 23,712 30,445 37,584 - 80,000

4,078 4,506 - 7,700

H28

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 2　環境・景観 基本目標
環境と調和した地球にやさし
いまち

③自然環境の維持・保全、自然エネルギーの活
用

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （6）住みやすい環境の整備

取り組みの方向
性

・地域特有の自然資源や希少植物の保護、自然公園等の保全と利用の推進などにより自然環境の保全と活用をすすめます。
・まちの緑化の推進や緑化意識の高揚、自然とふれあう場の整備などにより自然とふれあう空間の創出をすすめます。
・その土地本来の生態系の保全や里地里山の保全と利用の推進などにより生物多様性の保全をすすめます。
・省エネルギー対策の推進やクリーンエネルギー自動車普及の促進、温室効果ガス吸収対策の推進などにより低炭素社会の形成を図りま
す。
・自然エネルギーを活用した「飛騨高山モデル（市民参画の仕組み）」の構築などにより自然エネルギーを活かしたまちづくりをすすめます。
・情報共有や環境学習の推進、環境保全活動団体の育成などにより環境にやさしい人づくりをすすめます。

個別分野 地球環境

主要課題

・身近な自然景観や貴重な動植物、地域特有の自然資源の保護と自然を活かした地域活性化に取り組む必要があります。
・豊富に存在する自然資源を活用したエコツーリズムの推進など、自然とふれあう機会の充実を図る必要があります。
・生物多様性に対する理解を深めるとともに、その土地本来の生態系の保全・再生に取り組む必要があります。
・エネルギー利用の効率化を図り、化石燃料の消費を低減することによるＣＯ２排出量の削減をすすめる必要があります。
・自然エネルギーの導入を推進するとともに、地場産業の活性化や特色ある地域づくりにつなげ、自然エネルギー利用による豊かさを実感で
きるまちづくりをすすめる必要があります。
・環境に対する意識の高揚を図るとともに、主体的に環境保全活動に取り組む人づくりをすすめる必要があります。

目指す姿
・自然への負荷に配慮した活用が図られ、豊かな自然が保たれています。
・自然エネルギーの導入や省エネルギーへの取り組みが地域づくりに活かされています。
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1

2

3

1

2

1

2

グリーンツーリズムや木質バイオマスの活用など
による里地里山の保全と利用の推進

・木の駅プロジェクト及び積まマイカーの運行によ
り、未利用材の搬出と木質バイオマス燃料の市内
への安定供給を促進した。

環
境
政

策
部

・関係団体と連携し、グリーンツーリズムに関する
プロモーションや各種広告媒体を活用したＰＲ活動
を実施した。

（
３

）
生
物
多
様
性
の
保
全

野生鳥獣の保護・管理やオオハンゴンソウ等の特
定外来生物の駆除、原生林や天然林の保護など
によるその土地本来の生態系の保全

・自然公園などの重点地域における特定外来植物
の駆除を実施するとともに、効果的な駆除方法を
検証する実証事業を行った。

環
境
政

策
部

いのちの森づくり等の在来種を活かした緑化など
によるその土地本来の生態系の再生

・緑の育成と樹木保護保存セミナーと共催し、在来
種による植樹を行った。

環
境
政

策
部

3
商
工
観

光
部

4
森林・河川等を活用したエコツーリズム、山の自
然学校や自然観察教室の開催などによる自然と
ふれあう機会の創出

・郷土の自然と環境保全に関する知識を養うことを
目的に、山の自然学校や地元小中学生を対象とし
た生物多様性等自然環境学習を開催した。

環
境
政

策
部

公共施設・道路への植栽や緑のパートナー制度
の普及などによるまちの緑化の推進

・観光パンフレットでの紹介やメディアへの広告掲
載など、キャンプ場やスキー場、山岳観光など自
然資源を活用した観光誘客のＰＲを行った。

商
工
観
光

部

・グリーンマーケットを開催し、花苗などの配付を
行った。

環
境
政

策
部

3
登山道や自然遊歩道、生活環境保全林の整備な
どによる自然とふれあう場の整備

・飛騨山脈（北アルプス）や位山等の登山道の維
持管理や北アルプス飛騨側登山道等維持連絡協
議会に対する支援により、利用者の利便性向上及
び安全確保を行った。

環
境
政
策

部

・生活環境保全林の施設修繕を実施した。
・飛騨美濃せせらぎ街道の沿線の除間伐を実施し
た。

林
政
部

・植栽が可能な都市計画道路の歩道内に街路樹
を植樹した。
・施設緑化用苗木の配布、緑と親しむ日等におけ
るイベントを開催した。

・里山保全に協力する所有者への奨励金を交付し
たほか、里山の公有化などをすすめた。

都
市
政

策
部

野生動植物の生息地・生育地の保護や自然保護
団体の育成・支援などによる地域特有の自然資
源の保護

・高山植物の生態系を守るため、セイヨウタンポポ
等の除去活動を実施した。
・地域や大学等と連携し、ミズバショウやササユリ
群生地の保全活動を実施した。

環
境
政
策

部

都
市
政
策
部

グリーンマーケットの開催や緑と親しむ日や緑化
月間に合わせた行事の開催などによる緑化意識
の高揚

（
２

）
自
然
と
ふ
れ
あ
う
空
間
の
創
出

商
工
観
光

部

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

ライチョウ・ニホンカモシカ等の天然記念物やクマ
タカ・サクラソウ等の絶滅危惧種の保護などによ
る希少動植物の保護

・市内で行われる開発事業等に対する意見の具申
や個別の相談に対する対応を行った。

環
境
政

策
部

4

国立公園・県立自然公園等の適正利用やユネス
コ世界自然遺産・ジオパーク・ユネスコエコパーク
の取り組み、環境保全と観光振興についての議
論の場の設置などによる自然公園等の保全と利
用の推進

・関係４県７市村で構成された白山ユネスコエコ
パーク協議会に参画し、エコパークの拡張登録の
承認を得るとともに、荘川町を中心としたエコパー
クを活用した取り組みを行った。
・飛騨山脈ジオパーク推進協議会を設立し、ジオ
パークを活用したツアー構築やガイド育成等に取
り組んだ。
・国による中部山岳国立公園南部地域利用推進プ
ログラムの策定や国立公園内の二次交通の充実
に向けた展開事業に参画し、中部山岳国立公園
及び周辺地域の活性化への取り組みを推進した。
・県の中部山岳国立公園活性化基本計画の策定
への参画や県中部山岳国立公園活性化協議会に
よる乗鞍岳及び周辺地域の活性化への取り組み
を推進した。

環
境
政
策
部

・国や県、関係自治体、関連団体及び事業者等と
連携し、飛騨山脈（北アルプス）を中心とした中部
山岳国立公園の活性化に向けた協議の場を設け
た。

（
１

）
自
然
環
境
の
保
全
と
活
用

開発行為に対する指導や緑を保全する契約の締
結、里山の取得、清流を守る取り組みなどによる
身近な自然環境の保全
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2

3

4

5

6

1

2

3

（
６

）
環
境
に
や
さ
し
い
人
づ

く
り 環境に関するイベントや講演会の開催、多様な情

報媒体を活用した情報発信などによる情報共有
の推進

・小水力アイデアコンテストを開催し、地域資源で
ある自然エネルギーに関する認識や理解を深める
とともに、普及促進を図った。
・特定外来生物防除イベントを開催し、住民参加に
よる外来種の駆除を行った。

環
境
政
策
部

自然環境学習・ワークショップ・出前講座の開催な
どによる環境学習の推進

・生物多様性への関心と理解を深めるため、小中
学生を対象として乗鞍山麓五色ヶ原の森などを利
用した自然環境学習を開催した。
・高山エネルギー大作戦として、市民フォーラムや
子ども大学たかやまを開催した。

環
境
政
策
部

快適環境づくり市民会議やボランティア活動団体
への支援などによる環境保全活動団体の育成

・快適環境づくり市民会議の活動に対する財政支
援等を行ったほか、ボランティア活動団体の育成
を図った。

環
境
政

策
部

セミナー・講演会の開催や自然エネルギーの導入
にかかるロードマップの作成などによる意識の醸
成と合意形成の推進

・高山エネルギー大作戦として、市民フォーラムや
子ども大学たかやまを開催した。

環
境
政

策
部

4
防災拠点や防犯灯・街路灯への自然エネルギー
の導入などによる安全・安心なまちづくりの推進

・防災拠点15か所に非常用電源として太陽光発電
システムと蓄電池を導入した。

環
境
政

策
部

・町内会が管理する防犯灯のＬＥＤ改修（新設・改
修・撤去）に対する支援を行った。

3
自然エネルギーを活かしたコミュニティやモデルエ
リアづくり、観光分野・農業分野での自然エネル
ギーの活用などによる特色ある地域づくりの推進

・地域資源を活かした地域主導型の自然エネル
ギーの導入を支援するアドバイザー派遣制度、自
然エネルギー活用支援事業補助金、資金融資制
度等を創設した。

環
境
政
策

部

・県営土地改良事業により、農業用水路の小水力
発電設備の整備をすすめた。

農
政
部

（
５

）
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
活
か
し
た
ま
ち
づ
く
り

1
太陽光発電・太陽熱利用・小水力発電・地熱発電
の導入や木質バイオマス利用の拡大などによる
自然エネルギー活用の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（6）住みやすい環境の整備
③自然環境の維持・保全、自然エネルギーの活用
・自然エネルギー活用を推進するため、太陽光発電、太
陽熱利用、小水力発電、木質バイオマス利用等の拡大を
図る。

★木質バイオマスストーブ・ボイラーの導入に対す
る助成、木質バイオマスによる熱供給ビジネスモ
デルの構築など利用の拡大を図った。
★市営の温泉施設2箇所（しぶきの湯遊湯館、桜
香の湯）において木質バイオマス燃料を活用した
熱供給事業の実証実験を実施した。

環
境
政
策
部

★温泉熱を活用した道路融雪施設を整備した。
★下水熱を活用した融雪施設を整備し、試験運用
による検証をすすめている。

建
設
部

産学官連携による自然エネルギーを活用した「飛
騨高山モデル（市民参画の仕組み）」の構築

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（6）住みやすい環境の整備
③自然環境の維持・保全、自然エネルギーの活用
・事業者、大学、行政等による産学官連携を推進し、自然
エネルギーを活用した「飛騨高山モデル（市民参画の仕
組み）」を構築する。

★産学金官で構成する自然エネルギーによるまち
づくり検討委員会より、自然エネルギーによるまち
づくりに関する提言書が提出され、木質バイオマス
による熱供給ビジネスの構築など飛騨高山モデル
の取り組みを実施した。

環
境
政
策
部

市
民
活

動
部

・地熱や水力発電を検討している事業者に対する
個別の相談により、秩序ある開発を促した。
・木質バイオマス熱供給セミナーを開催したほか、
金融機関と連携した事業者向けの木質バイオマス
セミナーを開催した。2

エネルギー関連企業の立地促進や市内企業のエ
ネルギー関連分野への進出促進などによる地域
産業の活性化

環
境
政
策
部

・企業立地支援制度の対象業種を拡充し、新エネ
ルギー供給業の立地に対する支援を行った。

商
工
観

光
部

・都市部の自治体（東京都千代田区）とカーボンオ
フセットに関する協定を締結し、間伐等、森林環境
の保全を重視した森づくりを行った。
・市有林整備事業にたかやま林業・建設業協同組
合が参加し、森林の整備をすすめた。

林
政
部

・高山市環境配慮型公共施設整備指針に基づき、
公共施設の新築・改築時に環境配慮手法を採用し
た。

建物外皮の断熱対策や空調・照明等への省エネ
ルギー機器の導入、エコオフィスなどによる建築
物の省エネルギー対策の推進

林業と建設業の異業種連携や自治体と連携した
森づくりなどによる温室効果ガス吸収対策の推進

環
境
政

策
部

電気自動車等の公用車への率先導入や情報提
供・意識啓発の実施、充電設備の整備などによる
クリーンエネルギー自動車普及の促進

・クリーンエネルギー自動車の率先導入を行うとと
もに、電気自動車用急速充電設備を市内12か所
に導入した。

環
境
政

策
部

（
４

）
低
炭
素
社
会
の
形
成

1
エコドライブや自転車の利用促進などによる交通
における省エネルギー対策の推進

・公用車にエコドライブステッカーを貼付るなどによ
り、エコドライブの啓発を図った。

環
境
政

策
部

・国において自転車活用推進計画が策定されたこ
とを受け、県の動向などの情報収集を行った。

都
市
政

策
部
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（２）自然とふれあう空間
の創出

【環境政策部】
・飛騨山脈（北アルプス）や位山等の登山道の維持管理や北アルプス飛騨側登山道
等維持連絡協議会に対する支援により、利用者の利便性向上や安全確保につな
がった。
・飛騨山脈（北アルプス）の山小屋トイレ改修に対する支援により、利用者の利便性
向上及び自然環境の保全につながった。
【都市政策部】
・施設緑化用苗木の配付や緑と親しむ日におけるイベント開催などにより、まちの緑
化を推進した。
・より多くの市民が参加しやすいイベントとなるよう、開催方法等の検討が必要であ
る。
【林政部】
・生活環境保全林の施設整備などにより、利便性向上や安全性の確保を図った。
・飛騨美濃せせらぎ街道沿いにおける観光景観整備により、季節を問わず森林浴な
どに利用できる環境を整えた。
【商工観光部】
・ONSEN・ガストロノミーウォーキングの実施や乗鞍エンジョイプロジェクトなど各種
事業への支援により、山岳観光などの振興を図った。

【環境政策部】
・自然環境や景観へ配慮するとともに、国、県、山小屋関係者、
利用者のニーズや安全性確保を踏まえた登山道等の整備、支
援を行う。
【都市政策部】
・緑に親しむ日に実施するイベントについて、より参加しやすい
事業となるよう実施方法の見直しについて検討をすすめる。
【林政部】
・生活環境保全林の適正な管理や飛騨美濃せせらぎ街道での
観光景観整備などにより、森林とふれあう場の創出を図る。
【商工観光部】
・ONSEN・ガストロノミーツーリズムや山岳観光などの振興を図
るとともに、高地を活用したヘルスツーリズムやサイクルツーリ
ズムなど、自然資源を活かした魅力ある観光地づくりをすすめ
る。

（３）生物多様性の保全

【環境政策部】
・奨励金制度による市民の特定外来植物防除活動への参加促進や自然公園など
の重点地域における特定外来植物の駆除を実施するとともに、効果的な駆除方法
を検証する実証事業を行った。重点地域については、個体数減少につながったが、
その他の地域は個体数が増加しているため、講習会や出前講座により市民主体に
よる防除活動につなげる必要がある。
・その土地本来の樹木による森づくりである「いのちの森づくり」として、どんぐりや木
の実から育てたポット苗を植樹（植樹本数4,330本）することにより、生物多様性の保
全につながった。
【商工観光部】
・市内の温泉施設において木質バイオマスの熱供給事業を行った。
・グリーンツーリズムを活用した教育旅行の誘致を行った。

【環境政策部】
・効果的かつ効率的な駆除手法を市民に周知するとともに、奨
励金制度の充実により市民参加による特定外来植物防除をす
すめる。
・市民一人１本の植樹を目標に「いのちの森づくり」を実施し、手
がかからず環境保全や防災につながる森づくりをすすめる。
【商工観光部】
・温泉施設などにおける木質バイオマス利用を推進する。
・関係団体と連携したグリーンツーリズムに関するプロモーショ
ンや各種広告媒体を利用したPRをすすめる。

（４）低炭素社会の形成

【環境政策部】
・地球温暖化対策のための国民運動「COOL　CHOICE」に賛同し、エコドライブや自
転車利用を呼び掛けるとともに、公用車へのエコドライブステッカーの貼付による啓
発を行い、「COOL　CHOICE」の認知度向上をすすめた。
・クリーンエネルギー自動車の率先導入をすすめるとともに、電気自動車用急速充
電設備の空白地帯をなくすため、民間との連携により課金式充電設備を３か所に導
入し、二酸化炭素排出量の削減につなげた。
・走行中に二酸化炭素を排出しない究極のエコカーと呼ばれるFCV（燃料電池自動
車）の普及を促進する必要がある。
【林政部】
・都市部の自治体（東京都千代田区）と森林整備に関する協定を締結し、森林整備
を推進した。市内の森林整備により、増加した二酸化炭素吸収量を千代田区内の
二酸化炭素排出量と相殺するカーボンオフセットを行った（平成28年度CO2吸収量
475.94ｔ-CO2、施業面積54.01ha）。
・千代田区だけではなく、他の自治体とも連携した取り組みをすすめる必要がある。

【環境政策部】
・日々の暮らしの中で賢い選択をしていく「COOL　CHOICE」の
啓発などにより、低炭素社会の形成に向けた取り組みをすすめ
る。
【林政部】
・森林のＣＯ2吸収量の拡大を図るため、千代田区とのさらなる
連携を推進するとともに、他自治体との連携に向けた取り組み
をすすめる。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 環境政策部／都市政策部／商工観光部／林政部／建設部／市民活動部／農政部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）自然環境の保全と
活用

【環境政策部】
・関係4県7市村で構成された白山ユネスコエコパーク協議会に参画し、白山ユネス
コエコパークの拡張登録に向けた取り組みを行い、平成28年3月にユネスコの承認
を得た。
・平成28年12月に設立された飛騨山脈ジオパーク推進協議会の運営支援と、同協
議会との連携によるジオパークを活用した持続可能な地域づくりに資するツアー構
築やガイド育成等の取り組みを実施した。
・環境省の国立公園満喫プロジェクトに基づく中部山岳国立公園南部地域利用推進
プログラムの策定や同国立公園内の二次交通の充実に向けた展開事業に参画し、
中部山岳国立公園及び周辺地域の活性化への取り組みを推進した。
・岐阜県の中部山岳国立公園活性化基本計画の策定への参画や県中部山岳国立
公園活性化協議会による乗鞍岳及び周辺地域の活性化への取り組みを推進した。
・乗鞍山麓五色ヶ原の森において、乗鞍山麓に広がる国内有数の原生植生や乗鞍
登山の歴史を中心とした学術的、歴史的特徴を有する新たなルートを整備した。
・豊かな自然環境や美しい山岳景観だけではなく、地域の歴史や文化等の多様な
魅力を発信できる人材育成（ガイド等）が必要である。
・自然環境の保全を最優先としながらも、地域の活性化や利用促進による持続可能
な地域づくりの両立に向けた検討が必要である。
【都市政策部】
・里山保全に協力する所有者との保全契約の締結と奨励金の交付、里山の公有化
により、良好な里山の保全をすすめた。
・里山の公有化について、山林の所有者に理解してもらう必要がある。
【商工観光部】
・新穂高やあかんだな駐車場、乗鞍バスターミナル等の管理運営を行い、山岳観光
を推進した。

【環境政策部】
・乗鞍山麓五色ヶ原の森等の自然資源を活用したエコツーリズ
ムを推進することにより、豊かな自然環境や歴史、文化等に触
れる機会の充実を図る。
・飛騨山脈ジオパーク推進協議会との連携により、自然環境や
自然景観のほか、地域の歴史や文化等を発信できるガイドの育
成や受入体制の構築をすすめる。
・白山ユネスコエコパークや飛騨山脈ジオパーク構想の普及啓
発などにより、市全域での認識の向上や理解の醸成を図る。
・国、県、関係団体との連携により、乗鞍岳等の国立公園にお
ける適正利用の検討をすすめるとともに、広域的な自然環境の
保全と活用を図る。
【都市政策部】
・良好な里山の保全を図るため、協力する所有者に対する奨励
金の交付や里山の公有化をすすめる。
【商工観光部】
・奥飛騨温泉郷の活性化に向けた構想を策定し、構想に基づく
事業展開をすすめる。
・国や県、近隣自治体と連携した取り組みにより、中部山岳国立
公園南部地域を中心とした山岳観光の推進を図る。
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（５）自然エネルギーを活
かしたまちづくり

【環境政策部】
・地域資源を活かした地域主導型の自然エネルギーの導入を支援するアドバイザー
派遣制度、自然エネルギー活用支援事業補助金、資金融資制度等を創設した。
・木質バイオマスの需要拡大を図るため、木質バイオマス熱供給セミナーを開催した
ほか、木質バイオマスボイラーによる熱供給ビジネスモデルのパイロット事業を公共
施設で実施した。
・環境配慮型公共施設整備指針に基づき、公共施設への省エネ及び自然エネル
ギー設備の積極的な導入を行った。
・公共施設だけではなく、民間施設への木質バイオマスをはじめとした自然エネル
ギー設備の導入をすすめる必要がある。
【建設部】
・奥飛騨温泉郷中尾地区において、温泉熱を活用した道路融雪施設を整備した。
・市内２箇所で下水熱を活用した道路融雪施設を試験施工し、試験運用による検証
を行っているが、市内下水道管は小口径のものが多く、現時点では道路全面を融雪
する熱量の採取は困難と考えられるため、部分的な融雪に有効な整備方法を検討
する必要がある。
【市民活動部】
・平成24年度に町内会防犯灯改修補助制度を創設し、平成31年度末時点における
ＬＥＤ改修率は96％となった（町内会アンケート結果による）
・上記制度の対象外である中心市街地の大型防犯灯の改修については、まちづくり
飛騨高山の「まちのにぎわい創出整備事業」の補助対象に追加した。
・改修されない理由について実情を把握し、管理主体のあり方を含め、対応を検討
する必要がある。
【農政部】
・県営土地改良事業により、土地改良施設等の維持管理費の節減と温室効果ガス
の削減を図るため、小水力発電施設の整備をすすめている。
【商工観光部】
・企業立地支援制度の対象業種に新たに新エネルギー供給業を対象としたことで、
新設した木質バイオマス事業者への支援につながり、地域経済の活性化に寄与す
ることができた。

【環境政策部】
・地域資源である地熱や水力を利用した発電を検討している事
業者に対する個別の相談により、秩序ある開発と地域貢献の促
進を図る。
・木質バイオマスの利用促進と熱供給ビジネスの普及などによ
り、自然エネルギー活用の推進を図る。
【建設部】
・下水熱を利用した道路融雪施設の効果検証をすすめる。
【市民活動部】
・補助制度の見直しや対応について検討をすすめる。
【農政部】
・事業完了後の適切な管理と地域活性化に向けた取り組みをす
すめる。
【商工観光部】
・木質バイオマスなど新エネルギーの普及を図る。

（６）環境にやさしい人づ
くり

【環境政策部】
・子ども大学たかやまや山の自然学校など自然環境学習を開催し、体験を重視した
児童生徒の環境学習の充実により、生物多様性への関心と理解を深めることにつ
ながった。
・高山エネルギー大作戦を契機に立ち上がった市民活動団体が実施する木の駅プ
ロジェクトにより、林地残材の有効利用や地域通貨の普及、里山保全活動に加え、
子どもへの環境学習が行われ、環境にやさしい人づくりにつながった。
・快適環境づくり市民会議の活動に対する財政支援等を行ったほか、ボランティア活
動団体の育成を行った。

【環境政策部】
・いのちの森づくり、子ども大学、木の駅プロジェクトなどの体験
や実践を通じて、環境保全や自然エネルギー利用について次
世代へつなげる。
・市民活動団体の活動に対する支援を行うとともに、組織の活
性化のための方策について検討をすすめる。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

30 30

- 89.1 - 89.6 85.6

順位
（20項目中）

R2 回答比率 86.1%
順位

（36項目中）
2位 回答比率

H29 回答比率 86.5%
順位

（34項目中）
3位 回答比率

86.4%
順位

（34項目中）
3位 回答比率

順位
（20項目中）

順位
（20項目中）

H31 回答比率 84.2%

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位 →　＜維持＞今まで通り事業を実施し、事業の工夫等により高い水準を維持すべき

H30 回答比率

順位
（20項目中）

順位
（36項目中）

2位 回答比率

順位
（20項目中）

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「ごみ処理や分別収集が適切に行われ、良好な生活環境が保たれている」と感じている市民の割合

H26 回答比率

H28 回答比率 89.6%
順位

（34項目中）
1位 回答比率

89.1%
順位

（34項目中）
1位 回答比率

順位
（20項目中）

２　市民アンケートの結果

「ごみ処理や分別収集が適切に行われ、
良好な生活環境が保たれている」と感じて
いる市民の割合

％

500 467 462

86.4 84.2 ↗ ↗

家庭ごみの資源化率 ％ 30.4 27.2 29.9 29.6 28.5 28.0 27.9

家庭ごみ（資源ごみを除く）の 1 人１日当
たりの排出量）

g 473 469 476 475 480 478

R6

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 2　環境・景観 基本目標
環境と調和した地球にやさし
いまち

個別分野 生活環境

主要課題

・老朽化した火葬場の整備を行う必要があります。
・公衆浴場や公衆便所など衛生施設における衛生水準の向上や公害の防止に努める必要があります。
・ごみの発生抑制や限られた資源の消費抑制に向け、循環型社会を構築する必要があります。
・老朽化したごみ焼却施設を良好な状態に維持管理するとともに、新しいごみ焼却施設を整備する必要があります。

目指す姿 ・水も空気もきれいに保たれ、資源の循環に配慮した生活が送られています。

取り組みの方向
性

・火葬場や市営墓地の適正な維持管理により葬送環境の向上を図ります。
・衛生施設における衛生水準の向上やペットの飼い主のマナー向上により公衆衛生環境を確保します。
・環境観測と監視の強化や環境美化活動の推進などにより公害対策の強化を図ります。
・ごみの減量化や再使用、再生利用の推進などにより循環型社会の構築をすすめます。
・ごみの安全な処理やごみ処理施設と周辺環境の整備などによりごみの適正処理をすすめます。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

高山市第八次総合計画　施策評価シート
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1

2

2

1

1

2

3

4

1

2

3

（
５

）
ご
み
の
適
正
処
理

ごみ処理施設の維持管理や排ガス・排水等の測
定値の監視と環境基準値の遵守、排ガス・排水等
の測定結果の公表などによるごみの安全な処理

・定期点検整備や維持補修の実施により、ごみ処
理施設の安全な稼動と性能の維持を図った。
・現焼却施設について、令和７年度まで稼動させる
方針を定め、長期修繕計画を策定し、延命化対策
を実施した。
・施設の排ガスや排水、周辺地域の土壌及び大気
中のダイオキシン類濃度等を測定し、その結果を
周辺地域の町内会へお知らせするとともに、ホー
ムページや広報で公表した。

環
境
政
策
部

収集運搬方法の見直しやごみ処理施設の統廃合
などによるごみ処理の効率化の推進

・公共施設等総合管理計画(実施計画)において施
設の統廃合について方針を定めた。

環
境
政
策

部

新たなごみ焼却施設の整備や埋立跡地の活用、
ごみの焼却熱等の有効利用などによるごみ処理
施設と周辺環境の整備

・新たなごみ焼却施設の建設について、建設候補
地周辺住民に対する説明会を開催した。
・ごみ処理施設建設、埋立処分地の跡地活用、周
辺地域の環境整備等について、グランドデザイン
を策定した。
・新たなごみ焼却施設の建設が周辺環境へどのよ
うな影響を及ぼすかについて、詳細な調査分析の
ための環境影響調査を実施し、周辺住民に一定
の理解をいただき、建設候補地を決定した。
・第１次埋立処分地の跡地活用に向けて、埋立ご
みの組成等の調査を実施した。

環
境
政
策
部

・小型家電の分別収集を開始した。
・集団資源回収を行った団体に対して奨励金を交
付した。

環
境
政
策

部

「ごみの分け方・出し方」冊子の配布やリサイクル
推進員が行う啓発活動、不法投棄防止パトロー
ル、ごみに関する学習機会の提供などによる３Ｒ
推進意識の高揚

・毎年6月の環境月間にあわせて、広報等で不法
投棄防止の周知を行うとともに、全市一斉による
不法投棄監視パトロールを実施して未然防止を
図った。
・資源リサイクルセンターで小学4年生の環境学習
(施設見学)を受け入れ、ごみの減量化意識の啓発
を図った。

環
境
政
策
部

（
４

）
循
環
型
社
会
の
構
築

ごみ減量等指導員の活動や生ごみの堆肥化の促
進、事業所からのごみの発生抑制、ごみシール制
の見直しなどによるごみの減量化の推進

・生ごみ堆肥化装置設置補助金により、減量化に
取り組むとともに、ごみの出し方と分別及び資源化
の啓発を実施した。
・ごみ処理券回収奨励金を交付した。

環
境
政
策

部

リフォーム製品フェアの開催やフリーマーケットの
開催、ボランティア団体との連携などによる再使用
の推進

・高山市快適環境づくり市民会議の活動としてグ
リーンマーケットやフリーマーケットを開催した。
・NPO法人高山おもちゃ病院の協力を得てリフォー
ム製品フェアを開催し、リユースを推進した。

環
境
政
策

部

小型家電等の分別収集や集団資源回収の奨励、
リサイクル認定製品の積極的使用、グリーン購入
制度に基づく物品等の調達の促進などによる再生
利用の推進

（
３

）
公
害
対
策
の
強
化

河川の水質調査や大気観測調査などによる環境
観測と監視の強化

・河川水質調査や大気観測調査を行い、環境の観
測・監視を行った。

環
境
政

策
部

2
クリーン作戦や河川美化活動、ポイ捨て・路上喫
煙の防止などによる環境美化活動の推進

・民間建築物にかかる建築物のアスベスト含有調
査及び除去工事に対する支援を行った。

都
市
政

策
部

・市民参加のクリーン作戦による美化活動を実施
した。
・ポイ捨て、路上喫煙防止のためのパトロールを
行った。

環
境
政
策

部

・任意団体（河川を美しくする会）や、各町内会など
の協力により、8月第1日曜日の一斉清掃や１級河
川の堤防除草を実施した。

環
境
政
策

部
・
建
設

部

3
公害に対する相談や公害発生源者への指導、ア
スベスト除去への支援などによる公害の防止

・大気汚染、水質汚濁、悪臭などの相談の受付け
や原因者への指導を行い、公害発生を抑止した。

環
境
政

策
部

（
２

）
公
衆
衛
生
環
境
の
確
保

1
公衆便所の維持管理と整備やし尿処理施設の維
持管理、公衆浴場設備改善への支援などによる
衛生施設における衛生水準の向上

・公衆浴場の設備改善に対する支援を行った。
市
民
保

健
部

・公衆便所、し尿処理施設の適正な維持管理を
行った。
・公衆便所のバリアフリー化を推進した。
・快適度向上のため、ベビーシートの更新（2箇所）
を行った。

水
道
部

飼い犬登録や狂犬病予防注射の実施、動物愛護
に関する正しい知識の普及などによるペットの飼
い主のマナーの向上

・管理システムを更新し、支所地域との連携を強化
した。
・市内170ヶ所で集合狂犬病予防注射を実施した。
・市広報紙等により動物愛護について啓発した。
・苦情など個別の飼育者への対応は保健所と連携
して実施した。

市
民
保
健
部

（
１

）
葬
送
環
境

の
向
上

新たな火葬場の整備や火葬場の適正な維持管理

・新火葬場建設検討委員会の答申に基づき、基本
構想及び選考方法を定め、候補地の選考をすす
めた。
・市営火葬場の適正な維持管理を行った。

市
民
保
健

部

市営墓地の適正な維持管理
・通路清掃や草刈を実施した他、倒れるおそれの
ある木を伐採した。
・毎年度6月と11月に新規使用者募集を実施した。

財
務
部

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）
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（５）ごみの適正処理

【環境政策部】
・定期点検整備や維持補修によるごみ処理施設の性能維持と適切な運転管理によ
り、排ガス・排水等の排出基準値を遵守し、安全かつ適正にごみ処理を行った。
・新たなごみ焼却施設の建設に関して、「次回のごみ処理施設建設地の移転方針」や
「グランドデザイン」を示すとともに、環境影響調査を行い、その結果を報告し、候補地
周辺住民との協議を重ねた結果、地元町内会から理解を得ることができた。
・現焼却施設を令和7年度まで安全に稼動させるために、長期修繕計画に基づいた
点検整備や維持補修及び延命化対策を確実に実施していく必要がある。
・埋立処分地の延命化策を検討する必要がある。
・増加傾向にある可燃性粗大ごみを適正に処理する方策を検討した結果、粗大ごみ
の一部について、市外施設での処分を実施した。
・第一次埋立処分地の跡地活用について検討する必要がある。

【環境政策部】
・現焼却施設の点検整備や維持補修及び延命化対策を確実に
実施し、令和7年度まで安全に稼動させる。
・施設周辺住民の理解を得ながら、埋立処分地の延命化策につ
いて検討をすすめる。
・増加傾向にある可燃性粗大ごみの適正な処理をすすめる。
・幅広く市民等の意見を聞きながら新ごみ焼却処理施設の整備
事業を推進する。
・施設周辺の住民をはじめ市民の意見を聞きながら、第一次埋
立処分地の跡地活用について検討をすすめる。

（２）公衆衛生環境の確
保

【市民保健部】
・公衆浴場設備に対する支援により、経営の安定化を図った。
・畜犬システムの更新により、支所との連携が強化され、狂犬病予防接種率は約90%
と高い水準を維持した。
･市広報紙、ホームページなどを利用したペットの飼育に関する知識の啓発や、マ
ナー啓発用看板の設置により、ペットの飼育マナーの向上を図った。
【水道部】
・公衆便所およびし尿処理施設の適正な維持管理や施設修繕等の老朽化対策を行
い、公衆衛生環境の確保を図った。
・現況の公衆便所において、限られたスペースで全てのバリアフリー機能を設置する
ことは困難であるため、整備すべき機能の選択を検討する必要がある。

【市民保健部】
・公衆浴場設備改善に対する支援により、生活環境の衛生水準
の向上を図る。
・飼い犬の登録の徹底、狂犬病予防注射接種率の向上を図る。
・ペットの飼育マナーの啓発により、生活環境の衛生水準の向
上を図る。
【水道部】
・全庁的なフォローアップの実施により、公衆便所の快適度向上
を図る。

（３）公害対策の強化

【環境政策部】
・河川、大気の調査・観測により、生活環境が良好に保たれていることが確認できた。
・クリーン作戦、ポイ捨て、路上喫煙防止パトロールにより、公衆衛生環境は確保され
ている。
・観光客の増加などによるポイ捨ての増加が懸念される。
・公害防止について、原因者への指導によりほとんどの事案で解決に至っているが、
未解決の事案への対応が課題となっている。
【建設部】
・任意団体（河川を美しくする会）や、各町内会などの協力により、8月第1日曜日の一
斉清掃や１級河川の堤防除草を実施し、良好な河川環境の維持に努めた。
【都市政策部】
・民間の建築物に吹き付けられたアスベスト等の飛散による市民の健康被害を予防
し、生活環境の保全を図った。

【環境政策部】
・河川、大気の調査・観測の継続実施により、良好な生活環境
を維持する。
・クリーン作戦、ポイ捨て、路上喫煙防止パトロールを継続して
実施し、美化意識の高揚を図る。
・通報があった場合の早期対応及び原因者への指導を県環境
課と連携してすすめる。
・継続している事案に対する指導などにより、課題の解決を図
る。
【建設部】
・継続して河川清掃を実施し、河川環境の美化を図る。
【都市政策部】
・広報や関係団体への説明など制度を周知し、健康被害の予防
を図る。

（４）循環型社会の構築

【環境政策部】
・家庭用生ごみ堆肥化等装置の購入促進のため、平成29年度に補助対象者の見直
しを行った結果、設置数が増加した。
・観光客の増加に伴い、事業所からのごみが増加しているが、事業系ごみの収集方
法や処理手数料が家庭からのごみと同じであるため、見直しを含めて検討する必要
がある。
・ごみの減量化がすすまないことなどから、ごみシール制の見直しが求められてい
る。
・粗大ごみを再製品化したリフォーム製品フェアをリフォームセンター(三福寺町)の他
に原山市民公園や本庁・支所においても開催し、ごみの減量化・再利用促進を図っ
た。
・回収した資源ごみを選別・圧縮・減容等により資源化するとともに、缶や不燃ごみか
ら回収した鉄類などの有価物を売却し、財源の確保に努めた。
・小型家電リサイクル法に基づき、平成26年度から小型家電を資源ごみとして分別回
収するとともに、平成29年度から東京オリンピック・パラリンピックのメダルを作る「み
んなのメダルプロジェクト」に参加して資源化を啓発した。
・資源ごみ拠点集積所(50箇所)や集団資源回収での古紙類の回収量が減少傾向に
あるのに対して、民間事業所による店頭での回収量が増加している。
・ごみの出し方と分別の啓発のため、広報や市ホームページ、冊子を利用して周知を
実施しているが、違反行為が依然として多い。
・不法投棄対策として6月の環境月間に合わせて全市一斉の監視パトロールを実施し
ているが、テレビなどの家電4品目の不法投棄が目立っている。
・資源リサイクルセンターで毎年小学4年生の施設見学を受け入れ、環境学習の機会
を提供した。

【環境政策部】
・家庭用生ごみ堆肥化等装置の購入に対する補助金のさらなる
周知を図る。
・事業所に対してごみの減量化の啓発を行うとともに、事業所ご
みの出し方や廃棄物処理手数料などについて検討をすすめる。
・ごみシール制を含め、廃棄物処理手数料の見直しに向けた検
討をすすめる。
・びん・ペットボトルや不燃ごみ等の分別回収方法を検討し、ご
みの資源化の推進を図る。
・事業所による資源物の回収量の把握に努め、民間との協力体
制のあり方について検討をすすめる。
・人口減少、少子高齢化、空家整理など社会情勢や生活様式の
変化に即した分別や収集方法の検討をすすめる。
・家電4品目の処理方法を広報等で啓発するとともに、警察や県
環境課などとの連携強化を図り、不法投棄の未然防止を図る。

担当部局 市民保健部／財務部／水道部／環境政策部／建設部／都市政策部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）葬送環境の向上

【市民保健部】
・平成28年度に、新火葬場建設検討委員会(有識者5名、各種団体代表34名、公募3
名の計42名）を設置し、火葬場の基本的な構想及び候補地の検討を開始した。
・平成29年度に、新火葬場建設基本構想を策定し、公募及び市有地の抽出により選
考対象とする候補地73件を決定した。
・平成30年度に、15項目の選考基準と選考手順からなる選考方法を定め、現地視察
などにより候補地の選考をすすめた。
・平成31年度に、検討委員会から3件の候補地についての答申を受け、市民説明会
などを実施しながら候補地(案)の精査・検討をすすめた。
・市営火葬場3施設について、計画的な維持修繕を行い、指定管理による適正管理に
努めた。
【財務部】
・市営墓地の通路清掃や草刈を実施した他、倒れるおそれのある木を伐採した。
・ごみの持ち帰りや火の取扱いについて注意喚起看板を設置し、墓地環境の保全に
努めた。

【市民保健部】
・新火葬場について、市民との丁寧な対話をすすめながら建設
地を決定し、早期建設に向けて着実な事業の進捗を図る。
・現在の市営火葬場について、新火葬場の建設も考慮しながら
必要な維持修繕及び適正な管理を行う。
【財務部】
・通路清掃や草刈、倒れるおそれのある木の伐採など市営墓地
の適正管理を行う。
・必要に応じて墓地環境の保全に役立つ看板を設置する。
・新規の墓地使用者募集を引き続き実施し、市民ニーズへの対
応を図る。
・公共施設等総合管理計画に基づき、施設の譲渡についても検
討する。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ● ↗

17 20

12 13 13 13 13

40

- 78.0 - 73.7 73.9 76.6

79.1%
順位

（36項目中）
4位 回答比率

順位
（20項目中）

回答比率 81.5%
順位

（36項目中）
3位 回答比率

7位 回答比率
順位

（20項目中）

R2

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇しており、取り組みがすすんでいると感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位 →　＜維持＞今まで通り事業を実施し、事業の工夫等により高い水準を維持すべき

H30 回答比率 76.6%
順位

（34項目中）

順位
（20項目中）

H31 回答比率

順位
（20項目中）

H28 回答比率 73.7%
順位

（34項目中）
7位 回答比率

H29 回答比率 73.9%
順位

（34項目中）
8位 回答比率

順位
（34項目中）

4位 回答比率
順位

（20項目中）

順位
（20項目中）

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「町並み景観や農山村景観など地域の美しい景 観が保たれている」と感じている市民の割合

H26 回答比率 78.0%

２　市民アンケートの結果

「町並み景観や農山村景観など地域の美
しい景 観が保たれている」と感じている市
民の割合

％

41 42 43 46 47 36

市街地景観保存区域数（累計） 区域

79.1 ↗

15 10 15

景観保全・創出に取り組んでいる団体数
（累計）

団体 33 36

13 13 14 17

景観重点区域数（累計） 区域 14 14 14 14 14 14 14

景観重要建造物指定件数（累計） 件 0 6 12 14 15 15

R6

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 2　環境・景観 基本目標
環境と調和した地球にやさし
いまち

個別分野 景観

主要課題

・本市の貴重な財産である美しい景観を市民・事業者・行政が一体となって保全・活用していく必要があります。
・建築物の色彩や高さ、屋外広告物など景観の形成に大きな影響を及ぼすものについて、基準の見直しなどそのあり方を考えていく必要があ
ります。
・まちの魅力を一層向上させる新たな景観の形成を図っていく必要があります。

目指す姿
・潤いとおちつきをもたらす美しい景観が保全・活用されています。
・市民や観光客に親しまれる新たな景観が創出されています。

取り組みの方向
性

・良好な景観形成の推進や歴史的町並みの保全、景観保全に対する意識の醸成などにより個性ある景観の保全・活用を図ります。
・歴史的風致の維持向上や景観と調和した建築物・看板等の整備の促進などにより新たな景観の創出を図ります。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

高山市第八次総合計画　施策評価シート
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1

3

4

8

9

2

3

4

5

（
２

）
新
た
な
景
観
の
創
出

1
旧森邸等の整備や回遊性を高める憩いの場の整
備などによる歴史的風致の維持向上

・まちの博物館と連携した体験型博物館として、歴
史的風致維持のための拠点施設「旧森邸」の整備
を実施した。

都
市
政

策
部

・「飛騨高山まちの体験交流館」を整備した。
教
育
委

員
会

優れた景観デザインの創出活動に対する顕彰な
どによる景観と調和した建築物・看板等の整備の
促進

・美しい景観を創出した建築主、設計者、施工者を
表彰する景観デザイン賞を実施し、受賞した案件
を公表した。

都
市
政

策
部

・「美しい山河を守る災害復旧基本方針」に基づく
普通河川の整備に努めた。

建
設
部

周辺環境や景観との調和に配慮した公共施設整
備の推進

・景観計画に基づき、施設の形態・意匠を整備す
る事で、周辺景観の向上と地域の景観保全の意
識啓発を実施した。

都
市
政

策
部

河川の整備や宮川沿い遊歩道の整備促進などに
よる良好な水辺空間の創出

誰もが利用できる景観に配慮した開放型施設の整
備への支援などによる景観や利用環境の向上

・一般開放型便所改修に対する支援を行った。
都
市
政

策
部

・市内の建築士、大工などにより構成されている高
山市伝統構法木造建築物研究会と連携し、高山
市伝統構法木造建築物耐震化マニュアルに関す
る研修会等を実施した。

都
市
政
策

部

地域住民の活動への助言や地域住民と市民活動
団体の連携強化などによる景観保全に取り組む
団体等の育成や支援

・景観町並保存連合会の活動に対する支援や、風
景街道協議会等において、景観保全に関する勉
強会などを実施した。

都
市
政

策
部

10
ごみのポイ捨てに対する指導や路上喫煙禁止区
域の見直し、河川の一斉清掃などによる美観の維
持

・ポイ捨て、路上喫煙防止のためのパトロールを
行った。

環
境
政

策
部

・任意団体（河川を美しくする会）や、各町内会など
の協力により、8月第1日曜日の一斉清掃や１級河
川の堤防除草を実施した。

環
境
政

策

部
・
建

設

部

（
１

）
個
性
あ
る
景
観
の
保
全
・
活
用

景観計画の基準の見直しや美しい景観と潤いの
あるまちづくり条例に基づく指導、景観重点区域・
景観重要建造物の指定などによる良好な景観形
成の推進

・屋外広告物の許可基準の見直し、太陽光発電設
備等の設置基準の追加をするとともに、建築等の
届出審査を通じて良好な景観形成をすすめた。
・景観重要建造物について、15件の指定を行い、
良好な景観形成を図った。

都
市
政
策
部

2

教
育
委

員
会

6
森林の保全や特定外来植物の駆除などによる自
然景観の保全

・自然公園などの重点地域における特定外来植物
の駆除を実施するとともに、効果的な駆除方法を
検証する実証事業を行った。

環
境
政

策
部

・カシノナガキクイムシによるナラ枯れ予防、駆除
を実施した。

林
政
部

5
歴史的な街道の整備や街道沿いの集落景観の保
全などによる農山村景観の保全

7
景観町並保存連合会と協働した意識啓発や児童
生徒の郷土学習などによる景観保全に対する意
識の醸成

・屋外広告物の街頭指導や、児童の郷土学習とし
て東山寺院群のご朱印めぐりなどを実施した。

都
市
政

策
部

・総合学習や社会科の時間に、古い町並等を見学
し、景観保全の必要性等について、体験を通して
学習することができた。

教
育
委

員
会

大工・左官等の技能者の育成などによる伝統工法
等の景観保全技術の継承の促進

・景観保全のための景観重点区域を定め、建物の
建築等の行為届を通じて、景観計画に定める基準
の適否の判断及び指導を行った。

都
市
政

策
部

・位山道や信州街道など歴史的な街道の調査及
び整備を行った。

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

・建築物の修理修景、土蔵等修理に対する支援を
行った。
・高山市伝統構法耐震化マニュアルの講習会を開
催した。

教
育
委
員

会

重要伝統的建造物群保存地区・市街地景観保存
区域内の建造物の修理・修景への支援や伝統構
法木造建築物の耐震化の促進などによる歴史的
町並みの保全

・伝統構法木造建築物耐震化マニュアルに基づき
昭和25年11月23日以前に建築された伝統構法木
造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支援を
行った。

都
市
政
策

部

空き家となっている町家等の再生や活用などによ
る町並み景観の保全

・空家等対策計画の策定及び条例等関係規程を
制定するとともに、計画に沿った空家等対策の取
り組みをすすめた。

都
市
政

策
部

景観重要建造物の修理・修景や生け垣・塀の設置
への支援、電線類等の景観を阻害する要因の除
去などによる市街地等における景観の保全・向上

・景観重要建造物の修理・修景や生け垣・塀の設
置に対する支援を行った。

都
市
政

策
部

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）
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（１）個性ある景観の保
全・活用

【都市政策部】
・さらなる景観保全のため、屋外広告物等の景観基準を改定した景観計画の見直し
を行ったが、空家が駐車場となることで町並みの連担性が損なわれるなど、新たな課
題への対応が必要である。
・景観保全のため、無電柱化事業を計画的に実施していく必要がある。
・伝統構法木造建築物耐震化マニュアルに基づき昭和25年11月23日以前に建築さ
れた伝統構法木造建築物の耐震診断・耐震改修の促進を図った。
・空家等対策計画の策定及び条例等関係規程を制定するとともに、計画に沿った空
家等対策の取り組みをすすめた。
・景観重要建造物の修理・修景や生けがき・塀の設置への支援などにより、市街地に
おける景観の保全・向上が図られている。
【環境政策部】
・奨励金制度による市民の特定外来植物防除活動への参加促進や自然公園などの
重点地域における特定外来植物の駆除をすすめるとともに、効果的な駆除方法を検
証する実証事業を行った。
【建設部】
・任意団体（河川を美しくする会）や、各町内会などの協力により、8月第1日曜日の一
斉清掃や１級河川の堤防除草を実施し、良好な河川環境の維持に努めた。
【教育委員会】
・歴史遺産や伝統文化が暮らしに息づく「飛騨高山」を守り伝えるため、学校において
「風景写真展」や「美しい景色カレンダーの作成」などを行い、郷土の歴史文化や自然
などの価値を理解し、新たな景観の発見や情報発信など地域の活性化につなげる取
り組みを行った。
・建築物の修理修景、土蔵等修理に対する支援を行い、重要伝統的建造物群保存地
区の町並みの保全を図った。
・歴史的な街道の調査・整備を行い、街道沿いの農山村景観の保全、活用を推進し
た。
【林政部】
・カシノナガキクイムシによるナラ枯れ予防、駆除を実施した。
・ナラ枯れは沈静化していたが、一部地域での被害が確認された。

【都市政策部】
・駐車施設や屋根の色に対する景観基準の整備など、さらなる
景観保全のための景観計画の見直しをすすめる。
・市全域を対象にした無電柱化整備計画を策定し、計画的に無
電柱化事業を推進する。
・伝統構法木造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支援など
により、安全性の確保と伝統技術の継承を図る。
・空家等対策計画に基づき、空家、空き店舗の解消や活用を図
る。
・ 景観重要建造物の修理・修景や生けがき・塀の設置に対する
支援などにより、市街地等における町並み景観の保全・向上を
図る。
【環境政策部】
・効率的かつ効果的な駆除手法を市民に周知するとともに、奨
励金制度の充実により市民参加による特定外来植物防除をす
すめる。
【建設部】
・継続して河川清掃を実施し、河川環境の美化を図る。
【教育委員会】
・全校を対象に新たな景観の発見や情報発信につながる取り組
みを推進する。
・保存計画に基づき修理修景等に対する支援を行い、歴史的町
並みの保全を図る。
・歴史的な街道の活用を図る。
【林政部】
・カシノナガキクイムシによるナラ枯れなどの状況を注視し、計
画的な病害虫の予防、駆除をすすめる。

（２）新たな景観の創出

【都市政策部】
・歴史的風致維持向上計画について、計画に位置付けた事業は予定通り完了した
が、引き続き総合的に取り組む必要があることから、Ⅱ期計画を平成30年3月に策定
した。
・景観デザイン賞により、高山市の伝統的な町並みや自然景観と調和のとれた建築
物などを表彰することで、良好な景観形成に関する市民意識の向上が図られた。
・景観計画の見直し（平成29年4月）に伴い景観基準に適合しないこととなった広告物
の所有者等へ基準適合を指導し、看板の設置等の助成制度を積極的な周知により、
景観にふさわしい屋外広告物の設置を促進した。
【建設部】
・普通河川の災害復旧等の整備は「美しい山河を守る災害復旧基本方針」に基づき、
景観及び生態系に配慮した工法選定に努めたが、災害防止の観点から、やむを得ず
機能を優先した工法による整備も行った。
【教育委員会】
・飛騨高山まちの体験交流館を整備し、歴史的風致の維持向上を図った。

【都市政策部】
・歴史的風致維持向上計画のⅡ期計画に位置付けた事業を推
進する。
・引き続き、景観デザイン賞の運用により、美しく潤いのある景
観を創出した者を積極的に表彰する。
・引き続き、屋外広告物の基準適合を指導するとともに、看板の
設置等の助成制度の積極的な周知をすすめる。
【建設部】
・河川関連事業は景観及び生態系に配慮した工法の採用を検
討し整備を推進する。
【教育委員会】
・伝統工芸や文化財に指定された伝統技術などの実演の場や
観光客の体験交流の場として、飛騨高山まちの博物館とまちの
体験交流館との一体的な管理と活用により、歴史的風致の維
持向上を図る。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 都市政策部／環境政策部／建設部／教育委員会／林政部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

100

42.2小中学校校舎の非構造部材耐震化率 ％

H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

小 83.2
中 74.1

小 83.2
中 74.1

小 84.4
中 77.1

小 87.6
中 72.9

小 87.5
中 75.0

小 87.2
中 74.1

小 86.0
中 69.3

H25 H26 H27

11位 回答比率

7.2%
順位

（20項目中）
11位

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位は下位 →　＜維持＞重要度は高い水準にはないため、事業を継続しながら、内容の工夫等
により対応すべき

順位の変化に見る
現状の評価

特定の傾向は読み取れない

17位

H30 回答比率 66.6%
順位

（34項目中）
11位 回答比率 6.5%

2.5%
順位

（20項目中）
18位

R2 回答比率 67.5%
順位

（36項目中）

H31 回答比率 63.7%
順位

（36項目中）
11位

12位 回答比率

順位
（20項目中）

18位

回答比率

回答比率 3.2%
順位

（20項目中）
12位

回答比率

順位
（20項目中）

18位

順位
（20項目中）

1.9%
順位

（20項目中）
19位

8.8%
順位

（20項目中）
9位 回答比率

H29 回答比率 66.7%
順位

（34項目中）
11位 回答比率

順位
（20項目中）

14位

3.5%7.7%
順位

（20項目中）

回答比率 3.6%H28 回答比率 63.5%
順位

（34項目中）
12位 回答比率 7.2%

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「学校・家庭・地域が連携した児童生徒の教育環境が整ってい
る」と感じている市民の割合 学校教育や生涯学習の充実 郷土への「誇り」・「愛着」の醸成

H26 回答比率 63.9%
順位

（34項目中）
12位 回答比率 6.3%

順位
（20項目中）

16位 回答比率 3.3%
順位

（20項目中）
18位

「学校・家庭・地域が連携した児童生徒の
教育環境が整っている」と感じている市民
の割合

％ 66.6 63.7 ↗ ↗- 63.9 - 63.5 66.7

55.4 60 8042.2 49.4 49.4 49.4 55.4

小 83.1
中 69.3

小79.9
中71.2

小 83.7
中 74.7

100 100

将来の夢や目標を持っている児童生徒の
割合

％

今住んでいる地域の行事に参加している
児童生徒の割合

％
小 78.9
中 72.3

小 78.9
中 72.3

小 81.1
中 71.2

小 83.4
中 72.8

100

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 3　教育・文化 基本目標
生きがいと誇りを持ち豊かな
心を育むまち

個別分野

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

学校教育

主要課題

・児童生徒の確かな学力の定着、望ましい人間関係を築く力の向上を図る必要があります。
・特別支援教育をはじめ、すべての子どもの自立と社会参加を目指して、就学前から卒業後までを見据えた教育を行う必要があります。
・児童生徒のひきこもりやいじめなどの未然防止や早期発見、早期対応に取り組む必要があります。
・家庭、地域、学校が協働して児童生徒を育む体制づくりをすすめる必要があります。
・多発する自然災害や経済格差の拡大などに対応し、安全・安心な教育環境（施設、給食、通学路、就学支援など）づくりを行う必要がありま
す。
・児童生徒数の減少に対応できる、長期的・総合的な視点に立った学校経営をしていく必要があります。

目指す姿
・児童生徒が自ら学び、考え、行動する力（知・徳・体）を育む教育が行われています。
・地域全体で子どもの郷土教育が行われています。
・誰もが安全で安心して教育が受けられる環境が整っています。

取り組みの方向
性

・教員の資質の向上、外国語教育や特別支援教育の充実などにより児童生徒自ら学び考える力の育つ教育を推進します。
・規範意識と関係性を重視した指導、いじめ・ひきこもりを生まない指導や支援などにより豊かな心を育む教育を推進します。
・児童生徒の健康の維持管理や安全でおいしい学校給食の提供などにより健やかな体を育む教育を推進します。
・子ども教育参画会議など地域の支援体制の充実やキャリア教育の充実などにより地域全体で郷土教育の推進を図ります。
・環境や安全性に配慮した学校施設の整備、就学が困難な児童生徒などへの支援、家庭や地域と連携した相談体制の充実により学びの
セーフティネットの構築を図ります。

42



1

2

3

4

5

6

1

2

3

6

1

3
・学校運営協議会設立に向けて、子ども教育参画
会議やまちづくり協議会など地域連携協議会等と
連携し、調整を図った。

教
育
委

員
会

（
３

）
地
域
全
体
の
協
働
に
よ
る
郷
土

教
育
の
推
進

2

子ども教育参画会議や子ども教育地域連携協議
会との連携による地域の支援体制の充実

地域や学校が持つ特性・特長を活かした教育活
動の推進

・地域が持つ特性を活かした活動を推進し、地域
に根ざした郷土教育をすすめることができた。

教
育
委

員
会

・各保育園等において、食育・眠育に取り組んだ。
福
祉
部

・就学前に目指す生活習慣の姿に向けた取り組み
として、就学時健康診断の前後に、「朝のスタート
プラン」を実施することで、幼保小及び家庭との連
携した取り組みを行った。

教
育
委
員

会

地域の人材の活用などによる地域の発展を目指
した郷土学習の充実

・平成29年度に生涯学習人材登録制度を創設し、
学んだ知識や経験を地域の課題解決や魅力づくり
につなげる「たかやま人材リスト」への登録や活用
促進につながる啓発活動を行った。
（H31　登録：82件、活用：21回　966人参加）

市
民
活
動
部

・特色ある学校経営を遂行するために、地域人材
を活用した講師を依頼するなど地域に根ざした教
育を推進した。

教
育
委

員
会

5 食育などによる健全な食生活の指導の充実

・平成29年度に食育推進計画（第３次）を策定し
た。
・小中学生を対象とし、食生活改善推進員による
学習会を実施した。

市
民
保
健

部

・栄養教諭、養護教諭等が中心となり、食事の大
切さや食育などの指導を充実させた。
・毎月の給食だよりの発行や給食試食会での講話
を通して、保護者に対する正しい食生活の啓発を
実施した。

教
育
委
員
会

・毎年1回の健康診断により、児童生徒の健康の
維持管理を行った。

4
幼稚園・保育園・小学校の連携などによる生活習
慣等に関する指導の充実

（
１

）
自
ら
学
び
考
え
る
力
の
育
つ
教
育
の
推
進

指導主事の学校訪問や大学との連携、教育研究
所を活用した教員研修などによる教員の資質の
向上

・指導主事が学校訪問し、教職員への指導を行う
とともに、指導力向上に資する職員研修を行った。
・教育研究所にて、校長・教頭・教務主任研修会等
を行った。

教
育
委
員

会

小学校における英語教育や中学校における英語
でのコミュニケーションを重視した英語授業
（AllEnglish）の実施などによる外国語教育の充実

嘱託医が行う健康診断などによる児童生徒の健
康の維持管理

教
育
委

員
会

（
２

）
豊
か
な
心
と
健
や
か
な
体
を
育
む
教
育
の
推
進

道徳教育や部活動、特別活動などによる規範意
識と関係性を重視した指導の充実

・特別の教科道徳が始まり、より良く生きるための
基盤となる道徳性を養うことができた。
・部活動等においても集団活動に自主的に取り組
み、集団や社会における生活及び人間関係の形
成をすすめた。

教
育
委
員
会

あたたかな人間関係づくりのための心理検査を
活用した学級経営や児童会・生徒会サミットなど
によるいじめやひきこもりを生まない指導や支援
の充実

・あたたかな人間関係づくりのための心理検査を
活用し、早めの支援体制を整えることで学級経営
がスムーズになった。

教
育
委
員

会

地域の個性を活かした安全でおいしい学校給食
の提供

・食材はより安全性の高いものを選定し、衛生面に
配慮しながら、児童生徒に安全安心で栄養バラン
スのとれた魅力ある給食を提供した。
・アレルギー対応の必要な児童生徒に対しては、
学校生活管理指導表を用いて学校、保護者、給食
センターで連携を取り、きめ細かい対応を行った。
・地場産品を使用した献立や、伝統料理の献立な
どを提供し、飛騨の食文化を学習する機会を提供
した。

教
育
委
員
会

・外国語指導助手は、概ね小学校全学級全時間、
中学校全学級週２時間訪問し、担任や英語科教
員と連携した外国語教育を行った。

教
育
委

員
会

公立図書館との連携などによる学習・情報・読書
センターとしての学校図書館の充実

情報通信関連機器など教具・教材の整備や小学
校・中学校の連携・一貫などによる授業の充実

・小学校の電子黒板の導入やパソコン教室のパソ
コン整備、またデジタル教科書等の教材の整備を
充実させ、学習環境を整えるための公開授業等を
行った。

教
育
委
員

会

教
育
委

員
会

就学前から卒業後まで見据えた個々の能力や特
性を発揮できる特別支援教育の充実

・幼稚園・保育園と小学校、小学校と中学校、中学
校と高等学校など就学前から卒業までを見据えた
切れ目のない支援を行った。

教
育
委

員
会

・市図書館と連携し、図書館指導員とともに読書に
親しめる環境づくりをすすめ、学習・情報・読書セ
ンターとして活用できる図書館づくりを行った。

教
育
委

員
会

学力テストや意識調査の活用などによる個別指
導の充実

・学力テストを中心とする各種テストや学力テスト
時の意識調査結果を活用した個別指導を行った。

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）
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7

8

9

1

2

3

4

5

6

7

8

10

であい塾の運営や相談体制の充実などによる不
登校児童生徒の学級復帰への支援

教
育
委

員
会

スクールカウンセラーや保健相談員、教育相談
員などによる家庭や地域と連携した相談体制の
充実

・悩みを抱える児童生徒に対し、スクールカウンセ
ラーによる家庭や地域と連携した相談体制を充実
させた。

教
育
委

員
会

保健・福祉・教育の連携などによる子どもの成長
過程に応じた切れ目のない支援体制の充実

・子ども発達支援センターを設置し、相談支援や発
達検査、園訪問、障がい児通所支援など、子ども
の成長過程に応じた途切れのない支援を実施し
た。

福
祉
部

・母子健康包括支援センターの設置に向けて、関
係課で必要な情報の共有を行った。

市
民
保

健
部

・サポートブックの活用により、家庭を含めた一貫
した支援が可能となった。

教
育
委

員
会

・であい塾の運営や相談体制の充実などにより、
不登校児童生徒の居場所づくりを行った。

教
育
委

員
会

9
発達障がいなどがある子どもに対する幼児期か
らの支援体制の充実

・子ども発達支援センターを設置し、相談支援や発
達検査、園訪問、障がい児通所支援など幼児期か
らの適切な支援を実施した。

福
祉
部

・子ども発達支援センターの専門員による訪問等、
幼児期からの支援体制の充実を図った。

（
４

）
学
び
の
セ
ー

フ
テ

ィ
ネ

ッ
ト
の
構
築

11

高等教育機関の運営への支援や連携強化など
による高等教育などの充実

・私立学校や定時制・通信制の高等学校への助成
により、教育の振興と教育費負担の軽減を図っ
た。

教
育
委

員
会

教育的配慮を基本とした学区の見直し、小学校・
中学校一貫校のあり方などの研究

・教育振興会議を設置し、学校の適正規模、適正
配置に関する研究をすすめたほか、教育委員会
や通学審議会等において議論を重ねた。

教
育
委

員
会

経済的な理由や障がいなどで就学が困難な児童
生徒への支援

・保護者の収入等に応じ、必要な学用品費等や学
校給食費を援助した。

教
育
委

員
会

通学路照明灯の整備や通学路安全推進会議の
開催などによる安全・安心な通学環境の確保

・通学路照明のLED化をすすめるとともに、高山市
通学路安全推進会議の関係機関が連携し、通学
路の安全対策を検討・実施した。

教
育
委

員
会

安全性や地元食材の使用などに配慮した学校給
食施設の整備

幼稚園の運営や就園への支援などによる幼児教
育の充実

・幼稚園に対する就園奨励費、施設型給付費等の
支援により、幼児教育を受けやすい環境を整え
た。
・令和元年10月からの幼児教育の無償化に際し、
適切な対応を行った。

教
育
委
員
会

職業体験や企業経営者の講話などによるキャリ
ア教育の充実

・中学校において、ロータリークラブ等の協力を受
けて出前講座を行い、地元で働く方々から直接働
くことの意義や思いを聞くキャリア教育を充実させ
た。

教
育
委
員

会

自然エネルギーの活用や木材使用などによる環
境や安全性に配慮した学校施設や机・椅子など
の整備

・学校施設の改修において地域産材や自然エネル
ギーを利用し、環境に優しい学校となるように改修
を行った。
・木の温もりが感じられる地域産材の木製机・椅子
の更新を行った。

教
育
委
員
会

・食物アレルギーに対応する等安全安心な学校給
食施設を整備するため、施設の整備場所を選定
し、施設の統廃合等の検討を行った。

教
育
委

員
会

教
育
委

員
会

廃校となった学校の歴史を将来に伝えることなど
による地域の誇りと愛着の醸成

・朝日地域の学校では、総合学習で廃校となった
地域の特産品を調べたほか、文化祭で各学校の
校歌をメドレーで歌った。
・丹生川地域の学校では地域の方が記念式典に
向けて廃校となった学校についてまとめるなど、将
来に伝える活動を行っている。

教
育
委
員
会

6
幼稚園・保育園・小学校などの交流や連携の強
化

・幼保小連携協議会を中心に、就学や引継ぎを円
滑に行うための交流や情報交換を実施した。
・子ども発達支援センターを設置し、支援が必要な
児童の幼保から小への丁寧な引き継ぎを実施し
た。

福
祉
部

・ＰＴＡ主催の講演会の開催や救命講習の実施な
ど地域貢献を含めた事業を積極的に行った。

教
育
委

員
会

5
学校評議員や地域の見守り隊、市民活動団体な
どとの連携の強化

・まちづくり協議会の主体的な取り組みに対し協働
のまちづくり支援金を交付し、活動を支援した。
・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働の
促進を目的に、協働のまちづくりフォーラムを開催
した。
・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働を
促進するため、市民活動事業補助金を拡充した。

市
民
活
動
部

・地域の特徴を生かした学校経営の工夫など、学
校評議員による学校評価を基に、学校経営をより
良くすすめることができた。

（
３

）
地
域
全
体
の
協
働
に
よ
る
郷
土
教
育
の
推
進

4 ＰＴＡの活性化の促進や連携の強化

・高山市PTA連合会活動への支援を行った。
・地域や学校、PTAが主体となった家庭教育講座
開催に伴う支援を行った（H31 224回）。

市
民
活

動
部

教
育
委

員
会

ＥＳＤ（持続可能な開発のための教育）の視点を
取り入れた防災・環境・平和等に関する教育や交
流・体験活動などの推進

・市内31小中学校が継続してユネスコスクールに
加盟しており、ESDを含む「SDGs」の推進に向けて
防災教育や平和学習・環境教育を推進した。

・年2回の幼保小連携会議、各地区での障がい児
教育支援委員会の他、学校から数名の教員が入
学予定者のいる保育園等に訪問し、子どもの様子
を早めに認識することができた。

教
育
委
員

会
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（２）豊かな心と健やかな
体を育む教育の推進

【教育委員会】
・給食時の食生活指導や地産地消による地元食文化の学習により、食育を推進し
た。
・様々な教育的配慮を必要とする児童生徒の支援のために保健相談員、特別支援
員の配置基準を見直した。
・幼保小の連携により、生活習慣の定着に関する指導を的確に行った。
・いじめなどの差別や偏見に対して、互いの人権を守り行動できる力をさらに育てる
必要がある。
【福祉部】
・保育園において、給食での地元食材や郷土食の提供、生活習慣を学ぶ機会の提
供などにより、食育や眠育を推進した。
【市民保健部】
・乳幼児健診や相談事業、検診結果説明会、出前講座などでのバランス食の学習
を実施し、食育を推進した。

【教育委員会】
・地域の個性を生かした給食の提供により食育を推進する。
・自分の個性とともに他の人の個性を認めることができるよう、
学校生活のあらゆる場面において互いの良さを認め合う活動を
充実し、思いやりを育む教育を推進する。
・キャリアパスポートを活用して、自己の成長を促す教育を推進
する。
・いじめ防止アドバイザー等の派遣により、いじめの未然防止や
早期対応を図る。
・地域と協働し、公共の精神を養い、集団の中で自己を活かす
活動を推進する。
【福祉部】
・給食や生活習慣を学ぶ機会の提供などを通じて、食育や眠育
の推進を図る。
【市民保健部】
・引き続き、健診や相談事業などの様々な機会を捉え、食育を
推進する。

（３）地域全体の協働に
よる郷土教育の推進

【教育委員会】
・地域の学校の特性を活かした学校経営を支援し、郷土に根ざした教育を推進し
た。
・命を守る訓練や地域との協働による避難訓練を実施し、防災体制の充実を図っ
た。
・郷土の歴史や風土、地域の生き方を学ぶことにより、郷土に愛着と誇りを持つこと
ができた。
・コミュニティスクール（学校運営協議会）を導入し、地域と協働した教育活動をすす
めるための準備を整えることができた。
【市民活動部】
・地域内の連携による取り組みがすすみつつある。
・協働のまちづくりを促進するため、市民理解の促進や多様な主体による協働の仕
組みづくり、地域活動を担う人材育成などに取り組む必要がある。
・市民や団体等が持つ豊かな知識や技術、経験を、地域の課題解決に活かし、生き
がいにつながる活躍の場として、生涯学習人材登録制度「たかやま人材リスト」の登
録件数の増加や活用促進に向けた啓発を行った。
・地域や学校、PTAが主体となった家庭教育講座開催に対する支援を行った。
【福祉部】
・幼稚園や保育園から小学校にかけての途切れのない支援のため、園訪問で得た
情報などの学校との共有により、児童の適切な就学につなげることができた。

【教育委員会】
・学校と保護者、地域住民組織などが協働・連携するコミュニ
ティスクールを推進する。
【市民活動部】
・まちづくりに参画する人材育成に向けた研修会や協働のまち
づくりフォーラムの開催、市民活動団体の組織化、団体の自
立、協働の促進を目的とした支援などにより、多様な主体による
協働のまちづくりを促進する。
・まちづくり協議会等との連携を強化し、「たかやま人材リスト」
の活用による郷土学習の充実をすすめる。
・地域や学校、ＰＴＡと連携した家庭教育を推進する。
【福祉部】
・子ども発達支援センターの専門員による園訪問の継続実施や
サポートブックの活用促進を図る。

（４）学びのセーフティ
ネットの構築

【教育委員会】
・学校施設の維持修繕や環境に配慮した大規模改修、通学路の安全確保により、
安全で安心な教育環境を整備した。
・幼児・私学教育等への助成により、教育機会の均等と教育費負担の軽減が図られ
た。
・子ども110番や地域見守り活動の推進、警察など関係機関との連携により、子ども
の安全確保を図った。
・経済的な理由により学用品費等や学校給食費の支払いが困難と認められる児童
生徒に必要な援助を行った。
・支援を必要としている児童生徒が安心して学校生活が送れるよう、保健相談員等
の配置を行い支援体制の充実を図った。
・特別支援学級の異学年が混在するクラスの児童生徒一人ひとりにタブレットを配
置し、積極的に社会参加できる力、自立する力を育成した。
【福祉部】
・子ども発達支援センターを設置し、保健・福祉・教育分野の専門員を配置すること
で、各分野間の連携を深めるとともに、子どもの成長段階に応じた途切れのない支
援の体制整備を行った。
【市民保健部】
・母子健康包括支援センターの設置に向けて、関係課での状況共有を図った。

【教育委員会】
・施設点検と修繕、計画的な施設改修により、安全で安心な教
育環境の確保を図る。
・教育費に対する支援により、市民の教育機会の均等を図る。
・教職員の働き方を見直し、ゆとりを持って児童生徒に対応でき
る環境づくりをすすめる。
・不登校児童生徒がであい塾を利用しやすくするための環境の
整備をすすめる。
【福祉部】
・子ども発達支援センターの充実を図り、全ての子どもを対象と
した発達支援を推進する。
【市民保健部】
・母子健康包括支援センターを設置し、切れ目のない子育て支
援体制の充実を図る。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 教育委員会／福祉部／市民保健部／市民活動部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）自ら学び考える力の
育つ教育の推進

【教育委員会】
・図書館指導員を全校配置し、読み聞かせや授業の資料提供など読書センター、学
習センター、情報センターとしての機能が高まった。
・夏のイングリッシュシャワーや秋のハロウィンイングリッシュシャワーなどの活動を
通じて、児童生徒が積極的にコミュニケーションを体験する機会を提供することがで
きた。
・各校の取り組みを多くの人に周知するために、学校のホームページの内容を充実
させる必要がある。
・小学校への電子黒板・デジタル教科書やパソコンのタブレット化などにより、児童
生徒の学習の充実につながった。

【教育委員会】
・学校図書館の機能を更に充実させるために、心を豊かにする
読書や自ら学ぶことができる調べ学習の充実をすすめる。
・電子黒板やデジタル教科書の配置などにより、児童・生徒の
情報活用能力の育成と教育の質の向上を図る。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 3　教育・文化 基本目標
生きがいと誇りを持ち豊かな
心を育むまち

個別分野 生涯学習

主要課題
・多様な個性・能力を伸ばし、自己の知識・技能・経験を高める、一人ひとりの自発的な学習活動をすすめる必要があります。
・学んだ成果を社会に還元する仕組みを構築する必要があります。

目指す姿 ・すべての市民の自発的な学びや家庭・地域を大切にする意識が、豊かで活力あるまちづくりに活かされています。

取り組みの方向
性

・学習情報や学習機会の提供、施設の利便性の向上と利用の促進などにより学習機会の充実を図ります。
・家庭教育への支援や青少年の健全育成、郷土の歴史や文化等について学ぶ機会の充実などにより家庭や地域を大切にする意識の高揚を
図ります。
・人材の育成や社会的・地域的課題を学ぶ機会の充実などにより学習成果の活用を推進します。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む （5）大学連携の推進 ①大学連携の強化

家庭教育に関する各種学習機会への参加
者数　 （年間）

人 37,563

324 182 252 1,100 1,300

120

500,000

生涯学習講座参加者数（年間） 人 649 358 1,004 730

33,190 21,666 39,078 51,073 47,314 51,206

まちづくり活動の実践講座への参加者数
（年間）

人 141 166 254 160 55 60

444,296 412,455

大学教授や学生の受け入れ 人

「生涯学習に取り組む機会や学習成果を
活かすことができる環境が整っている」と感
じている市民の割合

％ - 44.3 - 43.2 43.9 42.4 39.6 ↗ ↗

図書館来館者数（年間） 人 465,506 432,093

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「生涯学習に取り組む機会や学習成果を活かすことができる環境が整っている」と感じている市民の割合 学校教育や生涯学習の充実

H26 回答比率 44.3%
順位

（34項目中）
25位

14位

H29 回答比率 43.9%
順位

（34項目中）
27位 回答比率 7.7%

回答比率 6.3%
順位

（20項目中）
16位

H28 回答比率 43.2%
順位

（34項目中）
26位 回答比率

順位
（20項目中）

順位
（20項目中）

11位

R2 回答比率 43.8%
順位

（36項目中）
28位 回答比率

12位

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が下降、重要度の順位が上昇 →　課題があり、改善が強く望まれている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は下位 →　＜改善＞満足度、重要度とも高い水準にないため、事業を継続しながら、内容の
工夫等により対応すべき

9位

7.2%
順位

（20項目中）
11位

H31 回答比率 39.6%

42.4%
順位

（34項目中）
26位 回答比率 6.5%

順位
（20項目中）

順位
（36項目中）

26位 回答比率 8.8%
順位

（20項目中）

H31

目標値

H31
（中間）

R6

H30 回答比率

38,000 38,500

- -

H25 H26 H27 H28 H29 H30指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

7.2%

411,836 415,046 401,185 470,000

1,997 - -- - - - 1,161 1,472
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1

2

3

4

5

6

1

3

1

2

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

・広報、ホームページ、メール配信サービスなどを
活用し、各種講座や公民館登録団体、人材登録リ
ストなどの学習情報を提供した。

市
民
活

動
部

本庁・支所・図書館での相談対応などによる学習
相談体制の充実

・施設での学習情報の提供により、市民等からの
問合せに対応した。

市
民
活

動
部

出前講座の開催や生涯学習講座の充実、子ども
の夢の実現に向けた体験事業の実施、放送大学
岐阜学習センター高山分室の運営、本に親しむ機
会の提供などによる学習機会の提供

・市職員が講師として出向き、政策の説明などを行
う「たかやま出前講座」や生涯学習講座を実施した
（H31　参加者数延べ24,106人）。
・子ども達の科学に対する関心やものづくりを通じ
た職業意識を高めるため、高校や短大、企業の協
力のもと体験事業を実施した(H31参加者数延べ
762人）。
・ライフスタイルに合わせて学ぶことができる放送
大学岐阜学習センター高山分室の管理運営を
行った。
・子ども読書活動推進計画（第三次）を策定した。
・市図書館において「おはなし会」や各種講座など
の読書推進事業を実施した。

市
民
活
動
部

市
民
活
動
部

オープンカレッジの開催などによる大学や民間と
連携した専門性のある学習機会の提供

・飛騨・世界生活文化センターで実際の大学の講
義が受けられるオープンカレッジを開催した(H31参
加者数延べ850人）。

企
画
部

サテライトキャンパスの設置などによる大学誘致
に向けた取り組みの推進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（5）大学連携の推進
①大学連携の強化
・さらなる大学連携の強化を図り、若者のＵＩＪターンや地
元定着を促進するため、本市と連携協定を締結する大学
との連絡会議の開催、連携大学等が共同で活用できるサ
テライト機能を持つ場（スペース）の設置、連携大学・企業
等との連携によるインターンシップ活動の促進などを進め
る。

★平成29年6月に（一財）飛騨高山大学連携セン
ターを設立した。
★大学活動を誘致する大学コミッション事業によ
り、平成29年度から31年度にかけて4,630人の大
学教授や学生を受け入れた。

企
画
部

公民館や図書館等の整備などによる施設の利便
性の向上と利用の促進

・定期点検による施設の安全管理や計画的な修
繕・改修を実施し、施設を適正に管理した。
・利便性の向上と利用促進に向け、施設利用者や
施設管理者との意見交換会を開催した。

市
民
活
動

部

（
１

）
学
習
機
会
の
充
実

多様な情報媒体の活用や公民館登録団体の紹介
などによる学習情報の提供

（
２

）
家
庭
や
地
域
を
大
切
に
す
る
意
識
の
高
揚

地域における家庭教育についての情報交換や相
談ができる場づくりの促進、ＰＴＡ活動への支援、
家庭教育講座の充実などによる家庭教育への支
援

・家庭や地域との関わりの中で教え学び合い、つ
ながりのある家庭教育をめざして講座や講演会を
開催した。
・地域や学校、PTAが主体となった家庭教育講座
の開催に対する支援を行った。

市
民
活
動
部

2
少年の主張コンクールの開催や子ども教育参画
会議との連携、子ども会活動の活性化などによる
青少年の健全育成

・子ども会育成連絡協議会、青少年育成市民会
議、少年補導センターの活動に対する支援を行っ
た。
・次代を担う子どもたちに物事を理論的に考える力
や自らの主張を伝える力を育成するため、少年の
主張コンクールを開催した。
・12中学校区ごとに新成人を祝うつどい実行委員
会を組織し、式典を開催した(H31 855人）。

市
民
活
動
部

・宮っ子育む会などの子ども教育参画会議と連携
し、朝の登校の見守り活動を通して青少年の健全
育成を図った。

教
育
委

員
会

郷土学習講座の開催や市民憲章の理念の具現化
を図る活動の促進などによる郷土の歴史や文化
等について学ぶ機会の充実

・市民憲章推進協議会の活動を通じて、郷土の歴
史や文化に触れる機会を提供した。
　花いっぱい運動(H31：279団体）
　文化講演会（H31参加者数300人）
　版画年賀状づくり講習会及びコンクール
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（H31応募251点）
　歴史文化施設無料公開（H31：32施設）
・生涯学習講座や生涯学習施設において、めでた
講座や料理教室など郷土の文化や歴史を学ぶ講
座を開催した。

（
３

）
学
習
成
果
の
活
用

まちづくり活動の実践講座の開催などによる人材
の育成

・まちづくり協議会の防災や福祉担当者等の事業
実践者を対象とした講座、研修会を開催した。
・若者の地域活動への参画や企画力向上を目的
とした研修会を開催した。
・生涯学習講座や生涯学習施設において、めでた
講座や料理教室など郷土の文化や歴史を学ぶ講
座を開催した。

市
民
活
動
部

講師派遣や出前講座の開催などによる社会的・地
域的課題を学ぶ機会の充実

・まちづくり協議会が実施する人材育成の取り組
みに対し、講師を派遣した。
・市職員が講師として出向き、政策の説明などを行
う「たかやま出前講座」や生涯学習講座を実施した
（H31　述べ参加者24,106人）。

市
民
活
動
部
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3

4

地域課題の解決に向けた実践事例を検討する場
の創出や人材登録制度の創設などによる学習成
果をまちづくりに活かす仕組みの構築

市
民
活
動
部

（
３

）
学
習
成
果
の
活
用

・まちづくり協議会代表者による「まちづくり協議会
円卓会議」、事務局長による「まちづくり協議会連
絡会議」を設置し、取り組みの情報共有や意見交
換を行った。
※「まちづくり協議会円卓会議」は「協働のまちづく
り推進会議」に機能を移行
・生涯学習人材登録制度を創設（H29年度）し、学
んだ知識や経験を地域の課題解決や魅力づくりに
つなげる「たかやま人材リスト」への登録や活用促
進につながる啓発活動を行った。
（H31　登録：82件、活用：21回　966人参加）

市
民
活
動
部

各地区のまちづくり協議会などとの協働による社
会教育活動の充実

・まちづくり協議会の主体的な取り組みに対し、協
働のまちづくり支援金を交付し、活動を支援した。
・社会教育委員とまちづくり協議会との連携を図
り、地域づくり型生涯学習を推進するための社会
教育委員による現地視察を実施した。
・協働による社会教育活動の充実を図るため、県
や飛騨地区が開催する研修会に社会教育委員と
まちづくり協議会関係者が積極的に参加した。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 市民活動部／企画部／教育委員会

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）学習機会の充実

【市民活動部】
・多様な情報媒体を活用した学習情報の提供や各種講座の開催、放送大学岐阜学
習センター高山分室の管理運営などによる学習機会の提供、生涯学習施設の適正
な管理による利便性の向上や利用促進を図った。
・子どもが科学やものづくりを通じて将来の夢を育むとともに、人材育成につながるよ
うな体験活動を行った。
【企画部】
・市内でオープンカレッジを開催したことにより、多くの市民に実際の大学の講義を受
けられる機会を提供できた。
・（一財）飛騨高山大学連携センターによる大学活動への支援により、多くの大学教
授や学生を高山へ呼び込むことができた。
・より多くの大学と連携し、市民の学習機会の充実につなげる必要がある。

【市民活動部】
・学習情報や学習機会の提供に努めるとともに、地域づくりにつ
ながる講座の開催を推進する。
・生涯学習施設の安全な管理運営のための計画的な修繕・改
修の実施により、生涯学習の拠点としての機能を維持する。
・子どもが将来の夢を育み、人材の育成につながるような体験
活動を実施するとともに、高校、大学、企業が参画した多様な体
験活動の充実を図る。
【企画部】
・大学の講義が受けられるオープンカレッジの開催により、学習
機会を提供する。
・（一財）飛騨高山大学連携センターと連携し、大学活動の誘致
に取り組む。

（２）家庭や地域を大切
にする意識の高揚

【市民活動部】
・高山市民憲章の具現化に向け、花いっぱい運動、環境整備、文化講演会などの取
り組みにより、家庭や地域を大切にする意識の高揚が図られた。
・家庭・学校・地域とのつながりを意識しながら、保護者が学ぶ家庭教育講座や講演
会等を開催するとともに、青少年の健全育成を目指す団体と連携、協力しながら、事
業や活動を実施することができた。
・生涯学習講座や生涯学習施設において、郷土の文化や歴史について学ぶ機会を
提供し、郷土への愛着や地域を大切にする意識の高揚が図られた。
【教育委員会】
・子ども教育参画会議と連携した登校の見守り活動などにより、地域と連携した青少
年の健全育成を図った。

【市民活動部】
・より一層の高山市民憲章の具現化に向けた取り組みを推進す
る。
・保護者の学びを大切にした家庭教育講座等を開催し、家庭教
育の促進を図る。
・家庭・学校・地域が連携し、子どもを育むことができるよう関係
者との連携を強化する。
・少子高齢化がすすむなかで、青少年育成団体の運営や支援
のあり方について検討をすすめる。
・引き続き、郷土や地域について学ぶ機会を提供し、市民の郷
土への愛着や地域を大切にする心を育む。
【教育委員会】
・全小中学校を単位としたコミュニティ・スクールを設置し、学
校、地域、家庭が一体となって子どもを育むことができるような
連携の強化を図る。

（３）学習成果の活用

【市民活動部】
・「安全、安心がまちづくりの基礎」とのまちづくり協議会の共通認識のうえで、各地域
において、地域独自の防災訓練の実施や勉強会、見守りなどの事業が展開されてい
る。
・協働のまちづくりを促進するため、より一層の市民理解の促進、多様な主体による
協働の仕組みづくり、地域活動を担う人材育成に取り組む必要がある。
・「たかやま出前講座」の開催や学習情報の提供などにより、社会的・地域的課題を
学ぶ機会を提供した。
・市民や団体等が持つ豊かな知識や技術、経験を、地域の課題解決を図りながら魅
力あるまちづくりに活かし、また、生きがいにつながる活躍の場として、生涯学習人材
登録制度「たかやま人材リスト」の登録件数の増加や活用促進を図った。

【市民活動部】
・まちづくり協議会が地域課題の解決など主体的に取り組む活
動に対する支援を行う。
・まちづくりに参画する人材育成に向けた研修会や協働のまち
づくりフォーラムの開催を通じて、多様な主体による協働を推進
する。
・収集・整理した学習情報を提供するしくみや、自ら学んだ成果
を地域課題の解決や地域の魅力づくりにつなげる環境づくりを
すすめる。
・まちづくり協議会等との連携を強化し、地域における社会教育
活動において「たかやま出前講座」や「たかやま人材リスト」の
活用を促し、地域づくり型生涯学習を推進する。

５　外部有識者による総合計画の内部評価に対する再評価及び助言
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ● ●

6 ●

7 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 3　教育・文化 基本目標
生きがいと誇りを持ち豊かな
心を育むまち

個別分野 スポーツ

主要課題

・余暇時間の増大や健康志向の高まりから、誰もが日常生活の中で無理なく身体活動や運動に取り組むことができる環境を整える必要があり
ます。
・平成３２（２０２０）年の東京オリンピック・パラリンピック開催決定を契機に、飛騨御嶽高原高地トレーニングエリア内の施設や受入体制を早急
に整備する必要があります。

目指す姿
・市民が様々な形で日常的にスポーツに親しみ、心身ともに健やかに暮らしています。
・スポーツ活動を通じて新たな交流・ふれあいの機会が創出され、人や地域の結びつきが強まっています。

取り組みの方向
性

・健康増進のためのスポーツ機会の創出や競技スポーツ環境の整備などによりスポーツ活動の充実を図ります。
・施設の安全性・利便性の向上や利用促進などによりスポーツ利用環境の整備をすすめます。
・受入機能の強化や科学的トレーニング普及啓発活動の推進、アスリートと地域住民との交流の促進などにより高地トレーニングエリアの整備
を促進します。

H29 H30 H31

目標値

①コンベンション誘致の推進

１．飛騨高山にひとを呼び込む （2）スポーツ環境、保養環境等の整備 ②高地トレーニングエリアの整備・活用

H31
（中間）

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む （2）スポーツ環境、保養環境等の整備

成人の週 1 回以上のスポーツ実施率（ア
ンケート調査）

％

スポーツ施設利用者数（年間） 人

指標名

550,000

37.0
（H 19）

- - - - - 32.1

509,806 520,373 521,343 536,583 539,807 527,084
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国際・全国大会出場者数（年間） 人 218 279 270

単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25

247 316 300 161 250 280

H26 H27 H28

484,746 550,000

高地トレーニングエリア施設利用者数（年
間）

人 14,819 16,576 17,431

ブロック（中部・東海等）レベル以上の大会
開催数（年間）

大会 12 9 11 9 13 10

16,420 17,196 16,737 15,952 20,000 25,000

12 15 20

コンベンション誘致件数（年間） 件 47 69 56

「スポーツをしたり、楽しんだりできる環境
が整っている」と感じている市民の割合

％ - 48.6 - 48.1 45.5 43.1

72 81 80 81 90

47.5 ↗ ↗

順位
（20項目中）

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「スポーツをしたり、楽しんだりできる環境が整っている」と感じている市民の割合

H26 回答比率 48.6%
順位

（34項目中）
22位 回答比率

順位
（20項目中）

H28 回答比率 48.1%
順位

（34項目中）
22位 回答比率

H29 回答比率 45.5%
順位

（34項目中）
25位 回答比率

順位
（20項目中）

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇しており、取り組みがすすんでいると感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位 →　＜改善＞事業の実施方法・内容等について再確認し、満足度の水準を引き上げるべき

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

R6

順位
（20項目中）

R2 回答比率 48.2%
順位

（36項目中）
21位 回答比率

順位
（20項目中）

H30 回答比率 43.1%
順位

（34項目中）

H31 回答比率 47.5%
順位

（36項目中）
22位 回答比率

25位 回答比率
順位

（20項目中）

65

49



1

2

3

4

5

6

7

8

1

2

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
１

）
ス
ポ
ー

ツ
活
動
の
充
実

軽スポーツの普及などによる健康増進のためのス
ポーツ機会の創出

・スポーツ推進委員、関係団体と連携し、市民が気
軽にスポーツを行う場を提供した。
　軽スポーツ広場の開催
　障がい者スポーツ体験の実施
  スポーツ推進委員の資格取得を支援

市
民
活
動
部

体育協会等と協働したスポーツ教室やスポーツイ
ベントの開催などによる競技スポーツの普及

・体育協会が主催するスポーツ教室の開催を支援
した。
・トップレベルの選手によるスポーツ教室を開催し
た。
　ハンドボール（飛騨高山ブラックブルズ岐阜）、
サッカー（FC岐阜）、長距離走、卓球、バレーボー
ル、ソフトテニス、剣道教室、陸上クリニック（青山
学院大学）
・市内ゴルフ場と連携し、小学生を対象としたゴル
フ教室を開催した。

市
民
活
動
部

スポーツ施設の無料開放などによるスポーツ機会
の充実

・飛騨高山ビッグアリーナを毎月１回（夜間）無料
開放し、市民がスポーツに親しむ機会を提供した。

市
民
活

動
部

幼児期からスポーツに親しむ機会の創出や子ども
たちが様々なスポーツに取り組むことができる環
境づくりの推進などによる子どもの競技人口の維
持拡大

・トップレベルの選手によるスポーツ教室を開催し
た。
　ハンドボール（飛騨高山ブラックブルズ岐阜）、
サッカー（FC岐阜）、長距離走、卓球、バレーボー
ル、ソフトテニス、剣道教室、陸上クリニック（青山
学院大学）
・市内ゴルフ場と連携し、小学生を対象としたゴル
フ教室を開催した。

市
民
活
動
部

競技力強化に向けた選手・指導者の育成や世界
大会・全国大会への出場支援などによる競技ス
ポーツ環境の整備

・世界大会、全国大会出場者に対する激励会を開
催し、激励金を交付した。

市
民
活

動
部

スポーツコンベンションの開催支援などによるブ
ロック（中部・東海等）レベル以上の大会誘致の促
進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
①コンベンション誘致の推進
・多様なコンベンション誘致を図るため、国内外のＭＩＣＥ
（マイス：多くの集客交流が見込まれるビジネスイベント等
の総称）、全国や中部・東海ブロック規模のスポーツ大会
の開催に係る支援などを実施する。

★高山市内で開催される大会や会議、研修会、ス
ポーツ大会などに対する支援を行った。

商
工
観
光
部

「飛騨高山ブラックブルズ岐阜」、「ＦＣ岐阜」への
支援や市民とのふれあい活動の促進

・飛騨高山ブラックブルズ岐阜に対する支援を行
い、市民とのふれ合いを促進した。
　　小中高生へのハンドボール指導
　　ファン感謝デーの開催
・FC岐阜との連携により、市民とのふれ合いを促
進した。
　　幼児小学生への指導
　　高齢者を対象とした健康教室
　　長良川競技場における高山市PR

市
民
活
動
部

トップアスリートとの交流機会の創出などによる市
民競技力の向上

・トップレベルの選手によるスポーツ教室を開催し
た。
　ハンドボール（飛騨高山ブラックブルズ岐阜）、
サッカー（FC岐阜）、長距離走、卓球、バレーボー
ル、ソフトテニス、剣道教室、陸上クリニック（青山
学院大学）
・市内ゴルフ場と連携し、小学生を対象としたゴル
フ教室を開催した。

市
民
活
動
部

（
２

）
ス
ポ
ー

ツ

施
設
の
整
備

社会・市民ニーズを踏まえた整備などによるス
ポーツ施設の安全性・利便性の向上

・公共施設等総合管理計画を踏まえたスポーツ施
設整備計画を策定した。

市
民
活
動

部

インターネット予約やスポーツに関する情報提供
などによるスポーツ施設の利用促進

・インターネットによる施設予約システムを更新し、
利用者の利便性向上を図った。

市
民
活
動

部
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3
講習会や研修会の開催などによる科学的トレーニ
ングの普及啓発活動の推進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
②高地トレーニングエリアの整備・活用
・また、アスリートのみならず幅広い利用者層の獲得を図
るため、高地トレーニングエリアを活用したスポーツイベン
トの開催や、誰でも楽しめるスポーツ・レクリエーションエリ
アの整備などを進める。

・高地トレーニング環境システム研究会が毎年開
催するシンポジウムに参加した。

市
民
活

動
部

4
受入れサポートやおもてなしなどによるアスリート
と地域住民との交流の促進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
②高地トレーニングエリアの整備・活用
・また、アスリートのみならず幅広い利用者層の獲得を図
るため、高地トレーニングエリアを活用したスポーツイベン
トの開催や、誰でも楽しめるスポーツ・レクリエーションエリ
アの整備などを進める。

・青山学院大学陸上競技部による中学校陸上部
員を対象とした陸上クリニックを開催した。

市
民
活

動
部

★高地トレーニングエリアにおいて、地域振興につ
ながる民間事業者の事業の展開を促進するため、
企業立地支援制度を拡充した。

商
工
観

光
部

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
②高地トレーニングエリアの整備・活用
・また、アスリートのみならず幅広い利用者層の獲得を図
るため、高地トレーニングエリアを活用したスポーツイベン
トの開催や、誰でも楽しめるスポーツ・レクリエーションエリ
アの整備などを進める。

・ホームページによるPRや合宿誘致活動により、
利用促進を図った。
・市内小中高生の高地トレーニングエリア利用に
対する助成制度を創設した。

市
民
活
動

部

★高地トレーニングエリアにおいて、地域振興につ
ながる民間事業者の事業の展開を促進するため、
企業立地支援制度を拡充した。

商
工
観

光
部

（
３

）
高
地
ト
レ
ー

ニ
ン
グ
エ
リ
ア
の
整
備

1
国内外のトップアスリートの受入れや様々な競技
種目に対応できる施設の整備・充実などによる受
入機能の強化

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（2）スポーツ環境、保養環境等の整備
②高地トレーニングエリアの整備・活用
・高地トレーニングエリアにおける受入機能の充実を図り、
さらなる利用者の増加を図るため、国内外のトップアス
リートの受入れや様々な競技種目に対応できる施設・設
備の整備などを進める。

★中長距離競技だけではなく、他の競技団体から
の意見を聴取し、必要な備品等の整備を実施し
た。

市
民
活

動
部

★高地トレーニングエリアにおける民間事業者の
受入態勢を促進するため、企業立地支援制度を
拡充した。

商
工
観

光
部

★高地トレーニングエリアにおいて、地域振興につ
ながる民間事業者の事業の展開を促進するため、
企業立地支援制度を拡充した。

商
工
観

光
部

2 国内外への情報発信などによる施設利用の拡大

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 市民活動部／商工観光部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）スポーツ活動の充
実

【市民活動部】
・軽スポーツ広場の開催など、市民がスポーツに親しむ環境の整備に取り組んだが、
市民満足度は低い結果となったため、引き続き環境の整備に取り組む必要がある。
・トップレベルの選手によるスポーツ教室等により、子どもが様々なスポーツに取り組
む場を提供することができた。
【商工観光部】
・コンベンションやスポーツ大会の積極的な誘致活動により、誘致件数は年々増加し
ている。

【市民活動部】
・軽スポーツ広場の開催とともに、障がい者や高齢者が気軽に
実施することができる競技の普及に取り組む。
・子どもがトップレベルの選手に触れ合う機会を創出する。
【商工観光部】
・全国規模のコンベンションやスポーツ大会、国際会議の誘致
活動を積極的に実施する。

（２）スポーツ施設の整
備

【市民活動部】
・公共施設等総合管理計画を踏まえたスポーツ施設整備計画を策定し、野球場、
サッカー競技場の整備、市民プールの再整備の方針を明記した。

【市民活動部】
・公共施設等総合管理計画及びスポーツ施設整備計画に基づ
き、施設整備や統廃合をすすめる。

（３）高地トレーニングエ
リアの整備

【市民活動部】
・高地トレーニングエリアの施設や機器などの環境整備と利用促進を図った。
・利用者のほとんどが、陸上競技（中長距離）であり、利用時期が夏季に集中してい
るため、1年を通じた利用の促進（陸上以外の競技の誘致）を図る必要がある。
・世界的にも評価の高い高地トレーニングエリアが身近にありながら、市内の中高生
やスポーツ少年団、民間スポーツ団体の利用が少ないため、利用を促進する必要が
ある。
【商工観光部】
・民間事業者の参入を促進するため、企業立地支援制度の拡充を行った。

【市民活動部】
・様々な競技団体の意見を聞きながら、トレーニング環境の充
実を図る。
・様々な競技団体の誘致活動を行い、1年を通じた利用者確保
に取り組む。
・市内の中高生やスポーツ少年団、民間スポーツ団体による高
地トレーニングエリアの利用促進を図る。
【商工観光部】
・支援制度により、意欲ある民間事業者の参入を促進する。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ● ●

3 ●

4 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 3　教育・文化 基本目標
生きがいと誇りを持ち豊かな
心を育むまち

個別分野 文化芸術

主要課題
・誰もが文化芸術を身近に感じ、主体的に取り組むことができる環境を整える必要があります。
・文化芸術の持つ力がまちづくりに活かされる仕組みをつくる必要があります。

目指す姿
・暮らしの中に文化芸術が息づき、市民が心豊かに暮らしています。
・市民が主体となって新たな文化芸術を創造しています。

取り組みの方向
性

・文化芸術について学ぶ機会の充実や文化芸術活動の場の充実などにより文化芸術に親しむ機会の充実を図ります。
・市民が主役の文化芸術の創造・振興の促進や文化芸術活動を担う人材の育成などにより文化芸術活動を促進します。
・地域の誇りと愛着の醸成や教育・産業等の様々な分野における創造性の促進などにより文化芸術が薫るまちづくりを推進します。

点

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （5）地域人材が育つ環境の整備 ②文化芸術活動の促進

指標名

文化施設利用者数（年間） 人 414,387 416,087 417,233 417,773 410,403

「文化芸術分野」の公民館登録団体数 団体

「文化芸術を鑑賞したり、活動が支援され
て発表した りできる環境が整っている」と
感じている市民の割合

％

412,408 352,548 462,000 503,000

市の公募美術展への出品点数（年間）

200149 147 142

↗

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「文化芸術を鑑賞したり、活動が支援されて発表した りできる環境が整っている」と感じている市民の割合 文化芸術の振興

1.1%
順位

（20項目中）
20位H26 回答比率 56.3%

順位
（34項目中）

18位 回答比率

H28 回答比率 50.6%
順位

（34項目中）
19位 回答比率

順位
（20項目中）

20位

H29 回答比率 51.6%
順位

（34項目中）
20位 回答比率 1.3%

順位
（20項目中）

1.3%

20位

H30 回答比率 49.8%
順位

（34項目中）
20位 回答比率 1.1%

順位
（20項目中）

20位

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は下位 →　＜改善＞満足度、重要度とも高い水準にないため、事業を継続しながら、内容の
工夫等により対応すべき

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

19位 回答比率

H31 回答比率 57.4%
順位

（36項目中）
14位

単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

1.3%
順位

（20項目中）
20位

H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

134

回答比率 1.0%
順位

（20項目中）
20位

1,650

H25 H26 H27 H28

R2 回答比率 51.1%
順位

（36項目中）

1,167 1,185 902 967 1,5201,341 889 1,047

180

- 56.3 - 50.6 51.6 49.8 57.4 ↗

168 163 159

52



1

2

3

4

1

2

3

4

5

6

7

1

2

3

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
１

）
文
化
芸
術
に
親
し
む
機
会
の
充
実

多様な媒体を活用した情報発信などによる文化芸
術について学ぶ機会の充実

・広報、ホームページ、メール配信サービスなどを
活用した文化芸術活動に関する情報発信を行い、
学ぶ機会を提供した。

市
民
活
動

部

美術展覧会や芸術鑑賞事業などによる優れた文
化芸術に触れる機会の充実

・市美術展覧会、国際現代木版画展、臥龍桜日本
画大賞展の開催や市有美術品の展示、市民文化
芸術鑑賞事業の実施など文化芸術にふれる機会
を提供した。

市
民
活
動

部

入門・体験講座の開催や芸術家との交流などによ
る幅広い年齢層の文化芸術活動の体験機会の充
実

・めでた講座などの生涯学習講座や子どもの夢を
育む事業の開催などにより、体験機会を提供し
た。

市
民
活
動

部

文化会館等の文化施設の整備や施設の利便性の
向上、公共施設・民間施設・自然空間の活用促進
などによる文化芸術活動の場の充実

・施設の安全管理のための定期点検や計画的な
修繕・改修により、施設の安全性や利便性の向上
を図るとともに、活用促進に向けた施設管理者と
の意見交換会を開催した。

市
民
活
動

部

（
３

）
文
化
芸
術
が
薫
る
ま
ち
づ
く
り

本市固有の風習等の生活文化の継承などによる
地域の誇りと愛着の醸成

・めでた講座など生涯学習講座を開催した。

市
民
活
動

部

文化芸術活動を通した市民相互の交流や国内外
の姉妹・友好都市等との交流の促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（5）地域人材が育つ環境の整備
②文化芸術活動の促進
・自主的な文化芸術活動を促進するため、文化芸術活動
団体の活動に対する支援、子どもの夢を育む事業などを
実施する。

★文化芸術活動団体に対する支援を行った。
★子どもの夢を育む事業を開催した。

市
民
活
動
部

文化芸術活動者の激励・顕彰や指導者の育成、
文化ボランティアへの支援などによる文化芸術を
担う人材の育成

・市民文化ボランティアを活用したほか、文化芸術
活動に優れた業績をあげた市民の激励・奨励・顕
彰を行った。

市
民
活
動

部

文化芸術活動団体への活動支援や子どもの夢を
育む事業などの開催による自主的な文化芸術活
動の促進

文化祭・芸能祭等の開催などによる自主的な発表
活動の支援

・飛騨高山文化芸術祭や市美術展覧会等の開催
により、活動発表の場を設けた。

市
民
活
動

部

伝統文化に対する意識の醸成や失われつつある
伝統的な文化芸術を復興する取り組みなどによる
文化芸術の保存・継承

・めでた講座や版画講座などの生涯学習講座を開
催したほか、市民の文化芸術活動事業に対する
支援を行った。

市
民
活
動

部

（
２

）
文
化
芸
術
活
動
の
促
進

飛騨高山文化芸術祭の開催などによる市民が主
役の文化芸術の創造・振興の促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（5）地域人材が育つ環境の整備
②文化芸術活動の促進
・ また、市民が主役の文化芸術の創造・振興を促進する
ため、飛騨高山文化芸術祭などの事業を実施する。

★飛騨高山文化芸術祭（3年に１度開催）を開催し
た（Ｈ28、Ｈ31）。

市
民
活
動
部

文化の創造活動や伝統文化の保存への新たな支
援制度の仕組みづくりの推進

・新たな支援制度のしくみづくりについて、先進事
例を参考に検討をすすめた。

市
民
活
動

部

文化芸術活動団体や産学官の連携などによる文
化芸術を支える体制の強化

・新たな公民館登録団体を募集した。
・大学と連携して生涯学習講座等を開催した。

市
民
活
動

部

・飛騨春慶弦楽器の演奏会をイタリア・クレモナ市
で開催した。
・市民女声合唱団によるアメリカ・デンバー市やペ
ルー共和国・ウルバンバ郡での公演、デンバー市
民による市民音楽団体への指導等を行った。
・国内の姉妹・友好都市への郷土芸能派遣や市民
ツアー訪問などにより、歴史文化、観光などの相
互理解を深め、文化交流の促進を図った。

市
民
活
動
部

文化性を備えたデザインや伝統的技術の活用な
どによる教育・産業等の様々な分野における創造
性の促進

・飛騨春慶弦楽器の演奏会を小中学校など市内
各所で開催した。

市
民
活
動

部
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担当部局 市民活動部

４　担当部局による総合計画の評価

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）文化芸術に親しむ
機会の充実

・3つの美術展覧会や文化芸術鑑賞事業を開催し、市民に優れた文化芸術に親しむ
機会を提供できた。
・文化芸術分野の象徴的なイベントとして飛騨高山文化芸術祭を開催し、市民一人ひ
とりが主役の文化芸術の創造・振興を図った。
・定期点検による施設の安全管理や計画的な修繕・改修を行うことにより、施設の安
全性や利便性が向上した。
・より多くの市民に親しまれるよう、展覧会等のあり方について検討する必要がある。
・市民のニーズや施設の利用状況、緊急性等を踏まえ、計画的な施設整備をすすめ
る必要がある。

・より多くの市民に親しまれる展覧会等になるよう、市民への効
果的な周知を行うとともに、出展者や来場者、運営に携わる方
などの意見を検証し、あり方等について検討をすすめる。
・文化活動の拠点となる施設の安全管理を徹底するとともに、
計画的な施設の修繕・改修をすすめる。

（２）文化芸術活動の促
進

・文化芸術活動団体に対する支援により、市民の自主的な文化芸術活動が盛んに行
われるようになった。
・市民が主役の飛騨高山文化芸術祭の開催により、市民の文化芸術の創造・振興が
図られた。
・市民の文化芸術活動に対する支援のあり方等について、検討する必要がある。
・飛騨高山文化芸術祭の成果、課題を洗い出し、より効果的な開催に向けた検証が
必要である。

・市民の文化芸術活動に対する支援のあり方等について、活動
団体等の意見を踏まえた検討をすすめる。
・飛騨高山文化芸術祭を振り返り、課題等の洗い出し、次回開
催に向けた検討をすすめる。

（３）文化芸術が薫るまち
づくり

・めでた講座などの生涯学習講座を開催し、地域の誇りと愛着の醸成が図られた。
・イタリア・クレモナ市での飛騨春慶弦楽器の演奏会の開催や国内外の姉妹・友好都
市での市民団体による公演等により市民相互の交流が図られた。
・優れた文化芸術にふれる機会の充実を図る必要がある。
・国内の姉妹・友好都市への市民ツアーや市民団体の相互訪問により、お互いの歴
史文化や魅力を体験する機会を通じた交流が図られた。

・優れた文化芸術にふれる機会の充実を図る。
・姉妹・友好都市との交流を促進するとともに、より一層の交流
を促進する方策について検討をすすめる。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ● ●

4 ●

5 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 3　教育・文化 基本目標
生きがいと誇りを持ち豊かな
心を育むまち

個別分野 歴史文化

主要課題
・文化財の老朽化対策や耐震化などを推進する必要があります。
・祭行事や伝承芸能などの担い手・後継者を育成する必要があります。
・歴史や文化財などに関する知識や保存意識を高める必要があります。

目指す姿 ・文化財が地域の大切な財産として保存・継承・活用され、市民が郷土の歴史と伝統文化に誇りを持っています。

取り組みの方向
性

・文化財の適正な管理や伝統的建造物の保存・活用の推進などにより文化財の保存・継承をすすめます。
・郷土の歴史・文化の語り部の育成や伝統文化についての意識の向上などにより歴史・文化を活用した地域づくりをすすめます。
・郷土教育の推進や学習環境の整備などにより歴史・文化に親しみ理解する機会の充実を図ります。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （5）地域人材が育つ環境の整備 ③歴史・文化の保存・活用

重要伝統的建造物群保存地区内の修理・
修景の実施済割合

％ 58.7

美しいふるさとの認証団体数 団体 52 70 90 112

60.5 62.5 64.3

119 127 131 150 200

20 30

232,000

66.3 68.3 68.7

「文化財や伝承芸能が保存・継承され、郷
土の歴史文化に誇りを持っている」と感じ
ている市民の割合

％ - 75.7 -

225,000

歴史ガイドマスターの登録者数 人

飛騨高山まちの博物館の来館者数（年間） 人 183,304 154,217

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「文化財や伝承芸能が保存・継承され、郷土の歴史文化に誇りを持っている」と感じている市民の割合 伝統文化の保存・活用

H26 回答比率 75.7%
順位

（34項目中）
5位

15位

H29 回答比率 79.4%
順位

（34項目中）
6位 回答比率 5.5%

回答比率 4.8%
順位

（20項目中）
17位

H28 回答比率 73.6%
順位

（34項目中）
8位 回答比率

15位

順位
（20項目中）

順位
（20項目中）

順位
（20項目中）

17位

R2 回答比率 74.3%

満足度の順位が下降、重要度の順位が上昇 →　課題があり、改善が強く望まれている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位は下位 →　＜維持＞重要度は高い水準にはないため、事業を継続しながら、内容の工夫等に
より対応すべき

H30 回答比率 78.3%
順位

（34項目中）
6位

順位
（36項目中）

6位 回答比率 4.6%
順位

（20項目中）
16位

16位

順位の変化に見る
現状の評価

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

3.8%

H28 H29 H30 H31

0 0

H31 回答比率 75.7%
順位

（36項目中）
7位 回答比率

回答比率 4.9%

順位
（20項目中）

5.7%

73.6 79.4 78.3 75.7 ↗ ↗

H25 H26 H27

75 90

- - 0 0 0

目標値

H31
（中間）

R6

180,362 182,316 184,273 179,806 195,859
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1

2

3

4

5

6

7

8

11

1

2

4

5

6

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

・伝統的建造物群保存地区保存会、高山屋台保
存会、伝承芸能保存団体、史跡保存会等の活動
に対する支援を行った。

教
育
委

員
会

伝統的建造物及びその周辺の環境の調査・再評
価による重要伝統的建造物群保存地区拡大の推
進

天然記念物や史跡等の保存環境の整備などによ
る保護活動の充実

・国指定天然記念物「臥龍のサクラ」や、市指定天
然記念物「小鳥峠ミズバショウを含む湿原植物群」
などの保護・保存を行った。

教
育
委

員
会

・建築物の修理修景、土蔵等修理に対する支援を
行った。

教
育
委

員
会

・文化庁と協議し、重要伝統的建造物群保存地区
の拡大に向けて町並みや伝統的建造物の再評価
を行った。

教
育
委

員
会

重要伝統的建造物群保存地区などにおける修理・
修景や防災対策による歴史的町並み再生の推進

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

市史の発刊・活用や先人の偉業の顕彰・啓発など
による郷土教育の充実

・「高山市史」を発刊した。
・市史に係る展示や講座を開催した。

教
育
委

員
会

歴史的に価値ある建造物・遺跡・伝承芸能・歴史
資料等の公開などによる活用の推進

・飛騨高山まちの博物館で特別展を開催し、国指
定重要文化財等の歴史資料を展示公開した。

教
育
委

員
会

高山城・松倉城などの史跡の保存・活用

後継者の育成や映像記録等の作成などによる郷
土の伝統文化の継承

・ふるさと伝承記録の制作を行った。
・伝承芸能保存団体に対する支援を行った。

教
育
委

員
会

・国指定に向けた松倉城跡、広瀬城跡の現況測量
調査を行った。
・松倉城跡の確認調査を行った。

教
育
委

員
会

（
１

）
文
化
財
な
ど
の
保
存
・
継
承

所有者や保存団体への支援などによる文化財の
適正な管理

3
耐震化の促進や自主防災組織等の活動支援など
による人と文化財を守る防災体制の充実

・伝建地区内の防災備品の更新を行った。
・高山市政記念館の耐震調査を行った。

教
育
委

員
会

・伝統構法木造建築物耐震化マニュアルに基づ
き、昭和25年11月23日以前に建築された伝統構
法木造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支
援を行った。

都
市
政
策

部

9
景観町並保存連合会との協働などによる町並み
保存の意識啓発

・景観町並保存連合会と協働し、広報紙等による
町並み保存の啓発を行った。

教
育
委

員
会

・商店街等を巡回し、屋外広告物のルール等の啓
発、違反広告物の是正指導を実施した。

都
市
政

策
部

10
建築基準法等の規制緩和や伝統構法木造建築物
耐震化マニュアルの運用などによる伝統的建造物
の保存・活用の推進

・高山市伝統構法耐震化マニュアルの講習会を開
催した。

教
育
委

員
会

・建築基準法等の規制緩和を検討するため、全国
の事例について情報収集を行った。
・伝統構法木造建築物耐震化マニュアルに基づき
昭和25年11月23日以前に建築された伝統構法木
造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支援を
行った。

都
市
政
策
部

美しいふるさと認証制度などによる郷土愛の醸成
や保護活動の促進

・美しいふるさと認証制度により、131団体を認証し
た。

教
育
委

員
会

歴史ガイドマスターを活用した研修などによる郷土
の歴史・文化の語り部の育成

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（5）地域人材が育つ環境の整備
③歴史・文化の保存・活用
・郷土の歴史・文化の語り部を育成するため、歴史ガイド
マスターを活用した研修などを 実施する。

★郷土の歴史・文化の語り部を養成する講座を開
催した。

教
育
委
員
会

歴史文化遺産の価値の調査などによる新たな地
域資源としての評価・活用

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（5）地域人材が育つ環境の整備
③歴史・文化の保存・活用
・また、歴史文化遺産を新たな地域資源として活用を図る
ため、歴史文化遺産の価値 の調査などを実施する。

・国指定に向けた松倉城跡、広瀬城跡の現況測量
調査を行った。
・松倉城跡の確認調査を行った。
・市史の編纂に伴う歴史遺産の調査、評価を行っ
た。

教
育
委
員
会

旧森邸等の拠点施設整備などによる歴史的風致
の維持向上

越中街道や平湯街道等の整備などによる歴史的
な街道や街道沿いの農山村集落の保存・活用の
推進

・野麦街道や位山道など歴史的な街道の調査及
び整備を行った。

教
育
委

員
会

「高山祭の屋台行事」のユネスコ無形文化遺産へ
の登録に向けた取り組みなどによる伝統文化につ
いての意識の向上

・「高山祭の屋台行事」がユネスコ無形文化遺産に
登録された。
・登録を記念したセレモニーや屋台の総曳き揃え
を開催し、伝統文化の啓発を行った。

教
育
委
員
会

（
２

）
歴
史
・
文
化
を
活
用
し
た
地
域
づ
く
り

・「飛騨高山まちの体験交流館」を整備した。
教
育
委

員
会
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1

2

3 ・郷土に関わる歴史講座を開催した。
教
育
委

員
会

（
３

）
歴
史
・
文
化
に
親
し

み
理
解
す
る
機
会
の
充
実

飛騨高山まちの博物館をはじめとする文化財関連
施設における展示や歴史資料の活用、景観町並
保存会等の各種団体や学校・地域との協働などに
よる郷土教育の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（5）地域人材が育つ環境の整備
③歴史・文化の保存・活用
・町並保存会等の各種団体や学校・地域との協働等によ
る郷土教育を推進する。

・飛騨高山まちの博物館において年4回の特別展
を開催した。
★景観町並保存連合会と協働し、子どもたちを対
象とした伝建地区や景観保存区域の歴史や伝統
文化の学習活動を行った。

教
育
委
員
会

歴史散策ルートの整備や標柱・説明看板等の設
置などによる歴史文化を学ぶ環境の整備

・文化財説明看板の設置や多言語化を行った。
教
育
委

員
会

啓発冊子の発行や講座の開催などによる郷土の
歴史や伝統文化に関する知識や認識の向上

担当部局 教育委員会／都市政策部

４　担当部局による総合計画の評価

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）文化財などの保存・
継承

【教育委員会】
・指定文化財の保存や活用を図るとともに、郷土の歴史資料の公有化を通じて散逸
を防止し、展示公開や調査研究資料として活用した。
・無形文化財を記録保存し、保存、継承につなげた。
・伝統的建造物群保存地区保存会などの活動支援、建築物の修理修景や土蔵等修
理に対する支援などにより、歴史的な町並みの保全が図られた。
・人口減少や高齢化などにより、地域の文化遺産を守り続けることが困難となってい
る。
【都市政策部】
・建築基準法等の規制緩和を検討するため、全国の事例について情報収集を行っ
た。
・伝統構法木造建築物耐震化マニュアルに基づき、昭和25年11月23日以前に建築さ
れた伝統構法木造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支援を行った。

【教育委員会】
・歴史資料の散逸防止、資料の公開活用や記録保存の取り組
みをすすめ、文化財の保存や活用を図る。
・地域の文化遺産を守り続けるための人的、財政的支援のあり
方について検討をすすめる。
・重要伝統的建造物群保存地区の拡大に向けた調査、評価を
すすめる。
・文化財等を適切に保存するため、文化財等の収蔵体制の検
討をすすめる。
【都市政策部】
・建築基準法等の規制緩和について、要否を含めた検討をすす
める。
・伝統構法木造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支援など
により、安全性の確保と伝統技術の継承を図る。

（２）歴史・文化を活用し
た地域づくり

【教育委員会】
・平成28年に「高山祭の屋台行事」のユネスコ無形文化遺産登録、「飛騨の匠の技・
こころ」の日本遺産認定を受け、記念事業の実施や日本遺産の普及啓発事業を実施
した。
・無形文化遺産登録や日本遺産の認定を一過性のものとせず、市民の歴史文化へ
の理解促進、観光客等に対するＰＲを通じて、地域ブランド力の向上と地域活性化を
図る必要がある。
【都市政策部】
・伝統構法木造建築物耐震化マニュアルに基づき、昭和25年11月23日以前に建築さ
れた伝統構法木造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支援を行った。

【教育委員会】
・地元住民への啓発、歴史的価値の再発見と再評価により、歴
史遺産の保存と活用を図る。
・ユネスコ無形文化遺産、日本遺産の普及啓発とさらなる活用
を図る。
【都市政策部】
・伝統構法木造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支援など
により、安全性の確保と伝統技術の継承を図る。

（３）歴史・文化に親しみ
理解する機会の充実

【教育委員会】
・歴史講座の開催や展示施設の維持管理を通じ、市民が郷土の歴史に親しめる環境
づくりを行うとともに、文化財説明看板の計画的な設置・更新、多言語化を行い、見学
者の利便性向上が図られた。
・地域の歴史を正しく伝えられる「語り部」の育成が求められている。

【教育委員会】
・歴史講座や展示の充実を図ることにより、郷土の歴史を学ぶ
機会の充実を図る。
・多言語化表記を含めた計画的な文化財説明看板の設置をす
すめる。
・「語り部養成講座」を開催し、市民や観光客に地域の歴史を正
しく伝えられる人材の育成を図る。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 4　福祉・保健 基本目標
やさしさにつつまれ健やかに
暮らせるまち

個別分野 地域福祉

主要課題

・地域住民やボランティア団体、福祉関係者、学校、企業など多様な主体との連携、協力により地域における支えあいの仕組みを強化する必
要があります。
・様々な生活上の不安や心配ごとの解消を図る必要があります。
・生活困窮者の自立を促すための支援を行う必要があります。
・年齢、性別、障がいの有無などに関わらず、誰もが安心して暮らせる環境を整える必要があります。

目指す姿
・生活上の不安や課題の解消が図られ、地域で助けあい、支えあう環境が整っています。
・ユニバーサルデザインの考え方にもとづき、年齢、性別、障がいの有無に関わらず、誰もが安心して暮らせる環境が整っています。

取り組みの方向
性

・地域における支えあい活動の担い手の確保や災害時に配慮が必要な人への支援体制の確立などにより地域における支えあいの仕組みの
強化を図ります。
・あらゆる市民の生涯にわたる切れ目のない総合的な相談支援体制の充実などにより生活上の不安の解消を図ります。
・民間事業者のユニバーサルデザインに配慮した取り組みの促進や人にやさしい公共的施設の整備などにより誰にもやさしいまちづくりを推
進します。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備 ①未婚化・晩婚化への対応策の推進

ボランティア団体登録者数 人 2,860

避難行動要支援者台帳登録者のうち避難
支援等関係者が決定した割合

％ - 62.6 67 76

2,319 2,682 2,825

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

「地域で支えあい、安心して暮らせる環境
が整っている」と感じている市民の割合

％

誰にもやさしいまちづくり認定件数（累計） 件

- 56.5 -

43 47 51 56

53.7

市民生活相談窓口相談者のうち相談結果
に満足した割合

％

生活困窮者に対する自立支援事業により
就労することができた割合

％ - -

85.0 87.2 100 10094.4

73 27

結婚に係る相談者（件）数（年間） 件 383 358 396 379 426 297

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「地域で支えあい、安心して暮らせる環境が整っている」と感じている市民の割合 医療・福祉サービスの確保

H26 回答比率 56.5%
順位

（34項目中）
17位 回答比率 36.2%

順位
（20項目中）

2位

H28 回答比率 53.7%
順位

（34項目中）
18位 回答比率 38.9%

順位
（20項目中）

2位

H29 回答比率 54.7%
順位

（34項目中）
18位 回答比率 36.6%

回答比率 40.3%
順位

（20項目中）
2位H31 回答比率 45.6%

順位
（36項目中）

23位

39.4%
順位

（20項目中）
2位

H30 回答比率 53.9%
順位

（34項目中）
18位 回答比率 2位

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

H30の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げる
べき

38.3%
順位

（20項目中）

H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

R2 回答比率 50.5%
順位

（36項目中）
20位 回答比率

順位
（20項目中）

2位

H25 H26 H27

3,100 3,300

- 45.5 75.0 83.3

80 83 86 100 100

2,568 2,735 2,468

↗

50

59 65 70 70 100

30 38 56 25

54.7 53.9 45.6 ↗

210 450
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3

4

5

6

7

8

1

2

3

4

6

飛騨地域の自治体が連携した結婚相談所の設置
や結婚支援イベントの実施などによる結婚支援の
推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
①未婚化・晩婚化への対応策の推進
・結婚を望む市民を支援するため、飛騨地域三市一村（高
山市、飛騨市、下呂市及び 白川村）の連携による結婚相
談所の設置、結婚支援イベントの実施、結婚に向けたサ
ポ ート体制の整備などを進める。

★結婚支援事業の実施により、出会いの場を提供
した。
　結婚相談所の設置
　結婚支援イベントやセミナーの開催
　結婚支援イベント開催団体に対する助成
★結婚新生活世帯に対する住宅費・引っ越し費用
に対する支援を行った。

これまでの取り組み 担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所

（
２

）
生
活
上
の
不
安
の
解
消

福祉サービス総合相談支援センターの設置など
による児童、高齢者、障がい者、生活困窮者など
あらゆる市民の生涯にわたる切れ目のない総合
的な相談支援体制の充実

・本庁に福祉サービス総合相談支援センター、在
宅医療サポートセンター、地域包括支援センター、
こども発達支援センターを設置するとともに各支所
にブランチ職員を配置し、相談支援体制の充実を
図った。

福
祉
部

生活保護制度の運用や福祉金庫資金の貸付、被
災者に対する見舞金の給付、援護資金の貸付な
どによる経済的支援の充実

人権擁護委員と協働した周知・啓発活動などによ
る人権意識の向上

・人権擁護委員と協力・連携した啓発活動を通じ
て、人権への意識の醸成を図った。
　人権講演会の開催(H31 参加者350人）
　人権パネル展の開催（1回）・人権だよりの発行
　人権標語の募集（H31 応募数728点）

市
民
活
動
部

（
１

）
地
域
に
お
け
る
支
え
あ
い
の
仕
組
み
の
強
化

1
社会福祉協議会・福祉団体等の福祉関係機関や
町内会、民生児童委員などとの協働のまちづくり
による地域福祉体制の整備

・まちづくり協議会の主体的な取り組みに対し、協
働のまちづくり支援金を交付し、活動を支援した。
・各まちづくり協議会の福祉部門担当者を対象に、
福祉研修会を開催した。
・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働の
促進を目的に、協働のまちづくりフォーラムを開催
した。

市
民
活
動
部

・地域でのあいさつ、声かけを推進した。
・高齢者や障がい者世帯の安否確認にもつながる
配食サービスの実施、高齢者サロンや交流の場
の設置を推進した。
・地域の役員（町内会長、民生児童委員、地域見
守り推進員等）間のネットワークづくりや情報の共
有を行った。

福
祉
部

2

県やＮＰＯ等の関係機関との連携などによるニー
トやひきこもりの人などに対する社会参加の促進

更生保護に取り組む団体への活動支援などによ
る罪を犯した人の社会復帰や再犯防止の促進

・高山保護区保護司会の運営に対する支援を行っ
た。

福
祉
部

環境や安全性に配慮した福祉施設の整備などに
よる地域福祉活動の拠点となる施設の確保

・福祉センター、老人いこいの家、「よって館」等の
利用を促進した。

福
祉
部

・町内会に依頼し、避難行動要支援者台帳の登録
者の新規登録及び情報更新を実施（年1回）した。
・災害時における要配慮者の避難場所として、市
内の障がい者支援施設及び介護保険施設と福祉
避難所の設置運営に関する協定を締結した（10法
人、18施設）。

福
祉
部

福祉ボランティア・市民活動団体の育成強化やボ
ランティア活動への参加促進などによる地域ぐる
みでの支えあい活動の担い手の確保

・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働を
促進するため、市民活動事業補助金を拡充した。
・まちづくり協議会の主体的な取り組みに対し、協
働のまちづくり支援金を交付し、活動を支援した。
・各まちづくり協議会の福祉部門担当者を対象に、
福祉研修会を開催した。
・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働の
促進を目的に、協働のまちづくりフォーラムを開催
した。

市
民
活
動
部

市
民
活
動
部

・高山市ボランティアセンターの運営を支援し、ボ
ランティア講座の開催、相談対応などを行った。
・地域に生活支援コーディネーターを派遣し、地域
での支え合い体制の構築をすすめた。
・手話通訳奉仕員の養成講座を開催した。

福
祉
部

避難行動要支援者台帳の整備や福祉避難所の
指定などによる災害時に配慮が必要な人への支
援体制の確立

5
犯罪被害者支援センター等の関係機関との連携
などによる犯罪被害者・ＤＶ（ドメスティックバイオ
レンス）被害者に対する支援

・犯罪被害者に対する見舞金の支給制度を創設し
た。
・犯罪被害者支援センターによる相談会を実施し
た。
・関係機関と連携した啓発事業を実施した。

市
民
活
動
部

・子ども発達支援センターにおける女性相談等に
おいて、犯罪被害者支援センター等の関係機関と
連携し、DV被害者等に対する支援を行った。

福
祉
部

・県ひきこもりに関する相談会の広報周知、岐阜県
ひきこもり支援ガイドブックの配付を行った。
・福祉サービス総合相談支援センターにて、相談
者の支援を行った。

福
祉
部

警察や子ども相談センター等の関係機関との連
携などによる女性や子ども・高齢者等に対する不
当な行為を根絶する環境づくりの推進

・子ども発達支援センターにおいて、家庭児童相談
や女性相談を実施し、警察や子ども相談センター
等の関係機関と連携し、不当な行為を根絶する環
境づくりに努めた。

福
祉
部

・生活困窮者に対し、生活保護制度の運用や福祉
金庫基金の貸付を行い、経済的支援を行った。
・被災者に対し、被災者生活・住宅再建支援金、災
害見舞金、義援金を支給し、経済的支援を行っ
た。

福
祉
部

就労に向けた日常生活の指導や住居の確保など
による生活困窮者自立のための支援

・福祉サービス総合相談支援センターにおいて、
生活困窮者に対し、自立相談・指導、就労支援を
行った。
・住居確保給付金事業を実施した。

福
祉
部

情報通信技術の活用による多様な支援体制の確
立

・医療と介護の両方を必要とする高齢者につい
て、ＩＣＴを活用した医療と介護の情報連携の取り
組みを試行した。

福
祉
部
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2

3

4

施設のバリアフリー化への支援や認定制度など
による民間事業者のユニバーサルデザインに配
慮した取り組みの促進

・既存の民間施設のバリアフリー改修に対する助
成を行い、利用促進に努めた。

福
祉
部

・バリアフリー化やソフト面に配慮された民間施設
に対し、認定証を交付し啓発した。

企
画
部

パンフレットを活用した学校教育や生涯学習など
によるユニバーサルデザインの普及啓発

・ユニバーサルデザインの普及啓発に努め、小学
校6年生を対象に学習資料を提供した。

企
画
部

歩車共存型道路の整備などによる人にやさしい
公共的施設の整備

・道路施設バリアフリー整備５か年計画に基づき、
歩車共存型道路等を整備した。

建
設
部

地場産業などとの連携によるユニバーサルデザ
インに配慮した製品開発の促進

・事業者へのユニバーサルデザインの普及啓発に
より、椅子や車椅子用の体圧分散クッションなどが
製品化され、利用者の快適性向上が図られた。

企
画
部

（
３

）
誰
に
も
や
さ
し
い
ま
ち
づ
く
り
の
推

進

1

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 建設部／市民活動部／福祉部／企画部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）地域における支えあ
いの仕組みの強化

【市民活動部】
・「安全、安心がまちづくりの基礎」とのまちづくり協議会の共通認識のうえで、各地
域において、子どもや高齢者の見守りなどの事業が展開されている。
・市民活動団体とまちづくり協議会が役割を分担して事業に取り組むなど、多様な主
体の協働による事業展開が促進された。
・協働のまちづくりを促進するため、市民理解の促進、多様な主体による協働のしく
みづくり、地域活動を担う人材育成に取り組む必要がある。
・結婚相談所の設置やイベント・セミナーの開催などの結婚支援事業を実施し、出会
いの場を提供することができた。
・結婚新生活世帯に対する支援により、で安心して結婚できる環境の充実を図った。
・人権擁護委員と協力・連携した事業を実施し、人権意識の向上を図ることができ
た。
【福祉部】
・民生児童委員や地域見守り推進員を中心とした地域におけるあいさつや声かけ、
安否確認等を推進した。
・避難行動要支援者台帳の整備や福祉避難所の指定などによる災害時に配慮が必
要な人への支援体制を確立したが、支援者が決まらない要支援者への対応が求め
られる。
・災害時に避難支援を要する要配慮者は、状態や生活環境が多種多様であり、中に
は地域での支援も難しく指定避難所まで避難できない要配慮者がいるため、移動支
援が必要である。
・福祉避難所の受入れに関して、より実効性のある運営方法の検討が必要である。

【市民活動部】
・まちづくり協議会が地域課題の解決など主体的に取り組む活
動に対する支援を行う。
・まちづくりに参画する人材育成に向けた研修会や協働のまち
づくりフォーラムの開催、市民活動団体の組織化、団体の自
立、協働の促進を目的とした財政支援などにより、多様な主体
による協働を推進する。
・結婚相談所の利活用の促進やイベントなどの開催、結婚新生
活世帯に対する支援などにより、結婚しやすい環境整備をすす
める。
・人権擁護委員と協力・連携した事業を実施し、人権意識の向
上と時代とともに変化する人権問題の解決を図る。
【福祉部】
・地域におけるあいさつや声かけ等の重要性の啓発などによ
り、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる社会づくりをすす
める。
・支援者が決まらない要支援者の対応について検討をすすめ
る。
・災害時における要配慮者のうち、指定避難所への避難が困難
な者に対する移動支援策について検討をすすめる。
・高山市避難行動要支援者支援対策協議会及び福祉避難所の
協定を締結している法人との協議をすすめ、福祉避難所の実効
性の高い運営方法について検討をすすめる。

（２）生活上の不安の解
消

【市民活動部】
・高山市犯罪被害者等支援条例の施行や犯罪被害者等に対する見舞金の創設によ
り、犯罪被害者の支援体制の充実を図った。
・犯罪被害者支援センターによる相談会や啓発事業の実施により、市民の生活上の
不安の解消を図った。
【福祉部】
・福祉サービス総合相談支援センターを設置し、相談窓口を一元化することにより、
相談者への対応、関係機関との連携がスムーズに行えるようになった。
・相談件数の増加、相談内容の複雑化に伴い、さらなる体制の強化が必要である。
・家庭児童相談員や女性相談員を配置し、子育てや家庭問題に関するさまざまな相
談に応じ、必要な助言・指導及び支援を行った。

【市民活動部】
・犯罪被害者等に対する支援などにより、犯罪被害者等が平穏
な生活を営むことができる社会の実現を図る。
・犯罪被害者支援センターとの連携・協力した取り組みなどによ
り、市民の生活上の不安解消を図る。
【福祉部】
・訪問による継続的な支援など総合相談支援センターの体制強
化を図る。
・相談支援事業所への助言や指導を行う体制整備をすすめる。

（３）誰にもやさしいまち
づくりの推進

【福祉部】
・新築や増改築における施設等のバリアフリー・ユニバーサルデザインに対する配
慮が認知され、障がい者が安心して利用できる環境整備が促進された。
・既存の民間施設に対するバリアフリー改修に関する助成制度について、費用及び
構造的な問題などにより、基準に適合することが困難な場合が多いため、利用しや
すい制度への見直しが必要である。
【企画部】
・誰にもやさしいまちづくり条例や規則に基づき整備された民間施設に対する認定証
交付、認定施設のHPや広報たかやまでの紹介、小学校６年生への学習資料の配
付、国内や海外からの視察者に対する市の誰にもやさしいまちづくりの取り組みの
紹介などにより、誰にもやさしいまちづくりの普及啓発を図ることができた。
・平成17年度に開始した取り組みから14年がたち、時間の経過とともに課題が現れ
てきているほか、LGBTや外国人など暮らしにくさを抱える人々への対応や最新技術
の活用など新たな時代の要請への対応が求められている。
【建設部】
・高山駅を中心とした半径1㎞圏内を道路施設のバリアフリー重点整備区域として位
置づけた整備を行った。
・歩車共存型道路は、平成31年度までの整備延長の目標6,000ｍに対し、5,036mを
整備した。
・歩行者移動支援施設（知らせるあかり）を8か所に整備した。
・重点整備区域以外に支所地域も含めた整備を検討する必要がある。

【福祉部】
・既存の民間施設に対するバリアフリー改修に関する助成制度
が活用されやすいよう、基準等の見直しを含めた検討をすすめ
る。
【企画部】
・大学連携による調査分析を踏まえ、基準や指針、取り組みな
ど総合的な見直しをすすめる。
・次代を担う子ども達に、市の取り組みを伝えるとともに、他者を
思いやる気持ちを育て、心のバリアフリーを推進する。
【建設部】
・支所地域を含めた計画的な整備をすすめる。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ● ●

3 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 4　福祉・保健 基本目標
やさしさにつつまれ健やかに
暮らせるまち

個別分野 児童福祉

主要課題

・保護者が子育ての喜びを感じることができるよう、地域全体で子どもの育ちと子育て家庭を支えていく必要があります。
・児童虐待を防ぎ、子どもの養育に関して広く相談できる体制を整える必要があります。
・子どもの障がいに関する相談体制や、療育・医療行為など特に支援が必要な子どもに対する在宅福祉サービスなどの体制を整える必要が
あります。
・多様化する家庭・就労環境から求められる保育サービスの提供や、質の高い幼児期の教育や保育の提供のための環境を整える必要があり
ます。
・公立保育園の民間移譲など保育園等のあり方について、引き続き検討する必要があります。

目指す姿
・子どもたちが健やかに育ち、笑顔と元気な声がまちにあふれています。
・地域全体で子どもや子育て家庭を支え、安心して子育てができる環境が整っています。

取り組みの方向
性

・子育て不安の解消や児童虐待・非行・障がい等への総合的な支援の推進、子どもの成長過程に応じた切れ目のない支援体制の充実などに
より子どもが家庭で安全に生活できる環境を整備します。
・子どもの遊び場の確保や自主的な活動への支援、親子のふれあいの促進、地域住民が主体的に子育てに参加できる体制の整備などにより
子どもが地域で健やかに育つ環境を整備します。
・子育て世帯への経済的負担の軽減や地域療育システムの充実、ひとり親家庭の自立への支援などにより安心して子育てができる環境を整
備します。
・子どもが健全に育成される幼児教育・保育環境や多様な保育サービスの提供などにより子育てと仕事の調和がとれる環境を整備します。

人

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備 ③子ども・子育て支援の充実

指標名

保育園待機児童数 人 0 0 0 0 0

「子どもが健やかに育つ環境が整ってい
る」と感じている市民の割合

％

0 0 0 0

日中に障がい児を受け入れる福祉サービ
ス事業の利用定員

↗63.4 66.4 65.5

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「子どもが健やかに育つ環境が整っている」と感じている市民の割合 少子化対策（妊娠、出産への支援、子育てしやすい環境づくり）

22.7%
順位

（20項目中）
5位H26 回答比率 67.3%

順位
（34項目中）

11位 回答比率

H28 回答比率 63.4%
順位

（34項目中）
13位 回答比率

順位
（20項目中）

3位

H29 回答比率 66.4%
順位

（34項目中）
12位 回答比率 26.5%

順位
（20項目中）

27.4%

4位

H30 回答比率 65.5%
順位

（34項目中）
12位 回答比率 25.3%

順位
（20項目中）

5位

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇、重要度の順位が上昇 →　改善傾向にあるものの、さらなる改善が求められている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位も上位 →　＜重点維持＞重点的に事業を実施し、高い水準を維持すべき

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

10位 回答比率

H31 回答比率 63.6%
順位

（36項目中）
12位

単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

25.0%
順位

（20項目中）
3位

H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

63.6

回答比率 25.6%
順位

（20項目中）
4位

120

H25 H26 H27 H28

R2 回答比率 68.6%
順位

（36項目中）

198 210 180 180 110103 133 165

↗- 67.3 -
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1

2

3

1

2

3

1

2

3

4

5

6

7

8

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
１

）
子
ど
も
が
家
庭
で
安
全
に
生
活
で
き
る
環
境
の
整

備
家庭児童相談体制の充実などによる子育て不安
の解消

・子ども発達支援センターを開設し、専門員の配置
により家庭児童相談体制を充実させ、子育て不安
の解消に努めた。

福
祉
部

要保護児童対策地域協議会や地域自立支援協
議会を通じた関係機関との連携強化などによる児
童虐待・非行・障がい等の総合的な支援の推進

・要保護児童等対策地域協議会や地域自立支援
協議会を通じ、関係機関との連携強化を図った。
・子ども発達支援センターが中心となり、児童発達
支援事業所や保育園・幼稚園、学校が連携を図
り、児童虐待・非行・障がい等の総合的な支援を
推進した。

福
祉
部

子どもに関する相談窓口の周知や啓発などによ
る児童虐待の防止

・広報やチラシ配布のほか、関係機関の各種会
合・イベントなどあらゆる機会を通じて、子どもに関
する相談窓口の周知や児童虐待の防止啓発を
行った。

福
祉
部

4
保健・福祉・教育の連携などによる子どもの成長
過程に応じた切れ目のない支援体制の充実

・子ども発達支援センターを設置し、相談支援や発
達検査、園訪問、障がい児通所支援など、子ども
の成長過程に応じた途切れのない支援を実施し
た。

福
祉
部

・母子健康包括支援センターの設置に向けて、関
係課で必要な情報の共有を行った。

市
民
保

健
部

・サポートブックの活用により家庭を含めた一貫し
た支援が可能となった。

教
育
委

員
会

（
２

）
子
ど
も
が
地
域
で
健
や
か
に
育
つ
環
境
の
整
備

児童館・児童センターの充実や園庭開放などによ
る子どもの遊び場の確保や自主的な活動への支
援

・国府児童館の整備により、子育て世帯の情報交
換や仲間づくりの場を提供し、子どもの健全な遊
び場・居場所の充実を図った。
・保育園等と協力・連携した園庭開放を実施し、安
全な子どもの遊び場・居場所の充実を図った。

福
祉
部

つどいの広場や地域子育て支援センターの充実
などによる育児相談、情報交換や交流の場の提
供

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
③子ども・子育て支援の充実
・子どもの居場所づくりのための支援の充実、つどいの広
場の運営等により、児童の健全育成や育児相談・情報交
換・交流の場の充実を図る。

★つどいの広場（市内12ヵ所）の設置及び子育て
コーディネーターの配置により、気軽な相談や情
報交換の場を提供するとともに、木のおもちゃ等を
整備し、木とふれあえる環境の充実を図った。
★子育て支援センターでの様々な子育て講座を開
催したほか、専門的な相談・支援、親子のふれあ
いの場を提供した。

福
祉
部

絵本の読み聞かせの機会の提供や乳幼児家庭
教育学級・子育て講座の開催などによる親子の
ふれあいの促進

･4か月児及び1歳6か月児を対象として絵本を配付
するブックスタート事業を実施し、読み聞かせの機
会の提供や親子のふれあいの促進を図った。
・乳幼児家庭教育学級や子育て支援講座等を開
催し、乳幼児期の子どもを持つ親としての心構え
や子育てに関する知識を学ぶ機会を提供した。

福
祉
部

4
子育てサークルや子育てボランティア団体、ＮＰＯ
などとの協働のまちづくりによる地域住民が主体
的に子育てに参加できる体制の整備

･市が主催、共催するイベント等の開催時におい
て、子育て世帯が参加しやすいよう、ＮＰＯ団体等
が実施する保育サービス（託児）に要する費用を
助成するとともに、地域の子育て支援を目的とした
事業に要する費用に対する助成を行った。

福
祉
部

・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働を
促進するため、市民活動事業補助金を拡充した。
・まちづくり協議会の主体的な取り組みに対し、協
働のまちづくり支援金を交付し、活動を支援した。
・子育てを課題として取り組む市登録市民活動団
体に対する支援を行った。

市
民
活
動
部

遺児激励金の支給による交通事故や病気で親等
を亡くした子どもへの支援

・遺児激励金の支給により、交通事故や病気で親
等を亡くした子どもへの支援を実施した。

福
祉
部

（
３

）
安
心
し
て
子
育
て
が
で
き
る
環
境
の
整
備

福祉サービス総合相談支援センターの設置など
による児童、高齢者、障がい者、生活困窮者など
あらゆる市民の生涯にわたる切れ目のない総合
的な相談支援体制の充実

・本庁に福祉サービス総合相談支援センター、在
宅医療サポートセンター、地域包括支援センター、
子ども発達支援センターを設置するとともに、各支
所にブランチ職員を配置し、相談支援体制の充実
を図った。

福
祉
部

児童手当の支給や子ども医療費に対する助成、
保育料軽減などによる子育て世帯の経済的負担
の軽減

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
③子ども・子育て支援の充実
・子育て世帯の経済的負担の軽減を図るため、子育て支
援金の支給、子ども医療費に対する助成、保育料軽減な
どを実施する。

･子育て世帯の経済的負担の軽減を図るとともに、
子どもの健全育成を支援するため、児童手当を支
給した。
★保育料の負担軽減を行い、特に2・3人目の保育
料を大幅に軽減した。
★幼児教育・保育の無償化に伴い国基準に該当し
ない第3子以降の副食費を市独自で軽減した。
・子ども医療費を義務教育修了まで助成した。

福
祉
部

重症心身障がい等を持つ子どもの生活への支援
による在宅福祉サービスの充実

・医療的ケア児の訪問看護の費用に対する支援を
行った。
・医療的ケア児を受け入れる事業所の新規開設に
対する支援を行った。

福
祉
部

療育関係者の連携強化や資質向上、切れ目のな
い支援などによる地域療育システムの充実

・子ども発達支援センターを開設し、保育園・幼稚
園スタッフの資質向上のための各種研修を実施し
た。
・園訪問やサポートブックの活用促進により、途切
れのない支援を行った。

福
祉
部

関係機関などと連携した総合的な支援体制の確
立による児童発達支援の充実

・子ども発達支援センターを開設し、直営児童発達
支援事業所と連携した療育の推進を図ったほか、
民間事業所を対象とした療育スキル向上のための
研修を行った。

福
祉
部

児童扶養手当の支給や母子家庭等の医療費に
対する助成、職業訓練中の生活支援などによる
ひとり親家庭の自立への支援

・ひとり親世帯の生活の安定と自立を援助し、子ど
もの健全育成を支援するため、児童扶養手当を支
給した。
・母子家庭等の医療費助成、職業訓練中の生活
支援等を実施した。

福
祉
部

母子生活支援施設の整備支援や母子・父子福祉
センターの充実などによるひとり親家庭への支援
体制の充実

・母子・父子福祉センターや母子・父子自立支援員
による相談支援に取り組んだ。
・母子寡婦福祉会の運営支援を行った。

福
祉
部
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1

2

3

4

5

福
祉
部

保育士の処遇改善や有資格者の登録などによる
保育士の確保

・私立保育園の保育士の処遇改善を実施した。
・保育士ネットの運用を実施した。
・保育の仕事体験会やPRチラシの作成など保育
士確保プロモーションを実施した。

福
祉
部

公立保育園の民間移譲の推進などによる地域の
ニーズに対応する保育サービスの提供

・平成27年にこくふ保育園を民間移譲した。
福
祉
部

留守家庭児童教室の充実による家庭で保育でき
ない子どもの放課後や長期休暇時における安全
な活動の場の提供

･保護者が就労等のため下校時等に家庭にいない
児童などを対象として、放課後児童クラブを開所し
た。
・研修を受講した放課後児童支援員への処遇改善
を実施した。

福
祉
部

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 福祉部／市民保健部／教育委員会／市民活動部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）子どもが家庭で安全
に生活できる環境の整

備

【福祉部】
・子ども発達支援センターにおいて、家庭児童相談員を配置し、児童の養育に関す
る相談、指導、援助のほか、児童虐待の早期発見・早期対応、未然防止を図った。
・子ども発達支援センターにおいて、家庭児童相談員、女性相談員と一体となった相
談支援体制を整えたことで、様々な子育てに関する相談支援を行えるようになった。
・結婚～妊娠～出産～育児～学校教育～自立（就職）までを一貫して支援するしくみ
の充実が求められている。
・子どもの貧困問題などの経済的負担や子どもの発達・障がいなどに伴う精神的負
担など、子育ての不安や負担の軽減が求められている。
【市民保健部】
・母子健康包括支援センターの設置に向けて情報の共有や調整を行った。
【教育委員会】
・就学前児童に対する「朝のスタートプラン」の取り組みなどにより、在宅型の家庭教
育の推進を図った。
・サポートブックの活用により、家庭における子どもの成長過程の見届けや学校との
連携意識の強化を図った。

【福祉部】
・子ども発達支援センターを中心として、庁内関係部局の連携
強化と外部団体等との連携方法の整理・効率化を図る。
・不登校児の義務教育終了後の支援の引き継ぎのしくみづくり
について検討をすすめる。
・子どもの成長段階に応じた不安や負担の軽減を図る。
【市民保健部】
・母子健康包括支援センターを設置し、切れ目のない子育て支
援体制の充実を図る。
【教育委員会】
・家庭教育の充実と途切れの無い支援を推進する。

（
４

）
子
育
て
と
仕
事
の
調
和
が
と
れ
る
環
境
の
整
備

保育園・通園バス等の整備や私立保育園の運
営・施設整備への支援などによる幼児期の教育
や保育環境の提供

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
③子ども・子育て支援の充実
・また、子育てと仕事の調和がとれた環境づくりのため、多
様な保育サービスの提供や事業所内保育等の充実を図
る。

★保育園整備や通園バスの更新、私立保育園運
営に対する支援を行った。

福
祉
部

低年齢児や障がい児等に対する保育、長時間保
育、一時保育、休日保育、病児保育、一時的な養
育支援などによる多様な保育サービスの提供

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
③子ども・子育て支援の充実
・また、子育てと仕事の調和がとれた環境づくりのため、多
様な保育サービスの提供や事業所内保育等の充実を図
る。

★保育園における各種保育サービスを実施した。
（低年齢児、延長、一時、障がい児、アレルギー対
応）
★病児保育・夜間保育を実施し、病気や就労等に
より家庭における保育が困難な際の受入れ体制を
整備した。
★休日保育を実施した。（公立１園）

（２）子どもが地域で健や
かに育つ環境の整備

【福祉部】
・児童館の新設や施設整備（ブロック塀改修など）を実施し、児童の健全な遊び場・
居場所を確保するとともに、安全対策を実施できた。
・つどいの広場や子育て支援センターにおける健全な遊び場の提供や子育てに関す
る相談・支援を実施し、子育て世帯の負担軽減を図りつつ、健やかに育つことができ
る環境の充実を図った。
・ＮＰＯ等による保育サービス事業や地域の子育て支援事業に対する助成を実施
し、子育て世帯がイベント等に参加しやすい環境づくりや地域で子育て世代を支え合
う取組みに対する支援を実施した。
【市民活動部】
・「安全、安心がまちづくりの基礎」とのまちづくり協議会の共通認識のうえで、各地
域において、子どもや高齢者の見守りなどの事業が展開されている。
・公募によるボランティアや市民活動団体とまちづくり協議会が役割を分担して事業
に取り組むなど、多様な主体の協働による事業展開が進みつつある。
・協働のまちづくりを促進するため、市民理解の促進、多様な主体による協働のしく
みづくり、地域活動を担う人材育成に取り組む必要がある。

【福祉部】
・親子のふれあいや子育て世代の交流、地域とのつながりを深
めることができるよう、子どもの遊び場や居場所の充実を図る。
・地域社会で子育て世代を支え合い、安心して子どもを育てるこ
とができるよう、市民活動団体などへの支援をはじめ、地域の
子どもの遊び場の充実や地域と子育て世代の交流の促進を図
る。
【市民活動部】
・まちづくりに参画する人材育成に向けた研修会や協働のまち
づくりフォーラムの開催を通じて、多様な主体による協働を推進
する。
・市民活動団体が地域等と協働で取り組む事業に対する支援
策の見直しについて検討をすすめる。

（３）安心して子育てがで
きる環境の整備

【福祉部】
・児童手当の支給や子ども医療費の助成、保育料の負担軽減、保育園副食費の免
除などにより、子育て世帯への経済的負担の軽減を図った。
・児童扶養手当の支給や母子家庭等への医療費助成など、ひとり親家庭への支援
を実施し、安心して子育てができる環境を整えた。
・子ども発達支援センターの開設やサポートブックの活用促進などにより、途切れの
ない支援体制の構築をすすめた。
・医療的ケアが必要な重症心身障害児及びその家族への支援の充実が求められて
いる。
・障がい等に対する社会の理解と、支援者のスキル向上による質の高い発達支援
が求められている。
・支援が必要な児の早期発見と早期支援が必要である。
・母子父子世帯への支援（経済的負担の軽減、生活の安定）が求められている。

【福祉部】
・安心して子育てができるよう、相談体制の充実による精神的負
担の軽減や各種助成などによる経済的負担の軽減を図る。
・保育士、保健師、幼稚園教諭等を対象とした発達支援スキル
向上研修の充実を図る。
・ペアレント・プログラムを活用した親支援・家族支援ができる人
材の育成を行う。
・サポートブックの普及啓発を行い、子どもの成長段階に応じた
情報の引き継ぎと支援体制の充実を図る。
・訪問による児童発達支援について検討し、遠隔地における福
祉サービスの充実を図る。
・心理専門職の活用による子ども発達支援センターの専門性の
向上を図る。

（４）子育てと仕事の調
和がとれる環境の整備

【福祉部】
・各種保育サービスを実施し、子育てと仕事の調和のとれた環境整備をすすめた。
・公立保育園の民間移譲により、地域のニーズに応じたサービスを提供した。
・保育のニーズを把握するとともに、人材確保と質の向上に向けて取り組む必要が
ある。
･保護者が就労等により下校時等に家庭にいない児童などを対象として放課後児童
クラブを開所し、安全な居場所と健全な遊び場を提供した。
・研修を受講した放課後児童支援員への処遇改善を実施するとともに、資質の向上
を図った。

【福祉部】
・高まる保育ニーズに対応するため人材確保に取り組む。
・子どもの保育環境、保育士の就労環境の整備に取り組む。
・放課後児童クラブの利用ニーズに対応しつつ、安全かつ安心
して過ごせる居場所づくりを推進する。
・保育環境の向上のため、荘川保育園の整備を行う。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ● ●

3 ●

4 ●

目標値

H31
（中間）

R6

8 10

0 0 1 11 17 16 14 5

5 9 12 6 6 14 3

33 25 27 23

R2 回答比率 46.9%
順位

（36項目中）
26位 回答比率

H30

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H29

- 43.0 - 45.2 46.4

H31 回答比率 42.5%
順位

（36項目中）
24位 回答比率 40.3%

H25 H26 H27 H30 H31

42.543.6

順位
（20項目中）

2位

39.4%
順位

（20項目中）
2位

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇しており、取り組みがすすんでいると感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げる
べき

H29 回答比率 46.4%
順位

（34項目中）
24位 回答比率 36.6%

順位
（20項目中）

回答比率 43.6%
順位

（34項目中）
24位 回答比率 38.3%

回答比率 45.2%
順位

（34項目中）
24位 回答比率

順位
（20項目中）

2位

順位
（20項目中）

2位

2位

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「障がい者が必要な支援を受け、自立して暮らせる環境が整っている」と感じている市民の割合 医療・福祉サービスの確保

38.9%

H26 回答比率 43.0%
順位

（34項目中）
27位 回答比率 36.2%

順位
（20項目中）

2位

H28

障がい者福祉施設の入所者及び入院中の
精神障がい者の地域生活への移行数（年
間）

人

「障がい者が必要な支援を受け、自立して
暮らせる環境が整っている」と感じている市
民の割合

％ ↗ ↗

30

医療依存度の高い在宅の障がい者が一時
的に医療 機関、福祉施設を利用した数（年
間）

人

障がい者福祉施設利用者の一般就労への
移行数　（年間）

人 12 20 24 24

5

H28

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 4　福祉・保健 基本目標
やさしさにつつまれ健やかに
暮らせるまち

①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の
充実

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （3）安定した就労機会の確保

取り組みの方向
性

・様々な問題に対応できる相談の場の確保や相談支援事業所の対応能力の向上などにより相談支援体制の充実を図ります。
・障がいの程度に応じたサービスの提供や医療依存度が高い在宅障がい者の一時的な受入れ先の確保などにより障がい者福祉サービスの
充実を図ります。
・経済的負担の軽減などにより生活の自立に向けた支援を行います。
・グループホームをはじめとした住宅の充実などにより住まいの確保を促進します。
・虐待や差別に対する相談支援体制の強化などにより障がい者の権利擁護の充実を図ります。
・外出や社会参加時の移動手段や交流の場の確保などにより障がい者の社会参加を支援します。

個別分野 障がい者福祉

主要課題

・障がいの状態に応じて様々な相談ができる体制の充実を図るとともに、適正な障がい福祉サービスを提供する必要があります。
・就労をはじめとした日中活動の場の確保など、生活の自立に向けた取り組みをすすめる必要があります。
・生涯にわたり安心して暮らすことができる住まいの確保に取り組む必要があります。
・障がい者虐待や差別など障がい者の権利が損なわれることのないよう、権利擁護体制を充実する必要があります。
・社会参加や余暇活動の支援をする必要があります。

目指す姿
・障がい者が心身の状態に応じて生涯にわたって切れ目のないサービスを受けられる環境が整っています。
・障がい者が地域で支えられながら積極的に社会参加し、自立して暮らしています。
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1

2

3

1

2

3

4

1

2

3

1

2

1

2

1

2

（
６

）
社
会
参
加
の
支

援

障がい者の就労時間以外の生活に関する指導な
どによる余暇活動の支援

・地域活動支援センター機能強化事業の運営を市
内の相談支援事業所に委託し、定期的にサロンを
開設し、地域生活における相談や指導を行った。
・身体障がい者福祉センターにおいて、障がい者
の余暇活動の場を提供した。

福
祉
部

スポーツ・レクリエーション活動など余暇活動を行
う場や参加機会の充実

・高山市身体障害者福祉協会と連携し、飛騨ブ
ロック及び県のスポーツ大会の開催、参加に対す
る支援を行った。
・障がい者向けスポーツの普及を図り、スポーツ教
室等を開催した。

福
祉
部

福
祉
部

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（3）安定した就労機会の確保
①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の充実
・障がい者の就労機会の充実を図るため、障がい者の就
労に関するスキルアップへの支援、職親制度の活用、指
定管理者等における雇用促進などを実施する。

★障がい者雇用創出事業を市内の就労支援事業
所への委託により実施し、一般就労に向けた支援
を行った。
★職親制度等の実施により、雇用主の経済的負
担の軽減を図り、障がい者雇用を促進した。
★指定管理施設における障がい者雇用促進事業
を実施し、障がい者の雇用の場の確保を行った。

福
祉
部

・関係事業者等と連携し、市役所などでの販売促
進会を定期的に開催した。
・障がい者就労施設で製造したパンを市役所で定
期的（毎週月曜日）に販売した。

福
祉
部

（
５

）
権
利
擁
護

の
充
実

障がい者虐待相談窓口や関係機関との連携など
による障がい者虐待や差別に対する相談支援体
制の強化

・市と福祉サービス総合相談支援センターの担当
者による初動調査及びケース検討を行い、関係機
関との連携により対応した。

福
祉
部

成年後見制度の普及・啓発や制度利用への支
援、後見業務を行う人材の育成などによる判断能
力が低下した障がい者の権利擁護の推進

・福祉サービス総合相談支援センターと連携し、相
談された障がい者の必要とする制度利用へつなげ
た。
・自立支援協議会において成年後見制度に関する
研修会を開催した。

福
祉
部

（
４

）
住
ま
い
の
確

保
の
促
進

グループホームを運営する事業者や新規参入を
希望する事業者の施設整備への支援による住宅
の充実

・グループホームの施設整備に対する支援を行
い、障がい者の地域生活への移行に向けた住ま
いの確保を行った。

福
祉
部

障がい者の生活に対応した住宅の改造に対する
相談や必要な資金の貸付・助成

・住宅改造に対する支援を行い、経済的負担を軽
減することにより、障がい者の安全安心な在宅生
活を推進した。
・平成31年度より、障がい者世帯の除排雪に対す
る支援制度を創設した。

福
祉
部

（
３

）
生
活
の
自
立
に
向
け
た
支
援

障がい者福祉手当等の給付や重度等障がい者
医療費及び障がい者の就労支援サービス等の自
立支援給付の自己負担に対する助成などによる
経済的負担の軽減

・障がい者の申請に基づき、審査を行い、補装具
及び日常生活用品の適正な支給を行った。
・障がい者のニーズに応じて、支給対象となる品目
を追加した。

福
祉
部

医療機関、福祉施設、訪問看護事業者等との連
携などによる医療依存度が高い在宅障がい者の
一時的な受入れ先の確保

・医療依存度が高い在宅障がい児者を日中受け
入れる施設の開設に対する支援を行った。

（
２

）
障
が
い
福
祉
サ
ー

ビ
ス
の
充

実
適正な障がい支援区分の認定による障がいの程
度に応じたサービスの提供

・医師や専門職で構成する審査会を毎月開催し、
障がいの程度や生活の状況等に応じた障がい福
祉サービスの必要量の決定を行った。

福
祉
部

日常生活に必要な補装具や用品の支給などによ
る日常生活の支援

障がい福祉施設の整備の促進

・障がい者支援施設の移転整備、グループホーム
及び短期入所施設の施設整備に対して助成を行
い、障がい者の安全安心な生活の場の確保を促
進した。

福
祉
部

障がい者就労施設等からの物品調達の推進や商
品開発と販路拡大のための研修・研究などへの
支援

・障がいを理由とする年金の対象にならず在宅で
生活する障がい者を対象として、市単独による手
当を支給した。
・重度等障がい者医療費助成制度において、身体
障がい1級から3級で所得制限の対象者及び4級で
市民税非課税世帯の対象者等に対し、市独自の
医療費支援を行った。
・障がい者の就労支援サービス等の自立支援給
付の自己負担について、市独自の支援を行った。
・平成30年度より、難病療養者に対し、市独自で通
院等の交通費支援を行った。

福
祉
部

障がい者の就労に関するスキルアップへの支援
や職親制度の活用、指定管理者等における雇用
促進などによる経済的自立の支援

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
１

）
相
談
支
援
体
制
の
充
実

福祉サービス総合相談支援センターの設置など
による児童、高齢者、障がい者、生活困窮者など
あらゆる市民の生涯にわたる切れ目のない総合
的な相談支援体制の充実

・本庁舎に福祉サービス総合相談支援センター、
在宅医療サポートセンター、地域包括支援セン
ター、こども発達支援センターを設置するとともに、
各支所にブランチ職員を配置し、相談支援体制の
充実を図った。

福
祉
部

相談支援事業所や相談員の設置などによる様々
な問題に対応できる相談の場の確保

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局

・福祉サービス総合相談支援センター及び各支所
にブランチを設置した。
・市内の相談支援事業所に委託し、障がいの種別
（身体、知的、精神）に応じた相談支援体制の充実
を図り、相談の場を確保した。
・障がい者の身近な相談相手として、各地域に障
がい相談員を配置した。

福
祉
部

相談支援に関する情報交換や研修などによる相
談支援事業所の対応能力の向上

・高山市地域自立支援協議会の相談支援事業者
連絡会を中心に困難事例のケース検討を行うな
ど、相談支援事業所における対応能力の向上に
努めた。

福
祉
部
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3

4

6

（６）社会参加の支援

【福祉部】
・余暇活動やスポーツ・レクリエーション活動の支援を行い、障がい者の社会参加の
機会を充実した。
・外出の際の移動手段の確保、移動費用に対する助成を行うことにより、障がい者
の外出への不安を解消し、社会参加の促進につながった。
・公共交通機関（主にバス）の土日祝日の運行が少なく、障がい者の行事やイベント
参加への支障となっている。
【都市政策部】
・自主運行バスについては、デマンド運行（予約制）や小型車両による少量運送へ切
り替えるなど、効率化を図りながら、継続的に市民の移動手段を確保している。
・バスの運行に当たっては、便数や路線の増加の要望があるが、経費の増加のほ
か、車両や運転者の不足により、要望に対応することが困難な状況である。

【福祉部】
・余暇活動やスポーツ・レクリエーション活動の充実を図る。
・移動手段の確保や移動費用に対する助成については、ニーズ
の把握に努め、制度の充実を図る。
・土日祝日の交通手段の確保に関しては、関係部署と協議のう
え検討する。
【都市政策部】
・停留所の追加や移設、ダイヤの変更などに対応し、自主運行
バスの効果的な運用を図る。
・バス運行のほか、タクシーや地域団体が運行する空白地有償
運送への移行など、様々な手法を取り入れながら、市民の移動
手段を確保する。

（３）生活の自立に向け
た支援

【福祉部】
・障がい者福祉手当等の支給、障がい福祉サービスや医療費の自己負担を助成す
ることにより、経済的負担を軽減し、必要とするサービスが利用できる環境が整備さ
れた。
・障がい者の一般就労が増加し、社会参加の促進、地域での自立した生活が促進さ
れた。
・一般就労した障がい者が安定した生活を送るための支援が必要である。

【福祉部】
・障がい福祉手当等の支給、障がい福祉サービスや医療費の
自己負担に対する支援などにより、障がい者の経済的負担の
軽減を図る
・一般就労した障がい者の就労定着支援サービスの利用促進
などにより、就労生活の継続支援をすすめる。

（４）住まいの確保の促
進

【福祉部】
・グループホームの施設整備に対する支援、住宅改造に対する支援により、地域に
おける障がい者の住環境が整備された。

【福祉部】
・住宅改修に対する支援などにより、住み慣れた家で安全に暮
らし続けられる環境を整備する。

（５）権利擁護の充実

【福祉部】
・障がい者虐待等の相談窓口が充実し、早期発見・早期対応につながった。
・成年後見制度の普及・啓発により、市民の認知度が向上した。
・成年後見制度の利用者は増加傾向にあり、後見業務を行う人材が不足している。

【福祉部】
・相談窓口の周知などにより、障がい者虐待の早期発見・早期
対応につなげる。
・関係する職種や関係機関による地域連携ネットワークを構築
し、成年後見制度の普及や利用促進を図る。

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）相談支援体制の充
実

【福祉部】
・福祉サービス総合相談支援センター等を設置し、相談窓口を一元化することによ
り、相談者への対応、関係機関との連携がスムーズに行えるようになった。
・相談件数の増加、相談内容の複雑化に伴い、さらなる体制の強化が必要である。
・障がいの種別に応じた専門的な相談支援事業所、福祉サービス総合相談支援セ
ンターの設置により、支所地域における相談支援体制も構築されるなど、市全域に
おいてサービスを受けるための相談窓口が増加した。
・障がい者の状態は多様であり、困難事例に対する相談支援員等の資質向上が求
められる。

【福祉部】
・福祉サービス総合相談支援センター等の体制強化及び各種
相談員のスキルアップを行う。
・相談支援事業所への専門的な指導、助言、研修等を行い、相
談支援員の能力の向上を図る。

（２）障がい福祉サービ
スの充実

【福祉部】
・新たな障がい施設等の整備、障がい福祉サービスや地域生活支援事業の充実を
図り、障がい者がサービスを受けられる環境整備が促進された。
・医療依存度の高い在宅の障がい者が利用できる施設が整備されたが、施設サー
ビスのニーズは引き続き多い状況にある。

【福祉部】
・利用者のニーズを踏まえたサービスの充実を図る。
・医療依存度の高い在宅の障がい者が利用できる施設の充実
を図る。

特別な配慮が必要な障がい者の外出に係る費用
負担の軽減や身体障がい者福祉センター等の運
営などによる交流の場の確保

・平成29年度より、人工透析療養者の通院にかか
るタクシー利用料に対する補助制度を創設した。
・平成29年度より、定期的な通所や通院に公共交
通機関を利用している障がい者の定期券購入費
用に対する補助制度を創設した。
・平成30年度より、自家用車による通所等を助成
対象とした。
・身体障害者福祉センターの運営を指定管理者に
委託し、利用者のサービス向上を図った。

福
祉
部

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 福祉部／都市政策部

（
６

）
社
会
参
加
の
支
援

手話通訳奉仕員・要約筆記奉仕員の養成や手話
通訳者養成講座受講者への支援などによるコミュ
ニケーション手段の確保

5

・手話通訳奉仕員養成講座を定期的に開催し、奉
仕員のスキルアップを図った。
・手話通訳者の増加を目的に、平成30年度より手
話通訳者養成講座を開催した。
・手話通訳者の資格取得を目的とした研修費用の
助成を行った。

福
祉
部

耳マークやほじょ犬マーク等の障がい者に関する
マークの普及啓発や障がい者団体等の活動への
支援などによる障がいへの理解と配慮の促進

・高山市地域自立支援協議会の地域生活・権利擁
護部会が中心となり、障がいに対する理解と配慮
を求めていくために、広報たかやまにシリーズ「障
がいのある方への理解を深めましょう」を掲載し
た。
・平成29年度より、「ヘルプマーク」の普及啓発に
努めた。

福
祉
部

自動車の改造やタクシー利用への支援、リフトバ
ス・自主運行バスの運行などによる外出時の移
動手段の確保

・自動車の改造費用に対する助成を行った。
・重度障がい者等のタクシー利用料の一部を助成
した。
・リフトバスの運行費用に対する助成を行い、障が
い者の外出手段の確保を図った。
・平成30年度より、ユニバーサルデザインタクシー
の導入費用に対する補助制度を創設した。

福
祉
部

・自主運行バスについては、デマンド運行（予約
制）や小型車両による少量運送への切り替えな
ど、運営の効率化をすすめた。

都
市
政

策
部
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ●

H31

目標値

H31
（中間）

R6

1位
順位

（20項目中）

H25 H26 H27 H28 H29 H30

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

4,053 3,763 5,000 6,000

46.3%
順位

（34項目中）
21位 回答比率 47.8%

44.0%

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇しており、取り組みがすすんでいると感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げる
べき

H30 回答比率

順位
（36項目中）

27位 回答比率 46.3%
順位

（20項目中）
1位

順位
（20項目中）

1位

H31 回答比率 38.8%

R2 回答比率 47.5%
順位

（36項目中）
22位 回答比率

1位

H28 回答比率 46.6%
順位

（34項目中）
23位 回答比率 42.6%

順位
（20項目中）

1位

49.6%
順位

（34項目中）
21位 回答比率 45.4%

順位
（20項目中）

H29 回答比率

回答比率 47.2%
順位

（20項目中）
1位

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「高齢者が生きがいを持ち、安心して暮らせる 環境が整っている」
と感じている市民の割合

急激な高齢者の増加への対応

H26 回答比率 47.1%
順位

（34項目中）
23位

２　市民アンケートの結果

シルバー人材センター会員数 人 857 870 856 836 801

- 47.1 - 46.6 49.6 46.3
「高齢者が生きがいを持ち、安心して暮ら
せる 環境が整っている」と感じている市民
の割合

％

要介護認定率 ％

781 890809

18.6 19.5以下 21.4以下

38.8 ↗ ↗

18.2 18.1 18.4 17.9 18.1 18.2

4.7 5.7 6.3 6.9 7.4 5

介護予防活動を行う自主活動グループに
参加する高齢者数

人

市民に占める認知症サポーター養成講座
の受講者の割合

％ 1.9 3.9

3,923 4,153 4,205 4,032 3,984

8

ボランティア活動を行う高齢者数（年間） 人 800 700 800 850 1,000 1,100770 793 792

新たに要介護（要支援）認定を受ける高齢
者の平均年齢

歳
男 78.45
女 80.95

79.01
81.32

79.09
81.15

79.87
81.88

80.77
82.21

80.16
82.67

81.00
82.06

79
82

80
83

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （3）安定した就労機会の確保

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 4　福祉・保健 基本目標
やさしさにつつまれ健やかに
暮らせるまち

個別分野

①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の
充実

高齢者福祉

主要課題

・一人ひとりが介護予防の重要性を認識し、高齢になっても出来る限り健康で自立した生活を送ることが出来るための取り組みを充実させる
必要があります。
・支援が必要な高齢者の日常生活を支える担い手として、地域住民やボランティア、元気な高齢者が参加しやすい環境を整える必要がありま
す。
・認知症高齢者を支える地域づくりをすすめるとともに、その権利と財産を守る取り組みを充実させる必要があります。
・医療と介護などが連携して要介護（要支援）認定者や家族の状況に応じたきめ細かなサービスを提供する必要があります。
・介護に従事する人材を確保する必要があります。
・豊かな知識と経験を持つ高齢者が、地域社会の中で活躍できる場を整える必要があります。

目指す姿
・高齢者が心身ともに健康で、住み慣れた地域で自分らしく暮らしています。
・介護や支援の必要な高齢者が、心身の状態に応じて必要なサービスを利用しながら安心して暮らしています。
・元気な高齢者が経験や能力を活かしながら、地域の様々な分野で活躍しています。

取り組みの方向
性

・生活実態に応じたサービスの提供や在宅介護の支援などにより住み慣れた地域での生活を支援します。
・医療・介護・福祉・地域の連携強化や高齢者へのきめ細かな相談支援の推進などにより地域包括ケアシステムの構築を推進します。
・元気な高齢者が生活支援の担い手として参加できる仕組みの構築や市民の自主的な予防活動の支援などにより介護予防を推進します。
・認知症高齢者を支える地域づくりの推進や認知症の早期発見・早期診断体制の充実などにより認知症高齢者の支援を行います。
・必要な介護サービスの確保やサービスの質の向上などにより介護保険制度を円滑に運営します。
・交流の促進や生きがいづくり活動の支援などにより生涯現役世代として活躍の場を創出します。
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1

2

5

6

7

1

2

1

2

3

4

5

（
３

）
介
護
予
防
の
推
進

パンフレットの配布や研修会の開催などによる介
護予防意識の向上

・窓口でのパンフレットの配付や、介護予防教室の
開催により、介護予防意識の向上に努めた。
・元気な高齢者が要介護（要支援）状態にならず、
健康を維持できるよう、健康教室（ひざ腰元気教
室）を開催した。

福
祉
部

介護予防ボランティアの育成などによる元気な高
齢者が生活支援の担い手として参加できる仕組
みの構築

適切な介護予防ケアマネジメントに基づく心身の
状態に応じた介護予防メニューの提供や自主活
動グループへの支援などによる介護予防の推進

・要介護（要支援）になる可能性がある高齢者に対
し、自立した生活の維持と介護予防を図るため、
通所型介護予防教室（にこにこ教室）を実施した。
・健康教室を修了した人が、自主活動グループに
よる活動を継続できるよう支援し、介護予防を推進
した。

福
祉
部

要介護（要支援）状態となる可能性が高い高齢者
の早期発見による介護予防活動への参加促進

・民生児童委員による高齢者世帯の訪問時に、閉
じこもりや認知症などにより支援が必要な高齢者
を把握し、介護予防事業への参加を促した。
・軽度認知障がいの簡易検査を行った高齢者に対
し、認知症予防教室への参加や医療機関への受
診を促した。

福
祉
部

・元気な高齢者が生活支援の担い手となるよう、
地域の出前講座などにより、地域の支え合いにつ
いて啓発した。

福
祉
部

ボランティア団体や介護サービス事業者等との協
働などによる新たな介護予防サービスの推進

・介護サービス事業者以外が生活支援サービスを
提供する場合の単価を設定し、新たな介護予防
サービスの担い手の参入を図った。

福
祉
部

介護用品の給付や介護に関する知識の普及など
による在宅介護の支援

・在宅で寝たきり高齢者等を介護する家族の経済
的負担を軽減するため、介護度に応じておむつ等
の介護用品の購入費に対する支援を行った。
・介護者相談室を開設し、介護に関する相談を受
け、身体的・精神的負担の軽減など在宅介護者の
支援を行った。

福
祉
部

地域や事業所と連携した見守り活動や緊急通報
システムの普及などによる緊急時の対応や見守
り体制の整備

・民生児童委員や地域見守り推進員による高齢者
世帯の見守り活動や安否確認を推進した。
・高齢者等見守りネットワーク事業を開始し、民間
事業者による地域の見守り活動を推進した。
・在宅のひとり暮らし高齢者を対象に、安否確認や
急病時等の緊急事態に対応するため、緊急通報
システムの設置を推進した。
・徘徊のある認知症高齢者を介護する方に、現在
位置を示す徘徊高齢者探索システムの携帯端末
機の貸与を行った。

福
祉
部

（
２

）
地
域
包
括

ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の

構
築

医療・介護関係者のネットワークの構築や地域ケ
ア会議の充実などによる医療・介護・福祉・地域
の連携強化

・地域の医療・介護関係者による会議の開催や地
域ケア会議などにより、医療・介護・福祉・地域の
連携強化を図った。

福
祉
部

地域の特性を考慮した地域包括支援センターの
機能強化などによるきめ細かな相談支援の推進

・各支所に専門職を配置し、相談体制の強化を
図った。

福
祉
部

都
市
政
策
部

（
１

）
住
み
慣
れ
た
地
域
で
の
生
活
の
支
援

福祉サービス総合相談支援センターの設置など
による児童、高齢者、障がい者、生活困窮者など
あらゆる市民の生涯にわたる切れ目のない総合
的な相談支援体制の充実

・本庁舎に福祉サービス総合相談支援センター、
在宅医療サポートセンター、地域包括支援セン
ター、こども発達支援センターを設置するとともに、
各支所にブランチ職員を配置し、相談支援体制の
充実を図った。

福
祉
部

食事や買い物、除雪など生活実態に応じたサー
ビスの提供

・在宅のひとり暮らし高齢者等に対する簡易な日
常生活の援助を行う軽度生活援助や特別食が必
要な高齢者に対する配食サービス、高齢者世帯の
屋根雪下ろし費用に対する支援を行った。

福
祉
部

自主運行バスの運行や高齢者バス優待券の利
用助成などによる外出の支援

・高齢者の日常生活における外出を支援するた
め、市民税非課税の高齢者に対する高齢者バス
優待乗車証購入費の一部助成を行った。
・公共交通機関の利用が困難な支所地域の高齢
者に対し、通院や生活必需品購入のための外出
支援事業を実施した。

福
祉
部

・自主運行バスについては、デマンド運行（予約
制）や小型車両による少量運送などへ切り替える
など、効率化を図りながら、継続的に市民の移動
手段を確保した。
・高齢者の運転免許自主返納者に対する支援とし
て、自主運行バスの利用回数券を交付した。

4
地域やボランティア団体、ＮＰＯなどとの協働のま
ちづくりによる日常生活への支援体制の整備

・日常生活の支援が必要な高齢者の在宅生活を
継続していくため、生活支援コーディネーター（地
域支え合い推進員）を配置し、地域資源やニーズ
の把握、地域住民による支え合い活動を推進し
た。

福
祉
部

・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働を
促進するため、市民活動事業補助金を拡充した。
・まちづくり協議会の主体的な取り組みに対し、協
働のまちづくり支援金を交付し、活動を支援した。
・各まちづくり協議会の福祉部門担当者を対象に、
福祉研修会を開催した。
・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働の
促進を目的に、協働のまちづくりフォーラムを開催
した。

市
民
活
動
部

・要介護状態にある高齢者の住宅改造に対する支
援を行い、在宅生活の継続及び安全安心な生活
の確保を図った。

福
祉
部

3

心身の状態に応じた住宅改修への支援などによ
る安全な住まいの確保

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み
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1

2

3

1

2

3

4

5

1

2

4
職業紹介やシルバー人材センターへの支援など
による高齢者の技術や経験の活用促進

・シルバー人材センターに対する支援により、高齢
者の技術・経験を活用することができた。

商
工
観

光
部

介護事業者・従事者への指導や研修会の開催な
どによる介護サービスの質の向上

・集団指導の実施や介護支援専門員に対する研
修会の開催などにより、介護サービスの質の向上
に努めた。

福
祉
部

（
６

）
生
涯
現
役
世
代
と
し
て
の
活
躍
の
場
の
創
出

老人福祉センター等の高齢者の集いの場の提供
などによる閉じこもりの予防と交流の促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（3）安定した就労機会の確保
①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の充実
・また、高齢者の生きがいづくりとして、地域に老若男女が
集い交流できる場づくりを進めるとともに、技術や経験が
活かされるよう、職業紹介、定年延長・再雇用の促進、シ
ルバー人材センターへの支援などを実施する。

★老人福祉センター等において、保健体育活動や
文化活動など各種事業を実施し、生きがいづくり
につながるような社会参加や多世代交流の場を提
供した。

福
祉
部

健康農園の提供や長寿会への支援などによる高
齢者の生きがいづくり活動の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（3）安定した就労機会の確保
①若者・女性・障がい者・高齢者の就労機会の充実
・また、高齢者の生きがいづくりとして、地域に老若男女が
集い交流できる場づくりを進めるとともに、技術や経験が
活かされるよう、職業紹介、定年延長・再雇用の促進、シ
ルバー人材センターへの支援などを実施する。

★農地を持たない高齢者の生きがいづくりのた
め、健康農園を貸出し、健康増進や介護予防、交
流の場を提供した。
★社会貢献活動や趣味活動などが継続できるよう
長寿会の各種活動の運営費に対する支援を行っ
た。

福
祉
部

3
人材登録制度の創設などによる高齢者の経験や
能力を活かす体制の整備

・高齢者の豊富な経験や知識、技術を活かし、生
涯現役で活躍する場を提供するため、「生涯学習
人材登録制度」を整備し、人材登録方法を周知し
た。

福
祉
部

・生涯学習人材登録制度を創設（H29年度）し、学
んだ知識や経験を地域の課題解決や魅力づくりに
つなげる「たかやま人材リスト」への登録や活用促
進につながる啓発活動を行った。
（H31　登録：82件、活用：21回　966人参加）

市
民
活
動
部

・雇用機会を提供することにより、高齢者の生きが
いの創出や経験・技術を活かすことができた。

商
工
観

光
部

所得状況に応じた保険料の設定などによる公平
な介護保険の推進

・所得状況に応じた介護保険料段階の設定によ
り、公平な負担による介護保険事業を推進した。

福
祉
部

介護保険料の負担軽減などによる低所得者や被
災者等の介護サービス利用の促進

・介護保険料や介護サービス利用料の負担軽減
などにより、低所得者や被災者等の介護サービス
利用を促進した。

福
祉
部

事業者の参入促進などによる必要な介護サービ
スの確保

・今後必要となる介護サービスについて公募によ
る介護サービス事業者の参入などを行い、必要な
介護サービスの確保を図った。

福
祉
部

関係機関や近隣自治体との連携などによる介護
人材確保の促進

・県や近隣自治体と介護人材の確保に向けた懇談
会を実施した。
・介護サービス事業者に対する介護ロボット導入
費用や、介護職員初任者研修受講費用の助成を
実施し、介護人材の確保を図った。

福
祉
部

（
４

）
認
知
症
高
齢
者
の
支
援

認知症サポーターの養成や認知症に関する情報
の提供などによる地域で認知症高齢者や家族を
支える意識の醸成

・認知症になっても安心して暮らせるまちづくりの
ため、認知症サポーター養成講座や認知症に関
する講演会を開催し、認知症への理解を深めるた
めの啓発を行った。
・徘徊のおそれがある認知症の人を登録し、行方
不明時の早期発見・保護につなげる認知症高齢
者等ＳＯＳネットワーク事業を開始し、認知症の人
や家族を支援した。

福
祉
部

認知症ケアパスの普及などによる認知症の早期
対応に向けた体制の整備

・認知症高齢者の在宅生活支援に関する介護
サービスなどの情報をまとめ、状態に応じて適切
なサービスを受けられるよう、認知症ケアパスを作
成・配布した。

福
祉
部

成年後見制度の普及・啓発や制度利用への支
援、後見業務を行う人材の育成などによる認知症
高齢者の権利擁護の推進

・成年後見制度の普及啓発や利用促進を図るた
めの講演会を開催した。
・親族に代わり、市長が成年後見（保佐・補助）の
申立てを行い、身寄りのない高齢者の支援を行っ
た。

福
祉
部

（
５

）
介
護
保
険
制
度
の
円
滑
な
運
営
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（６）生涯現役世代として
の活躍の場の創出

【福祉部】
・老人福祉センター等で各種事業を実施し、高齢者の生きがいづくりにつながる取り
組みを行った。
・長寿会活動に対し、運営費を助成することで、活動が継続できるよう支援した。
【商工観光部】
・元気な高齢者の雇用や活躍の場の提供が必要である。
【市民活動部】
・市民や団体等が持つ豊かな知識や技術、経験を、地域の課題解決を図りながら魅
力あるまちづくりに活かし、生きがいにつながる活躍の場として、生涯学習人材登録
制度「たかやま人材リスト」の登録件数の増加や活用促進を図った。

【福祉部】
・健康増進や趣味、交流などの目的で活動できる場の提供など
により、高齢者の生きがいづくりの促進を図る。
・社会活動への参加などにより、元気な高齢者が経験や能力を
活かしながら活躍できる場を創出する。
【商工観光部】
・高齢者の経験や技術を活かすことのできる就労の機会の提供
を図る。
【市民活動部】
・高齢者に「たかやま人材リスト」への登録を促し、活躍の場を
創出する。

（３）介護予防の推進

【福祉部】
・元気な高齢者が要介護（要支援）状態にならず、健康を維持できるように健康教室
（ひざ腰元気教室）や、教室修了者への継続的な支援を実施し、介護予防を推進し
た。
・要介護（要支援）になる可能性がある高齢者に対し、通所型サービスを提供し、自
立した生活の維持に取り組んだ。
・高年者台帳による調査や軽度認知障がいの検査などにより、介護認定を受けてい
ない虚弱な高齢者を把握し、介護予防事業やサービス利用の支援を行った。
・健康教室や社会参加など、介護予防につながる活動に参加する高齢者を増加させ
る必要がある。

【福祉部】
・元気な高齢者が生活支援の担い手として参加する場をつくり、
健康増進や介護予防を図る。
・要介護（要支援）になる可能性がある高齢者を把握し、その人
に合った介護予防事業やサービスの提供により、自立した生活
の維持を図る。
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施により、効率的か
つ効果的な健康づくりや介護予防を推進する。

（４）認知症高齢者の支
援

【福祉部】
・認知症サポーター養成講座や認知症に関する講演会を開催し、認知症に対する理
解を深めるための啓発を行った。
・徘徊のおそれがある認知症の方を登録し、行方不明時の早期発見・保護につなげ
る認知症高齢者等ＳＯＳネットワーク事業を開始し、認知症の人や家族を支援した。
・認知症高齢者の在宅生活を支援するため、介護サービスを分かりやすくまとめた
認知症ケアパスを作成して市民や事業者へ配付することにより、適切なサービスを
受けられるよう支援した。
・成年後見制度に関する講演会を開催し、高齢者の権利擁護を推進した。
・市民の認知症に対する理解を深めることや、成年後見制度の普及啓発が必要であ
る。

【福祉部】
・市民の認知症に対する理解を深めるとともに、認知症高齢者
等ＳＯＳネットワーク事業の周知や登録促進を図り、認知症に
なっても安心して暮らしやすいまちづくりを推進する。
・認知症高齢者が状況に応じて適切なサービスを受けられるよ
う、認知症ケアパスの活用を推進する。
・関係する職種や関係機関による地域連携ネットワークを構築
し、成年後見制度の普及や利用促進を図る。

（５）介護保険制度の円
滑な運営

【福祉部】
・所得状況に応じた介護保険料の負担や、低所得者及び被災者等に対する介護保
険料や介護サービス利用料の負担軽減により、公平な介護保険事業を推進した。
・不足している介護サービスについて、公募によるサービス事業者の参入を促し、必
要な介護サービスの確保を図った。
・介護事業者に対する集団指導の実施や、介護支援専門員に対する研修会の開催
などにより、介護サービスの質の向上に努めた。
・介護サービスを必要とする高齢者の増加に対応するため、必要な介護サービス量
の確保とそのサービスを提供する介護人材の確保が必要である。

【福祉部】
・各種助成制度等を周知し、低所得や被災された場合において
も必要な介護サービスが利用できる環境を整える。
・関係機関や近隣自治体と連携し、実効性のある介護人材確保
策について検討をすすめる。
・介護給付を必要とする受給者を適切に認定するとともに、受給
者が必要とするサービスの提供を促すことにより、持続可能で
円滑な介護保険制度の運営を行う。

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）住み慣れた地域で
の生活の支援

【福祉部】
・福祉サービス総合相談支援センターを設置し、相談窓口を一元化することにより、
相談者への対応、関係機関との連携がスムーズに行えるようになった。
・相談件数の増加、相談内容の複雑化に伴い、さらなる体制の強化が必要である。
・配食サービスや外出支援、見守り体制の整備、在宅介護者への支援を実施し、高
齢者の在宅生活を支援した。
・日常生活の支援を必要とする高齢者世帯が増加する中、地域住民やボランティア
団体、ＮＰＯ等による生活支援体制の整備が求められている。
【市民活動部】
・「安全、安心がまちづくりの基礎」とのまちづくり協議会の共通認識のうえで、各地
域において、子どもや高齢者の見守りなどの事業が展開されている。
・市民活動団体とまちづくり協議会が役割を分担して事業に取り組むなど、多様な主
体の協働による事業展開が促進された。
・協働のまちづくりを促進するため、市民理解の促進、多様な主体による協働の仕組
みづくり、地域活動を担う人材育成に取り組む必要がある。
【都市政策部】
・自主運行バスについては、デマンド運行（予約制）や小型車両による少量運送へ切
り替えるなど、効率化を図りながら、継続的に市民の移動手段を確保している。
・バスの運行に当たっては、便数や路線の増加の要望があるが、経費の増加のほ
か、車両や運転者の不足により、要望に対応することが困難な状況である。

【福祉部】
・福祉サービス総合相談支援センター等の体制強化及び各種
相談員のスキルアップを図る。
・買い物支援など生活実態に応じたサービスの提供などにより、
高齢者の在宅生活の支援をすすめる。
・住宅改修に対する支援などにより、住み慣れた家で安全に暮
らし続けられる環境を整える。
・地域住民等によるボランティアや高齢者の社会参加を促進し、
生活支援体制を整備する。
【市民活動部】
・まちづくり協議会が地域課題の解決など主体的に取り組む活
動に対する支援を行う。
・まちづくりに参画する人材育成に向けた研修会や協働のまち
づくりフォーラムの開催、市民活動団体の組織化、団体の自
立、協働の促進を目的とした財政支援などにより、多様な主体
による協働を推進する。
【都市政策部】
・停留所の追加や移設、ダイヤの変更などに対応し、自主運行
バスの効果的な運用を図る。
・バス運行のほか、タクシーや地域団体が運行する空白地有償
運送への移行など、様々な手法を取り入れながら、市民の移動
手段を確保する。

（２）地域包括ケアシステ
ムの構築

【福祉部】
・地域包括支援センターの専門性を生かし、身近な地域で気軽に相談できる体制を
整備し、その人に合ったサービスが受けられるよう支援を行った。
・医療機関や介護事業者など多職種が連携し、課題の把握や情報連携に向けたＩＣ
Ｔの活用など、医療・介護連携の推進に取り組んだ。
・多職種が参加する地域ケア会議を市内12地区で開催し、高齢者をとりまく地域課
題や個別ケースの検討を行った。

【福祉部】
・地域包括ケアシステムの構築により、住み慣れた地域で安心
して暮らし続けられる環境を整える。
・地域包括支援センターの評価などにより、課題を把握し、一層
の機能強化を図る。
・地域ケア会議を定期的に開催し、地域の課題解決や高齢者の
自立支援・重度化防止に取り組む。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 福祉部／市民活動部／都市政策部／商工観光部
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ● ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 4　福祉・保健 基本目標
やさしさにつつまれ健やかに
暮らせるまち

個別分野 保健

主要課題
・市民が生涯にわたって健康づくりに取り組むことができる環境を整える必要があります。
・市民が自らの身体の状況を把握し、疾病の予防に取り組むことができる環境を整える必要があります。

目指す姿
・市民が正しい知識を習得し、健康で長生きするための生活習慣が身についています。
・市民が健康診査などで自らの健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見・治療をしています。

取り組みの方向
性

・「自分の健康は自分で守る」という意識の高揚や心身の健康に関する相談体制の充実、食育の推進などにより健康づくりの支援を行いま
す。
・母子・成人保健の推進や生活習慣改善の支援、感染症拡大防止の推進などにより予防対策を推進します。

H29 H30 H31

目標値

②妊娠・出産に係る負担の軽減

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （4）健康づくりの推進 ①生涯現役に向けた健康づくりの充実

H31
（中間）

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備

がん（胃・大腸・肺・乳・子宮頸がん）検診受
診率（年間）

％

運動習慣者（30 分・週 2 回以上の運動を
1 年以上継続している人）の割合（20 歳～
64 歳）

％

指標名

34

39.9 38.4 39.5 40.6 42.0 38.5 40.6

20.6 20.5 20.7 22.2 21.4 21.2

50

メタボリックシンドロームの該当者及び予
備群 の減少率（対平成 20（2008）年度）

％ 18.0 26.2 28.6

単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25

25.2 22.3 18.4 18.4 25 25

H26 H27 H28

22.4 34

「主体的な健康づくりや病気の予防に取り
組む環境が整っている」と感じている市民
の割合

％ - 58.5 -

定期予防接種率（Ａ類疾病） ％ 78.7 78.6 94.1 85.7 93.9 96.1

60.2 59.8 55.4 54.5 ↗ ↗

91.5 95 95

乳幼児健診受診率（年間） ％ 94.5 95.1 96.4

合計特殊出生率 ‰ 1.67 1.62 1.65 1.60 1.75 1.74

96.7 97.2 97.0 97.6 100

- 1.8

36.2%
順位

（20項目中）
2位

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「主体的な健康づくりや病気の予防に取り組む環境が整っている」と感じている市民の割合 医療・福祉サービスの確保

順位
（20項目中）

2位

38.9%

H26 回答比率 58.5%
順位

（34項目中）
16位 回答比率

H28 回答比率 60.2%
順位

（34項目中）
16位 回答比率

H29 回答比率 59.8%

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位も上位 →　＜重点維持＞重点的に事業を実施し、高い水準を維持すべき

R6

順位
（34項目中）

17位 回答比率

順位
（20項目中）

2位

17位 回答比率 38.3%
順位

（20項目中）
2位

36.6%

40.3%
順位

（20項目中）
2位回答比率

R2 回答比率 54.1%
順位

（36項目中）
17位 回答比率 39.4%

順位
（20項目中）

2位

H30 回答比率 55.4%
順位

（34項目中）

H31 回答比率 54.5%
順位

（36項目中）
15位

50
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1

2

3

4

5

6

7

8

1

3

4

5

6

7

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

乳幼児相談や妊婦・赤ちゃん教室、家庭訪問など
による子どもの発達に応じた育てる力の向上の支
援

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
②妊娠・出産に係る負担の軽減
・また、子どもの発達に応じた育児支援を充実し、子を持
つ親の不安・負担感の軽減を図るため、乳幼児相談、妊
婦・赤ちゃん教室、家庭訪問などを実施する。

★妊婦教室や赤ちゃん教室を開催した。
★生後4か月までの乳児のいる全ての家庭を対象
に家庭訪問を行った。
★7か月、10か月、2歳の時期に乳幼児相談を行
い、育児支援を行った。

市
民
保
健
部

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
②妊娠・出産に係る負担の軽減
・母子保健を推進するため、妊婦・乳幼児健康診査の充
実、新生児聴覚検査などを実施する。

★妊婦健診や新生児聴覚検査の受診券を交付し
た。
★成長の節目となる時期（4か月・1歳6か月・3歳）
に乳幼児健診を行い、育児支援を行った。

市
民
保
健
部

（
１

）
健
康
づ
く
り
へ
の
支
援

健康づくり団体やスポーツ関連団体との協働など
による健康づくり活動の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（4）健康づくりの推進
①生涯現役に向けた健康づくりの充実
・市民の健康づくりを促進するとともに、健康意識の高揚
を図るため、がん検診・健康診査の充実、健康づくり団体
やスポーツ関連団体との協働による健康づくり活動などを
進める。

★中学3年生から39歳までの健康診査や国保特定
健診、各種がん検診等を実施し、市民の健康意識
の高揚、疾患の早期発見、必要な生活習慣改善
のための生活指導を行った。
★健康づくり団体、スポーツ関連団体等と協働し、
健康祭りなどの健康づくり活動を実施した。

市
民
保
健
部

遊歩道の活用などによる自然を活かした健康づく
りの推進

・市内遊歩道の整備・周知等を図ると同時に、関係
団体との協働等によるウォーキングイベントを実施
した。

市
民
保

健
部

市民健康まつりや健康教育・講座などによる「自
分の健康は自分で守る」という意識の高揚

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（4）健康づくりの推進
①生涯現役に向けた健康づくりの充実
・ また、市民健康まつり、健康教育・講座等の実施、精神
保健についての講演会等によ るメンタルヘルスに関する
知識の普及などを進める。

★市民健康まつりや健康教育などを実施し「自分
の健康は自分で守る」という意識の高揚を図った。
★自らの健康に関心を深め、健康診査の受診や
生活習慣の改善など健康づくりに積極的に取り組
むことができるよう、健康ポイント事業を開始した。

市
民
保
健
部

精神保健についての講演会などによるメンタルヘ
ルスに関する知識の普及

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（4）健康づくりの推進
①生涯現役に向けた健康づくりの充実
・ また、市民健康まつり、健康教育・講座等の実施、精神
保健についての講演会等によ るメンタルヘルスに関する
知識の普及などを進める。

★出前講座等などの機会をとらえ、メンタルヘルス
に関する健康教育を実施した。
★ＷＥＢ版のメンタルヘルスチェックシステムを導
入し、精神保健に関する正しい知識の普及を図っ
た。

市
民
保
健
部

専門職を配置した相談日の開設などによる心身
の健康に関する相談体制の充実

・精神保健福祉士によるこころの健康相談や県が
実施する精神科医・弁護士等による精神保健相
談、各種精神保健相談について周知し、市民が早
期にニーズに応じた適切な相談支援が受けられる
体制を整備した。

市
民
保
健
部

食生活改善推進員の育成や活動への支援などに
よる食育の推進

・食生活改善推進員に対する学習会、新たな推進
委員育成のための栄養教室を開催し、活動の展
開を支援した。

市
民
保

健
部

特定不妊治療にかかる費用や借り入れ時の利子
への支援などによる出産を望む夫婦の経済的負
担の軽減

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
②妊娠・出産に係る負担の軽減
・出産を望む夫婦の経済的負担の軽減を図るため、特定
不妊治療等に対する支援などを実施する。

★不妊治療のうち、医療給付の対象とならない一
般不妊治療（人工授精）に対する助成を開始した。
★特定不妊治療については、妻の年齢が43歳未
満の場合は、県の上乗せ助成を含め10回の助成
を行った。

市
民
保
健
部

定期予防接種の実施や基本的な感染防止策の
普及などによる感染症予防の推進

・感染症予防の推進のため、定期予防接種等を実
施した。

市
民
保

健
部

新型インフルエンザ等の感染予防資材の備蓄・管
理などによる感染症拡大防止の推進

・新型インフルエンザ等の感染予防資材の備蓄・
管理を行った。

市
民
保

健
部

（
２

）
予
防
対
策
の
推
進

妊婦・乳幼児健康診査の充実や新生児聴覚検査
などによる母子保健の推進

2

・サポートブックの活用により、家庭を含めた一貫
した支援が可能となった。

教
育
委

員
会

がん検診や健康診査の充実などによる成人保健
の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（4）健康づくりの推進
①生涯現役に向けた健康づくりの充実
・市民の健康づくりを促進するとともに、健康意識の高揚
を図るため、がん検診・健康診 査の充実、健康づくり団体
やスポーツ関連団体との協働による健康づくり活動などを
進める。

★中学3年生から39歳までの健康診査や国保特定
健診、各種がん検診等を実施し、市民の健康意識
の高揚、疾患の早期発見、必要な生活習慣改善
のための生活指導を行った。

市
民
保
健
部

保健・福祉・教育の連携などによる子どもの成長
過程に応じた切れ目のない支援体制の充実

・子ども発達支援センターに保健・福祉・教育分野
の専門員を配置し、相談支援や発達検査、園訪
問、障がい児通所支援など子どもの成長過程に応
じた途切れのない支援を実施した。

福
祉
部

学校・職場健康診査結果の活用などによる生涯
を通じた健康管理の支援

・健診対象者を中学3年生まで引き下げたほか、全
国健康保険協会から受託を受け保健指導を実施
するなど、生涯を通じた健康管理の支援に努め
た。

市
民
保

健
部

メタボリックシンドローム該当者等への保健指導
などによる生活習慣改善の支援

・メタボリックシンドローム該当者等に対する訪問
指導や健康教育等を行い、生活習慣改善の支援
を行った。

市
民
保

健
部
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担当部局 市民保健部／福祉部／教育委員会

４　担当部局による総合計画の評価

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）健康づくりへの支援

【市民保健部】
・健康づくり団体などとの協働による健康まつりや健康教育・講演会などの事業に加
え、健康づくりの取り組みへのインセンティブを設けることにより、望ましい生活習慣
を実践するきっかけづくりをすすめた。
・遊歩道の整備や周知、イベントの開催のほか、水中運動事業を実施することによ
り、関節疾患などがある者の運動機能の維持向上が図られた。
・運動習慣者の増加が課題である。
・食育推進計画に基づく食育の推進に加え、3歳児健診に尿中塩分測定を導入し、
幼児期からの望ましい食のあり方に関する支援の充実が図られた。
・健康づくりへの意識が低い者、取り組みが困難な者に対する効果的な事業実施が
課題である。

【市民保健部】
・引き続き各種事業の実施により、市民の健康づくり活動を推進
する。
・「自分の健康は自分で守る」という意識の高揚を図るため、より
効果的な手法について検討をすすめる。
・食事や運動、禁煙などの生活習慣の改善に取り組むことがで
きる環境の充実を図る。

（２）予防対策の推進

【市民保健部】
・妊婦及び乳幼児健診に加え、心身ともに不安定な状況になりやすい産後健診を実
施することにより、母子保健の推進が図られた。
・自らの健康状態を把握する各種健診事業について、対象年齢の引き下げ（健康診
査）や無料化の範囲拡大（健康診査・がん検診）などを行うことにより、受診者の増
加や受診率の向上が図られた。
・健康に無関心な層に対する効果的な働きかけを検討する必要がある。
・中学3年生から健康診査の対象とし、社会保険加入者への保健指導を受託したこ
とにより、より多くの市民に生活習慣改善に向けた支援を行うことができた。
・健康診査の結果に基づき、若年期から高齢者までライフサイクルに応じて途切れる
ことなく生活習慣病の発症・重症化予防の取り組みを行った。
・加齢に伴うフレイル予防など、健康寿命の延伸のための取り組みを推進した。
・高齢者の心身の多様な課題に対し、きめ細やかな支援を実施するため、検診、医
療、介護の連携や一体的な実施が必要となっている。
・高地の特性を活かした健康づくり活動について、大学との連携による研究を行っ
た。
【福祉部】
・子ども発達支援センターの設置や公認心理師の配置などにより、子どもの成長過
程に対応した途切れのない支援につながった。
【教育委員会】
・就学前児童に対する「朝のスタートプラン」の取り組みなどにより、在宅型の家庭教
育の推進を図った。
・サポートブックの活用により、家庭における子どもの成長過程の見届けや学校との
連携した取り組みの強化を図った。

【市民保健部】
・母子に関する健診の充実及び結果分析を行い、必要な施策に
ついて検討をすすめる。
・産後の精神的に不安定になっている母親の医療機関への入
院、通院に対する支援や助産師による訪問事業などにより、産
婦に対する心身のケアや育児サポートの充実を図る。
・健康診査やがん検診の受診率向上を図るため、効果的な啓
発や実施方法について検討をすすめる。
・ライフサイクルに応じた健康診査等の受診率向上や保健指導
の充実などにより、生活習慣改善を促進する。
・こころの健康やフレイル予防など、社会生活を健全に営むこと
ができる取り組みをすすめる。
・高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施をすすめる。
・大学との連携により、高地の特性を活かした健康づくり活動に
ついて検討をすすめる。
【福祉部】
・母子健康包括支援センターとの連携強化により、支援体制の
強化を図る。
【教育委員会】
・家庭教育の充実と途切れの無い支援を推進する。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

74.5 86.8 - 77.3 67.1 71.6 80

57.4

80

53.3

H29 回答比率 64.6%
順位

（34項目中）

順位
（20項目中）

2位

H31 回答比率 53.3%
順位

（36項目中）
18位 回答比率 40.3%

順位
（20項目中）

R2 回答比率 56.2%
順位

（36項目中）
16位 回答比率 39.4%

13位

16位 回答比率 38.3%
順位

（20項目中）
2位

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位も上位 →　＜重点維持＞重点的に事業を実施し、高い水準を維持すべき

2位

H30 回答比率 57.4%
順位

（34項目中）

回答比率 36.6%
順位

（20項目中）
2位

36.2%
順位

（20項目中）
2位

38.9%
順位

（20項目中）
2位

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「安心して医療を受けられる環境が整っている」 と感じている市民の割合 医療・福祉サービスの確保

H26 回答比率 60.6%
順位

（34項目中）
14位 回答比率

H28 回答比率 63.6%
順位

（34項目中）
11位 回答比率

「安心して医療を受けられる環境が整って
いる」 と感じている市民の割合

％

かかりつけの医師を持っている人の割合
（アンケート調査）

％ -

↗ ↗

R6

- 60.6 - 63.6 64.6

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 4　福祉・保健 基本目標
やさしさにつつまれ健やかに
暮らせるまち

個別分野 医療

①大学連携の強化

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備 ②妊娠・出産に係る負担の軽減

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む （5）大学連携の推進

主要課題

・必要な診療科の医師をはじめ医療従事者を確保する必要があります。
・地域性を考慮した医療体制の整備に取り組む必要があります。
・医療機関、市民、行政それぞれの役割を市民に周知し、医療及び救急の適正な利用について啓発する必要があります。
・医療施設の老朽化に対応し、施設整備を行う必要があります。
・医療費の増加や保険料収入の減少に対応できる安定的な医療保険制度を運営する必要があります。

目指す姿 ・関係医療機関等の連携や環境整備が図られ、市民が良質で適切な医療サービスを受けることができる体制が整っています。

取り組みの方向
性

・医療従事者の確保や疾病の早期発見・早期治療の促進、在宅医療提供体制の充実、へき地医療体制の確保などにより地域医療体制の充
実を図ります。
・救急医療体制の確保や休日夜間における市民の健康不安の解消などにより救急医療体制の充実を図ります。
・医療保険財政基盤の安定化や医療費の抑制などにより医療保険制度の円滑な運営を行います。

H31
（中間）

高山市第八次総合計画　施策評価シート

H31

目標値

H25 H26 H27 H28 H29 H30指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I
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1

2

3

4

5

1

2

3

1

2

（
３

）
医
療
保
険
制
度
の
円
滑
な

運
営

適正な資格管理に基づく保険料賦課・徴収やきめ
細かな収納対策、国民健康保険制度の広域化に
向けた取り組みなどによる医療保険財政基盤の
安定化

・年金の資格情報を活用した国民健康保険加入資
格の適正化を行った。
・国民健康保険の広域化に伴い、県単位で資格管
理を行うため、国保情報集約システムを導入した。
・コンビニ収納やＰayB（スマートフォン決済）、地域
通貨による決済、クレジット納付を開始し、納付方
法の多様化を図った。
・県や県内市町村と財政運営や事務の効率化に
ついて調整を行い、国民健康保険の広域化がなさ
れた。

市
民
保
健
部

医療費通知や後発医薬品（ジェネリック医薬品）
利用差額通知、制度の周知などによる医療費の
抑制

・被保険者に対する医療費通知や後発医薬品利
用差額通知の発送を行った。
・被保険者証更新時等に国保制度のパンフレット
を同封し制度の周知を行った。

市
民
保
健

部

（
２

）
救
急
医
療
体
制
の
充
実

休日診療所の運営や在宅当番医制・病院群輪番
制病院、救命救急センターの運営支援などによる
救急医療体制の確保

・市民の一次救急確保のため、三師会の協力を得
て、直営の休日診療所を運営した。
・二次救急や三次救急体制の確保のため、在宅当
番制・病院群輪番制病院や救命救急センターの運
営に対する支援を行った。

市
民
保
健
部

２４時間電話医療相談窓口（健康・医療相談ダイ
ヤル２４）の利用啓発などによる休日夜間におけ
る市民の健康不安の解消

.・特に休日や夜間における健康に関する不安の
解消のため、24時間電話医療相談窓口を設置す
るとともに、利用方法について、健康まつりや広報
誌、FM放送などでの啓発を行った。

市
民
保
健

部

救急医療の安易な受診をなくす意識啓発などに
よる適正な救急医療受診の促進

・24時間電話医療相談や日頃からかかりつけ医を
持つことの重要性について、健康まつりや広報
紙、FM放送などでの啓発を行った。
・休日診療所の利用案内ポスターを作成し、市内
医療機関等に掲示した。

市
民
保
健
部

（
１

）
地
域
医
療
体
制
の
充
実

中核病院における医療施設・機器の整備や病院
内保育所の運営への支援などによる医療確保の
ための環境整備の推進

・中核病院に対し、医療機器の整備や院内保育所
の運営に対する支援を行った。
・中核病院に対し、非常勤医師の確保に対する支
援を行った。

市
民
保
健

部

県・医療系大学・県内病院との情報共有や育成活
動、登録制度などによる医療従事者の確保

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（5）大学連携の推進
①大学連携の強化
・また、看護師等専門職の人材確保に向けた取り組みな
どを進める。
３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
②妊娠・出産に係る負担の軽減
・飛騨地域における周産期医療体制を確保するため、岐
阜県及び飛騨地域三市一村の連携による産科医確保な
どに向けた支援を実施する。

・中核病院に対し、初期臨床研修医確保に対する
支援を行った。
・国保直営診療所において、地域医療実習を積極
的に受け入れ、医学生や臨床研修医を育成した。
・地域の医療機関と連携して、医学生等を対象とし
た地域医療セミナーを開催した。
★潜在看護師の支援や再就職あっせん等を行う
県ナースセンターの飛騨サテライトを誘致した。
★飛騨地域三市一村で連携して、三次周産期医
療を担う中核病院における産科医の確保育成に
対する支援を行った。

市
民
保
健
部

市
民
保
健
部

直営診療所の運営や整備、中核病院との連携な
どによるへき地医療体制の確保

・民間医療機関が参入しない山間地域において直
営診療所を運営した。
・直営診療所における安定した医療の提供のた
め、必要な医療機器を整備した。
・県北西部地域医療センターに参加し、荘川地域
における安定した医療提供体制を整備し、より強
固な連携のしくみを整えるため、一般社団法人化
した。
・市内中核病院への患者紹介や逆紹介のほか、
代診医派遣や高度医療機器共同利用などの連携
を行った。

普段から病気や健康状態の相談ができるかかり
つけ医・歯科医、かかりつけの薬局を持つことの
普及啓発などによる疾病の早期発見・早期治療
の促進

・健康まつりや、広報誌、ポスター、FM放送などに
より、かかりつけ医等を持つことの大切さについて
啓発を行った。

市
民
保
健

部

県・中核病院・医師会・歯科医師会・薬剤師会や
保健・福祉分野を含めた多職種連携などによる在
宅医療提供体制の充実

・県、中核病院、三師会、市で構成する高山市地
域医療検討会議を開催し、在宅医療や救急医療
体制の充実等について協議した。

市
民
保

健
部

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局
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（１）地域医療体制の充
実

・市民が良質で適切な医療を受けられるよう、市内診療科の医師確保が図られた。
・平成29年度末に循環器内科医師が不足する事態が発生し、救急医療の提供体制
が不安定となった。
・初期臨床研修への助成、医学生等の地域医療セミナーの開催により、医療機関と
の連携や地元出身学生との交流が図られた。これらの取り組みがすべて地元就職
へつながるものではないため、啓発の方法や対象の見直しも必要である。
・直営診療所に必要な医師を確保し、必要な医療機器やスタッフを配置するなど環
境を整えることにより、山間地域においても、安定した医療を提供することができた。
・直営診療所の中には老朽化が進んでいる施設があり、適切な時期での更新が必
要となっている。

・安定した地域医療の確保、継続を目指す地域医療構想の実
現のため、中核病院や地域診療所等の役割分担、病床数の見
直し等を行い、各機関が連携した取り組みをすすめる。
・人材を確保し、持続可能な地域医療体制の構築を図るため、
基礎自治体を超えて医療機関が連携する新たなしくみ（地域医
療連携推進法人）に参画する。
・将来的な医師の確保のため、高等学校と連携した岐阜大学医
学部地域医療コースへ積極的に参画するとともに、医療人材に
関するセミナー事業の展開などをすすめる。
・周産期、小児科など不足する診療科の医師や開業医を安定
的に確保するなど、将来を見据えた課題の検討をすすめる。
・直営診療所は、公共施設等総合管理計画に基づき、適切な管
理を行う。
・南高山地域（久々野・朝日・高根）において、医療提供の拠点
となるセンター拠点診療所の整備をすすめる。

（２）救急医療体制の充
実

・休日診療所の運営、救命救急センター等への運営に対する支援などにより、貴重
な医療資源としての救急医療の機能を維持することができた。
・24時間電話医療相談ダイヤルを設置、啓発し、救急医療の不必要な利用の抑制を
図った。安易に救急医療を利用するケースがあるため、啓発の強化が必要である。
・市内中核病院の循環器内科医師の不足状態が解消されないことが、市民の救急
医療体制への不安につながっている。

・市民の安全安心な生活が維持されるよう、救急医療の確保を
すすめる。
・かかりつけ医を持つことや24時間電話医療相談ダイヤルの利
用などについて、各種広報媒体を活用して啓発を図り、安易な
救急医療の利用抑制を図る。
・圏域の自治体等との連携により、中核病院における救急医療
体制の整備をすすめる。

（３）医療保険制度の円
滑な運営

・年金資格情報の活用、国保情報集約システムによる県単位での資格管理により、
国保加入資格の適正化につながった。
・納付方法の多様化などにより、保険料の収納率が向上した。
・後発医薬品利用差額通知による後発医薬品への切り替えなどにより、医療費の抑
制につながった。
・国保が県単位化したが、法定外の市町村独自の事務が多くあり、効率化や標準
化、広域化が必要である。
・後発医薬品の利用率は70％を超えているものの、目標とする80％には達していな
い。

・県国保連携会議や作業部会において県内市町村と協議し、事
務の効率化、標準化、広域化をすすめる。
・口座振替等の推進や納付方法の多様化により、保険料の収
納率の向上を図る。
・後発医薬品の利用率が低い年代への啓発などにより、医療費
の抑制を図る。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 市民保健部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5,446 5,446

13.1 13.3 13.7 14.0 14.5

↗

23.8%
順位

（36項目中）
33位 回答比率

順位
（20項目中）

回答比率 28.0%
順位

（36項目中）
35位 回答比率

33位 回答比率
順位

（20項目中）

R2

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位 →　＜改善＞事業の実施方法・内容等について再確認し、満足度の水準を引き上げるべき

H30 回答比率 25.1%
順位

（34項目中）

順位
（20項目中）

H31 回答比率

順位
（20項目中）

H28 回答比率 26.0%
順位

（34項目中）
33位 回答比率

H29 回答比率 28.8%
順位

（34項目中）
33位 回答比率

順位
（34項目中）

32位 回答比率
順位

（20項目中）

順位
（20項目中）

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「保全と開発とのバランスのとれた秩序ある土地利用が行われてい
る」と感じている市民の割合

H26 回答比率 27.2%

２　市民アンケートの結果

- 26.0 28.8 25.1 23.8 ↗

地籍調査進捗率 ％

- 76 76

「保全と開発とのバランスのとれた秩序あ
る土地利用が行われている」と感じている
市民の割合

％ - 27.2

14.9 15.2 17 20

農業振興地域における農用地区域内の農
用地面積

ha 5,446 5,442 5,406 5,409 5,406 5,799 5,403

用途地域内都市的土地利用率（風致地区
含む)

％ 76 - - - - 77

R6

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

個別分野 土地利用

主要課題

• 今後の人口減少を見据え、地域コミュニティの確保に配慮しながら、インフラ整備の選択と集中や土地利用の複合化、生活に必要な施設の再
配置などにより持続可能な都市構造とする必要があります。
• 高山駅周辺の整備に合わせ、駅の東西が一体となったにぎわいと活力にあふれる中心市街地を形成する必要があります。
• 豊かな自然や農地、歴史・文化などの地域資源を保全・活用した土地利用をすすめる必要があります。
• 南海トラフ巨大地震や大規模水害、火山噴火などの発生が懸念される中、自然災害に強く、安全で安心して生活することができる土地利用を
すすめる必要があります。

目指す姿 ・地域特性を活かしつつ秩序ある土地利用が図られ、良好な生活空間が保たれています。

取り組みの方向
性

・土地の実態把握や秩序ある土地利用の推進などにより総合的な土地利用をすすめます。
・中心市街地における都市機能の集積、各地域の核となる地区における居住環境の向上や産業振興の促進などにより利便性を高める土地利
用をすすめます。
・良好な景観の保全・活用や農業生産基盤の整備、企業の集積や立地の促進などにより地域特性を活かす土地利用をすすめます。
・災害時のライフライン確保のための基盤整備や土地の安全性に対する意識の醸成などにより安全・安心を確保する土地利用をすすめます。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

高山市第八次総合計画　施策評価シート
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2

3

2

3

1

3

4

5

7

1

2

4

（
４

）
安
全
・
安
心
を
確
保
す
る
土
地
利
用

森林の保全などによる災害の防止や水源かん養
機能等の確保

・倒木処理支援事業による二次災害の予防（H27
～H29）を図った。
・県森林環境税を利用し、環境保全林の整備を
行った。

林
政
部

規制・誘導の実施などによる危険のおそれがある
場所等での開発の抑制

3
道路や上下水道施設の耐震化などによる災害時
におけるライフライン確保のための基盤整備

事業所等の新設・増移設への支援などによる企業
の集積や立地の促進

・企業立地支援制度により、企業の立地を促進し
た。

商
工
観

光
部

・緊急輸送道路や孤立集落となる道路などに架か
る橋りょうの耐震補強を計画的に行った。

建
設
部

・ハザードマップ等を活用し、過去に土砂災害等が
あった箇所では開発を控えるよう事業者等を指導
した。

都
市
政

策
部

・令和2年度に開始される緊急輸送道路等沿線の
危険木伐採箇所の選定を行った。

総
務
部

ハザードマップの活用などによる土地の安全に対
する意識の醸成

・ハザードマップを用いた自身の避難行動の検討
について啓発した。

総
務
部

・上水道基幹管路の耐震化整備中間目標（H31）
25％を平成29年度で達成した。
・宮川終末処理場の管理棟（建築部）について、耐
震補強を実施した。
・国府処理区三川及び栃尾処理区中尾について
耐震基準に基づいた下水管路を整備した。

水
道
部

・担い手への農地集積を促進するとともに、農業用
施設整備、荒廃農地の再生利用などに対する支
援を行った。

農
政
部

放牧場、畜舎、家畜排泄物処理施設等の周辺環
境に配慮した畜産関連施設の整備などによる畜
産生産基盤の整備

・畜産関連施設の整備にあたって、周辺環境に配
慮した施設となるよう指導した。

農
政
部

・利用間伐を促進するため、集運経費に対する支
援を行った。

林
政
部

（
３

）
地
域
特
性
を
活
か
す
土
地
利
用

重要伝統的建造物群保存地区やその周辺地域に
おける修理・修景、防災対策の実施などによる歴
史的町並みの保全

・建築物の修理修景、土蔵等修理に対する支援を
行った。

教
育
委

員
会

2

優良農用地の確保や集団化の推進、荒廃農地を
再生するための活動への支援などによる地域の
農業生産基盤の整備

・野麦街道や位山道など歴史的な街道の調査及
び整備を行った。

教
育
委

員
会

都市計画区域の拡大区域における規制・誘導の
実施などによる秩序ある土地利用の推進

・建築等の届出審査を通じて、景観計画等に即し
た建築、土地開発を指導し、秩序ある土地利用を
推進した。

都
市
政

策
部

自然や歴史的な街道、街道沿いの農山村集落な
ど地域に残る良好な景観の保全・活用

・飛騨高山風景街道協議会を毎年実施し、活動内
容の発表や景観保全に関する勉強会を行い、地
域活動団体に対する良好な景観を保全するため
の意識向上を図った。

都
市
政
策

部

6
間伐の実施や木質バイオマス等の利用促進など
による豊かな森林資源の整備・活用

・木の駅プロジェクトにより、未利用材の搬出促進
と木質バイオマス燃料を市内供給するしくみを構
築した。

環
境
政

策
部

（
１

）
総
合
的
な
土
地
利
用

1
地籍調査の計画的な実施などによる土地の実態
把握や土地取引、公共事業等の円滑化

・国土法の届出により、大規模な土地取引の動向
を把握した。

都
市
政

策
部

（
２

）
利
便
性
を
高
め
る
土
地
利
用

1

高山駅周辺エリアにおける自由通路・橋上駅・東
西駅前広場・都市計画道路・交流広場等の公共施
設整備、国の合同庁舎や商業・業務施設の整備
促進、良好な居住環境の整備などによる都市活動
拠点の形成

・自由通路・橋上駅・東西駅前広場・都市計画道
路・交流広場等の公共施設を整備するとともに、
国の合同庁舎や民間の商業・業務施設の整備を
促進した。

都
市
政
策

部

・高山駅西地区におけるまちづくりの方向性につい
て検討した。

企
画
部

生活に必要な施設の整備やにぎわいのある商業
空間の形成などによる中心市街地における都市
機能の集積

・高山駅周辺整備事業を実施し、商業空間の形成
などを推進した。

都
市
政

策
部

各地域の核となる地区における道路等の基盤整
備などによる居住環境の向上や産業振興の促進

・地域の意向に基づいた道路施設の整備を行っ
た。

建
設
部

・第六次十箇年計画に基づき地籍調査を実施し
た。

林
政
部

都市計画制度の活用や美しい景観と潤いのある
まちづくり条例に基づく規制・誘導などによる秩序
ある土地利用の推進

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

・屋外広告物の許可基準の見直し、太陽光発電設
備等の設置基準を追加するとともに、建築等の届
出審査を通じた良好な景観形成をすすめた。

都
市
政

策
部

情報提供や啓発を通した意識の醸成、建築協定・
まちづくり協定の締結などによる市民と協働した土
地利用の推進

・まちづくり協定の検討をすすめている地域（本町
２丁目）と連携を図り、締結に向けた準備をすすめ
た。

都
市
政

策
部

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）
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（４）安全・安心を確保す
る土地利用

【都市政策部】
・ハザードマップ等を活用した開発事業者への指導などにより、危険のおそれがある
場所等での開発の抑制が図られた。
【水道部】
・基幹管路の耐震化整備においては、ダウンサイジングなどのコスト縮減により、上
水道基幹管路耐震化率の中間目標を前倒しで達成することができた。
・老朽化した施設及び設備の耐震補強工事や改築更新工事により、高山市の下水道
施設耐震化率は重要な管きょ及び下水処理場において全国平均を上回っている。
・下水処理施設および下水管路は建設時の耐震基準に基づいているため、耐震基準
がなかった時代に整備したものや現在の基準には当てはまらないものがある。
【建設部】
・優先順位を定めた橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、計画的に橋りょうの耐震化
並びに改修をすすめた。
【総務部】
・平成26年の豪雪災害の影響を踏まえ、緊急輸送道路などを中心に、沿線の危険木
伐採をすすめ、災害に強いライフライン確保をすすめた。
・ハザードマップを用いた啓発活動などにより、市民の災害に対する意識の醸成が図
られた。
【林政部】
・倒木処理に対する支援や環境保全林の整備などにより、森林の水源かん養機能や
土砂の流出防止機能の向上が図られた。

【都市政策部】
・引き続き、ハザードマップ等を活用し、過去に土砂災害等が
あった箇所では開発控えるよう事業者等を指導する。
【水道部】
・高山地域の基幹管路の耐震化は、令和6年度までの完了を目
指す。
・基幹管路のダウンサイジングなど、効率的に事業を推進できる
ような検討をすすめる。
・下水処理施設については、施設の長寿命化整備に合わせて
最新の耐震基準を充足できるよう検討をすすめる。
・下水管路については、耐用年数経過等による更新時に最新の
耐震基準を充足できるよう計画的にすすめる。
【建設部】
・橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、橋りょうの計画的な改修
をすすめる。
【総務部】
・立木所有者及び電力事業者等と連携し、危険木の伐採をすす
める。
・引き続きハザードマップを用いた自身の避難行動の検討の啓
発を行う。
【林政部】
・森林整備の促進により、森林の水源かん養機能や土砂の流
出防備機能の向上を図る。

（１）総合的な土地利用

【都市政策部】
・屋外広告物の許可基準の見直し、開発行為に関する指針への太陽光発電設備等
の設置基準の追加を行うとともに、建築等の届出審査を通じて、景観計画等に即した
建築、土地開発を指導し、秩序ある土地利用を推進した。
【林政部】
・第六次十箇年計画に基づき市内全域の地籍調査を推進した。

【都市政策部】
・引き続き、建築等の届出審査を通じて、景観計画等に即した
建築、土地開発を指導し、秩序ある土地利用を推進する。
【林政部】
・第七次十箇年計画を策定し、それに基づき計画的に地籍調査
を推進する。

（２）利便性を高める土
地利用

【都市政策部】
・高山駅周辺エリアにおいて自由通路・橋上駅・東西駅前広場・都市計画道路・交流
広場等の公共施設を整備し、良好な居住環境や商業・業務施設などの整備が促進さ
れ、都市活動拠点が形成された。
【建設部】
・生活道路について、各地域のまちづくり協議会と連携し、整備箇所について協議・決
定し、地域の意向に基づいた道路施設の整備を行った。
【企画部】
・総合計画を見直す中で、高山駅周辺の整備を重点事業として位置づけた。
・高山駅西地区において、新たなまちづくりをすすめる必要がある。

【都市政策部】
・現在見直し中の都市基本計画に基づき、都市活動拠点のさら
なる形成に向けた取り組みをすすめる。
【建設部】
・引き続き、まちづくり協議会と連携し、地域の意向に基づいた
道路施設の整備をすすめる。
【企画部】
・高山駅東西の役割を明確にした上で、高山駅西地区のまちづ
くりをすすめ、人々の交流の促進と地域の活性化を図る。

（３）地域特性を活かす
土地利用

【環境政策部】
・木の駅プロジェクトによる未利用材の搬出や「積まマイカー」の運行による未利用材
の運搬、木質バイオマスによる熱電併給事業の実施によって、林地残材の有効活用
と里山保全及び地域内での資金循環を実現することができた。
（木の駅プロジェクトによる未利用材搬出運搬量H31 482ｔ、木質バイオマスによる発
電量　H30 約1,100Mwh/年）
【都市政策部】
・建築等の届出審査を通じて、景観計画等に即した建築、土地開発を指導し、秩序あ
る土地利用を推進した。
【教育委員会】
・建築物の修理修景、土蔵等修理に対する支援を行い、重要伝統的建造物群保存地
区の町並みの保全を図った。
・歴史的な街道の調査・整備を行い、街道沿いの農山村景観の保全、活用を推進し
た。
【農政部】
・農業の担い手への農地集積を促進し、経営の規模拡大や安定化を図るとともに、遊
休農地発生の抑制に資することができた。
・農業用施設や畜産関連施設の整備に対する支援などにより、農畜業生産基盤の整
備をすすめた。
・条件不利な農地などの荒廃化への対策や農用地区域線引きの見直しが必要であ
る。
・担い手の減少などにより、山間地や狭小、不整形など条件不利な農地において、荒
廃化がすすみやすい状況にある。
・畜産関連施設の整備にあたり、周辺環境への配慮等を指導した。
【林政部】
・利用間伐における集積・運搬に対する支援を行い、未利用材の利用促進を図った。
【商工観光部】
・民間事業者の参入を促進するため、企業立地支援制度の拡充を行った。

【環境政策部】
・木材の有効活用により、地域に密着した分散型エネルギーと
して事業をすすめる。
【都市政策部】
・引き続き、建築等の届出審査を通じて、景観計画等に即した
建築、土地開発を指導し、秩序ある土地利用を推進する。
【教育委員会】
・保存計画に基づき修理修景等に対する支援を行い、歴史的町
並みの保全を図る
・歴史的な街道の活用を図る。
【農政部】
・荒廃農地や耕作放棄地の再生・利用促進や非農家等による
農地利用に向けた規制の緩和などにより、農地の有効活用と多
面的機能の維持を図る。
・効果的な土地利用に向けた農業振興地域のあり方について検
討をすすめる。
・畜産関連施設の整備に際し、引き続き、周辺環境への配慮等
を指導する。
【林政部】
・利用間伐による森林整備を推進し、未利用材の利用促進を図
る。
【商工観光部】
・支援制度により、意欲ある民間事業者の参入を促進する。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 都市政策部／林政部／建設部／環境政策部／教育委員会／農政部／商工観光部／水道部／総務部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

個別分野 道路

主要課題

・都市圏との連絡を容易にするなど効果の高い道路ネットワークを整備する必要があります。
・本市を訪れる人が安全で快適に市内を周遊できる道路環境を整える必要があります。
・大規模地震などの自然災害に強い道路を整備する必要があります。
・道路の維持管理コストを将来にわたって縮減していく必要があります。
・広大な市域の道路情報を効率的に管理する必要があります。
・市、市民、事業者が協力して道路の除雪を行う必要があります。

目指す姿
・市と都市圏を結ぶ高速交通網が整備され、人やモノの交流が活発に行われています。
・市内各地を結ぶ道路が整備され、快適で安全に利用されています。

取り組みの方向
性

・高速交通網や地域間連絡交通網、幹線市道の整備などにより幹線道路ネットワークを構築します。
・避難ルートの確保や点検体制の確立などにより災害に強い道路整備を推進します。
・道路構造物の長寿命化の推進や整備コストの縮減などにより将来の負担を軽減する老朽化対策を推進します。
・地域の要望に応じた道路整備や道路施設のユニバーサルデザイン化の推進などにより生活に身近な道路の環境の向上を図ります。
・快適な歩行空間の創出や交通渋滞の緩和などにより道路利用の快適性の向上を図ります。
・地域ぐるみでの秩序ある雪またじの推進や除雪体制の確保などにより官民協働による除雪を推進します。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む （1）魅力ある観光地づくりの推進

50 51

④中心市街地活性化の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （6）住みやすい環境の整備 ①地域間交通ネットワークの整備

H29 H30 H31

目標値

耐震・長寿命化対策実施橋りょう数（累計） 橋

都市計画道路（市道部分）の整備率 ％

H25 H26 H27 H28指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H31
（中間）

R6

消融雪側溝整備延長（累計） m 2,352 2,804 3,033

歩車共存型道路整備延長（累計） m 2,480 3,102 3,363 3,826 4,251 4,618

3,310 4,226 4,380 4,481 4,800 6,800

5,036 6,000 9,000

53.5 ↗ ↗
「安全で快適に移動できる道路環境が整っ
ている」と感じている市民の割合

％ - 62.2 - 62.3 61.9 57.7

8.9%
順位

（20項目中）
8位

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「安全で快適に移動できる道路環境が整っている」と感じている市民の割合 道路環境の整備や公共交通の充実

H26 回答比率 62.2%
順位

（34項目中）
13位 回答比率

H28 回答比率 62.3%
順位

（34項目中）
14位 回答比率

H29 回答比率 61.9%
順位

（34項目中）
14位 回答比率

順位
（20項目中）

10位

15位 回答比率 11.6%
順位

（20項目中）
8位

10.8%
順位

（20項目中）
8位

8.1%

H30 回答比率 57.7%
順位

（34項目中）

順位の変化に見る
現状の評価

順位の変動はない

回答比率 9.3%
順位

（20項目中）
8位

H31 回答比率 53.5%
順位

（36項目中）
17位 回答比率

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位も上位 →　＜重点維持＞重点的に事業を実施し、高い水準を維持すべき

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

R2 回答比率 67.2%
順位

（36項目中）
13位

14.3%
順位

（20項目中）
8位

47 52 53 53 56 57 57

105 110 15076 80 84 92 97 101
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1

2

3

4

2

1

2

1

2

3

4

1

2

3

4

1

2

3

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

・所管である高山土木・古川土木事務所との事業
調整会議を開催し、事業内容を協議するとともに、
整備促進に向けた要望活動を実施した。
・事業用地の取得について、県と共同して用地交
渉にあたった。

建
設
部

内外環状線となる幹線市道や都市計画道路の整
備などによる市内交通の安全性や利便性の向上

・高山駅周辺の2路線の都市計画道路について、
土地区画整理事業と同調し整備した。

建
設
部

（
１

）
幹
線
道
路
ネ

ッ
ト
ワ
ー

ク
の
構
築

中部縦貫自動車道や東海北陸自動車道４車線化
の整備促進などによる高速交通網の整備

・関連する自治体と協力し、事業者である国や
NEXCO中日本に対する整備促進に向けた要望活
動を実施した。
・事業用地の取得について、国と共同して用地交
渉にあたった。

建
設
部

宮峠トンネル等の国道４１号石浦バイパスを含む
高山下呂連絡道路や富山高山連絡道路の整備促
進などによる地域間連絡交通網の整備

・所管である高山国道事務所との事業調整会議を
開催し、事業内容を協議するとともに、整備促進に
向けた要望活動を実施した。
・事業用地の取得について、国と共同で用地交渉
にあたった。

建
設
部

国道３６１号等の国・県道の整備促進などによる地
域間交通の安全性や快適性の向上

（
２

）
災
害
に
強
い
道
路
整
備
の

推
進

1
橋りょう耐震補強や沿道建築物の耐震化の促進
などによる大規模災害発生時の避難ルートや緊
急輸送道路の確保

・緊急輸送道路や孤立集落となる道路などに架か
る橋りょうの耐震補強を計画的に行った。

建
設
部

・緊急輸送道路沿線の危険木伐採を行った。
総
務
部

・平成29年度に建築物等耐震化にかかる支援制
度を見直し、緊急輸送道路沿道建築物の耐震診
断・耐震改修等にかかる制度内容の拡充を行っ
た。

都
市
政
策

部

官民協働による交通網の安全性・信頼性を確保す
る道路構造物の点検体制の強化

・点検や補修に関する高度な技術力を持った職員
を育成した。

建
設
部

・長寿命化修繕計画に基づき、橋りょうの修繕を
行った。
・路面性状調査結果に基づき、計画的な舗装修繕
を行った。

建
設
部

（
５

）
道
路
利
用
の
快
適
性
の
向
上

古い町並界隈における車両進入制限の実施など
による快適な歩行空間の創出

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
④中心市街地活性化の推進
・また、中心市街地における観光客の周遊性の向上を図
るため、自主運行バス路線の見直しや中心市街地への自
動車流入を抑制するための車両進入制限の実施、外縁部
の駐車場の有効活用などを進める。
３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（6）住みやすい環境の整備
①地域間交通ネットワークの整備
・ また、観光客入込者数の増加に伴う市内交通渋滞を緩
和し、安全・快適な歩行空間を確保するため、観光客のマ
イカー利用から地域公共交通利用への転換などを進め
る。

★令和2年度に、市街地内に新たな観光に特化し
たバスを導入した。
★市街地内への自動車流入抑制のため、外縁部
駐車場として駅西駐車場の整備を行った。
★市街地内での車両進入制限の実施のため、交
通状況調査を実施した。

都
市
政
策
部

駐車場運営や高山祭等の特定日に行う臨時駐車
場対策、駐車場情報の内容充実などによる交通
渋滞の緩和

（
４

）
生
活
に
身
近
な
道
路
の

環
境
の
向
上

（
３

）
将
来
の

負
担
を
軽
減
す

る
老
朽
化
対
策

の
推
進

老朽化した橋りょうやトンネル等の道路構造物の
整備・修繕などによる長寿命化の推進

・法定点検の結果に基づき、橋りょう及びトンネル
等の修繕を行った。

建
設
部

新設から維持修繕への転換や重要度・緊急度を
踏まえた計画的な整備などによる整備コストの縮
減

商
工
観

光
部

ＧＩＳ（地理情報システム）を利用した道路台帳の整
備や町内要望箇所のデータベース化などによる道
路情報管理の効率化

・ＧＩＳ（地理情報システム）を利用し、道路線網図
や町内要望箇所などのデータベース化を行った。

建
設
部

電線類等の除去や街路樹の管理、地域に配慮し
たデザインの導入などによる周囲と調和した道路
景観の創出

・高山駅周辺の2路線の都市計画道路について、
道路整備と同調し無電柱化を行った。

（
６

）
官
民
協
働
に

よ
る
除
雪
の
推
進

除雪計画にもとづく市民と行政が互いに協力した
地域ぐるみでの秩序ある雪またじの推進

・広報たかやまやヒッツFMなどにより、除雪におけ
るルールやマナーを周知した。

建
設
部

除雪事業者等との協働や除雪機保有への支援な
どによる除雪体制の確保

生活道路や舗装・側溝の新設・維持修繕などによ
る地域の要望に応じた道路整備の推進

・各地域のまちづくり協議会と協議し、地域の意向
に沿った市道等の維持修繕を実施した。

建
設
部

歩車共存型道路の整備や歩道の段差解消などに
よる道路施設のユニバーサルデザイン化の推進

・道路施設バリアフリー5か年計画に基づき、歩車
共存型道路等の整備を実施した。

建
設
部

既存道路の改良や交通安全施設の整備などによ
る道路の安全性や快適性の向上

・交差点や事故多発箇所における安全対策とし
て、市民からの要望を踏まえつつ、関係機関との
協議を経て交通安全施設の整備を実施した。

建
設
部

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
④中心市街地活性化の推進
・また、中心市街地における観光客の周遊性の向上を図
るため、自主運行バス路線の見直しや中心市街地への自
動車流入を抑制するための車両進入制限の実施、外縁部
の駐車場の有効活用などを進める。

★高山祭や大型連休などの特定日には、混雑の
状況に応じて適切に臨時駐車場を開設した。

建
設
部

道の駅の運営などによる道路情報や観光情報等
の発信機能・休憩機能・販売機能の強化

・指定管理者とともに、地域産品等の販売や情報
発信の強化、EVステーションの設置などを行った。

建
設
部

・除雪機保有に必要な固定経費の負担軽減を図る
ため、基本補償制度や待機料の見直しを行った。

建
設
部

消融雪側溝の整備などによる市民の雪またじにか
かる負担の軽減

・消融雪側溝整備5か年計画に基づき、計画的な
整備を行った。

建
設
部
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４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 建設部／都市政策部／総務部／商工観光部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）幹線道路ネットワー
クの構築

【建設部】
・中部縦貫自動車道の用地交渉を国と共同して行い、用地取得をほぼ完了させた。
・東海北陸自動車道の名古屋方面から高山までの４車線化が、平成30年度末に完成
した。
・国道41号宮峠トンネルは令和2年完成予定で整備がすすめられた。
・国道361号の高根トンネルが平成29年4月に開通し、長野県側への大型バスの通行
が可能となった。
・高山駅周辺地区において区画整理事業と同調し、都市計画道路の整備を行った。
・国道41号と都市計画道路松之木千島線との交差点部分の整備を行い、利便性の
向上が図られた。

【建設部】
・中部縦貫自動車道（高山～丹生川町坊方間）の用地取得を完
了させ、早期開通に向けて取り組む。
・中部縦貫自動車道（丹生川町坊方～平湯間）の早期事業化に
向けた地元調整等を行う。
・国道41号石浦バイパスの整備促進を図るため、国と共同して
用地交渉等の地元調整をすすめる。
・都市計画道路西之一色花岡線の国道158号線までの改良整
備をすすめる。
・都市計画道路松之木千島線のうち、県道～国道41号区間の
早期整備に取り組むとともに、松之木～江名子間の改良整備を
すすめる。

（２）災害に強い道路整
備の推進

【建設部】
・優先順位を定めた橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、計画的に橋りょうの耐震化
並びに改修をすすめた。
【都市政策部】
・平成29年度に建築物等耐震化にかかる支援制度を見直し、緊急輸送道路沿道建
築物の耐震診断・耐震改修等の耐震化が図られた。
【総務部】
・平成26年の豪雪災害の影響を踏まえ、緊急輸送道路などを中心に、沿線の危険木
伐採をすすめ、災害に強いライフライン確保をすすめた。

【建設部】
・橋りょう長寿命化修繕計画に基づき、橋りょうの計画的な改修
を行う。
【都市政策部】
・緊急輸送道路沿道建築物の耐震化をすすめる。
【総務部】
・立木所有者及び電力事業者等と連携し、危険木の伐採をすす
める。

（３）将来の負担を軽減
する老朽化対策の推進

【建設部】
・平成26年度より橋りょう、トンネルなど道路施設の5年に１度の定期点検による施設
の健全性の診断が義務付けられたことを受け、計画的に実施した。
・市が管理する橋りょうは約950橋と膨大であり、現状のまま維持していくことが困難と
なるため、将来にわたり市が保有すべき施設か、統廃合や廃止も含めた検討が必要
である。

【建設部】
・継続した定期点検により施設の健全性を把握し、将来の維持
管理費の低減を図る。
・施設の利用状況、重要度も踏まえ、計画的に予防保全として
の修繕を行う。

（４）生活に身近な道路
の環境の向上

【建設部】
・高山駅を中心とした半径1㎞圏内を道路施設バリアフリー化の重点整備区域として
位置づけた整備を行った。歩車共存型道路は、平成31年度までの整備延長の目標
6,000ｍに対し、5,036mを整備した。歩行者移動支援施設（知らせるあかり）を8か所に
整備した。今後は重点整備区域以外に支所地域も含めた整備を検討する必要があ
る。
・生活道路については各地域のまちづくり協議会と修繕箇所を協議・決定し、地域の
意向に基づいた修繕を行った。地域一律の予算額とした「地域枠」のしくみについて
は、地域ごとの道路延長や人口に応じた額となるよう、段階的な見直しを行った。

【建設部】
・支所地域を含め、歩車共存型道路の計画的な整備をすすめ
る。
・引き続き「地域枠」の配分ルールなどの検証を行い、公平性や
透明性を確保しつつ、地域の意向に基づいた道路整備をすす
める。

（５）道路利用の快適性
の向上

【建設部】
・高山駅周辺地区の都市計画道路の無電柱化により、良好な景観形成と道路の防災
性の向上が図られた。
・高山祭や大型連休など、市街地の道路混雑が予想される特定日には、臨時駐車場
を開設し渋滞緩和が図られた。
【都市政策部】
・市街地観光の周遊性向上のため、令和2年度に観光特化型バスを導入した。
・市街地の車両進入制限については、地元との協議に時間を要し、市が主体となった
社会実験等は実施できていない。
【商工観光部】
・道の駅における地域産品等の販売や情報発信の強化など、拠点機能や魅力の向
上を図った。

【建設部】
・特定日には臨時駐車場を開設し、渋滞緩和を図る。
【都市政策部】
・交通混雑の解消と快適で安全な歩行環境の創出を図るため、
中心市街地における交通対策の検討をすすめる。
【商工観光部】
・道の駅における販売機能や情報発信機能の強化を図る。

（６）官民協働による除
雪の推進

【建設部】
・平成31年度までの消融雪側溝整備延長の目標4,800ｍに対し、4,481mを整備した。
今後は整備済路線における井戸水の利用など、安定的な水量の確保による機能の
向上が課題である。
・広報たかやまやヒッツFMにより、除雪におけるルールやマナーを周知し、秩序ある
雪またじを促進した。
・除雪業者が除雪機械を保有するために必要な経費の負担軽減を図るため、基本補
償料及び待機料の見直しを行い、除雪体制の維持に努めた。

【建設部】
・狭隘道路が多い五箇村用水路流域の南北方向路線の整備促
進と東西方向路線の整備を検討し、計画的な整備をすすめる。
・市有除雪機械の更新を計画的に行い、除雪体制を維持する。
・除雪におけるルール、マナーについて、広報たかやまなどによ
り市民に周知し、秩序ある雪またじを促進する。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

個別分野 公共交通

主要課題
・高齢化に伴い、自らの移動手段を持たない高齢者などの増加が予想されることから、今後も地域公共交通を維持していく必要があります。
・都市部と市を結ぶ公共交通（航空・鉄道・バス）の輸送力・利便性を向上させる必要があります。

目指す姿
・多くの市民が通勤、通学、通院、買物などに地域公共交通を利用しています。
・観光客などが訪れやすく、市民が他都市に行きやすい公共交通サービスが提供されています。

取り組みの方向
性

・効果的で効率的な自主運行バスの運行や少量輸送体制の確立、ユニバーサルデザインへの配慮、環境負荷の低減の促進などにより地域公
共交通の利便性の向上を図ります。
・ＪＲ高山本線の輸送力の充実や高速バス路線の充実、交通アクセスの向上、案内サービスの充実などにより広域的な公共交通の利便性の
向上を図ります。

H29 H30 H31

目標値

④中心市街地活性化の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （6）住みやすい環境の整備 ①地域間交通ネットワークの整備

H31
（中間）

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む （1）魅力ある観光地づくりの推進

自主運行バス（まちなみバス）平均利用者
数　（１便あたり）

人

市内公共交通の利用者数（路線バス、自
主運行バ ス、タクシー、自家用有償運送）
（年間）

万人

指標名

175

5.3 5 5 5 5 5 5

162 152 163 152 145 143

6

自主運行バス（のらマイカー）平均利用者
数　（１便あたり）

人 4 3 3

単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25

3 3 4 4 5 5

H26 H27 H28

137 169

中心市街地バス利用者数（年間） 人 37,685 37,060 37,593

「日常的に利用できる公共交通体系が整っ
ている」と感じている市民の割合

％ - 50.8 - 50.2 45.3 42.3

38,235 37,453 37,321 35,705 43,000

32.9 ↗ ↗

8.9%
順位

（20項目中）
8位

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「日常的に利用できる公共交通体系が整っている」と感じている市民の割合 道路環境の整備や公共交通の充実

H26 回答比率 50.8%
順位

（34項目中）
21位 回答比率

H28 回答比率 50.2%
順位

（34項目中）
20位 回答比率

H29 回答比率 45.3%
順位

（34項目中）
26位 回答比率

順位
（20項目中）

10位

10.8%
順位

（20項目中）
8位

8.1%

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げるべ
き

R6

9.3%
順位

（20項目中）
8位

14.3%

R2 回答比率 47.0%
順位

（36項目中）
25位 回答比率

順位
（20項目中）

8位

H30 回答比率 42.3%
順位

（34項目中）

H31 回答比率 32.9%
順位

（36項目中）
30位 回答比率

27位 回答比率 11.6%
順位

（20項目中）
8位

7
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1

2

3

5

1

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

（
１

）
地
域
公
共
交
通
の
利
便
性
の
向
上

路線バス・鉄道・タクシー・自家用有償運送との連
携や路線及び利用者負担等の見直しなどによる
効果的で効率的な自主運行バスの運行

１．飛騨高山にひとを呼び込む
（1）魅力ある観光地づくりの推進
④中心市街地活性化の推進
・また、中心市街地における観光客の周遊性の向上を図
るため、自主運行バス路線の見直しや中心市街地への自
動車流入を抑制するための車両進入制限の実施、外縁部
の駐車場の有効活用などを進める。
３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（6）住みやすい環境の整備
①地域間交通ネットワークの整備
・効果的・効率的な自主運行バスの運行を図るため、路線
バス・鉄道・タクシー・自家用 有償運送との連携、路線や
利用者負担の見直しなどの取り組みを進める。

・観光特化型バスを導入した。
★高根地域において、公共交通空白地有償運送
（たかね号）への移行を行った。
★一之宮、久々野、朝日地域において、タクシー
車両による全便予約制（デマンド）への移行を行っ
た。

都
市
政
策
部

小型バス・タクシー車両のデマンド運行や自家用
有償運送の活用などによる地域特性や利用実態
に対応した少量輸送体制の確立

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

地域公共交通の利用促進や低公害車両の導入促
進などによる環境負荷の低減

・公共交通イベントの開催や高校通学便の案内な
どの利用促進策を実施した。

都
市
政

策
部

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（6）住みやすい環境の整備
①地域間交通ネットワークの整備
・地域の特性や利用実態に対応した少量輸送体制の確立
を図るため、小型バス・タク シー車両のデマンド運行、自
家用有償運送の活用などを進める。

★高根地域において、公共交通空白地有償運送
（たかね号）への移行を行った。
★一之宮、久々野、朝日地域において、タクシー
車両による全便予約制（デマンド）への移行を行っ
た。

都
市
政
策
部

市民乗車パス等の利用者負担の軽減や車内での
観光情報等の提供、交通事業者・市民・行政が協
働した地域特性に応じた公共交通のあり方の研究
やイベント開催などによる地域公共交通の利用促
進

都
市
政

策
部

･市民乗車パスにより、公共交通の利用者負担を
軽減した。
・公共交通活性化協議会を開催した。
・のりものフェスタinたかやまを開催した。

都
市
政
策
部

・バス結節点におけるバス待合所を整備した。

4
公共交通機関の施設・車両の整備などによるユニ
バーサルデザインへの配慮の促進

・交通事業者に対し、運転区間の延伸や増発、所
要時間の短縮に向けた改善策などの要望を実施
した。

商
工
観

光
部

中部国際空港をはじめとする主要空港・主要鉄道
駅等と市を結ぶ新規路線開設の促進などによる
高速バス路線の充実

・昇龍道をはじめとした民間バス事業者との連携
による高速バスの充実を図った。

都
市
政

策
部

・中部国際空港等の事業者と連携し、昇龍道など
の広域観光ルートを海外に宣伝することで、広域
的な公共交通の充実に向けた側面支援を行った。

海
外
戦

略
部

都
市
政

策
部

・多言語ホームページを活用し、交通アクセスにつ
いて情報発信した。

海
外
戦

略
部

都
市
政

策
部

・公共交通事業者に対し、表示等多言語化や多言
語による観光情報提供などについて働きかけた。

海
外
戦

略
部

・ぶらり散策マップにまちなみバスの路線やバス停
を掲載し、観光客への情報提供を行った。

商
工
観

光
部

運行ダイヤの見直し促進などによるＪＲ高山本線
の輸送力の充実

・沿線自治体等で組織される高山本線強化促進同
盟会を通じたJRへの要望活動を実施した。

都
市
政

策
部

（
２

）
広
域
的
な
公
共
交
通
の
利
便
性
の
向
上

2

3
公共交通（航空、鉄道、バス）の乗り継ぎ円滑化の
促進などによる交通アクセスの向上

・二次交通として、のらマイカー、まちなみバスを運
行したほか、観光特化型バスを導入した。

4
表示等の多言語化や車内での観光情報提供の促
進などによる案内サービスの充実

・バス停名称の英語表記を行った。
・まちなみバス車内における英語案内を実施した。

・ユニバーサルデザインタクシーの導入に対する
支援を行った。

福
祉
部
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施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 都市政策部／福祉部／海外戦略部／商工観光部

（１）地域公共交通の利
便性の向上

【都市政策部】
・利用状況や地域事情により、バスから少量輸送（予約制タクシー、公共交通空白地
有償運送）に切り替えることで、市民ニーズに応じたきめ細やかな運行を行うことがで
きるようになり、利便性が向上するとともに、運行費用の削減を行うことができた。
・高齢化の進展により、ますます公共交通への期待は高まっているが、人口減少に
伴う利用者の減少、運転手不足等により、地域公共交通の維持確保は今後いっそう
厳しい状況となる事が予想される。
【福祉部】
・誰もが利用しやすい移動手段の確保のため、ユニバーサルデザインに配慮した公
共交通車両の導入に対する支援を行った。

【都市政策部】
・停留所の追加や移設、ダイヤの変更などに対応し、自主運行
バスの効果的な運用を図る。
・バス運行のほか、タクシーや地域団体が運行する空白地有償
運送への移行など、様々な手法を取り入れながら、市民の移動
手段を確保する。
・持続可能で利便性の高い移動手段を確保するため、新たな公
共交通の手法について検討をすすめる。
【福祉部】
・ユニバーサルデザインに配慮した公共交通車両の導入を促進
する。

（２）広域的な公共交通
の利便性の向上

【都市政策部】
・高山本線強化促進同盟会を通じて、ＪＲ高山本線に関する要望活動を実施し、利便
性向上に努めた。
・鉄道、バスなどで高山に訪れた観光客等の二次交通として、まちなみバス、のらマ
イカーを運行したほか、観光特化型バスを導入した。
・市内の回遊性向上や渋滞緩和等を図るため、観光客の利用を促進する必要があ
る。
【海外戦略部】
・中部国際空港等の事業者と連携し、昇龍道などの広域観光ルートを海外に宣伝す
ることなどにより、広域的な公共交通の充実が図られた。
・多言語ホームページの活用などにより、分かりやすい交通アクセスの発信に努めた
(HPアクセス数976,067件)。
・他都市と連携しながら、魅力的で外国人観光客に喜ばれる広域観光ルートを開発
し、分かりやすく発信していく必要がある。
【商工観光部】
・ぶらり散策マップへのバスの路線などの掲載や案内表示の多言語化などにより、観
光客等の利便性向上が図られた。
・支所地域の観光資源について、二次交通の利便性を高め、周遊性を向上させる必
要がある。

【都市政策部】
・高山本線強化促進同盟会等を通じ、ＪＲ高山本線の利便性の
向上を図る。
・観光特化型バスの運行により、市街地の周遊性向上と交通混
雑の解消を図る。
【海外戦略部】
・国や日本政府観光局等をはじめ、広域観光ルートなど関係自
治体等との連携をすすめ、観光情報を広く発信する。
【商工観光部】
・関係事業者と連携した運行の増発や所要時間の短縮、サービ
スの改善など、利用者の利便性の向上を図る。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ● 37 26 21

順位
（20項目中）

H28

H25 H26 H27 H28 H29 H30指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

9.1 9.2 10 10

90 95

31 20

順位
（20項目中）

回答比率 26.9%

H29 回答比率 33.1%
順位

（34項目中）
30位 回答比率

順位
（20項目中）

順位
（20項目中）

30位 回答比率

H30 回答比率

順位
（36項目中）

33位 回答比率

32.9%
順位

（34項目中）
28位 回答比率

H31

R2 回答比率 33.9%
順位

（36項目中）

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位 →　＜改善＞事業の実施方法・内容等について再確認し、満足度の水準を引き上げるべき

順位
（34項目中）

28位 回答比率
順位

（20項目中）

順位
（20項目中）

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「身近に憩える公園があり、快適な住宅環境が整っている」と感じている市民の割合

H26 回答比率 35.8%

回答比率 32.9%
順位

（34項目中）
29位 回答比率

２　市民アンケートの結果

多世代同居住宅助成件数（年間） 件 - - 19

- 32.9 33.1 32.9 26.9 ↗

住民一人当たりの都市公園面積 ㎡

「身近に憩える公園があり、快適な住宅環
境が整っている」と感じている市民の割合

％ - 35.8

8.8 8.8 8.8 8.9 9.0

↗

市営住宅入居率 ％ 82.7 80 81 81 82 84 82

住宅耐震化率 ％
65.0

（H 24）
- - - - - - 80 95

H31

目標値

H31
（中間）

R6

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

個別分野

③子ども・子育て支援の充実

住宅公園

主要課題

・地震から市民の生命と財産を守るため、住宅の耐震化を促進する必要があります。
・高齢化が進行する中、高齢者や障がい者などに配慮した住宅環境を整える必要があります。
・環境負荷の軽減を図るため、住宅の省エネルギー化を促進する必要があります。
・市営住宅の需要と供給のバランスを考慮し、適正な配置とする必要があります。
・空き家の増加が予測されるため、その再生や活用を図る必要があります。
・高齢化の進展や空き家の増加に対応するため、持家率の向上や多世代居住を推進する必要があります。
・既存の公園を多様な目的で利用できるよう、利用者ニーズを踏まえた整備を行う必要があります。
・多くの人が訪れる市街地には、気軽に休憩できる場所を整備する必要があります。

目指す姿
・安全で快適に暮らすことができる良質な住宅が確保されています。
・利用しやすく、楽しみ安らぐことができる公園が整備されています。

取り組みの方向
性

・耐震化や省エネルギー化の促進、景観の保全などにより良質な住宅環境を整備します。
・需要に見合った供給量の確保や入居者の居住環境の向上などにより市営住宅の効果的・効率的な供給と管理を行います。
・利用環境の向上や多機能化の推進などにより利用しやすく特色ある公園づくりをすすめます。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
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1

2

3

5

6

8

1

2

3

1

4

5

6

7

・憩いの場整備事業にて、まちかどスポットの整備
や改修を実施した。

都
市
政

策
部

・指定管理の導入などにより、公園の特性を活か
したイベントの開催や、ホームページなどでの情報
提供を行った。

都
市
政

策
部

（
２

）
市
営
住
宅
の
効

果
的
・
効
率
的
な
供
給

と
管
理

既存住宅の入居要件の調整や立地場所の需要に
見合った供給量の確保による効率的な運用

・市営住宅管理計画に基づき、建設予定地を用途
廃止した。

都
市
政

策
部

遊具や便所等の公園施設の補修・更新やユニ
バーサルデザイン化などによる安全で安心して利
用できる環境整備の推進

・遊具等の公園施設の点検を継続的に行い、安心
して利用できるよう適切な維持管理を行った。

都
市
政

策
部

・町内会が管理する児童遊園地に対する賠償責
任保険の加入を促進し、安全・安心な子どもの遊
び場を提供できた。

福
祉
部

（
３

）
利
用
し
や
す
く
特
色
あ
る
公
園
づ
く
り

利用者ニーズを踏まえた施設の改修などによる利
用環境の向上

・要望に対する施設の改修、修繕を実施した。
都
市
政

策
部

2

地域の資源や特性を活かした合併記念公園等の
公園施設の情報提供などによる利用の促進

・まちの博物館と連携した体験型博物館として、歴
史的風致維持のための拠点施設「旧森邸」の整備
を行った。

都
市
政

策
部

4

長寿命化やユニバーサルデザイン化などによる入
居者の居住環境の向上

・公営住宅等長寿命化計画に基づき、既存の市営
住宅の改修工事を実施した。

都
市
政

策
部

福祉目的住宅など高齢化の進展等に対応した住
宅整備の推進

・入居者の変化、ニーズに応じた修繕工事を実施
した。

都
市
政

策
部

空き家となっている町家等の再生や活用などによ
る町並み景観の保全や居住の促進

・空家等対策計画の策定及び条例等関係規程を
制定するとともに、計画に基づく空家等対策の取り
組みをすすめた。

都
市
政

策
部

民間と連携した空き家情報の収集や共有・活用な
どによる空き家対策の推進

・（社）岐阜県宅地建物取引業協会飛騨支部と連
携した空き家紹介制度を開設し、市内に定住した
いと考えている者に対して情報を提供するととも
に、空家情報の充実を図った。

都
市
政
策

部

伝統構法木造建築物等に関する市民への情報発
信や建築関係団体等への講習会の実施などによ
る伝統的な建築技術の継承

・伝統構法木造建築物（昭和25年11月以前建築）
の耐震化の助成制度を景観町並保存連合会等へ
情報発信した。
・伝統構法耐震化マニュアルによる耐震診断・耐
震改修に対する支援を行った。

9
民間事業者との連携や公有財産の活用などによ
る持家率の向上や多世代居住の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（2）結婚・出産・子育てしやすい環境の整備
③子ども・子育て支援の充実
・子育て世帯の多世代同居の促進を図るため、多世代同
居のために住宅を新築・増改築する世帯への支援などを
実施する。

★(社)岐阜県建築士事務所協会等と連携し、市民
からの各種相談業務を実施した。

都
市
政

策
部

3
旧森邸等の防災機能を併せ持った整備などによる
歴史的風致の維持向上や公園施設の多機能化の
推進

・各種団体との協働による草刈や植物の手入れな
どを実施した。

都
市
政

策
部

・「飛騨高山まちの体験交流館」を整備した。
教
育
委

員
会

河川整備の促進による河川の安全性や親水性の
向上

・老朽化や断面が不足する普通河川を整備した。
建
設
部

★子育て世帯の多世代同居の促進を図るため、
多世代同居のために住宅を新築・増改築する世帯
に対する支援を実施した。近居も補助対象とする
よう要件を緩和した。

市民と協働した公園の清掃や草花の手入れなど
による公園づくりの推進

中心市街地において誰もが気軽に利用できる憩い
の場の整備などによる回遊性の向上

担当
部局

住まいに関する情報の収集・提供や住宅建築に対
する指導・相談などによる良質な住宅環境に対す
る意識の醸成

・住宅の新築・増改築等に関する支援制度の冊子
を作成し、相談に活用した。冊子はホームページ
で公開し、相談者や建築士等に配布した。

都
市
政

策
部

都
市
政
策
部

耐震診断・耐震補強工事への支援による耐震化
の促進や伝統構法木造建築物の安全性の向上

・旧耐震基準（昭和56年5月以前建築）の建築物に
ついて、耐震診断・耐震補強工事に対する支援を
行った。
・伝統構法木造建築物（昭和25年11月以前建築）
について、伝統構法耐震化マニュアルによる耐震
診断・耐震改修に対する支援を行った。

都
市
政
策
部

福
祉
部

・高山市伝統構法耐震化マニュアルの講習会を開
催した。

教
育
委

員
会

（
１

）
良
質
な
住
宅
環
境
の
整
備

高齢者や障がい者の生活に対応した住宅への改
造に対する相談・貸付・助成などによるユニバー
サルデザイン化の促進

・在宅で生活する高齢者や障がい者などのバリア
フリー改修に対して、相談・貸付・助成を実施した。
・高齢者が居住する住宅において予防的に実施す
るバリアフリー改修費用に対する支援を行った。

福
祉
部

7
自然エネルギーの活用等の周知や啓発などによ
る住宅の省エネルギー化の促進

・建築物省エネ法に基づき、建築物のエネルギー
消費性能の確保のための構造及び設備に関する
計画の届出に係る受付を行った。

都
市
政

策
部

・木質バイオマスストーブ・ボイラーの導入に対す
る支援を行うことで、地球温暖化防止や省エネに
対する意識を高め、エコ改修を促進した。

環
境
政

策
部

木造建築物への支援などによる住宅建築におけ
る市産材の利用の促進

・匠の家づくり支援事業、東濃桧と飛騨の杉支援
事業による市産材利用住宅の建築等に対する支
援を行った。

林
政
部

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）
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（１）良質な住宅環境の
整備

【都市政策部】
・建築物の耐震化に対する支援を行い、戸別訪問や出前講座等による制度内容の周
知をすすめた。
・建築物の耐震化を一層促進させ、耐震化率を向上させる必要がある。
【環境政策部】
・木質バイオマスストーブ及びボイラーの導入支援によって化石燃料から木質バイオ
マスへ転換することにより、省エネと温室効果ガスの発生抑制に貢献した。
【福祉部】
・在宅で生活する高齢者や障がい者などの安全安心な生活が確保された。
・住宅改造助成制度及び貸付制度について、より多くの方に利用してもらうための周
知が必要である。
【林政部】
・市産材を利用した住宅建築を支援することで、市産材の利用や市内建築業者の技
術者育成を促進した。
【教育委員会】
・伝統構法木造建築物耐震化マニュアルの講習会を開催し、歴史的建造物の耐震化
などによる保存を促進した。

【都市政策部】
・高山市耐震改修促進計画に緊急耐震重点区域として位置づ
けた防火・準防火地域について、重点的な啓発活動を実施す
る。
・伝統構法木造建築物の耐震診断・耐震改修に対する支援など
により、安全性の確保と伝統技術の継承を図る。
【環境政策部】
・地球温暖化防止にも繋がる木質バイオマスをはじめとした自
然エネルギー活用を促進する。
【福祉部】
・住宅改修に対する支援などにより、住み慣れた家で安全に暮
らし続けられる環境を整える。
【林政部】
・市産材を利用した建築に対する支援などにより、市産材のさら
なる利用促進を図る。
【教育委員会】
・伝統構法木造建築物耐震化マニュアルを活用した耐震化を促
進する。

（２）市営住宅の効果的・
効率的な供給と管理

【都市政策部】
・地域の実情需給バランスを考慮し、久々野地域における住宅建設予定地を用途廃
止するなど、市営住宅の適正化を図った。
・地域の実情に合わせた配置の適正化を検討する必要がある。

【都市政策部】
・市営住宅の効果的かつ効率的な供給・管理を行う。
・市営住宅管理計画、公営住宅等長寿命化計画の見直しをす
すめる。

（３）利用しやすく特色あ
る公園づくり

【都市政策部】
・歴史的風致維持向上計画について、計画に位置付けた事業は予定通り完了した
が、引き続き総合的に取り組む必要であることから、Ⅱ期計画を平成30年3月に策定
した。
・ 利用者ニーズを踏まえた施設の補修・改修などによる利用環境の向上に努めた。
【福祉部】
・町内会などと連携した児童遊園地の管理運営をすすめ、安全・安心な子どもの遊び
場を提供した。
【教育委員会】
・飛騨高山まちの体験交流館を整備し、歴史的風致の維持向上を図った。
【建設部】
・普通河川の老朽箇所や断面不足箇所を整備し、浸水被害等に対する防水対策を
図った。

【都市政策部】
・歴史的風致維持向上計画のⅡ期計画に位置付けた事業を推
進する。
・ 利用者のニーズを踏まえた施設の管理・改修を行い、利用者
の増加を図る。
【福祉部】
・地域などと連携した子どもの遊び場や地域交流の場の提供を
すすめる。
・児童遊園地の適切な管理運営を行う。
【教育委員会】
・伝統工芸や文化財に指定された伝統技術などの実演の場や
観光客の体験交流の場として、飛騨高山まちの博物館とまちの
体験交流館の一体的な管理と活用により、歴史的風致の維持
向上を図る。
【建設部】
・河川については、市民の意見を踏まえ河川護岸の軟弱箇所等
の整備をすすめる。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 都市政策部／環境政策部／福祉部／林政部／教育委員会／建設部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「安全でおいしい水が提供され、汚水処理が適切に行われている」
と感じている市民の割合

H31

目標値

H31
（中間）

R6

15 15

28.0 29.0

H25 H26 H27 H28 H29 H30

15 15 15 15

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇しており、取り組みがすすんでいると感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位 →　＜維持＞今まで通り事業を実施し、事業の工夫等により高い水準を維持すべき

H30 回答比率

回答比率
順位

（20項目中）

順位
（20項目中）

R2 回答比率 92.4%
順位

（36項目中）

H31 回答比率 90.5%
順位

（36項目中）
1位

1位

H29 回答比率 89.8%
順位

（34項目中）
1位 回答比率

89.7%
順位

（34項目中）
1位 回答比率

H28 回答比率 86.9%
順位

（34項目中）
回答比率

1位 回答比率
順位

（20項目中）

順位
（34項目中）

2位 回答比率
順位

（20項目中）

順位
（20項目中）

順位
（20項目中）

H26 回答比率 88.5%

２　市民アンケートの結果

「安全でおいしい水が提供され、汚水処理
が適切に行われている」と感じている市民
の割合

％ 90.5 ↗ ↗- 88.5 - 86.9 89.8 89.7

生活排水処理率 ％

汚水処理後の放流水質（BOD） mg/ℓ以下 15 15

93 9591.5 91.9 92.8 93.1 93.5

15

94.0 94.0

上水道基幹管路の耐震化率 ％ 25

上水道の有収率 ％

21.4 21.7 21.9 24.3

82 85

35

77.7 90 82 82 80 79 74

26.0

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

個別分野

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

上下水道

主要課題

・上水道については、施設の老朽化対策と防災機能の強化、水道未給水区域の解消を図るとともに、給水人口・給水量の減少が想定される中
で、事業統合後も安定した経営を維持する必要があります。
・下水道については、施設の老朽化対策と下水道未整備地区の解消を図るとともに、整備済み地区における未水洗化建物などに対して、水洗
化の普及を図る必要があります。

目指す姿
・豊かな水源が守られ、いつでも安全で安心なおいしい水道水が安定的に供給されています。
・家庭や事業所などで発生した汚水が適正に処理され、快適な生活環境と流域の良好な水質が確保されています。

取り組みの方向
性

・保全区域内の取水・排水調査及び指導・監視の強化や水源地周辺及びかん養機能を有する山林等の保全の推進などにより水源の保全と水
質の確保を行います。
・老朽化した上水道施設などの長寿命化・耐震化や未給水区域の解消などにより上水道施設の整備をすすめます。
・水源地及び配水池などの統合と給配水区域の見直しや漏水対策の推進などにより上水道事業の経営安定を図ります。
・下水道接続の促進などにより水洗化の普及を図ります。
・老朽化した下水道施設などの長寿命化・耐震化や下水道未整備地区の解消などにより下水道施設の整備をすすめます。
・汚水処理の効率化や雨水等の流入対策の推進により下水道事業の経営安定を図ります。
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1

3

1

2

3

4

5

6

1

2

3

1

2

1

2

3

4

5

6

2
水源地周辺及びかん養機能を有する山林などの
保全の推進

（
５

）
下
水
道
施
設
の
整
備

老朽化した下水道施設と管路の長寿命化の推進

・宮川終末処理場汚泥焼却炉の更新を完了し、沈
砂池設備と中央監視設備の更新に着手した。
・老朽化した水処理設備・マンホールポンプの更新
およびオーバーホールによる長寿命化を継続的に
実施した。
・ストックマネジメント計画を策定した

水
道
部

施設の耐震補強などによる災害対応の強化

・発生した汚泥を全量有効利用した。
・大気、水質、悪臭等の測定を行い、施設の運転
状況を確認した。

水
道
部

・宮川終末処理場の管理棟(建築部)について耐震
補強を実施した。
・電源消失時のマンホールポンプの電源を確保す
るため、非常用発電機を整備した。

水
道
部

・県域統合型GISシステム(上下水道台帳GISシス
テム)により、管路の位置情報と属性を管理した。

水
道
部

国府、奥飛騨温泉郷地域の管路整備などによる
下水道未整備地区の解消

・国府処理区管きょ整備を終了した。（H27～H31)
　国府処理区普及率　H25末=84.9%、H31末=100%
・栃尾処理区管きょ整備を終了した。（H27～H31)
　栃尾処理区普及率　H25末=74.8%、H31末=100%

水
道
部

ＧＩＳ（地理情報システム）の利用などによる下水道
施設情報管理の効率化

雨水排水路の維持管理などによる降雨時におけ
る水害の防止

・雨水管路施設の維持管理、補修等を実施した。
・豪雨時の雨水排水路の巡視と障害物の撤去の
指導を行った。

水
道
部

汚水処理で発生する汚泥の有効活用や処理施設
周辺の環境保全の推進

・市ホームページ、暮らしの便利帳に浄化槽設置
整備事業を掲載し周知した。
　既存家屋への補助金上乗せにより設置を促進
　（累計　1,316基）

水
道
部

（
２

）
上
水
道
施
設
の
整
備

老朽化した水道施設や管路の長寿命化の推進
・基幹管路の耐震化や老朽管更新を実施した。
・六厩地区の基幹改良を実施した。

水
道
部

水道管等の施設の耐震補強や災害時・緊急時に
対応した給水拠点となる配水池・取水施設の整備
による災害対応の強化

・江名子配水区域再編事業による配水区域の組
み換えを実施し、水の供給の安定化を図った。

水
道
部

（
４

）
水
洗
化
の
普
及

水洗便所等改造資金融資あっせん制度の周知や
戸別訪問などによる下水道接続の促進

・市ホームページ、暮らしの便利帳に融資あっせん
制度を掲載し周知した。
　利率をH28までの1.8%からH29に1.6%へ改定
・接続率の低い一之宮地区や未接続地域を中心
に戸別訪問を継続的に実施した。
　宮処理区の接続率　H25末=69.5%、H31末=74.7%

水
道
部

下水道事業計画区域外の地域などにおける浄化
槽設置の促進

水
道
部

・江名子配水区域の拡大・再編を行い、施設の統
合を実施した。
・朝日地域における上ヶ見、宮之前配水施設を廃
止、統合した。

水
道
部

漏水調査に基づく管路の再整備などによる漏水対
策の推進

・加圧式給水車を導入した。
・松倉ポンプ場の耐震化整備をはじめ基幹管路の
耐震化を行った。
・拠点となる水道施設の非常用発電機を更新し
た。
・8か所の配水池に緊急時給水拠点を整備した。

水
道
部

・GISシステムの利用により、位置情報、管路情報
の管理を実施した。

水
道
部

・国府地域・上宝地域・奥飛弾温泉郷地域の漏水
調査や不明水調査を実施した。

水
道
部

水圧や水量の不足している地区の解消

水道施設の遠方監視機能の強化
・インターネット（クラウド）を利用した監視システム
を46か所に導入し、監視機能を強化した。

水
道
部

（
３

）
上
水
道
事
業
の
経

営
安
定

中長期的な視点に立った経営戦略による経営基
盤の強化

・水道ビジョン・経営戦略を策定した。
・投資・財政計画に基づき、財政状況の評価を実
施した。

水
道
部

水源地・配水池などの統合や給配水区域の見直し

・水源31地域を県条例の水源地域へ指定し、水源
林の保全を図った。
・県条例の水源地域指定範囲を市からの提案によ
り拡大した。

水
道
部

原水の高度処理などによる水質の安全性の向上

ＧＩＳ（地理情報システム）の利用などによる水道施
設情報管理の効率化

・水質検査計画に基づき水質検査を実施した。
・高度処理の実施について検討した。

水
道
部

（
１

）
水
源
の
保
全
と
水
質
の
確

保
水道水源保全条例による保全区域内の取水・排
水調査及び指導・監視の強化

・水道水源保全条例を制定した。
・水源区域内の取水・排水行為者と条例に基づく
協定を締結した（38事業者）。

水
道
部

地域の状況に合わせた官民協力による未給水区
域の解消

・管路の新設にかかる個人負担の軽減を検討し
た。

・水源林境界明確化事業により、森林経営計画に
基づく水源林の機能を高める森林整備を実施し
た。

林
政
部

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み
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1

2

3

（４）水洗化の普及

【水道部】
・下水道への接続率向上に伴い水洗化資金融資制度利用者は減少傾向にあるが、
市中金融機関より低金利なことから、水洗化への動機付けの役割を担っている。
・浄化槽設置整備にかかる助成制度による浄化槽設置件数の増加に伴い制度利用
者は減少傾向にあるが、市の上乗せ補助による受益者の負担減が浄化槽設置への
動機付けの役割を担っている。
・下水道未接続や浄化槽未設置の理由として、後継者がいない、資金不足などがあ
り、市民への制度周知だけでは解決できない課題がある。
・一之宮地区は下水道事業実施前に浄化槽による水洗化を実施していたため、下水
道処理区域内に補助で設置された浄化槽の世帯が点在している。
・汲み取り便所、単独浄化槽は雑排水を未処理で放流することから、生活環境保全
上問題がある。

【水道部】
・水洗化資金融資制度を引き続き実施する。
・下水道処理区域内は、単独浄化槽および汲み取り世帯を中心
に継続的な戸別訪問を行い、下水道接続率の向上を図る。
・下水道区域外は浄化槽設置に対する支援による合併浄化槽
への転換を促進する。

（５）下水道施設の整備

【水道部】
・老朽化した施設及び設備の耐震補強工事や改築更新工事により、高山市の下水道
施設耐震化率は重要な管きょ及び下水処理場において全国平均を上回っている。
・国府処理区及び栃尾処理区の管きょ整備の進捗により、市全体の下水道整備率は
99.6%まで向上した。
・今後、法定耐用年数を迎える下水管路が増加することから、改築更新費用の抑制
と平準化を図るための施策が必要でなる。
・地方公営企業法適用に伴い、固定資産管理がより一層重要となるため、資産・会計
の効率的な運用を図る必要がある。

【水道部】
・耐震補強が必要な施設については、長寿命化計画に基づく改
築更新や処理区域再編整備と整合を図りながら検討・実施す
る。
・固定資産台帳の管理と下水関連施設の管理運営の効率化に
ついて検討をすすめる。

（６）下水道事業の経営
安定

【水道部】
・不明水対策としてカメラ調査を実施し、結果に基づく止水業務を継続的に実施して
いるが、有収率の向上が明確に見られないため、新たな調査方法と対策を検討する
必要がある。
・今後、法定耐用年数を迎える下水管路が増加することから、改築更新費用の抑制
と平準化を図るための施策が必要となる。
・下水道業務継続計画(BCP)が地震による被災を想定したものであるため、豪雨災害
や大規模停電等に対応できていない。

【水道部】
・下水道事業を安定的に継続するための事業を実施する。
・ストックマネジメント計画に基づき、計画的な更新をすすめる。
・有収率向上のための不明水対策の強化を図る。
・処理区域再編整備事業を推進する。
・地震以外の災害を想定した下水道BCPの策定と対応策につい
て検討をすすめる。
・適正な下水道使用料および受益者分担金のあり方について検
討をすすめる。

（３）上水道事業の経営
安定

【水道部】
・将来にわたって水道事業を安定的に継続することを目的とした経営戦略を平成28年
度に策定した。
・水道ビジョンの計画期間満了に伴い、平成31年度に経営戦略を包含した高山市水
道ビジョン・経営戦略を策定した。
・平成31年度から指定管理業務範囲を拡大し、指定管理者が水道の管理を包括的に
実施する体制を整えた。
・耐震化や老朽化対策など水道施設の更新費用について、財源確保が課題となって
いる。

【水道部】
・水道ビジョン・経営戦略に示した経営の見通しや財政計画につ
いて、ローリングを行い、必要な投資と後年度負担のバランスを
考慮した水道事業経営に努める。
・民間事業者のノウハウ・技術力を生かした施設の適正な維持
や管理コストの縮減、新たな官民連携手法の有効性や具体的
内容について検討をすすめる。

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）水源の保全と水質
の確保

【水道部】
・水道水源保全条例を制定し、市民及び事業者が水道水源を守る意識の醸成を図っ
た。
・水源区域内の取水・排水行為者と条例に基づく協定を締結した。
・水源地域を県条例の水源地域へ指定し、県条例の水源地域指定範囲を市からの
提案により拡大した。今後も継続して、県条例における指定範囲の拡大を提案してい
く必要がある。
・毎年度、水質検査計画を策定し、法定検査に加え水の安全性を確認する独自の水
質検査の実施により、安全で良質な水を提供している。
【林政部】
・水源林における境界明確化を推進し、森林経営計画に基づく森林整備による水源
かん養機能の向上を図った。

【水道部】
・水源保全の周知・啓発を引き続き実施する。
・水道水源保全条例に基づく協定締結により、水源地域の監視
をすすめる。
・高山市の水源地域を県条例の水源地域へ指定していくことに
より、外国資本等による土地取引の事前把握や水源林整備の
促進を図る。
【林政部】
・引き続き、水源林における境界明確化を推進し、森林整備に
よる水源かん養機能の向上を図る。

（２）上水道施設の整備

【水道部】
・基幹管路の耐震化や老朽管の更新を積極的に実施し、基幹管路の耐震化は中間
目標（H31)25％を達成することができた。また、老朽管更新についても、計画的に実
施し、脆弱な継手を有する管路を解消している。
・ポンプ場の耐震化整備や非常用発電機の更新、給水拠点の整備や加圧式給水車
の導入をすすめ、これまでの災害対応の状況を踏まえ、強化策や対応策を検討する
必要がある。
・クラウドを利用した施設の監視システムを導入し、監視業務や事故対応の効率化、
施設管理経費の縮減を図っている。今後も計画的にシステムを導入し、水道施設の
監視強化や維持コストの縮減をすすめる必要がある。

【水道部】
・基幹管路の耐震化及び老朽管更新をすすめる。
・災害など緊急時に備えた給水拠点の整備をすすめる。
・法改正に伴う施設管理台帳の整備に向けたGISの活用をすす
める。
・市域に散在する水道施設を集中監視するために、クラウドを利
用した監視システムの導入をすすめる。

・カメラ調査とその成果に基づく止水業務を継続的
に実施した。

水
道
部

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 水道部／林政部

（
６

）
下
水
道
事
業

の
経
営
安
定

中長期的な視点に立った経営戦略による経営基
盤の強化

汚水管路の調査や管路の再整備などによる雨水
等の流入対策の推進

・下水道ビジョン・経営戦略を策定した。
・地方公営企業法適用に向けた業務を実施した。

水
道
部

地域の特性に応じた施設の整備や統合などによ
る汚水処理の効率化

・処理区域再編整備事業に着手した。
水
道
部
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ●

3 ●

目標値

H31
（中間）

R6

↗ ↗

87.8 89.6 99.9 99.9 99.9 99.9 99.9 100

- 71.2 - 73.8 77.0 74.2 64.2

99.9 99.9 99.9 100

順位
（36項目中）

10位 回答比率

H25 H26 H27

R2 回答比率 68.2%
順位

（36項目中）
11位 回答比率

H29

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H29 H30 H31

順位
（20項目中）

H30 回答比率 74.2%
順位

（34項目中）
8位 回答比率

順位
（20項目中）

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位は下降しており、取り組みが十分ではないと感じる市民が増えている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位 →　＜維持＞今まで通り事業を実施し、事業の工夫等により高い水準を維持すべき

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

順位
（20項目中）

H31 回答比率

順位
（20項目中）

順位
（20項目中）

H28 回答比率 73.8%
順位

（34項目中）
6位

回答比率 77.0%
順位

（34項目中）
7位 回答比率

順位
（20項目中）

64.2%

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「テレビ、ラジオ、インターネットなどを快適に視聴・利用できる環境が整っている」と感じている市民の割合

回答比率

H26 回答比率 71.2%
順位

（34項目中）
8位 回答比率

「テレビ、ラジオ、インターネットなどを快適
に視聴・利用できる環境が整っている」と感
じている市民の割合

％

100

ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）利用可能世帯率 ％

超高速ブロードバンド利用可能世帯率 ％ 78.3 87.8 89.6 99.9

100

H28

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

②情報通信技術の活用

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （6）住みやすい環境の整備

取り組みの方向
性

・ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）や超高速ブロードバンド通信網、携帯電話、地域ＦＭ放送などの情報通信基盤の整備の促進により地域における情
報格差を解消します。
・地域密着型の自主放送番組の発信、公衆無線ＬＡＮなどの整備の促進により情報通信技術の活用を図ります。
・行政手続きのオンライン化の推進や情報資産の保護などにより電子市役所を推進します。

個別分野 情報

主要課題
・地域における情報格差を解消する必要があります。
・日々進化する情報通信技術を市民生活の利便性の向上や行政事務の効率化などに活かしていく必要があります。

目指す姿 ・市民や観光客などが多様な情報通信技術を快適に利用しています。
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1

2

1

2

1

3

4

5

セキュリティ対策等の強化などによる情報資産の
保護

・平成29年3月に行政系とインターネット系のネット
ワーク分離を行ったほか、平成29年7月より岐阜県
情報セキュリティクラウドへ接続し、監視体制など
セキュリティレベルを向上させた。

総
務
部

2
個人番号カードを活用した各種申請手続の簡素化
や独自機能を付加した新たなサービスの提供など
による市民の利便性の向上

・平成28年1月より個人番号カードを活用した諸証
明のコンビニ交付を開始した。

市
民
保

健
部

・平成28年1月より個人番号カードを活用した諸証
明のコンビニ交付を開始した。平成29年11月より
子育てワンストップサービスを追加した。

総
務
部

（
１

）
地
域
情
報
格
差
の

解
消

民間事業者への支援などによるＣＡＴＶ（ケーブル
テレビ）や超高速ブロードバンド通信網の整備の
促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（6）住みやすい環境の整備
②情報通信技術の活用
・中山間地域などでの快適な暮らしと就業しやすい環境を
つくるため、ＣＡＴＶや超高速 ブロードバンド通信網の整備
を促進するとともに、防災・福祉・医療・教育などの分野に
おける双方向通信技術の活用を進める。

★CATV網の整備をすすめ、世帯カバー率約
100％を達成し、同時に超高速ブロードバンド通信
網の整備も完了した。

（
３

）
電
子
市
役
所
の
推
進

公共施設利用のインターネット予約受付や電子入
札などによる行政手続きのオンライン化の推進

・eLTAXや電子入札、公共施設予約などのオンラ
イン手続きを継続的に運用した。

個人情報保護やセキュリティポリシーの遵守など
による情報の適正利用の推進

・情報セキュリティ監査や情報セキュリティ研修を
毎年実施し、セキュリティポリシーの徹底を図っ
た。

総
務
部

文書管理や地理情報管理などのシステム化によ
る行政事務の効率化

・平成28年度より文書管理システムを導入した。
・県内統一の地図情報システムを活用した各種
マップを作成し、サービス向上や事務効率化を
図った。

総
務
部

総
務
部

民間事業者との連携による公衆無線ＬＡＮなどの
整備の促進

・外国人観光客の利用を主眼とした公衆無線LAN
を整備した。

海
外
戦

略
部

・市内61箇所の公共施設等に避難所用Wi-fiを整
備した。

総
務
部

（
２

）
情
報
通
信
技
術
の
活
用

ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）や地域ＦＭ放送の活用な
どによる地域密着型の自主放送番組の発信

・イベントの中継や地元の児童生徒が出演する番
組、各地域の文化を紹介する番組を制作するな
ど、市民が親しみをもてる市政情報を発信した。

総
務
部

情報通信機器の利用による防災・福祉・医療・教
育などの分野における双方向通信技術の活用の
促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（6）住みやすい環境の整備
②情報通信技術の活用
・中山間地域などでの快適な暮らしと就業しやすい環境を
つくるため、ＣＡＴＶや超高速 ブロードバンド通信網の整備
を促進するとともに、防災・福祉・医療・教育などの分野に
おける双方向通信技術の活用を進める。

★大雨洪水警報の発令時など、SNSによる「防災
情報掲示板」を活用して、即時性のある情報発信
と情報収集を行った。
★マイナポータル端末の整備等により、自宅に居
ながらにして行政手続を一部行えるようになった。
★平成27年9月より双方向通信技術を活用したTV
会議システムを導入した。
★AI議事録作成システムの導入やRPA実証実験
を行った。

総
務
部

3

総
務
部

電気通信事業者との連携などによる携帯電話や
地域ＦＭ放送等の情報通信基盤の整備の促進

・携帯電話の電波不感地帯が、通信事業者の基
地局整備により大幅に縮小した。

総
務
部

取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局
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（１）地域情報格差の解
消

【総務部】
・平成29年度末までに市内全域でのCATV網整備が完了し、市政情報の発信や超高
速ブロードバンド通信サービスの提供が可能となった。
・携帯電話の電波不感地帯の縮小が図られた。
・市民の利便性をさらに向上できるよう、不感地帯の解消に向けた取り組みを継続す
る必要がある。

【総務部】
・CATV加入促進や魅力ある自主放送番組づくりを推進する。
・携帯電話の電波不感地帯の縮小に向け、通信事業者と調整
をすすめる。

（２）情報通信技術の活
用

【総務部】
・平成28年8月から地域FM放送のサイマル放送が開始され、可聴域以外でもラジオ
放送を聴くことが可能となった。
・マイナポータル接続端末を本庁及び各支所に整備し、電子申請の受付が可能と
なったことにより、自宅から行政手続が一部行えるようになった。
・インターネット分離や岐阜県情報セキュリティクラウドへの接続により、市の情報資
産に対するセキュリティレベルが向上した。
・仮想サーバによる機器の集約を行い、維持管理費のコスト削減を図った。
・情報通信技術の活用をすすめることにより、行政手続きの簡素化と利便性の向上を
図る必要がある。
【海外戦略部】
・外国人観光客の利用を主眼とした公衆無線LANを整備し、情報通信の利便性向上
が図られた。
・事前に登録したメールアドレスを利用し、アンケートや緊急時の情報配信が行えるよ
うになった。

【総務部】
・個人番号カードを活用した各種申請手続きの簡素化や独自
サービスの提供により、利便性の向上を図る。
・SNSなどを活用した市民や観光客への迅速な情報伝達のしく
みづくりや環境整備をすすめる。
・AIやRPAなど情報通信に関する先端技術について、活用に向
けた検討をすすめる。
【海外戦略部】
・公衆無線LANの利用方法を周知し、利用促進を図る。
・公衆無線LAN利用者に対するアンケート結果を、マーケティン
グ情報として活用する。

（３）電子市役所の推進

【総務部】
・施設予約や電子入札など、インターネットを通じたオンライン申請システムの運用を
継続した。
・個人番号カードを利用した行政手続き簡素化について、子育て関連事務から開始し
た。
・情報セキュリティ監査を継続して実施し、指摘事項等について迅速に改善対応する
とともに、平時からタイムリーにセキュリティニュースを職員に配信し、職員のセキュリ
ティ意識の維持向上に努めた。
・オンライン申請が可能な手続きの拡充や、新たなサービスの提供により、利便性向
上を図る必要がある。
【市民保健部】
・平成28年1月より、個人番号カードによる証明書コンビニ交付サービスを開始した。

【総務部】
・オンライン申請が可能な手続きの拡充をすすめる。
・個人番号カードを活用した各種申請手続の簡素化や独自サー
ビスの提供により、利便性の向上を図る。
・緊急時にも情報資産を適切に保護しつつ、業務を継続するた
めの訓練を行い、対応能力の向上を図る。
【市民保健部】
・証明書コンビニ交付サービスの普及を図る。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 総務部／海外戦略部／市民保健部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

80 90

2 3 4 4 4

↗

回答比率 14.1%
順位

（20項目中）

24位 回答比率 6位

回答比率 47.5%
順位

（36項目中）
23位 回答比率 22.3%

順位
（20項目中）

5位

順位
（20項目中）

7位

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇、重要度の順位が上昇 →　改善傾向にあるものの、さらなる改善が求められている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げるべ
き

H30 回答比率 45.6%
順位

（34項目中）

21.2%H31 回答比率 44.0%
順位

（36項目中）

R2

22位

15.8%
順位

（20項目中）
7位

H28 回答比率 43.2%
順位

（34項目中）
27位 回答比率 24.0%

H29 回答比率 47.7%
順位

（34項目中）
23位 回答比率

順位
（34項目中）

24位 回答比率 12.9%
順位

（20項目中）
7位

順位
（20項目中）

6位

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「災害から命・財産を守るための準備や体制が整っている」と感じている市民の割合 地震や豪雨災害などへの備え

H26 回答比率 46.3%

２　市民アンケートの結果

- 43.2 47.7 45.6 44.0 ↗

火山防災協議会設置数 協議会

66 60 100

「災害から命・財産を守るための準備や体
制が整っている」と感じている市民の割合

％ - 46.3

4 4 3 5

災害応援協定締結団体数 団体 70 71 73 74 75 88 94

地域防災リーダーがいる町内会の割合 ％ 32.1 46 51 57 59 63

R6

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

個別分野

①地域力の維持・向上

防災

主要課題

・自助・共助を基本とした地域の防災活動が各地域において活発に実践されるようにする必要があります。
・災害発生時の市民の避難行動の安全性や良好な避難所生活が確保できるよう防災体制の総合的な充実を図る必要があります。
・自然災害防止施設の強化を図る必要があります。
・大規模災害発生時の広域連携体制など広域防災対策を強化する必要があります。
・観光客の防災対策を強化する必要があります。

目指す姿
・市民の防災意識が高く、地域の多様な主体が連携し、災害発生時に地域の防災力が有効に機能しています。
・地震や豪雨、豪雪、火山噴火など自然災害発生時に市民の生命や財産を守る総合的な防災体制が整っています。
・大規模災害発生時の広域防災体制や観光客防災体制が確保されています。

取り組みの方向
性

・地域防災リーダー育成の推進や実践的な防災訓練の実施、避難行動要支援者の支援強化などにより地域の防災力の向上と市民初動体制
の確立を図ります。
・災害発生時の市民への多様な災害情報伝達の推進、市民との災害情報共有の推進、防災関係協定の拡充やきめ細かな被災者の生活支援
などにより防災体制の充実を図ります。
・水害や土砂災害に備えた防災施設の強化、施設の耐震性能の向上、融雪型火山泥流や土石流の防止対策の促進などにより自然災害防止
施設の充実を図ります。
・広域受援体制の整備、飛騨地域の自治体や国・県、関係団体等の連携強化などにより広域防災対策の強化を図ります。
・観光客避難誘導体制の確立や観光客への防災情報提供の充実などにより観光客の防災対策の強化を図ります。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （1）協働のまちづくりの推進

高山市第八次総合計画　施策評価シート
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1

2

3

4

5

1

2

3

4

5

6

7

8

2

3

4

1

2

（
４

）
広
域
防

災
対
策
の
強
化

広域防災拠点の整備促進などによる広域受援体
制の整備

・飛騨・世界生活文化センターを県の広域防災拠
点施設とした。

総
務
部

広域災害想定防災訓練などによる飛騨地域の自
治体や国・県、関係団体等の連携強化

・飛騨地域の自治体、国、県など関係機関が参加
する広域防災訓練に参加した。

総
務
部

福
祉
部

焼岳や御嶽山の緊急減災対策などによる融雪型
火山泥流や土石流の防止対策の促進

・火山防災協議会の活動を通じ、国の緊急減災対
策について情報共有した。

総
務
部

火山防災協議会の設置促進や活動推進、火山防
災避難訓練などによる火山防災対策・体制の強化

・火山防災協議会へ参画し、防災体制の強化に向
けた会員との連携や火山防災訓練への参加を
行った。

総
務
部

（
２

）
防
災
体
制
の
充
実

公共施設やライフライン施設等の耐震補強整備な
どによる施設の耐震性能の向上

・施設の重要度等に応じた耐震性能を持たせるよ
う、新築または耐震補強工事を実施した。

都
市
政

策
部

・防災ダムの安全性確保のため機能を維持するよ
う管理した。
・県営土地改良事業により、久々野防災ダムの遠
方監視設備の整備に着手した。

農
政
部

（
３

）
自
然
災
害
防
止
施
設
の
充
実

1

河川改修や雨水対策施設・土砂災害防止施設整
備の促進、大島ダムの建設促進、宮川防災ダム・
久々野防災ダム・丹生川ダム等の管理などによる
水害や土砂災害に備えた防災施設の強化

・災害の要因となる普通河川の護岸を整備した。
・急傾斜地崩壊対策事業5か年計画に基づき、土
砂災害防止施設を整備した。
・大島ダム建設について、県の治水対策プランに
よる検証がなされた。

建
設
部
・

農
政
部

雪崩防護柵等の設置促進などによる雪崩に備え
た防災施設の強化

・主要道路（国・県道）における雪崩防止柵の設置
を含めた防災対策の強化について、関係機関に
要望した。

建
設
部

災害発生直後から応急復旧期、復興期まで見据
えた災害応援協定の締結などによる防災関係協
定の拡充

・94団体と災害応援協定を締結した。
総
務
部

被災者の生活再建支援や他地域からの受入れな
どによるきめ細かな被災者の生活支援

・被災者に対し、被災者生活・住宅再建支援金、災
害見舞金、義援金を支給し、経済支援を行った。
・東日本大震災にて被災された方の受け入れを
行った。

ハザードマップの定期的な更新などによる災害発
生時における危険箇所の周知

・ハザードマップを用いた自身の避難行動の検討
について啓発した。

総
務
部

避難所の定期的な見直しや避難所運営マニュア
ルの充実、災害備蓄品の計画的確保などによる
避難所対策の強化

・避難所運営マニュアルを見直し、指定避難所や
地域に配布した。
・防災備蓄品の計画的な配備を行った。

総
務
部

防災行政無線の管理や防災ラジオ・メール配信
サービスの普及、緊急速報メールの活用などによ
る多様な災害情報伝達の推進

・防災ラジオの普及やメール配信サービス登録者
の拡大、防災無線の適切な保守等により、多様な
災害情報の伝達手段を確保した。

総
務
部

・高山市公式防災ツイッター、フェイスブック、LINE
等により、災害情報を発信した。

総
務
部

避難勧告・避難指示・避難準備情報の迅速・的確
な伝達確保などによる避難行動情報伝達体制の
確立

・避難勧告判断・伝達マニュアルを整備した。
総
務
部

フェイスブック等のＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキ
ング・サービス）の活用などによる市民との災害情
報共有の推進

（
１

）
地
域
の
防
災
力
の
向
上
と
市
民
初
動
体
制
の

確
立 防災エキスパート育成研修や災害図上訓練・避難

所運営訓練、防災士のネットワークづくりなどによ
る地域防災リーダー育成の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（1）協働のまちづくりの推進
①地域力の維持・向上
・地域防災リーダーを育成するため、防災エキスパート育
成研修、防災士のネットワーク づくりなどを進める。

★地域の防災リーダーを育成するための防災研
修会を実施した。

総
務
部

総合防災訓練や土砂災害防災訓練、火山防災避
難訓練などによる想定される災害に応じた実践的
な防災訓練の実施

避難行動要支援者の見守りや避難誘導訓練など
による災害発生時における避難行動要支援者の
支援強化

・町内会に依頼し、避難行動要支援者台帳の新規
登録及び登録者の情報更新を実施（年１回）した。
・災害時における要配慮者の避難場所として、福
祉避難所の設置運営に関する協定を市内の障が
い者支援施設及び介護保険施設と締結した（10法
人、18施設）。

福
祉
部

・本庁及び各支所において、毎年防災訓練を実施
した。

総
務
部

地域と企業との災害時応援協定の締結や地域の
防災訓練への地元企業の参加促進などによる地
域と企業の連携協力の強化

・災害応援協定を締結した企業が総合防災訓練に
参加した。

総
務
部

災害の発生に備えた家庭内備蓄の促進 ・防災訓練や防災研修会等において啓発した。
総
務
部

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）
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（４）広域防災対策の強
化

【総務部】
・飛騨・世界生活文化センターを県の広域受援計画に基づく広域防災拠点とするとと
もに、当該施設における物資輸送訓練に参加した。
・大規模災害発生時の広域連携体制など広域防災対策を強化する必要がある。

【総務部】
・国、県と合同で広域防災訓練を行う。

（５）観光客の防災対策
の強化

【海外戦略部】
・緊急対応コミュニケーションサポーター制度を構築し、緊急時に外国人観光客を支
援する体制を整えた。
・公衆無線LANを整備し、緊急時には利用者に情報提供する体制を構築した。
【商工観光部】
・災害時の旅行者対応計画及び旅行者の安全確保のための災害時初動対応マニュ
アルを策定し、市内の観光関係団体や事業者と情報を共有することで、防災対策の
強化を図った。
・災害発生時に適切な対応が行われるよう、災害を想定した実践的な訓練が必要で
ある。
【総務部】
・民間事業者との協定締結により、新たな指定避難所を確保した。

【海外戦略部】
・医療機関等と連携し、緊急対応コミュニケーションサポーター
制度の登録者の能力向上を図ることにより、外国人旅行者に対
する円滑な支援を提供する体制を整える。
【商工観光部】
・市内の関係団体や事業者を対象とした学習機会等を通じ、災
害時の対応についての情報共有を行う。
・市の防災訓練などに合わせ、宿泊施設等における訓練の実施
を促進し、災害対応の実効性を高める。
【総務部】
・市民をはじめ観光客も利用できるよう、引き続き避難所の確保
に努める。

（１）地域の防災力の向
上と市民初動体制の確

立

【総務部】
・防災研修・防災訓練の実施などにより、防災力の向上を図った。
・災害時の市民等による自主的な避難所運営が必要である。
【福祉部】
・避難行動要支援者台帳の整備や福祉避難所の指定などによる災害時に配慮が必
要な人への支援体制を確立した。支援者が決まらない要支援者への対応が課題で
ある。
・災害時に避難支援を要する要配慮者は、状態や生活環境が多種多様であり、中に
は地域での支援も難しく指定避難所まで避難できない要配慮者がいるため、移動支
援が必要である。
・福祉避難所の受入れに関して、より実効性のある運営方法の検討が必要である。

【総務部】
・避難所運営マニュアルの周知や避難所運営訓練の実施によ
り、地域住民が主体となって避難所運営ができる体制を整え
る。
【福祉部】
・支援者が決まらない要支援者の対応について検討をすすめ
る。
・災害時における要配慮者のうち、指定避難所への避難が困難
な者に対する移動支援策について検討をすすめる。
・高山市避難行動要支援者支援対策協議会及び福祉避難所の
協定を締結している法人との協議をすすめ、福祉避難所の実効
性の高い運営方法について検討をすすめる。

（２）防災体制の充実

【総務部】
・災害時の情報配信を複数の媒体で実施することにより、多様な災害情報の伝達手
段を確保し、確実な災害情報の伝達を図った。
・避難所には、発災直後に必要となる備蓄品を保管しておく必要がある。
・災害発生時には、多様な災害情報の伝達や避難勧告等の周知、自ら必要な避難行
動を取ることを啓発する必要がある。
【福祉部】
・被災世帯に対する各種支援金の給付により、生活再建に向けた支援を行った。

【総務部】
・発災直後から迅速に対応できるよう災害備蓄品の保管場所に
ついて見直しをすすめる。
・様々な媒体を活用し、迅速・確実に緊急情報を伝達するととも
に、緊急情報を入手した場合の各自の取るべき行動についての
啓発を行う。
【福祉部】
・被災世帯に対する支援金の給付など、生活再建に向けた支援
を行う。

（３）自然災害防止施設
の充実

【建設部】
・普通河川の老朽箇所や断面不足箇所を整備し、浸水被害等に対する防水対策を
図った。
・近年ゲリラ豪雨などにより短時間で浸水被害が生じることが多く、5年又は10年確立
雨量による河川断面を検討する場合、断面の不足が懸念されている。
・急傾斜地崩壊対策事業整備計画に基づき、2地区で整備をすすめているが、県の
予算配分の影響により進捗が遅れている。
【都市政策部】
・施設の重要度等に応じて新築または耐震補強工事を実施し、耐震性能を高めた。
【農政部】
・宮川防災ダム及び久々野防災ダムの維持修繕により機能の保全を行うとともに、降
雨時には洪水調整を行い、ダム下流域の市民生活の安全確保、農業生産施設や農
地への被害防止を図った。
【総務部】
・火山防災協議会の活動を通じ、国の緊急減災対策について情報共有を行った。

【建設部】
・河川整備事業は市民の意見を踏まえ河川護岸の軟弱箇所の
整備をすすめる。
・急傾斜地崩壊対策事業は、2地区の整備を継続的にすすめ
る。事業規模が大きい地区については、県事業による実施を要
望する。
【都市政策部】
・施設の重要度に応じた耐震性能を持たせるよう公共施設の整
備をすすめる。
【農政部】
・宮川防災ダム及び久々野防災ダムの維持修繕により機能の
保全を行うとともに、降雨時には洪水調整を行い、ダム下流域
の市民生活の安全確保、農業生産施設や農地への被害防止を
図る。
・防災ダムの機能維持に取り組み、豪雨による市民生活、農業
施設及び農地への甚大な被害の未然防止を図る。
【総務部】
・火山防災協議会の活動を通じ、国・県や近隣自治体と連携し
た取り組みをすすめる。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 総務部／福祉部／都市政策部／建設部／農政部／商工観光部／海外戦略部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

1
観光客向け緊急指定避難場所の指定や応援協定
締結ホテル・バス事業者等との連携などによる観
光客避難誘導体制の確立

・緊急対応コミュニケーションサポーター制度を構
築し、緊急時に外国人観光客を支援する体制を整
えた。

海
外
戦

略
部

・災害時の旅行者対応計画及び旅行者の安全確
保のための災害時初動対応マニュアルを作成し
た。
・観光関係団体や関係事業者を対象とした研修会
を開催し、災害時の対応について情報を共有し
た。

（
５

）
観
光
客
の
防
災
対
策
の
強
化

商
工
観
光
部

・市内ホテルと避難所提供についての応援協定を
締結したほか、バス運行事業者と災害時のバス提
供についての応援協定を締結した。

総
務
部

2
観光ガイドマップ・観光案内板への避難所表示や
公衆無線ＬＡＮサービスの提供などによる観光客
への防災情報提供の充実

・公衆無線LANを整備し、緊急時には利用者に情
報提供する体制を構築した。

海
外
戦

略
部

・ぶらり散策マップに主な災害時避難所を掲載し
た。
・市公式の観光ホームページにおいて、気象情報
や交通機関の運行状況に関する情報を掲載した。

商
工
観
光
部
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

個別分野 安全

主要課題

・高齢化の進展に伴い、交通弱者の交通事故を防止する必要があります。
・関係機関と連携して犯罪を未然に防ぐ環境を整える必要があります。
・インターネットの普及や高齢化の進展に伴い、若年層や高齢者の消費トラブルを防止する必要があります。
・関係機関と連携して暴力団の排除を推進する必要があります。
・武力攻撃など突然発生する事態に際して、的確かつ迅速に対応する必要があります。

目指す姿 ・交通事故や犯罪などが未然に防がれ、日常生活における安全が確保されています。

取り組みの方向
性

・交通安全施設の整備や交通安全意識の高揚などにより交通事故を防止します。
・「自らの地域は自らが守る」という防犯意識の高揚や防犯に関する情報の発信、子どもの安全確保、青少年を取り巻く有害情報の排除などに
より防犯体制を強化します。
・消費生活に関する正しい知識の普及啓発や相談体制の充実、計量表示の適正化などにより消費トラブルを防止します。
・警察や関係機関との連携の強化や「暴力団追放三ない運動」の実践などにより暴力団の排除を推進します。
・多様な媒体を活用した情報提供や職員初動体制の強化などにより国民保護体制を強化します。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

県「安全・安心まちづくりボランティア」に登
録している市内の団体数

団体 16

交通安全教室参加者数（年間） 人 7,543 7,489 7,058 8,327

16 16 16

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

消費生活相談件数（年間） 件

「犯罪や交通事故などが少なく、安全に暮
らせる環境が整っている」と感じている市民
の割合

％ - 69.3

443 265 200 150

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「犯罪や交通事故などが少なく、安全に暮らせる環境が整っている」と感じている市民の割合 安心安全の確保（消防、防犯、交通安全）

H26 回答比率 69.3%
順位

（34項目中）
10位 回答比率 6.9%

順位
（20項目中）

14位

H28 回答比率 70.8%
順位

（34項目中）
9位 回答比率 7.8%

順位
（20項目中）

12位

H31 回答比率 66.8% 13位

H29 回答比率 71.4%
順位

（34項目中）
10位 回答比率 9.4%

順位
（20項目中）

9位

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇、重要度の順位が上昇 →　改善傾向にあるものの、さらなる改善が求められている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位も上位 →　＜重点維持＞重点的に事業を実施し、高い水準を維持すべき

H30 回答比率 70.8%
順位

（34項目中）
10位 回答比率 6.4%

順位
（20項目中）

順位
（36項目中）

7位 回答比率 7.8%
順位

（20項目中）

14位

順位
（36項目中）

9位 回答比率 6.5%
順位

（20項目中）

9位R2 回答比率 73.6%

H28 H29 H30H25 H26 H27

20 25

247 307 321 300 436

H31

目標値

H31
（中間）

R6

8,305 8,040 7,231 7,800 8,000

16 16 15

↗- 70.8 71.4 70.8 66.8 ↗
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1

2

1

2

3

5

1

2

3

1

2

1

2

3

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

市
民
活

動
部

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
２

）
防
犯
体
制
の
強
化

警察や防犯ボランティアとの連携などによる防犯
意識の高揚

・関係機関等と連携し、防犯に対する啓発を行っ
た。

市
民
活

動
部

防犯ボランティア等の市民活動団体のネットワー
ク化や防犯灯の改修費等に対する助成、高山地
区防犯協会の活動への支援などによる防犯活動
の推進

安全・安心メールの配信などによる防犯に関する
情報の発信

（
１

）
交
通
事
故

の
防
止

ガードレールやカーブミラーの設置などによる交通
安全施設の整備

・地域要望や危険箇所の点検結果に基づき、交通
安全施設の設置・修繕を行った。

建
設
部

子ども・高齢者等への交通安全教室やドライバー
への街頭啓発などによる交通安全意識の高揚

・保育園、幼稚園、小学校、高齢者に対する交通
安全教室を開催した。
・関係機関や団体と連携した交通安全啓発事業を
実施した。

市
民
活
動

部

市
民
活
動
部

・防犯カメラ設置に対する支援を行った。
・町内会が管理する防犯灯のＬＥＤ改修（新設・改
修・撤去）に対する支援を行った。
・高山地区防犯協会の運営に対する支援を行うと
ともに、連携して啓発等を行った。

・安心・安全メールの配信により、関係機関や部署
との情報共有と市民への情報提供体制の確立を
図った。

市
民
活

動
部

定期的な検査や違反事業所への指導などによる
計量表示の適正化

・適正な計量表示のため、事業者等のはかりの検
査や量目検査等を実施した。

市
民
活

動
部

有害図書に関する立ち入り調査などによる青少年
を取り巻く有害情報の排除

・有害図書の青少年への販売、貸付け、閲覧等を
規制する岐阜県青少年健全育成条例に基づき、
市内店舗等への立ち入り調査を実施した。

市
民
活

動
部

4
地域の見守り活動や子ども１１０番の推進、防犯ブ
ザーの配付などによる子どもの安全確保

・まちづくり協議会の主体的な取り組みに対し、協
働のまちづくり支援金を交付し、活動を支援した。

市
民
活

動
部

・4月に入学する新小学1年生に対し、安全帽子と
防犯ブザーを配付し、子どもの安全確保に努め
た。

（
４

）
暴
力
団
の

排
除

暴力団に露店等を出させないための現地調査や
暴力行為に対する相談などによる警察や関係機
関との連携の強化

・高山祭や二十四日市などへの露店の出店申請
にあたり、従事者全員の身分証明書等の提示を求
め、警察と連携して暴力団関係者ではないことを
確認した。

商
工
観
光

部

暴力団を恐れない、金を出さない、利用しないとい
う「暴力団追放三ない運動」の実践

・警察と連携し、市の契約から暴力団を排除した。
総
務
部

教
育
委

員
会

（
３

）
消
費
ト
ラ
ブ
ル
の

防
止

リーフレットの作成や消費生活講座の開催、悪質
商法・価格動向に関する情報の提供などによる消
費生活に関する正しい知識の普及啓発

・出前講座の開催やリーフレットの配付などを通じ
て、市民に消費生活に対する正しい知識の普及啓
発をすすめた。

市
民
活

動
部

相談窓口の設置や研修を通じた相談員のスキル
アップなどによる消費生活に関する相談体制の充
実

・相談員の能力向上のため、レベル別研修会に積
極的に参加した。

（
５

）
国
民
保
護
体
制

の
強
化

防災行政無線や防災ラジオ、安全・安心メール等
の多様な情報媒体の活用などによる緊急情報の
提供

・毎年全国一斉情報伝達訓練（Ｊ-アラート）を実施
した。

総
務
部

国民保護措置についての訓練などによる職員初
動体制の強化

・全国一斉情報伝達訓練（Ｊ-アラート）にあわせ
て、危機管理担当職員の初動対応を確認した。

総
務
部

国・県・近隣自治体及び指定公共機関等との連携
などによる体制の強化

・国、県との情報共有を密にするとともに、連絡窓
口の確認を常時行った。

総
務
部
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４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 市民活動部／建設部／教育委員会／商工観光部／総務部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）交通事故の防止

【市民活動部】
・小学校や高齢者などへの交通教室の開催や、関係団体などと連携した啓発により、
交通安全に関する市民意識の向上を図った。
・無事故に向けたさらなる取り組みが必要である。
【建設部】
・地域要望等に基づき、ガードレールやカーブミラー、道路標識などの交通安全施設
の設置・修繕を行い、交通事故の防止に努めた。

【市民活動部】
・関係機関等との協働・連携により、無事故に向けた交通安全
の啓発などを推進する。
【建設部】
・道路利用者の立場に立った交通安全施設の設置・修繕を行
い、安全で快適な道路環境の確保に努める。

（２）防犯体制の強化

【市民活動部】
・防犯カメラの設置に対する支援を行ったことにより、地域の防犯体制の強化が図ら
れ、安全安心なまちづくりをすすめることができた。
・関係機関と連携した防犯に関する啓発や市民への情報提供により、防犯意識の高
揚が図られた。
・平成24年度に町内会防犯灯改修補助制度を創設し、平成31年度末時点におけるＬ
ＥＤ改修率は96％となった。
・改修されない理由について実情を把握し、管理主体のあり方を含め、対応を検討す
る必要がある。
・青少年を取り巻く有害情報の排除、非行防止と有害環境の浄化を図るための補導
センターによる巡回活動を実施した。
【教育委員会】
・警察との連携や地域の協力による見守り活動などを通じ、子どもの安全確保を図っ
た。
・新入学児童に対する安全帽子と防犯ブザーの配付により、登下校の安全確保と啓
発を行った。
・地域の子どもを地域で見守る体制づくりを一層すすめていく必要がある。

【市民活動部】
・防犯カメラの設置に対する支援により、地域の防犯体制の強
化を図る。
・関係機関との協働・連携により、防犯に関する啓発や市民へ
の迅速な情報提供をすすめる。
・防犯ボランティアのネットワーク化について検討をすすめる。
・防犯灯の改修事業については、制度の見直しに向けた検討を
すすめる。
・まちづくり協議会が地域課題の解決など主体的に取り組む活
動に対する支援を行う。
・青少年の健全な育成を目的とした、子ども会育成連絡協議
会、青少年育成市民会議、少年補導センターとの連携により、
非行防止と有害環境の浄化活動をすすめる。
【教育委員会】
・安全帽子等の配付や学校・警察・地域などの連携・協力体制
の強化により、児童・生徒の安全確保を図る。
・学校と保護者、地域住民組織などが協働・連携するコミュニ
ティスクールを推進する。

（３）消費トラブルの防止

【市民活動部】
・高山市消費生活センターを設置し、増加・複雑化する消費生活相談に対応するとと
もに、出前講座や様々な啓発による消費生活に関する正しい知識の普及促進、計量
表示の適正化により消費トラブルの防止を図った。

【市民活動部】
・消費生活に関する正しい知識の普及に向けた様々な啓発に取
り組む。
・増加・複雑化する消費トラブルの相談に対応するため、相談員
の人材確保や強化を図る。

（４）暴力団の排除

【商工観光部】
・露店の出店に際し、申請段階での確認や現場での立ち入り検査の実施により、暴
力団関係者を完全に排除した。
【総務部】
・市業務からの暴力団関係者の排除を徹底した。

【商工観光部】
・引き続き警察や関係機関と連携し、暴力団関係者を排除す
る。
【総務部】
・引き続き警察と連携し、暴力団排除をすすめる。

（５）国民保護体制の強
化

【総務部】
・全国一斉情報伝達訓練(J-アラート)に毎年参加し、緊急時の情報伝達体制を確認
した。

【総務部】
・引き続き、全国一斉情報伝達訓練（Ｊ-アラート）に参加する。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 5　基盤・安全 基本目標
安全で安心して快適に住める
まち

個別分野 消防

主要課題

・独居世帯・老人福祉施設の増加、建築物の高層化・大規模化が進む中、住宅防火対策を強化するとともに、防火対象物や危険物施設などの
法令遵守の徹底を図り、火災などを予防する必要があります。
・消防関係機関などの連携強化や消防施設・車両・資器材などを充実する必要があります。
・消防団員の高齢化や被雇用者の増加などに伴い団活動の維持が困難な状況となり、確保に向けた対策を強化する必要があります。
・消防団員の処遇改善を図りつつ、自主防災組織などとの連携強化を進める必要があります。
・救急救命士・救急隊員の資質の向上や救急救命処置用資器材の維持管理の充実を図るとともに、救急現場に居合わせた市民による応急手
当を促す必要があります。

目指す姿
・市民の防火意識が高く、火災が未然に防がれています。
・関係機関の緊密な連携のもと、火災等の災害時や救急時に市民の生命や財産を守る消防・救急体制が整っています。

取り組みの方向
性

・防火意識の高揚や防火知識の普及啓発、住宅防火対策の推進などにより予防体制の充実を図ります。
・災害対応能力の向上や出動体制の充実、消防水利の確保などにより消防体制の充実を図ります。
・消防団への加入促進や活動の充実、団員の資質向上などにより消防団の充実を図ります。
・救急救命処置技術の向上や市民への応急手当の普及などにより救急活動の充実を図ります。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （1）協働のまちづくりの推進 ①地域力の維持・向上

関係機関との合同訓練回数（年間） 回 28

高齢者宅防火訪問件数（数値は５年累積） 件 3,815 3,726 3,635 3,733

44 33 48

指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

救命講習（ＡＥＤ講習）修了証所有者数 人

「消防・救急救助体制が整っている」と感じ
ている市民の割合

％ - 83.3

8,849 11,203 6,500 7,000

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「消防・救急救助体制が整っている」と感じている市民の割合 安心安全の確保（消防、防犯、交通安全）

H26 回答比率 83.3%
順位

（34項目中）
3位 回答比率 6.9%

順位
（20項目中）

14位

H28 回答比率 85.7%
順位

（34項目中）
3位 回答比率 7.8%

順位
（20項目中）

12位

H29 回答比率 83.9%

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が下降、重要度の順位が上昇 →　課題があり、改善が強く望まれている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位も上位 →　＜重点維持＞重点的に事業を実施し、高い水準を維持すべき

H30 回答比率

順位
（34項目中）

4位 回答比率 9.4%
順位

（20項目中）
9位

R2 80.2%
順位

（36項目中）
4位

6.4%
順位

（20項目中）

回答比率 6.5%
順位

（20項目中）

順位
（34項目中）

4位 回答比率

13位

7.8%
順位

（20項目中）
9位

82.6% 14位

回答比率

H31 回答比率 78.0%
順位

（36項目中）
5位

回答比率

H28 H29 H30H25 H26 H27

50 60

6,043 5,816 6,196 6,135 6,860

H31

目標値

H31
（中間）

R6

3,795 4,151 4,315 4,300 4,500

66 58 33

↗- 85.7 83.9 82.6 78.0 ↗
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1

2

3

1

2

3

4

1

2

3

4

1

2

3

4

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

（
１

）
予
防
体
制
の
充
実

消防協力団体や自主防災組織等との協働などに
よる防火意識の高揚や防火知識の普及啓発

・自主防災組織に対し、消防団員や地域防災活動
協力員と連携して指導することで、防災意識の啓
発と防災に関する知識の普及を図った。
・火災予防運動や文化財防火デー、危険物安全週
間、保育園児参加による火災予防啓発、合同訓
練、立入検査などを実施した。

消
防
本
部

住宅用火災警報器の設置促進や適切な維持管理
の啓発、住宅用消火器の普及などによる住宅防
火対策の推進

・全国平均を上回る設置率を維持するとともに、広
報や戸別訪問により、適切に維持管理されるよう
啓発した。

消
防
本

部

消
防
本

部

隣接消防本部・防災航空隊等との連携強化や現
場活動における新たな技術の活用などによる災害
対応能力の向上

・隣接する消防本部や防災航空隊等との合同訓
練、被災地の迅速な状況把握のためのドローン活
用などにより、連携の強化及び災害対応能力の向
上を図った。

消
防
本
部

防火対象物や危険物施設等への立入検査などに
よる防火安全対策の推進

・立入検査を行い、特定及び非特定防火対象物の
重大違反を是正した。

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
２

）
消
防
体
制
の
充
実

・計画的な消防車両の整備をすすめた。
・圧縮空気泡消火装置搭載の消防自動車や地震・
火山噴火・豪雨災害等に備えた特殊災害対応資
器材を導入した。
・高機能指令システムの効率的な運用や多言語通
訳サービスによる119番通報対応など、迅速・的確
な通信体制を整えた。

消
防
本
部

初期消火資器材の整備などによる自主防災組織
の活動の充実

・自主防災組織に貸与している消火栓用初期消火
資器材を計画的に更新した。
・耐震性貯水槽の更新整備に合わせて可搬式小
型動力ポンプを整備した。

消
防
本
部

（
３

）
消
防
団
の
充
実

消防団応援事業所の拡大や団員雇用事業所表彰
等の制度拡充、団員が活動しやすい環境の整備
などによる消防団への加入促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（1）協働のまちづくりの推進
①地域力の維持・向上
・また、消防団への加入を促進するため、消防団応援事業
所の拡大、団員雇用事業所表彰等の制度拡充、団員が
活動しやすい環境の整備などを進める。

★消防団協力事業所表示制度の啓発などにより、
協力事業所が増加し、消防団員が活動しやすい環
境が整えられた。
★「社会貢献事業所感謝状表彰」として、従業員を
消防団員として在職させ、消防団活動に対し深い
理解を示している事業所を表彰した。（H28　4事業
所、H29　6事業所、H30　4事業所、Ｈ31　2事業所）

消
防
本
部

地域の実情に即した消防団の車庫・車両・資器材
の整備などによる消防団の活動の充実

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（1）協働のまちづくりの推進
①地域力の維持・向上
・また、消防団への加入を促進するため、消防団応援事業
所の拡大、団員雇用事業所表彰等の制度拡充、団員が
活動しやすい環境の整備などを進める。

・車庫の建替えや解体、車両の更新を計画的に実
施した。
★ライフジャケットの整備、デジタル簡易無線機の
増設、ヘッドライトの個人配備等を行い、消防団活
動に必要な資器材の充実を図った。

消
防
本
部

各種研修や教育訓練の実施などによる消防団員
の資質の向上

消防施設・車両・装備・資器材・通信指令機器等の
管理や地域の特性を考慮した車両・資器材の整備
と配置見直しなどによる出動体制の充実

防火水槽の耐震化や延命化などによる消防水利
の確保

・耐震性貯水槽の計画的な整備をすすめた。
・損傷、老朽化した消防水利の改修や修繕を計画
的に実施した。

消
防
本
部

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（1）協働のまちづくりの推進
①地域力の維持・向上
・また、消防団への加入を促進するため、消防団応援事業
所の拡大、団員雇用事業所表彰等の制度拡充、団員が
活動しやすい環境の整備などを進める。

・消防操法など火災対応訓練や春季・秋季の訓
練、支団の管轄を超えたブロック単位での訓練を
行い、消防団員の災害対応能力の向上を図った。
・消防学校での教育訓練を計画的に実施し、専門
知識の習得や技術の向上を図った。

消
防
本
部

・高規格救急自動車5台（救命処置用資器材含む）
を計画的に更新整備した。

消
防
本

部

（
４

）
救
急
体
制
の
充
実

救急救命士・救急隊員の教育体制の充実などに
よる救急救命処置技術の向上

・救急救命士の処置範囲拡大に伴い、新処置認定
救急救命士を計画的に養成した。
・意識障害教育、外国人救急対応、多数傷病者対
応の検討グループを設置し、救急隊員教育と現場
救急活動の質の向上を図った。

消
防
本
部

救急救命処置用資器材の整備による救急救命処
置の充実

消防防災ヘリコプターの飛騨地域常駐や消防防
災ヘリコプター・ドクターヘリの夜間運航の促進な
どによる広域救急搬送体制の充実

・消防防災ヘリコプターの飛騨地域常駐、防災ヘリ
コプターのドクターヘリ的な運航について、継続し
て県に要望した。

消
防
本

部

自主防災組織の各種訓練・研修会等の実施など
による組織力強化の促進

・各地域の自主防災組織の訓練指導や地域の学
習会への積極的な参加により、地域の防災力向
上を図った。

消
防
本

部

救命講習会の開催や民間施設へのＡＥＤ（自動体
外式除細動器）設置促進などによる市民への応急
手当の普及

・一般市民及びＡＥＤが設置された事業所を対象
に、延べ1,694回（R2.3現在）の救命講習会を実施
した。
・ＡＥＤ設置に関する方針を定め、市公共施設に設
置済みＡＥＤの屋外設置化(98)や、公民館等施設
の屋外へのＡＥＤ新規設置(160)を推進した。

消
防
本
部
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（４）救急体制の充実

・救急救命士の処置範囲拡大に伴い、新処置（心肺機能停止前の重症傷病者に対
する静脈路確保及び輸液、血糖測定並びに低血糖発作症例ブドウ糖溶液投与）認定
救急救命士を計画的に養成し、病院前救護体制の充実・強化を推進した。
・外国人救急対応など、市の実情に応じた病院前救護体制の向上に努めた。
・高規格救急自動車、救命処置用資器材の計画的な更新整備をすすめたことによ
り、救急活動の確実性及び安全性の向上につながった。
・岐阜、富山両県のドクターヘリコプター共同運航が開始され、より早期に医師を現場
投入できる体制が整った。
・消防防災ヘリコプターの飛騨地域常駐については、継続的に要望を重ねているが
実現に至っていない。
・多くの市民が救命講習を受講できる機会を提供できたが、指導者不足が課題となっ
ている。
・市のＡＥＤに関する方針に基づき、公共施設に設置済のＡＥＤの屋外設置化や公民
館等の屋外への新規設置により、いつでも誰もがAEDを使用できる環境を整えた。

・新処置のほか、薬剤投与、気管内チューブによる気道確保が
できる認定救急救命士を計画的に養成する。
・救急活動全般の十分な検証を行い、救急救命士・救急隊員教
育や救急活動の充実・強化を図る。
・外国人に対応できる教育訓練の充実を図るとともに、情報収
集シートや多言語通訳サービスを活用した安心感とおもてなし
を提供する。
・高規格救急自動車、救命処置用資器材を計画的に更新整備
する。
・防災ヘリコプターが転院先の医師をピックアップし転送元に飛
来する方法について、関係機関との協議、調整をすすめる。
・効果的、効率的な救命講習の開催や事業所で普及啓発を行う
応急手当普及員を養成する。
・AEDを設置した施設管理者や地域住民組織と連携した維持管
理体制を整え、有効に活用できるよう救命処置の普及を図る。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 消防本部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）予防体制の充実

・自主防災組織について、年１回以上の訓練の実施やリーダーの固定化を目標とし、
消防協力団体等との連携の強化を図るとともに、市民の防災意識や防災に関する知
識の向上を図るための指導及び普及啓発活動を実施した。
・自主防災組織のさらなる育成強化や地域防災力の向上を図るため、広報と訓練内
容の充実を図る必要がある。
・平成29年度に市内すべての小・中学校が市少年消防クラブに加入し、正しい防火防
災知識を身につける組織を編成した。
・火災予防運動や文化財防火デー、危険物安全週間、保育園児参加による火災予
防啓発、合同訓練、立入検査を実施した。
・消防法違反が長年是正されない防火対象物に対する違反処理を行うことにより、消
防法違反の是正を図った。
・住宅用火災警報器設置率は89.8％（H31）であり、全国平均（82.3％）と比べて高い
割合を維持しているが、引き続き、設置後の作動確認など適切な維持管理に向けた
啓発を推進する必要がある。

・市民への防災意識の啓発や防災に関する知識の普及を推進
する。
・災害時に自主防災組織が十分な役割を果たせるよう、訓練メ
ニューの紹介など継続的な訓練の実施を促進する。
・少年消防リーダー研修会の実施などにより、防災に関する高
度な知識の習得や地域防災の担い手の育成を図る。
・高齢者宅における住宅用防災機器の設置やストーブ・コンロな
ど、火気の適切な使用について注意喚起を行う。
・予防技術資格者の養成をすすめる。
・住宅用火災警報器の交換時期の到来を迎え、本体の交換や
定期的な作動確認など、適切な維持管理の重要性の啓発をす
すめる。

（２）消防体制の充実

・隣接する消防本部や防災航空隊との合同訓練を実施した。
・連携の強化や災害対応能力を向上するためには、緊急消防援助隊受援計画の飛
騨地域での統一を検討する必要がある。
・圧縮空気泡消火装置搭載の消防自動車や地震・火山噴火・豪雨災害等に備えた特
殊災害対応資器材を導入した。合わせてドローン操縦者の育成をすすめた。
・高機能指令システムの効率的な運用及び多言語通訳サービスを利用した119番通
報対応など、迅速・的確な通信体制を整えた。
・初期消火資器材は、点検結果に基づく部分更新により維持管理を行い、自主防災
組織への訓練指導と合わせ、迅速な初期消火活動ができる体制づくりを推進した。
・消火栓の適正な配置や初期消火資器材の配置の見直しなどにより、効果的な初期
消火体制を整える必要がある。
・調査により更新が必要と判断した耐震性のない防火水槽については、整備計画を
策定し、耐震性貯水槽へ更新した。
・耐震性貯水槽の整備に合わせて可搬式小型動力ポンプを設置したことにより、大規
模地震や同時多発火災などの災害発生時の水利確保や自主防災組織による迅速な
初期消火活動につなげることができた。ポンプの老朽化対策や軽量化などが必要で
ある。

・隣接する消防本部や防災航空隊等との合同訓練を継続し、災
害対応能力の向上を図る。
・飛騨地域で統一した受援計画への見直しをすすめる。
・消防車両や特殊災害対応資器材等について、計画的に更新
整備する。
・聴覚・言語障がい者の方が迅速に119番通報ができるNet119
システムの導入により、通信体制の充実を図る。
・消火栓や防火水槽の適正配置や初期消火資器材の配置のあ
り方の見直しを検討し、より効果的な初期消火体制を構築す
る。
・防火水槽の計画的な更新（耐震性貯水槽の整備）をすすめ
る。
・耐震性貯水槽の整備に合わせた可搬式小型動力ポンプの確
保については、老朽化したポンプの更新や資器材の軽量化等
について検討をすすめる。

（３）消防団の充実

・ライフジャケットの整備（H30）、ヘッドライトの個人配備やデジタル簡易無線機の増
設（H31）を行い、消防団活動の環境整備を行った。
・消防団員の処遇改善として、特別報酬の制度を新設（H30）するとともに、出動手当
の増額と特別報酬の支給額等を見直した（H31）。
・平成31年度は前年度に比べ団員数が微増となったが、消防団員数の減少傾向が
続いており、処遇改善や個人装備の充実を図るとともに、県と連携した新たな団員確
保策が必要である。

・消防団の意識調査の結果を踏まえた消防団行事の見直し、運
転免許取得に対する助成や出動手当の見直しなどの処遇改
善、個人装備を中心とした資器材の充実による活動環境の向
上を図り、消防団員の入団促進・団員確保対策を継続して実施
する。
・地域消防力の強化に向けた検討をすすめる。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ● ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 6　協働・行政 基本目標
みんなでつくる持続可能なま
ち

個別分野 協働

主要課題

・多様化する市民ニーズや地域課題に対応するため、市民、地域、行政が協働してまちづくりに取り組む必要があります。
・地域活動への住民参加を促進するとともに、地域活動の組織や内容を見直して、地域の力を最大限に引き出し、地域活動の持続性を高める
必要があります。
・市民との情報共有をより一層すすめる必要があります。
・市民の意向を的確に把握し、市政に反映させる必要があります。
・性別に関わらず、一人ひとりが個性や能力を発揮できる環境を整える必要があります。

目指す姿

・絆を大切にした地域づくり活動により地域共助が強化され、誰もが住み続けたいと思える地域がつくられています。
・地域社会を構成する多様な主体が協働してまちづくりに取り組み、地域課題の解消が図られています。
・市民が必要な情報をわかりやすく得られるとともに、市民の意向を的確に反映した市政運営が行われています。
・男女が互いに尊重しあい個性と能力が発揮できる環境が整っています。

取り組みの方向
性

・総合的かつ中長期的な視野に基づく地域づくり活動の推進や地域づくり活動のマネジメント体制の整備、地域活動への参加の促進などにより
協働のまちづくりによる地域力の向上を図ります。
・地域活動や市民活動を支える人材の育成などにより多様な主体が協働できる仕組みをつくります。
・効果的な情報の発信と情報内容の充実、行政の施策等を理解する機会の充実などにより市民との情報共有を推進します。
・政策形成過程等への市民参加の機会の確保や市民の声や意見を聴く機会の充実により市民の意向の把握と反映を行います。
・個性や能力が発揮できるまちづくりの推進や男女共同参画に関する意識の醸成、ワーク・ライフ・バランスの実現に向けた環境の整備などに
より男女共同参画社会を実現します。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （1）協働のまちづくりの推進 ①地域力の維持・向上

市民活動団体による地域づくり事業への参
画件数（年間）

件

町内会加入率 ％ 66.3 65.570.2 69.4 68.3 68.0 67.3 72 74

- - 2 3 6 9 10

H26 H27 H28 H29 H30 H31指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25

目標値

H31
（中間）

R6

各種審議会等における女性参画率 ％

社会全体において「男女平等である」と回
答する市民の割合（アンケート調査）

％

30.9 31.0

16.9
（H 24）

- - - - 16.3 - 50 55

4533.0 33.0 34.0 35.3

市ホームページ（行政情報）へのアクセス
件数　（年間）

万件

パブリックコメントに寄せられた意見数（年
間）

件

342 381

21 48 150

435 412 402 475 452 470

150

600

15 89 55

２　市民アンケートの結果

「市民、地域、行政が協働してまちづくりに
取り組んでいる」と感じている市民の割合

％

順位
（20項目中）

10位

回答比率 3.6%
順位

（20項目中）

回答比率

回答比率 3.2%
順位

（20項目中）
18位

3.3%
順位

（20項目中）
18位

H28 回答比率 54.7%
順位

（34項目中）
17位 回答比率 9.2%

順位
（20項目中）

8位

H26 回答比率 54.7%
順位

（34項目中）
19位 回答比率 8.6%

回答比率

順位
（20項目中）

12位 1.9%
順位

（20項目中）
19位

順位
（20項目中）

R2 回答比率 60.3%
順位

（36項目中）
15位 回答比率 6.9%

54.3%

回答比率

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇、重要度の順位が下降 →　改善が進み、成果が認識されている

回答比率 2.5%
順位

（20項目中）
18位

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位は下位 →　＜維持＞重要度は高い水準にはないため、事業を継続しながら、内容の工夫等に
より対応すべき

8.8%
順位

（20項目中）
10位 回答比率 3.5%

順位
（20項目中）

17位

H30 回答比率 59.5%
順位

（34項目中）
14位 回答比率 8.2%

順位
（20項目中）

9位

10位
順位

（36項目中）
16位 回答比率 7.6%H31

回答比率

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「市民、地域、行政が協働してまちづくりに
取り組んでいる」と感じている市民の割合

地域力の向上や魅力ある地域づくり 郷土への「誇り」・「愛着」の醸成

18位

H29 回答比率 59.9%
順位

（34項目中）
16位

10 20

- 54.7 - 54.7 59.9 59.5 54.3 ↗ ↗

138 43

36.2 40
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1

2

3

4

5

6

1

2

3

1

2

3

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

市
民
活
動
部

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
２

）
多
様
な
主
体
が
協
働
で
き
る
仕
組
み
づ
く
り

市民活動フォーラムなどによる市民活動団体や地
域組織、事業者、行政が互いの情報や課題を共
有し議論できる場の充実

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（1）協働のまちづくりの推進
①地域力の維持・向上
・様々な地域課題を解決し、地域に住み続けたいと思える
魅力あるまちづくりのため、市民、地域住民組織、事業
者、行政など地域を構成する多様な主体による協働のま
ちづく りを進める。

★市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働
の促進を目的に、協働のまちづくりフォーラムを開
催した。
　専門家による基調講演
　地域課題の解決に向けて一緒に取り組めること
　の提案や協働事例の発表
　パネル展示による市民活動団体の活動紹介等

市
民
活
動
部

実践活動者を招いての講座や意見交換会などに
よる地域活動や市民活動を支える人材の育成

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（5）地域人材が育つ環境の整備
①人材育成の推進
・まちづくりのリーダーや女性リーダー、働くことの魅力を
子どもたちに伝える職業人など多様な人材を育成するた
め、産業・福祉・まちづくりなどの幅広い分野が学べる官
民協働による人材育成の場づくりなどを進める。

★協働のまちづくりへの意識醸成及び円滑な組織
運営に向けて、まちづくり協議会の代表者、事務
局長を対象としたマネジメント講座を開催した。
★まちづくり協議会の防災や福祉担当者等の事業
実践者を対象とした講座、研修会を開催した。
★若者の地域活動への参画や企画力向上を目的
とした研修会を開催した。
★まちづくり協議会が実施する人材育成の取り組
みに対し、講師を派遣した。

市
民
活
動
部

市民活動団体が行う地域課題の解決を目的とした
事業への支援などによる地域活動や市民活動の
活性化の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（1）協働のまちづくりの推進
①地域力の維持・向上
・地域活動や市民活動の活性化を図るため、市民活動団
体が行う事業への支援などを 実施する。

★市民活動団体設立に要する費用、市登録市民
活動団体が実施する事業に対する支援を行った。
★様々な媒体を活用し、市登録市民活動団体の
情報や活動内容を紹介した。
　ヒッツＦＭ出演
　活動情報紙への掲載
　市ホームページへの掲載

市
民
活
動
部

（
１

）
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
に
よ
る
地
域
力
の
向
上

地域と行政が対等の立場で地域づくりについて議
論できる場の充実などによる総合的かつ中長期的
な視野に立った地域づくり活動の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（8）行政改革の推進
①市民協働による自治体運営
・多様化・複雑化する市民ニーズに対応した行政サービス
を提供するため、多様な主体によるそれぞれの役割分担
のもとでの協働のまちづくり、民間活力の導入などを進め
る。

★まちづくり協議会代表者による「まちづくり協議
会円卓会議」、事務局長による「まちづくり協議会
連絡会議」を設置し、取り組みの情報共有や意見
交換を行った。
※「まちづくり協議会円卓会議」は「協働のまちづく
り推進会議」に機能を移行

市
民
活
動
部

地域活動への新たな財政支援制度の創設やサ
ポート体制の整備、町内会集会施設整備への支
援などによる地域づくり活動への支援

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（1）協働のまちづくりの推進
①地域力の維持・向上
・様々な地域課題を解決し、地域に住み続けたいと思える
魅力あるまちづくりのため、市民、地域住民組織、事業
者、行政など地域を構成する多様な主体による協働のま
ちづく りを進める。

★まちづくり協議会による地域を維持・改善・振興
する活動に対し、協働のまちづくり支援制度を創
設し取り組みを促進した。
★平成27年度の取り組みの検証結果等を踏まえ、
新たな支援策を構築した（モデル的事業、事務局
強化支援事業、講師派遣事業）。
★地域と行政とのパイプ役として、各地区に2名の
まちづくり担当職員を配置し、まちづくり協議会の
役員会等に参画しながら、アドバイス等を行った。
★まちづくり協議会の事務が円滑に行えるよう事
務所を提供した。
★協働のまちづくりのより一層の推進を図るため、
様々な観点から議論・協議する場として、全まちづ
くり協議会代表者、学識経験者、市による「協働の
まちづくり推進会議」を設置した。
・町内会が新築する集会施設整備に対する助成を
行った。

市
民
活
動
部

全地区のまちづくり協議会の代表が意見交換や議
論を行う場の設定などによる市の一体感の醸成

・地域課題の解決に向けた新たな事業展開や、協
働のまちづくりのあり方等について議論するため、
まちづくり協議会代表者、学識経験者、市関係部
長で構成する協働のまちづくり推進会議を設置し
た。

市
民
活
動
部

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（1）協働のまちづくりの推進
①地域力の維持・向上
・様々な地域課題を解決し、地域に住み続けたいと思える
魅力あるまちづくりのため、市民、地域住民組織、事業
者、行政など地域を構成する多様な主体による協働のま
ちづく りを進める。

★地域活動の総合調整を行うまちづくり協議会の
設立に向けて取り組んだ（市全20地域に設立）。
・円滑な組織運営を行えるよう、代表者や事務局
長を対象に、まちづくり専門家によるマネジメント
講座や研修会を実施した。

市
民
活
動
部

多様な情報媒体を活用した地域活動の情報発信
や町内会への加入促進などによる地域活動への
参加の促進

・各まちづくり協議会の活動や特徴をまとめたＰＲ
映像を制作し、各地区において活用促進を図ると
ともに、市公式YouTube等にて配信した。
・町内会加入に向けてパンフレットの配付や市広
報紙での呼びかけを行うとともに、町内会連絡協
議会、宅地建物取引業協会との連携による転入
者及びアパート等入居者の加入促進を図るため
の新たな加入促進策を実施した。

市
民
活
動
部

地域活動の総合調整を行う組織づくりや地域活動
の評価の促進などによる地域づくり活動のマネジ
メント体制の整備

市民活動団体・事業者の地域活動への参画の促
進や各地域における子ども教育参画会議等の分
野別に意見交換・議論を行う場の充実などによる
地域課題の解決の推進

・市民活動団体とまちづくり協議会などとの協働の
促進を目的に、協働のまちづくりフォーラムを開催
した。
　専門家による基調講演
　地域課題の解決に向けて一緒に取り組めること
　の提案や協働事例の発表
　パネル展示による市民活動団体の活動紹介等

（
３

）
市
民
と
の
情
報
共
有
の
推

進
広報紙、ラジオ、ＣＡＴＶ（ケーブルテレビ）、メー
ル、ホームページ、ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキ
ング・サービス）等の多様な情報媒体の活用など
による効果的な情報の発信と内容の充実

・様々な媒体を活用した情報発信を行った。
　インターネットでのＦＭ番組の配信
　YouTubeでのTV番組の配信
  アプリ「マチイロ」を利用した広報たかやまの配信
  LINE・インスタグラムでの情報発信

総
務
部

出前講座などによる行政の施策等を理解する機
会の充実

・市職員が講師として出向き、政策等の説明などを
行う「たかやま出前講座」を実施した。

市
民
活

動
部

市が開催する各種会議の公開や情報公開請求制
度の運用などによる情報公開の推進

・各種審議会等の公開により、実施する会議日程
を市ホームページや広報たかやまに掲載した。
・予算編成過程、事業評価、指定管理者の実績評
価、各種計画のホームページでの公開など、市民
が知りたい情報を積極的に公開している。

総
務
部
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1

2

1

2

3

企
画
部

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 市民活動部／総務部／企画部／福祉部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

・企業の実施するワーク・ライフ・バランス研修へ専
門の講師を派遣した。

市
民
活

動
部

市
民
活

動
部

様々な媒体を活用した啓発や事業所への講師派
遣などによるワーク・ライフ・バランスの実現に向
けた環境の整備

（
４

）
市
民
意
向
の
把

握
と
反
映

パブリックコメント、アンケート調査の実施や各種
審議会、ワークショップ、市民説明会の開催などに
よる政策形成過程等への市民参加の機会の確保

・計画策定等におけるパブリックコメント、アンケー
ト調査、各種審議会、ワークショップ及び市民説明
会等を実施した。
・パブリックコメントの結果について、分かり易く公
表した。

企
画
部

市民と市長の対話集会、政策検討市民委員会、
市長面談の開催やご意見箱の設置などによる市
民の声や意見を聴く機会の充実と施策等への反
映

・市民と市長の対話集会や市長面談の開催、ご意
見箱、市HPにおける意見聴取のほか、政策検討
市民委員会（H29末で休止）や各種審議会、ワーク
ショップなどの実施により、市民意向の把握と政策
等への反映を図った。

（４）市民意向の把握と
反映

【企画部】
・様々な手法による市民からの意見聴取などにより、意向を把握し、政策形成につな
げることができた。
・引き続き、市民意向等の的確な把握に努める必要がある。

【企画部】
・市民がより意見を出しやすいしくみや政策への反映を含め、ま
ちづくりにおける新たな制度やしくみの構築をすすめる。

（
５

）
男
女
共
同
参
画
社
会
の
実
現

性別や年代に関わらず地域活動等で活躍できる
リーダーの育成、世代や理解度に応じた講演会の
開催、地域や行政における意思決定過程への参
画などによる個性や能力が発揮できるまちづくり
の推進

・市民を対象とした講演会や講座を開催し、男女共
同参画の啓発を行った（H31参加者数延べ200
人）。

市
民
活
動
部

家庭、学校、地域、職場等における教育や学習、
社会制度や慣行の見直しなどによる男女共同参
画に関する意識の醸成

・男女共同参画懇話会を開催し、意見を事業に反
映した。

4

正しい知識の普及啓発や関係機関と連携した被
害者の保護、各種制度に関する情報提供などによ
るＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）をはじめとした
あらゆる暴力の根絶

・第5次高山市男女共同参画基本計画を策定し
た。
・関係機関と連携したパネル展（2回）の開催など
啓発を行った。

市
民
活

動
部

・広報やチラシの配布等により、DV防止等の周
知・啓発を行った。
・女性相談や家庭児童相談を実施し、関係機関等
と連携した被害者の保護に努めた。

福
祉
部

（１）協働のまちづくりに
よる地域力の向上

【市民活動部】
・地域課題の解決に向けたモデル的事業を実施するとともに、協働のまちづくり推進
会議で取り組みを検証し、課題や今後の展開などを情報共有することで、各地域の
課題解決をすすめることができた。
・18地区の社会教育運営委員会の事業の見直しや地域課題の解決に向けた新たな
取り組みがすすみつつある。
・まちづくり協議会の位置付けを明確化するため、まちづくり協議会と市の役割分担
について整理する必要がある。
・地域ニーズに対応した将来を見据えた計画的な事業展開をすすめるため、各地区
のまちづくり計画の策定を促進する必要がある。

【市民活動部】
・まちづくり協議会が地域課題の解決など主体的に取り組む活
動に対する支援を継続するとともに、まちづくり協議会の位置づ
けの明確化を図る。
・協働のまちづくり推進会議を通じて、市と地域の役割分担な
ど、協働のまちづくりのより良いあり方についての議論をすすめ
る。
・条例整備を含めた協働のまちづくりに関するしくみの構築、ま
ちづくり協議会の法人化に向けた調査・研究、町内会のあり方
についての検討など、協働のまちづくりのさらなる推進に向けた
取り組みの検討をすすめる。

（２）多様な主体が協働
できる仕組みづくり

【市民活動部】
・「安全、安心がまちづくりの基礎」とのまちづくり協議会の共通認識のうえで、各地域
において、地域独自の防災訓練の実施や勉強会、見守り等に対する事業が展開され
てきた。
・市民活動団体とまちづくり協議会が役割を分担して事業に取り組むなど、多様な主
体の協働による事業展開が促進された。
・協働のまちづくりを促進するため、市民理解の促進、多様な主体による協働のしくみ
づくり、地域活動を担う人材育成などに取り組む必要がある。

【市民活動部】
・まちづくりに参画する人材育成に向けた研修会や協働のまち
づくりフォーラムの開催、市民活動団体の組織化、団体の自
立、協働の促進を目的とした財政支援などにより、多様な主体
による協働を促進する。
・市民活動団体が地域等と協働で取り組む事業に対する支援
策の見直しについて、検討をすすめる。

（３）市民との情報共有
の推進

【市民活動部】
・市職員が講師として出向き、政策等の説明などを行う「たかやま出前講座」を実施
し、施策等への理解を促進した。
【総務部】
・インターネットでのＦＭ・ＴＶ番組の配信やアプリの活用など、様々な媒体を活用した
情報発信を行った。「理解しやすく役にたつ」情報発信に向けて、広報紙や番組の構
成等の見直しの検討が必要である。

【市民活動部】
・まちづくり協議会等との連携を強化し、「たかやま人材リスト」
の活用による郷土学習の充実を図る。
【総務部】
・広報紙のリニューアルや各種番組での分かりやすい情報発信
をすすめる。

（５）男女共同参画社会
の実現

【市民活動部】
・講演会の開催などによる啓発や企業のワーク・ライフ・バランス研修への講師派遣
により、仕事と生活が両立できる環境整備や市民の意識向上に向けた取り組みがす
すみつつある。
【福祉部】
・女性相談員を配置し、相談支援や一時保護を行った。
・要保護児童対策地域協議会に配偶者暴力相談支援センターを加え、関係機関との
情報共有や連携強化を行った。
・女性に対する暴力をなくす運動にあわせた啓発を行った。

【市民活動部】
・女性活躍の推進及び男女共同参画社会の実現に対する社会
全体の機運を高めるため、女性の活躍やワーク・ライフ・バラン
スの推進を図る。
【福祉部】
・女性相談窓口やＤＶの防止などについて、周知・啓発を図る。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ● ●

2 ● ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ●

8 ●

9 ●

10 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 6　協働・行政 基本目標
みんなでつくる持続可能なま
ち

個別分野 交流

主要課題

・他都市などとの交流の推進による様々な分野における活性化、異文化への理解を通じた広い視野を持った人材の育成を図る必要がありま
す。
・田舎暮らしを希望する人の生活や住居等のニーズを的確にとらえ、都市部などからの移住を促進して地域の活性化を図る必要があります。
・本市の発展の礎となる「平和」の重要性を改めて認識するとともに、国外における飢餓や貧困などにも目を向け、恒久平和の実現に貢献する
必要があります。

目指す姿
・市と姉妹・友好都市等との間において、互いの特徴を活かしながら様々な分野における交流が行われています。
・都市部などから多くの人が移り住み、地域住民との活発な交流が行われるとともに、移住者の知識や経験がまちづくりに活かされています。
・国内外に恒久平和実現に向けた情報が発信されています。

取り組みの方向
性

・都市間交流の推進や異文化に接する機会の提供などにより交流を促進します。
・都市住民に対する宣伝活動の推進や総合的な移住者への支援などにより移住を促進します。
・恒久平和実現に向けた情報発信や平和に関する意識の高揚などにより平和への貢献を図ります。

H29 H30 H31

目標値

（7）広域連携の推進 ②国内・国際交流の強化

①移住 情報の発信

１．飛騨高山にひとを呼び込む (4)移住・定住の促進 ②移住者受入体制等の強化

１．飛騨高山にひとを呼び込む (4)移住・定住の促進 ④居住環境整備の促進

H31
（中間）

対
応
す
る
総
合
戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

１．飛騨高山にひとを呼び込む (4)移住・定住の促進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （7）広域連携の推進 ①地域間連携の強化

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （8）行政改革の推進 ①市民協働による自治体運営

姉妹・友好都市との交流人数（年間） 人

新規移住者数（年間） 人

指標名

250

1,914 666 630 1,993 1,308 668 656

182 158 345 308 293 327

2,300

市民の国際交流事業（異文化を体験できる
機会）への参加者数（年間）

人 8,453 4,177 784

単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25

3,392 776 1,364 3,551 10,000 10,000

H26 H27 H28

361 200

ボランティア通訳登録者数 人 125 121 123

市民外国語講座受講者数（年間） 人 397 368 400 439 484 544

121 103 108 91 150 200

503 500 500

「国内外の都市と様々な分野において交流
が進 んでいる」と感じている市民の割合

％ - 51.1 -

ホストファミリー登録世帯数 世帯 92 90 87 87 85 85

49.7 53.3 51.4 51.1 ↗ ↗

80 110 150

- 100

592 620

広域連携事業による移住・就業体感ツアー
参加者数（年間）

人 - - -

広域連携事業による移住相談者数（年間） 人 - - 570 917 892 907

まちなか居住支援・空家改修支援による定
住者数（年間）

人 - 70 34 43 43 43

２　市民アンケートの結果

R6

2,300

38 82

19 - -
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2

3

1

2

1

2

26.7%
順位

（20項目中）
4位

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「国内外の都市と様々な分野において交流が進 んでいる」と感じている市民の割合 人口減少への対応

H26 回答比率 51.1%
順位

（34項目中）
20位 回答比率

27.4%
順位

（20項目中）
3位

25.5%H28 回答比率 49.7%
順位

（34項目中）
21位 回答比率

H29 回答比率 53.3%
順位

（34項目中）
19位 回答比率

順位
（20項目中）

5位

市
民
活
動
部

★国外の姉妹友好都市（アメリカ・デンバー市、中
国・麗江市、ルーマニア・シビウ市、ペルー・ウルバ
ンバ郡、中国・昆明市）に加え、協力協定都市（フ
ランス・コルマール市、ラオス・ルアンパバーン市、
ベトナム・フエ市）など、様々な海外都市との交流
を行った。

海
外
戦
略
部

市民と在住・来訪外国人との交流の促進や国際交
流員の招致、民間交流団体への支援などによる
異文化に接する機会の提供

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（7）広域連携の推進
②国内・国際交流の強化
・国内外の姉妹・友好都市等との教育・文化・芸術・産業な
ど様々な分野における交流 や新たな都市間交流を推進
するため、市民と在住・来訪外国人との交流の促進、国際
交 流員の招致、民間交流団体への支援などを実施する。

★市民外国語講座を開催し、市民の外国語能力
向上を図った。
★日本語講座を開催し、在住外国人の日本語能
力の向上を図った。
★国際交流員を招致し、市の国際化を図った。

海
外
戦
略
部

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が下降、重要度の順位は下降 →　状況は低下しているが、改善への期待は高くない

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が下位で、重要度の順位は上位 →　＜重点改善＞重点的・優先的に事業を展開し、満足度を高い水準へ引き上げるべ
き

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

施策 施策の内容 ★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み 担当

部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

（
１

）
交
流
の
促
進

1
国内外の姉妹・友好都市等との教育・文化・芸術・
産業など様々な分野における交流や新たな都市
間交流の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（7）広域連携の推進
②国内・国際交流の強化
・国内外の姉妹・友好都市等との教育・文化・芸術・産業な
ど様々な分野における交流 や新たな都市間交流を推進
するため、市民と在住・来訪外国人との交流の促進、国際
交 流員の招致、民間交流団体への支援などを実施する。

★高山市都市提携委員会を中心とした国内の姉
妹友好都市（松本市、平塚市、越前市、上山市）と
の交流事業を実施した。
　相互市民ツアー訪問
　こども交流
　民間団体主催事業に対する支援

市民相互のふれあいや世代間交流の促進
・子どもと高齢者が交流できる場づくりなど、まちづ
くり協議会の主体的な取り組みに対し、協働のま
ちづくり支援金を交付し、活動を支援した。

市
民
活

動
部

（
２

）
移
住
の
促
進

移住・就業体感ツアーの開催や田舎暮らしを体験
できる施設の活用、移住促進セミナーへの出展な
どによる移住に関する宣伝活動の推進

１．飛騨高山にひとを呼び込む
(4)移住・定住の促進
①移住 情報の発信
・高山市、さらには飛騨地域への移住促進を図るため、飛
騨地域創生連携協議会による東京圏での移住フェアや移
住相談会の開催、移住相談窓口の設置等により、移住情
報の発信などの広域的な取り組みを進める。

★飛騨地域創生連携協議会による首都圏での移
住交流イベント、飛騨でのライフスタイルを考える
セミナー等の実施のほか、飛騨地域総合移住HP
において、飛騨地域の情報発信を積極的に実施し
た。
★首都圏を中心とした都市部における移住交流
フェア（ＪＯＩＮ、ふるさと回帰支援センター等）に参
加し、移住相談を実施した。

企
画
部

民間と連携した空き家情報の提供や家賃や空き
家改修費に対する助成、関係機関と連携した相談
対応などによる総合的な移住者への支援

１．飛騨高山にひとを呼び込む
(4)移住・定住の促進
②移住者受入体制等の強化
・移住の取り組みに関し、官民連携の強化を図るため、飛
騨地域創生連携協議会による官民協働の移住戦略組織
の設置、移住・就業体感ツアーの開催などを進める。ま
た、田舎暮らしを体験できる施設の活用による移住を検討
する者への支援などを実施する。
④居住環境整備の促進
・移住・定住に向けた居住環境の整備を図るため、民間と
連携した空家情報の提供、家賃や空家改修費に対する支
援、中心市街地への移住支援などを実施する。

★移住者の最大の関心事である「仕事」や「住ま
い」に関係の深い商工会議所や宅建協会等の民
間組織との連携を図った。
★移住体験施設「秋神の家」を運営し、田舎暮らし
体験や移住準備のための拠点として貸付を行うこ
とにより、利用者の市内への移住を促進した。
★移住者向け空き家バンクを市ホームページ上に
開設し、移住者の住まい探しを支援した。
★移住者の獲得に向けて、住宅取得や改修、賃
貸に要する費用に対する支援を行った。

企
画
部

（
３

）
平
和
へ
の
貢
献

「高山市平和の日」の周知や世界の各自治体が加
盟する平和首長会議と連携した啓発活動などによ
る恒久平和実現に向けた国内外への情報発信

・高山市平和の日、平和都市宣言を周知した。
　高山市平和都市宣言記念事業の実施
　高山市平和都市宣言推進会議の設立
　高山市平和都市宣言の碑の設置
　高山市平和都市宣言のカード・ポスターの作製
・平和首長会議や日本非核宣言自治体協議会と
連携した啓発活動を実施した。
　高山市平和の日における一斉鐘打
　原爆パネル展の開催

市
民
活
動
部

図書館や学校と連携した啓発活動などによる平和
に関する意識の高揚

・平和図書コーナーの設置、平和ポスター展の開
催、各種平和イベントへの参加などによる啓発を
行った。

市
民
活

動
部

21.6%
順位

（20項目中）
6位

30.3%

R2 回答比率 43.1%
順位

（36項目中）
29位 回答比率

順位
（20項目中）

3位

H30 回答比率 51.4%
順位

（34項目中）

H31 回答比率 51.1%
順位

（36項目中）
19位 回答比率

19位 回答比率 30.1%
順位

（20項目中）
3位
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４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 市民活動部／海外戦略部／企画部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）交流の促進

【市民活動部】
・国内姉妹友好都市（松本市、平塚市、越前市、上山市）相互の特徴を活かしなが
ら、都市提携委員会を中心とした経済、観光、歴史文化、教育などの様々な分野にお
ける交流事業を実施し、交流の促進を図った。
【海外戦略部】
・姉妹友好都市（アメリカ・デンバー市、中国・麗江市、ルーマニア・シビウ市、ペルー・
ウルバンバ郡、中国・昆明市）に加え、協力協定都市（フランス・コルマール市、ラオ
ス・ルアンパバーン市、ベトナム・フエ市）など、様々な海外都市との交流を促進した。
・市民の多様な文化や異なる価値観への認識や理解を深め、外国人が訪れやすく住
みやすいまちづくりの推進が必要である。
・交流分野における多岐にわたる専門性や市民・事業者等との連携協力した対応が
必要である。

【市民活動部】
・姉妹友好都市との交流をすすめ、交流がより一層促進される
方策の検討をすすめる。
【海外戦略部】
・公式訪問団の相互派遣や青少年交流に加え、観光、経済、文
化、教育、農業等様々な分野の交流をすすめる。
・若年層をはじめ市民に対する啓発活動などにより、多様な文
化を尊重する意識の醸成を図る。
・外国人相談窓口の設置などにより、外国人が生活しやすい環
境の整備をすすめる。
・関連団体と協議し、組織体制の見直しなども含む、より効果的
な海外戦略体制の推進の検討をすすめる。

（２）移住の促進

【企画部】
・移住に対する支援制度の充実と積極的なPR等により、県外からの移住者が増加
し、平成30、31年度の移住者数は県内自治体においてトップとなった。
・飛騨地域３市１村と県で構成する飛騨地域創生連携協議会の設置により、広域で
移住・定住の促進に取り組む体制が整備された。
・飛騨地域創生連携協議会による首都圏等での移住促進イベントや移住相談会の開
催、飛騨地域総合移住HPでの情報発信により、移住希望者からの相談が大幅に増
加した。
・仕事を含めたライフスタイルの情報発信など、移住希望者のニーズに沿った取り組
みが必要となっている。
・移住者の実態分析や移住者との意見交換等を通じて、効果的な事業展開を図る必
要がある。
・移住希望者がスムーズに移住するためには、「仕事」「住まい」「暮らし」に関わる民
間団体等と行政が情報を共有し、連携して取り組めるようなしくみづくりが必要となっ
ている。
・経済活動、地域活動の担い手の減少が見込まれるなか、持続可能なまちづくりのた
めには、関係人口獲得に向けたの取り組みが重要となっている。

【企画部】
・飛騨地域の企業の仕事情報サイトの活用などによる求人情報
の充実など、移住希望者のニーズに沿った情報を効果的に発
信する。
・東海エリアからの移住者が多いという実態を踏まえ、東海エリ
アでの事業展開を重点的に行う。
・移住者と意見交換を通じて、移住者獲得や定住促進に向けた
取り組みの充実を図る。
・行政、商工会議所、宅建協会、まちづくり協議会等が情報を共
有し、連携して移住希望者や移住者に対応できるしくみづくりを
すすめる。
・ふるさと納税、大学連携センター、めでたの会等の取り組みの
推進や飛騨地域出身者、首都圏在住のひだアンバサダーへの
積極的なアプローチなどにより、関係人口の拡大を図る。
・移住戦略を策定し、新型コロナウイルス感染症の影響により変
化してきた働き方や価値観に対応した移住施策を推進する。

（３）平和への貢献

【市民活動部】
・高山市平和都市宣言の作成から宣言までの取り組みを通じて、平和への意識醸成
が図られた。
・外国語による平和都市宣言の配信や平和の鐘の一斉鐘打の呼びかけなどにより、
高山市から国内外に恒久平和の実現に向けた情報発信の取り組みがすすみつつあ
る。

【市民活動部】
・平和首長会議など関係団体との連携や高山市平和都市宣言
推進会議、高山市平和都市宣言の周知など、恒久平和の実現
に向けた情報発信などの取り組みにより、平和に対する意識の
高揚や国際平和への貢献を図る。
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※高山市まち・ひと・しごと創生総合戦略

１　指標の推移

1 ●

2 ●

3 ●

4 ●

5 ●

6 ●

7 ●

高山市第八次総合計画　施策評価シート

第
八
次
総
合
計
画

基本分野 6　協働・行政 基本目標
みんなでつくる持続可能なま
ち

個別分野 行財政運営

主要課題
・業務や公有財産などあらゆる分野において選択と集中を行いつつ、効率的で持続可能な行財政運営を行う必要があります。
・財政の健全性を高め、財政構造の弾力性を確保していく必要があります。
・一般財源の確保を図るとともに、未収金回収などによる債権管理の強化を行う必要があります。

目指す姿
・多様な市民ニーズを的確に反映した質の高い行政サービスが提供されています。
・限られた行政資源を最大限活かせる機能的な組織体制が整っています。
・将来にわたり持続可能かつ計画的で健全な財政運営が行われています。

取り組みの方向
性

・総合計画の実効性の確保や効率的な業務の推進、主体的な行政運営の推進などにより効率的・効果的な行政運営を推進します。
・弾力的で機能的な組織編成や定員適正化の推進、人材育成と職員の意識改革の推進などにより組織・人事管理の充実を図ります。
・公共施設の適正配置や活用などにより公有財産の適正な管理を行います。
・税等の収納率の向上や自主財源の確保、公債費の抑制、公共工事のコスト削減などにより財政の健全性を確保します。

対
応
す
る
総
合

戦
略
事
業
※

基本目標 具体的な施策 主な事業

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる （8）行政改革の推進 ②公共施設の適正管理

46

職員数 ( 正職員、嘱託職員、再任用職員） 人 1,048

2.1 1.8 3.3

H29 H30 H31

目標値

H31
（中間）

R6

H26 H27

930

478 500 380

人件費削減額（対平成 25（2013）年度） 億円 - ▲0.5 2.0 3.2

1,022 968 961 975 976 972

市債残高 億円

970

513

2.5 1.0

将来負担比率 （地方債残高等の将来負担
額より充当可能財源が多い場合は、「－」
で記載）

実質公債費比率 ％

- - - -

8.1 8.2 8.7 9.0 9.9 8.8 7.6 7.5 7

市債残高（市民1人当たり） 万円 80 75

「効率的で良質な行政サービスが提供され
ている」と感じている市民の割合

％ ↗- 44.3 - 44.5 49.2 44.2

２　市民アンケートの結果

市の取り組みに対する満足度 今後の重要課題

「効率的で良質な行政サービスが提供されてい る」と感じている市民の割合 効率的で持続可能行財政運営の推進

H26 回答比率 44.3%
順位

（34項目中）
25位 回答比率 6.7%

順位
（20項目中）

15位

H28 回答比率 44.5%
順位

（34項目中）
25位 回答比率 5.3%

順位
（20項目中）

16位

4.0%
順位

（20項目中）
16位

回答比率 6.2%
順位

（20項目中）
14位

20位 回答比率 5.6%
順位

（20項目中）
14位

6.5%

H29 回答比率 49.2%
順位

（34項目中）
22位 回答比率

順位
（20項目中）

12位

順位の変化に見る
現状の評価

満足度の順位が上昇、重要度の順位が上昇 →　改善傾向にあるものの、さらなる改善が求められている

R2の調査結果に
見る施策の方向性

満足度の順位が上位で、重要度の順位は下位 →　＜維持＞重要度は高い水準にはないため、事業を継続しながら、内容の工夫等に
より対応すべき

H31 回答比率 50.8%
順位

（36項目中）

R2 回答比率 54.1%
順位

（36項目中）
18位

H28指標名 単位

ま
ち
づ
く
り
指
標

市
民
満
足
度
指
標

H30 回答比率 44.2%
順位

（34項目中）
23位 回答比率

733 683 635 587 551

総
合
戦
略
基
本
目
標

総
合
戦
略
K
P
I

H25

71 66 62 58 55 58

- - - - -

50.8 ↗
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2

3

4

5
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1

2

3

4

総
務
部

・市民満足度等を把握するためのアンケート調査、
事業評価・施策評価による行政評価、ローリング
による実施計画の見直しを行った。

企
画
部

・地域再生計画を策定し、国の地方創生関係交付
金を活用した事業を実施した。

企
画
部

３　総合計画の取り組みの概要（総合戦略を含む）

県や飛騨地域を構成する自治体の役割分担と連
携による広域的な行政サービス提供の充実

・広域的な連携体制の強化を図り、行政サービスの充実を
図るため、岐阜県及び飛騨地域三市一村の連携強化、県
内他圏域との連携、県域を超えた自治体連携などを進め
る。

国の地域再生制度や特区制度等の活用、地域を
限定した市独自の特区制度の仕組みづくりなどに
よる地域実態に沿った行政運営の推進

施策 施策の内容

（
１

）
効
率
的
・
効
果
的
な
行
政
運
営
の
推
進

市民満足度の把握や行政評価、実施計画の見直
しなどによる総合計画の実効性の確保

ＰＰＰ手法を活用した民間活力の導入や事務事業
の見直し、電子市役所の推進などによる効率的な
業務の推進

担当
部局取り組み内容（戦略に対応する項目には★印）

各種統計調査の実施による社会経済の実態把握
と行政運営への活用

・統計調査員を確保し、各種統計調査を実施する
とともに、各種統計における高山市の数値を取り
まとめ、「高山市のあらまし」として公表した。

企
画
部

大学との連携の推進などによる専門知識の活用
・様々な地域課題に対応するため、大学や企業等との連
携による共同研究などを進める。

★（一財）飛騨高山大学連携センターへの委託に
より、大学と連携した調査研究を実施した。

企
画
部

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（8）行政改革の推進
①市民協働による自治体運営
・多様化・複雑化する市民ニーズに対応した行政サービス
を提供するため、多様な主体 によるそれぞれの役割分担
のもとでの協働のまちづくり、民間活力の導入などを進め
る。

国や県からの権限移譲の促進による主体的な行
政運営の推進

★県と飛騨地域3市1村で構成する飛騨地域創生
連携協議会を設立し、飛騨地域の活性化に向けて
連携して取り組んだ。

企
画
部

・平成10年度から3次にわたり、42法令76項目の事
務権限の委譲を受けた。

総
務
部

★総合戦略の対応箇所
これまでの取り組み

★官民連携による広告事業（公用封筒の作成・無
償提供、協定に基づく市民便利帳の共同発行、窓
口表示案内システム等の導入）を実施し、業務の
効率化、経費の削減を図った。
★PPP/PFIに関する情報収集や視察、公共施設
等の官民連携調査を実施した。
★テレビ会議システムやAI・RPA等の技術を活用
し、業務の効率化を図った。

（
２

）
組
織
・
人
事
管
理
の
充
実

社会経済情勢の変化に対応した機能的な組織構
築や本庁と支所との機能分担などによる弾力的で
機能的な組織体制の維持

・市が抱える課題や市民ニーズに柔軟・迅速に対
応するため、行政組織・体制の見直しを行った（部
の新設や再編、グループ制から係長制への移行
等）。
・支所の機能・体制や業務内容の検証を行った。
・部署間の情報共有やプロジェクトチーム・ワーキ
ンググループなどを積極的に活用し、横断的な取
り組みを強化した（地方創生、ブランド戦略、公共
施設等総合管理計画、窓口業務改革など）。

総
務
部

職員の年齢構成の平準化や業務量に応じた職員
配置などによる定員適正化の推進

・行政課題解決に向けた必要な職種、人材の確保
を実施した（職員採用H27：31人、H28：28人、H29：
19人、H30：27人、H31：31人）。
・専門技術職員（農業、土木・建築などの資格職）
の募集・採用を実施した（募集方法の見直しや大
学訪問、HP更新等によるPR）。
・民間経験等採用枠の新設による職員募集・採用
を実施した。
・再任用職員（定年退職後の継続雇用職員）、嘱
託職員の活用を行った。

総
務
部

職員研修や昇任試験、派遣研修などによる人材
育成と職員の意識改革の推進

・職員の意識改革と能力向上を図るため、階層（職
務の級）に応じた「階層別研修」や課題解決に向け
た「課題別研修」、各業務における専門的な知識
習得のための「派遣研修」を実施した（H27：173件
延べ1,308人⇒H31：202件延べ1,845人）。
・職員の主体的な自己啓発による研修参加や資格
取得を支援した。
・職員による政策提案・事務改善提案の募集と発
表会を実施した。
・政策実現に向けた関係課連携による先進地視察
研修を実施した。
・接遇、顧客満足対応の最良民間事業者による接
遇力向上研修を実施した。
・職員のキャリアアップや役割意識の向上のため、
昇任試験を実施した。
・より高度な専門知識の習得や人脈づくり等のた
め、国、県、独立行政法人等へ職員を派遣した。

総
務
部

研修会の実施などによる組織や職員のリスク・危
機管理能力の向上

・職員の服務規律や法令等の遵守のため、コンプ
ライアンス研修を実施した。
・職員及び組織の危機管理能力を高めるため、リ
スクマネジメント研修を実施した。
・職員の不祥事再発防止を図るため、「職員の不
祥事防止対策マニュアル」を策定し、研修を実施し
た。
・事務手順のチェック機能強化を図るため「事務ミ
ス防止研修」を実施した。
・人事評価による組織及び職員管理を徹底した。

総
務
部
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2
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（
３

）
公
有
財
産
の
適
正
な
管
理

公共施設等総合管理計画に基づく施設の適正配
置や活用、長寿命化・効率化・省エネルギー化な
どによる総合的かつ計画的な施設管理の推進

３．住みやすく働きやすい飛騨高山をつくる
（8）行政改革の推進
②公共施設の適正管理
・総合的かつ計画的な施設管理を行うため、公共施設等
総合管理計画に基づく施設の適正配置や活用、長寿命
化・効率化・省エネルギー化、自然エネルギーの導入など
を進める。

★平成29年度に公共施設等総合管理計画(基本
方針)を策定した。
★平成31年度に公共施設等総合管理計画(基本
方針)の改訂および（実施計画）を策定した。

総
務
部

施設の売却や譲渡・貸付などによる未利用財産の
活用や処分

・今後活用する見込のない未利用施設の用途廃
止を行い、随時、売却や譲渡・貸付を実施した。

財
務
部

支所庁舎の複合化・多機能化による整備
・久々野支所の改築時において、支所・高齢者福
祉施設・つどいの広場等の機能を統合し、複合施
設として整備した。

財
務
部

4
ふるさと納税の促進や広告事業の推進などによる
新たな自主財源の確保

・ふるさと納税を受付するポータルサイト「ふるさと
チョイス」「さとふる」「楽天」を導入した。
・ふるさと納税お礼の品の充実を図った（H31　93
事業所、439品目）。
・総務省通知に基づき、返礼割合の見直しを行っ
た。
・企業版ふるさと納税制度について、国から地域再
生計画の認定を受け、活用を図った（H31 協力企
業4社1グループ　寄附金額10,200千円）。

企
画
部

・広報たかやまやホームページ、観光パンフレット
に広告枠を設け、自主財源の確保を図った(H31広
告収入 3,727千円)。

総
務
部

・納税通知書にコンビニ納付や口座振替の案内を
明記するなど活用を推奨した。
・スマートフォン決済・クレジットカードによる納付を
導入した。

財
務
部

コンビニ納付サービス、クレジットカード決済サー
ビスなどによる納付手続きの利便性の確保

（
４

）
財
政
の
健
全
性
の
確
保

課税客体の的確な把握による適正かつ公平な課
税

・平成30年度、地価の動向や評価基準に基づく固
定資産税の評価替えを行った。
・固定資産を適正に把握するため、航空写真を更
新した。

財
務
部

滞納整理の強化などによる税等の収納率の向上

・県税職員と市職員連携による電話催告を行っ
た。
・徴収指導員の指導を強化した。
・徴収強化月間に徴収担当課連携による一斉催
告・財産調査を実施した。

財
務
部

予算編成過程の公開や地方公会計の推進などに
よる財政の透明性の確保

社会経済情勢の変化に対応し、行政評価と連動し
た予算の重点化・効率化による歳出の抑制

・各事業の目的や主な指標、実績・評価に基づく次
年度以降の考え方等をまとめた事業シートを活用
し、予算編成を行った。

・施設の新設時における使用料の設定など、他施
設との整合等を図り、適正に行った。

財
務
部

財
務
部

コストに見合った使用料、手数料などの受益者負
担の適正化

・基金を活用した施策展開を図るため、統合等に
より既存基金を整理するとともに、公共施設整備
基金等を新設し、積立てを行った。
・基金取り崩しにより、目的に即した活用を行った。

財
務
部

・当初予算及び補正予算の編成過程をホームペー
ジにて公開した。
・固定資産台帳の整備を行い、地方公会計の統一
的な基準による財務書類等を作成・公開した。

財
務
部

設置目的に即した基金の積立や効果的な活用
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【総務部】
・社会情勢の変化や市が抱える課題、市民ニーズに柔軟・迅速
に対応するため、機能的な組織の構築に向けた検証を行い、必
要な見直しを行う。
・本庁と支所の機能分担やあり方について検討を行い、必要な
見直しを行う。
・職員の年齢構成の平準化を図り、業務量に応じた職員配置
（会計年度任用職員を含む）による定員適正化を推進する。
・専門技術職や資格職の確保に向けて、職員募集の工夫に取
り組む。
・職員の能力と意識の向上に向けて人材育成・研修のあり方を
検証し、より効果的な職員研修や人材育成を図る。
・組織や職員の危機管理能力を高め、内部統制を推進する。
・職員のテレワーク勤務やサテライト勤務、時差出勤など多様な
働き方に適応した労働環境の整備をすすめる。

４　担当部局による総合計画の評価

担当部局 企画部／総務部／財務部

施策 第八次総合計画の検証（成果と課題） 今後の取り組み・方向性

（１）効率的・効果的な行
政運営の推進

【企画部】
・多様な市民ニーズを捉えるためのまちづくりアンケートを毎年実施し、市民意見の
把握による総合計画の実効性確保を図った。
・飛騨地域の自治体が連携し、交付金活用事業に取り組んだほか、地域活性化に向
けた取り組みにより、地方創生の推進を図った。
・平成31年度の総合計画の中間見直しにおいて、市民に分かりやすく共有できるもの
となるよう、まちづくりの方向性の明確化や長期的な視点、地域のまちづくりの方向
性の設定など、大幅な見直しを行った。効率的かつ効果的な計画の推進を図るた
め、まち・ひと・しごと創生総合戦略を総合計画に統合した。
【総務部】
・民間活力を導入して事業を実施し、業務の効率化及び事業費の軽減を図った。
・ＰＰＰ手法については、様々な事業を実施する際の新たな取り組みであるため、他
の自治体の実績及び民間事業者が有するＰＰＰ事業の情報を収集し、対象事業の拡
大を図る必要がある。
・国や県から事務権限の移譲を受けるとともに、受入の拡充に向けた検討を行った。

【企画部】
・見直し後の第八次総合計画に掲げるまちづくりの方向性とまち
づくり戦略の着実な推進を図る。
・飛騨地域の自治体連携により、効果的な事業展開を図る。
【総務部】
・行政経営方針の着実な推進を図る。
・内閣府や各省庁が開催するＰＰＰ事業関連セミナーへの参加
や官民対話などにより、ＰＰＰ事業関連情報の収集に取り組む。
・権限移譲を必要とする事務についての検討をすすめる。
・市民サービスの向上や事務の効率化等につながる改善に向
けては、市を挙げて不断の取り組みをすすめる。

５　外部有識者による総合計画の内部評価に対する再評価及び助言

【財務部】
・基金の計画的な積立て及び活用を図る。
・予算の編成過程等の公開により、財政の透明性を確保する。
・基金の効率的・効果的な運用や税等の収納率の維持向上、ふ
るさと納税の推進などにより自主財源を確保するとともに、公債
費の抑制や公共工事のコスト削減、予算の重点化・効率化によ
り歳出の抑制を図る。
・次回の固定資産税の評価替えに向けて、法令に基づく適正な
評価を実施する。
・徴収指導員、県の徴税吏員、本庁・支所職員による滞納者へ
の催告等により収納率の向上を図る。
・コンビニ納付、口座振替やキャッシュレス決済の促進に努める
とともに、全国共通納税システムの構築に伴う対応やその他の
納税者の納付手続きの利便性を確保する。
【企画部】
・より多くの方からのふるさと納税の受入をすすめるため、民間
のノウハウを活用したeコマース戦略の展開、ポータルサイトの
見直し、事業者や返礼品の拡充を行う。
【総務部】
・他市が実施する広告事業及び民間事業者が提供する公共
サービスに関する情報収集を行い、当市における導入について
検討をすすめる。

（３）公有財産の適正な
管理

【財務部】
・今後活用する見込のない未利用施設の用途廃止を行い、随時、売却や譲渡・貸付
を実施した。
＜施設売却実績＞
　・H27・・・丹生川町下保地内旧市営住宅
　・H28・・・国府町宮地地内旧荒城クリーンセンター
　・H29・・・清見町大原地内旧ホテルパスカル
・久々野支所を複合施設としたことで、市民の利便性向上が図られた。
【総務部】
・公共施設等総合管理計画(基本方針)を策定し、各施設の現況を集約・整理するとと
もに、施設類型毎に考え方をとりまとめ、総合的かつ計画的な施設管理を推進した。
・施設の更新、維持・管理、運営における官民連携事業(ＰＰＰ/ＰＦＩ)の導入を検討す
る必要がある。

【財務部】
・公共施設等総合管理計画に基づき、適正な公共施設の維持
管理に努めると共に、今後活用する見込のない未利用施設の
積極的な売却や譲渡・貸付をすすめる。
･支所改築時において、複合化・多機能化による整備を行う。
【総務部】
・公共施設等総合管理計画(実施計画)に基づき、施設整備や廃
止・譲渡などの取り組みをすすめる。
・民間活力導入検討方針に基づき、特定施設における官民連携
事業導入可能性調査を行う。

（４）財政の健全性の確
保

【財務部】
・著大施設の整備等に備えた計画的な積立て及び活用が図られる基金の体系へと
見直し、明確化を図った。
・予算の編成過程や固定資産台帳、地方公会計の統一的な基準に基づく財務書類
等の公開により、財政の透明性が確保された。
・事業シートを活用した予算の重点化・効率化による歳出の抑制が図られた。
・財産調査や差押を積極的に実施するとともに定期的な電話催告を行うことにより、
市税の収納率が向上した。
・コンビニ納付の導入により、休日・夜間の納付が可能となるなど納税者の利便性が
向上した。
【企画部】
・ふるさと納税ポータルサイトの導入により、平成28年度に寄附額が大幅に増加した
が、総務省通知に基づく返礼割合の見直しを行った影響により、平成29年度は減少
に転じた。
・平成30年度より、ポータルサイトを追加するとともに返礼品の拡充などに取り組み、
平成31年度には28年度を超える寄附額となった。
・より多くの方々の目に触れるよう、ふるさと納税のポータルサイト等の見直しや魅力
的な返礼品を充実させる必要がある。
・国から地域再生計画の認定を受け、企業版ふるさと納税の活用を図った。
【総務部】
・新たな広告事業の実施による財源の確保や命名権などを活用した民間活力の導入
を検討する必要がある。

（２）組織・人事管理の充
実

【総務部】
・市が抱える課題や市民ニーズに柔軟・迅速に対応するため、機能的で効率的・効果
的な行政組織・体制への見直しを行った。
・業務量に応じた適正な職員配置を行うため、必要な職員採用や再任用職員、嘱託
職員の活用を行った。
・行政課題に対応する職員の育成や意識改革、組織力の向上に向けて、人材育成基
本方針に基づく職員研修を計画的に実施した。
・地域において主体的に活力あるまちづくりが推進できるよう、本庁と支所との機能分
担やあり方について検証する必要がある。
・高度な行政課題や市民ニーズに対応する専門技術職（農業、土木、建築、電気、機
械、獣医師、看護師、保健師、保育士、栄養士、救急救命士など）の確保が必要であ
る。
・職員の質の向上に向けた人材育成・研修のあり方について、検討する必要がある。
・職員が健康でやりがいを持って効率的で効果的な行政運営に取り組むため、「働き
方改革」を推進する必要がある。
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